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今，岡山の学校教育は
中学校現場で起きていること，そして改善に向けて
岩堂　秀明※１
　文部科学省の調査（児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸課題に関する調査 H24）によると，岡山県内の小・
中学校の暴力行為，不登校の出現率が全国比較では大変高く，学力・学習状況調査でも国語，数学ともに通過率
が低いことが報告され，憂慮される事態にある。その原因は複雑多岐に渡っており，教育委員会や学校現場は解
決に向け総力をあげて取り組んでいるが、大変困難な状況が見られる。県下の教育関係者すべては当事者意識と
責任をもってかけがえのない一人ひとりの子どもたちに焦点を当てた本来の教育を再生することが急務である。
　私は，平成 23 年 3 月に中学校長を最後に定年退職し，現在は教育現場を離れているが，現役時代（幼・小・中学校・
特別支援学校）を自己反省する意味も含め，中学校を中心としてその現状と改善に向けた方策についてまとめて
みた。
キーワード：改善，岡山
※ 1 岩堂　秀明（元岡山県中学校長会会長　前岡山市立京山中学校長）
Ⅰ．学校の抱える問題とその改善
１　学習指導について
①学力に関わる気になる実態
（１）授業改善
　文部科学省や岡山県教育庁の校内暴力行為への対
応や加害児童生徒に対する学校の措置の状況等を見
ると，個別の学習支援や意欲を持つ活動が大変重要で
あることが分かる。授業が分からない，ついていけ
ないこと等が起因して，様々な問題行動に発展して
いるとも言える。また，生徒指導上の問題に追われ
慢性的な多忙化と教師の精神的余裕のなさから，授
業改善や個々の生徒の学力に応じたきめ細かな指導
に手が回りにくいという構図が見られる。
（２）学力の二極化
　岡山市立 A 中学校の学校評価や定期テストの度数
分布表から分析すると，成績の上位群・下位群の二
極化が見られる。これは全県的な傾向でもあり，特
に落ち着きのない学校や学年はその特徴が顕著であ
る。また，成績の下位群生徒は，学習よりも学校生活
を楽しく送りたいという意識が強くなる傾向がある。
その傾向が学年全体に蔓延すると学校は落ち着きが
無くなる。私が勤務した中学校でも，学校が荒れた
とき多くの生徒の意識として，学習が出来ないこと
は恥ずかしいことではなく，KY（空気が読めないこ
と）の方が恥ずかしく，授業よりもみんなと楽しく
生活を送る方が大切であると考える生徒が多かった。
（３）学習離れ
　小学校では低学年ほど教師が絶対的な存在であり
教師の意図する授業の楽しさが学校生活の楽しさに
つながる比率が高い。しかし，小学校時代から少し
ずつ授業についていけなくなり，授業離れ・学習離
れが進行している事実がある。
（４）授業
　授業中の生徒の前向きな発表を取り入れなかった
り，得手不得，興味や関心を無視した指導であったり
するなど個に対応しない・できない授業場面もある。
岡山市立 A 中学校の学校評価項目の「授業中，班で
の活動や先生の質問などで自分の考えを述べること
ができる。」や「先生方は，学習意欲の向上を目指し，
情熱をもって工夫した授業を行っている。」の項目で
は 10 ～ 20 ㌫の生徒が否定的に答え，岡山市調査「学
力の向上（岡山型一貫教育の推進の項）」では「授業
がわかりやすく楽しい」と答えた生徒は 81.6 ㌫，と
なっており，課題が残る結果となっている。その原
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因として，教科書を終わらせるのに精一杯で各教科
や領域の授業時数に余裕がないこと，教師の指導力
や資質の問題，教師数が絶対的に不足していること，
さらに多岐に渡る生徒指導上の問題への対応からく
る教師の精神的余裕のなさなどがあげられる。
（５）家庭学習
　各学校では授業の復習のため宿題等で補完してい
るが，課題の出し方・事後処理は，教師ごとであり
調整はほとんど行われていない。また，予習も含め
た宿題の在り方が校内で十分共通理解できていると
は言えない。
　子どもたちの学力や学習に向かう姿勢は，家庭の
在り方も大きく影響している。文科省の学力・学習
状況調査では小学校・中学校とも家庭学習時間が全
国平均と比較しても短いことがあげられている。逆
に，平日の情報メディアに費やす時間が全国と比較
して若干多い結果が出ている。
②改善のために
　小学校低学年ではほとんどの児童が授業について
いっているが，学年が上がるにつれて少しずつ，遅れ
る児童が増加してくる。小学校段階から一斉授業を
補完するための一人ひとりの学力の状況に対応した
様々な組織的支援（学校をあげて授業改善に取り組
む，学級担任任せにしない，保護者と連携する，ボ
ランティアの活用を図る等）が必要である。
　また，校内研修等で各教師が「授業が分かること
が学校生活に適応する全ての基本」であるという問
題意識をもち，現在までに行った授業改善に向けて
の取り組みを反省した授業改善を行わなければなら
ない。
（１）足に合わせる靴づくり
　各校の教育目標は，文科省→県教委→地教委の方
針を基に作成している。県や市でベクトルを合わせ
る重要性や学習指導要領等の指導の基準は必要だが，
それと関連させ具体化させた各学校の主体的で子ど
もたちの実態にあった教育内容や方針がより必要で
ある。各学校にある学校経営計画書（ほとんどの学
校の HP に掲載されている。）は，丁寧な学校評価の
実施から子どもの実態を基本にしたものでなくては
ならない。靴に足を合わせるのではなく，足に靴を
合わせる教育こそ基本である。教育目標が飾りにな
るのではなく，生きたものでなくてはならない。
　学校では，授業や学力に関する子どもたちの意識
の実態や保護者の願いを把握するため，学校評価を
定期的に行い，成果と課題を明らかにしながら，き
めの細かな教育実践を行っている。また，学期ごと
の小さな PDCA や，単元ごとの反省から学習指導に
関する具体的方策を実施して成果を上げている教師
や学校もある。
（２）少人数指導と習熟度別学習の活用
　様々な状況にある子どもたちへの指導・支援は，
個々の生徒に対応する指導が原則であり，しなやか
で柔軟であらねばならない。学習離れや学力向上に
対する施策が早い段階から必要である。そのために
学校では習熟度別の学習や少人数指導の学習を取り
入れたり，放課後の補習的な学習等を取り入れたり
している。B 中学校の学校評価を見ると，授業中の
質問の多さや自分の考えを述べる授業形態が浸透し
つつあり，教師の指導に対する肯定的な回答が多く
なる傾向がある。また，少人数指導は効果を上げて
おり，生徒の満足度が大変高い。習熟度別の指導は，
扱いによっては劣等感等を植え付けたり生徒間の人
間関係に影響したりする場合もあり，とくに配慮を
要する。習熟度別授業に参加する意味が分かり，本
人や保護者が納得し，主体的に参加できれば成果が
上がる。この取組は教科担任教師の余裕の多少によっ
て，授業が組めることから，さらなる教師数の余裕，
もしくは加配教員が必要である。
（３）家庭学習の具体的指導
　毎日，家庭でこつこつと学習する習慣をつけるた
めには，学校や保護者が学校の大切さや学力の重要
性を折に触れて子どもに話すことが大切である。
　岡山市立の B 中学校では学校評価から学力を分析
した結果の方策として，家庭学習に意欲的に取り組
むために長期間にわたる学習計画の立て方・学習目
標の設定の仕方など，家庭学習の取り組み方や学び
方をよりきめ細かに具体的に指導している例もあり，
成果が上がっている。
　また，学年間，教科間での宿題の在り方について
の研修，さらに課題の量，提出の仕方，事後処理の
共通理解と調整が必要である。
２　学校・教員の多忙について
①多忙の実態
（１）余裕のない授業時数の実態  
　小・中学校では教師が受け持つ授業時数が多く大
変多忙である。一日 5 ～ 6 時間の授業のうち，授業
のない空き時間が 1 ～ 2 時間程度である。授業のな
い空き時間と部活動が終了した放課後の時間で，翌
日の授業準備・教材研究，クラス全員の生活ノート・
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連絡帳への書き込み，日々のテスト採点，校内分掌・
教育委員会への提出書類の作成，学級での問題があ
れば保護者との懇談，さらに異常と思われる時間と
労力が必要な保護者対応等の仕事をこなしている。
校外に持ち出せない個人情報や機密文書等が多く，
夜遅くまで残っての仕事となる。そのような残業は，
校長が命ずるのではなく自主的な残業である。中学
校では部活動が終了してから一服する間もなく日に
よっては生徒指導上の問題に関わることも多い。教
師によっては，教材研究や採点等は家に持ち帰るこ
とも多い。常に疲れており，ストレスから授業や指
導に集中できない教師も多い。
（２）校内の様々な会議
　校内では，月 1 回の職員会議，週 1 回の学年会議，
生徒指導委員会などの係や分掌の会議（複数の係・
分掌を担当していることが多い），さらに生徒指導上
の緊急の連絡会や会議が入るなど，放課後，会議に
費やす時間が大変多い。
（３）多くのエネルギーを費やす保護者対応
　詳細な確認や問い合わせだけでなく，学校や教師
を告発する保護者が存在するため，学校では保護者
への連絡や確認等を細かく丁寧にしている。例えば，
生徒間のトラブルは大小に関わらず上司，保護者に
連絡する。生徒間や教師と子どもの関係で解決した
としても，結果的に保護者が納得したか否かで解決
することになるからである。また，学校行事など好
ましいことであっても新聞に写真や名前が出される
場合は，プライバシーの問題から，保護者の許可等
を必ず取らなければならない。
　また，保護者との関係が壊れ，問題が長期に渡る場
合も多く，担当教師はもちろん，学校全体も疲弊する。
教師の気分が晴れないまま教壇に立つ場合もしばし
ばである。
②改善のために
（１）教育課程の見直し
　学校評価を丁寧に実施・分析し，学校行事を精選し，
思い切ったシンプルな教育課程を作成することが必
要である。例えば総合的な学習の発表会や合唱コン
クールを別に開催するのではなく，合わせて文化祭
での発表としたり，定期考査の教科数を見直したり
することで少しの余裕時間を生み出すことも必要で
ある。
（２）会議の持ち方の見直し
　校内の様々な会議は長く多忙化に拍車をかけてい
る。会議の精選と会議の持ち方について時間短縮を
図る試みが必要である。
ア　係からの連絡事項であるのか，協議して様々な
意見をもらいたい事項であるのか，決定してほしい
事項なのか等，提案の仕方の見直しをする。
イ　提案の際，どうしましょうかという提案ではな
く，担当者から具体的に原案を出すことを原則とす
る。
ウ　職員会議等の多くを長期休業中に実施する。
エ　校内分掌を見直し，教職員は一人一役とするな
どして，一つの議題を常に全員で協議するのではな
く，責任者を中心に小さな会議等を行い全体の会議
数を減少させる。
　これらの取り組みから時間を生み出すことは，生
徒とふれ合う時間が増大することにつながり，休み
時間や放課後，授業時間も含め，より生徒ときめ細
かく接していくことが出来ることになる。学校評価
から行事や会議，教育課程全般の計画を見直し工夫
している学校の事例も多く見られる。
（３）特に熱心で配慮を要する保護者への対応
　学校に対する非難や告発的な言動を教師や学校の
都合で単純に「モンスター」であると決めつけてし
まう対応も見られる。その場合には最初から保護者
との関係が対立的になることが多い。保護者の貴重
な発言であると捉え，丁寧に保護者の立場に立つこ
とはもちろん，子どもの教育課題解決のための対話
をすることが第一歩である。もちろん，学校だけで
は収拾がつかなくなることが予測される場合には早
期から専門機関等への相談が必要である。
（４）大学生，地域ボランティアの活用
　多くの学校ではボランティアとして大学生・大学
院生を受け入れている。私の勤務した岡山市立の中
学校では毎年，近隣の大学や大学院から 40 ～ 50 名
のボランティア学生を受け入れ，大きな効果を上げ
ることができた。教諭の授業に TT として参加し，き
め細かな指導（通常学級だけでなく特別支援教育で
は特に効果的であった。）をしたり，放課後の課外授
業で個別に指導をしたり，部活動に参加したり，大
学生にとっても大変有意義な主体的かつ実践的な研
修が行われている。また，様々な話を現職の先生か
ら聞いたり，生徒から学んだりしている。これらは，
教師として赴任したときスムーズに学校に入ること
が出来ることにつながる。これらを一層重視して実
践することが大切である。大学から遠い学校でも工
夫次第では取り組むことができる。
　また，学区内には元教員や IT等の専門的知識を持っ
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ておりボランティアをしても良いと考えている方も
大勢存在している。ボランティア募集をして待つの
ではなく，直接訪問して直接お願いするなど人材の
確保が望まれる。岡山市では学校支援ボランティア
の制度がありそれに登録して参加をいただいた。
（５）地域と学校教育の協働・連携からの見直し
　地域が子育てや教育をするための組織（青少年育成
協議会，交通安全対策協議会，スポーツ少年団，町
内会行事，・・・。）があるが，それらの事務の一部
を学校が担当している実態がある。そのための会議
要項の作成や，土・日曜日の地域の様々な行事への
参加依頼が多くあり，本務に影響する場合も見られ
る。連携の在り方を再検討する必要がある。岡山市
の地域協働学校や文科省のコミュニティスクールは
地域と協働した教育の在り方を実践しているが，学
校のすべきこと，学校でしかできないこと，家庭が
すべきこと，家庭でしかできないこと等の整理をす
る取組でもある。この取組のねらいを十分理解した
上での取組が必要である。学校課題をこの取組によっ
て解決するという理念や動機付けが確立されている
学校園にとっては大変有意義な地域協働学校である。
３　教師の研修と情熱再生
①不適応を起こす教師の実態
（１）教育の理想に燃え日々努力していたが，学校が
荒れるなどしてこれまでにない大きな指導の壁に当
たり，指導力に限界を感じ，自分の気持ちを整理で
きなかったり乗り越えられなかったり，早朝から夜
遅くまでの仕事や休日も部活動等で出勤し多忙と疲
れからいわゆる燃え尽き症候群となってしまう場合
がある。また，自分の仕事の量・軽重をコントロー
ルできなかったり仕事の段取りを付けられなかった
りするなど，努力しても成果が出ず周囲に認められ
ないことから挫折してしまう場合がある。
（２）多様化している保護者と話が十分かみ合わな
かったり，できにくかったりする教師，学級で子ども
たちを十分掌握できなかったり，教科指導中，教室
が常にざわつき規律が保たれないため授業が成立し
にくかったりする教師等が存在する。落ち着いた学
校や教室では指導力を発揮するが，少し枠から外れ
た子どもへの対応がうまくできない教師が存在する。
（３）採用試験に合格し希望に燃えて赴任したが，理
想とのギャップに悩んだり学校に十分適応できな
かったりして長期の休職に追い込まれたり退職した
りする場合が多々ある。
②改善のために
（１）転勤は最大の研修と言われるが，1 校あたり 5
年から７年程度の適度の期間で転勤し様々な学校や
学校種を経験することは，教員としての幅を広げる。
また，子どもたちに発達課題があるように教師の年
齢・経験年数に応じた校内分掌，困難な経験や責任，
教科や領域の専門職としての研修等を各教師が主体
的に行うことが大切である。そういう視点から学年
主任や管理職前の 50 歳前後の教員の存在は重要であ
る。言い換えれば，それらの教員を校長は指導し育
てることが必要である。
（２）同僚性の醸成
　短期的に保護者との問題が生じ多くのエネルギー
を費やすとき，学級や学校の秩序が乱れいわゆる学
級崩壊的な事象が起きているとき等，平素から様々
な取組や問題に対して一枚岩になる空気が職員室に
あれば個の教師の困難も乗り越えられるものである。
困難な場面等に直面したとき個々の教師の努力は不
可欠であるが，同僚の中に相談相手がいること，具
体的場面の経験者や学年主任・管理職の支援がある
こと，さらに養護教諭や臨床心理士のカウンセリン
グ等もできるような校内体制にしておくことが大切
である。養護教諭の役割は大変大きい。
（３）様々な会への参加
　校内のレクリエーション大会や勤務時間外の個人
的な懇親会等も効果があるものである。物理的・精
神的余裕のない場合や個人の考えから最近は参加し
ない場合も見られるが，できるだけ参加することか
ら，様々な人間関係の樹立もできる。
（４）各校独自の指導方法の継続性の不足
　どこの学校でも過去に順風満帆のときや，大変な状
況のときなど波があるものである。しかし，過去に
大きな問題を克服した校内の蓄積が生かされてなく，
同様の問題が数年ごとに繰り返し起きている。人事
異動の周期が短く，10 年も経過するとほとんどが入
れ替わっている。各学校の問題・課題の特徴を考慮
した，継続的で絶え間ない教育方針・内容が引き継
がれなくてはならない。校長が代わる度に大きく教
育方針が変わるのではなく，その学校独自に引き継
ぐものを確実に伝える工夫が必要である。毎年の学
校評価を活用して整理し，普遍的なもの流行的なも
の等，当該校の教育の積み重ねでなくてはならない。
（５）研修の在り方
ア　現場から学び，個の状況や様々な状況を判断し
て指導方法・内容を決定し学年団や各教師がフィー
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ドバックする実際的研修が必要であり，生きた研修
が教員の真の力になる。
イ　校長の初任者研修は教育委員会が年に数回実施
するものの，助言等は校長経験のない講師が担当す
ることも多く，日々の学校運営の盲点や危機管理等
に関する適切で十分な助言が難しい。現状は，校長
独自の問題・課題や困難さについて先輩校長に聞い
たり，校長間で横の連絡を取りながら手探りで課題
解決に取り組んだりしている。今後は退職校長等を
活用し，管理・運営に関わる様々な校長の初任・経
験者研修を充実させる必要がある。
　県や市単位の校長会は自主的で効果のある研修機
関であり，教育委員会と連携を深め，その活用を図っ
たり，校長の初任者研修を充実させたりしており，教
育委員会等とさらなる連携が必要である。　
Ⅱ　子どもたちから学んだこと
１　生徒指導で大切なこと
　現在も多くの中学校で秩序が乱れたり授業が成立
しなかったりする状況があるばかりか，校内暴力等
の記事が新聞に掲載され，誰もが心を痛めている。
　指導の基本は，その学校が自分の頭で自分らしく
考え実践することである。安易に他に頼むのではな
く，自分で考え実践している過程で初めて外部の様々
な機関と連携することができると考える。
①生徒から学ぶ
　昭和 56 年頃から全国的にも（県内も同様）多くの
中学校で学校の「荒れ」が起こり，私の勤務してい
た中学校でも校内暴力や様々なトラブルが毎日のよ
うに発生する事態になっていた。教室では私語・立
ち歩き・奇声・妨害等で授業が成立しないばかりか，
校内の秩序の維持も難しく，一担任の私も（当時 30
歳代）他の教師も心身共に疲れ切っていた。市議会で
も学校の荒れが大きな問題になり，文教委員の議員
さんが視察に来られ，対応策として大変な状況にあ
る中学校に生徒指導推進員の配置が決められた。配
置始めの TV 取材の際，皮肉にも対教師暴力が起き，
その映像が全国に TV 放映されたこともあった。
　定年退職後，文書の整理をしていたところ，当時
の備忘録の間から，学年会のメモが出てきた。荒れ
に荒れている状況の中では指導の特効薬もなく危機
的な毎日であったが，私たち教師がやらなければ何
も前に進まないという状況下で，学年団を中心に子
どもたちを見ながら必死で考えた具体的な対応策で
ある。
（学年団の約束事から抜粋）
○担任は根気よく親や本人と静かに話をする機会を
つくる。悪いことをしたときにだけ家庭訪問をして
親に言いつけるというのではなく，少しでもほめる
ようなことがあれば，そのことを話の糸口として生
徒の心を開いて，本人，親，担任で将来に希望がも
てるような話をしていく。
○授業放棄している生徒を校内巡視している教師が
どうにか教室に入れても，授業をしている教師が関
わらないままではまた出て行く。教室に入ってもみ
んなと同じ授業は分からないのであれば，学力に応
じた内容のことを準備してやってみる。
○授業後ぶらぶらして帰宅しない場合は簡単な課題
を作って課外指導をする。
○学級で一般の生徒はどう思っているのか，このク
ラスにいない方がいいというような雰囲気にしては
ならない。学級の一員，仲間であるという意識に変
えていく努力をしなければならない。
○学級担任だけが関わっていくのではなく，教科を
通じて話す機会をつくり，授業に行っていない教師
も何かの糸口を見つけて心を開かせる努力をしよう
ではないか。
　本当に力尽きるほどの 3 年間であり，それを象徴
するようにこの学年の卒業式は大雪であった。しか
し，卒業が近づくにつれ，生徒も少しずつ変わり，生
徒と教師の人間関係も信頼関係に変化していき，卒
業式は大変感動した，3 年間で一番嬉しい素晴らしい
一日であった。そこでは，同僚性も生まれ，当時の
教師はもちろん，生徒との個人的なつながりが今で
も続いている。
　大変な状況の中で教師が子どもの実態や願いを肌
で感じ，自分たちの頭で考えたことは，指導書や教
育書と比べても決して遜色のない，その学校の先生
にしかできない指導・支援であり，結果的に生徒に
響く方策が必ず見つかるものである。
　最近の風潮として子どもたちの成長過程に起きる
様々な問題行動を受け入れることができず，子ども
を学校から排除するという考えがあり心配される。
事象によって他の機関と連携することは当然必要で
あり，学校の独善に陥ってはだめであるが，どのよ
うな子どもであっても教室から排除するのではなく，
受け入れることが学校教育の基本だと教えてもらっ
た。そして受け入れる教育は，必ず保護者や地域の
学校に対する信頼と絆の樹立につながっていく。
②生徒自身の問題・課題であるという視点
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　生徒が自分たちの問題に目を向け，学級会や生徒
会等を中心として校内の問題行動等をなくしていく
ための支援が必要である。不登校や問題行動の多い
学校・学級では，あの子どもがいなければというよ
うな雰囲気が学校全体にある。社会が責任を学校や
教師に転嫁するため，生徒を第一に考えるよりも教
師の保身意識の強化につながり，この生徒がいなけ
ればという意識が作られ，都合の悪い生徒を大切に
しない雰囲気を無意識のうちに作っており，それが
子どもたちに蔓延していると言える。生徒の純真な
目は確かで，教師不信の心が育ってしまう。多くの
教師はどのような生徒であっても見捨てないという
責任と信念をもち，保護者と協働し生徒が不安がら
ないよう支援していかなくてはいけない。それを見
た子どもたちは，自分たちの問題は自分たちで解決
しようという気運を高め，主体的に行動できるよう
になる。集団で切磋琢磨しながら個々の成長を目指
すことに大きな意義がある。
③貴重な失敗・成功経験が生きる力を育てる
　子どもたちは様々な失敗や成功経験があって成長
するものである。小学校低学年から完璧な子どもで
あることを期待されすぎる傾向がある。失敗こそ大
切に扱わなければならないにも関わらず，問題行動
は悪であると決めつけることは子どもの成長にとっ
て問題である。
　教師が子どもを評価する視点は，成功したか否か
ではなく，どのように努力したか，工夫したかであり，
その視点があれば，たとえ失敗しても一連の行為の
一部を認め称揚することができる。
　発育途上の子どもたちには問題行動や課題が出現
するのが常であり，発達段階に応じて自分自身で解
決したり，教師，さらに家族等の力を借りて解決し
たりすることに意義がある。現在の社会的風潮は学
校内に問題があるのは悪であり，すぐに解決できな
い教師に問題があると決めつける傾向がある。学校
では，教師自身が非難されることに臆病になりすぎ，
子どもたちにとって真に必要な支援ができていない
のではないかと危惧する。
④カウンセリングマインドを基盤に
（１）チャンス相談
　悩むのが思春期であり，それに対応する教師の存
在こそ大切である。学校では生徒にアンケートを実
施し，問題の芽を見つけて教育相談を定期的に実施
しているがそれでは見つからなかったり，生徒自ら
悩みを打ち明けたりすることは少ない。教師に相談
に訪れることもあるがそれは非常に少ない。例えば
いじめについて教師に相談しないことが多いのは，
多くの場合，教師を信頼していないのではなく，い
じめで困っていること自体を認めようしなかったり，
いじめられることは恥ずかしい事象であると考えて
いたりするケースがあるからである。家族や教師に助
けを求めるのではなく，まず，自分で解決しようと
したり我慢したりするからである。したがって，教
師がその芽を見つけることは大変重要である。
　そこで，日頃の廊下等での様々な生徒との何気な
い雑談の中で問題を見つけたり（チャンス相談），子
どもの言動を注意深く見てその変化に気づいたりし
て，改まった場ではなく，いじめの実態を引き出し，
支援することが求められる。
（２）指導のチャンス
　授業や学校生活の中で軽微で細かな問題行動が起
きたり，気になる言動があったりして指導しておい
た方がよいと判断される場合でも，物理的・精神的
余裕がなく，指導のチャンスを逃してしまうことが
ある。それらが度重なると，指導しなければならな
い状況が出現しても事象に気づかなかったり，自分
の責任ではないと放置してしまったりする状況もし
ばしば見られるように思われる。
　逆に指導がなかなか入りにくいような子どもにも
指導が入るチャンスがある。その子どもをいつも気
にかけていると，何かの助け舟を要求していること
が見えたり，人間関係ができる場面が出現したりす
ることがある。多忙であっても，常に子どもを大切
にする，気にかける感性が教師には必要であり，そ
れは必ず生徒に伝わるものである。
（３）自尊感情を高める取組
　子どもたちの学校生活に関する学校評価からの分
析を見ると，「いじめ」等様々な問題行動を引き起こ
す要因として自尊感情の低さが課題としてあげられ
ている。逆に自尊感情が高い生徒は当然，適応力や
学校生活の満足度も高く充実した生活を送っている
と言える。学校では道徳や学級活動等の授業や部活
動などすべての教育活動において自尊感情を高める
ような取組を行うことが大切である。よく子どもを
観察し，努力している点等の具体的場面を称揚する
ことが大切である。また，家庭と連携し，良い点を
認め評価することが重要である。
（４）チーム力は教職員力である
　外部から学校を見て理解しにくいのが教師の学年
団による（チーム力）協働での教育である。特に小・
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中学校では同一教科内より学年団での取組が優先さ
れる場合が多い。
　学校には，若い教師やベテラン教師，男性教師や
女性教師等，様々な個性を持つ教師が存在してい
る。様々な教師が存在し互いをフォローし合うこと
でチーム力が上がるものである。各々の教師が自分
の良さを出し，自分にない点を他の教師から学び（技
術を盗む）合うことで，さらに教師の技量が上がる。
学校規模によるが，多くの中学校では 1 年生から 3
年生まで同じ教師が持ち上がることを原則として学
年団を形成している。そこで起きる様々な生徒指導
上の問題等には学級担任を中心として学年団がその
指導に当たる。学級を超えるような問題や大きな問
題が生じたときには，生徒指導主事や学年主任の指
示の下，複数で生徒に指導したり，家庭訪問をした
りする。学年団教師全員が職員室で待機し様々な役
割を果たす。また，学期始めや終わりの頃には，学
年の懇親会を必ず開催している。そこで，若い教員
は様々なことを学んでいる。
Ⅲ　教育行政
１　魅力ある管理職
　一般的に，50 歳過ぎまでに管理職試験に合格（候
補として登録）しなければ管理職への道は閉ざされ
る仕組みになっている。教師として優秀であり，後
輩への指導や学校運営に尽力していても，運悪く不
合格になると意欲の減退が見られる場合もある。ま
た，管理職に登用されても責任ばかり増え苦労する
ばかりだと，管理職になりたくないと意思表示する
教師もしばしば見られる。校長は経験豊かな教員の
学校運営への積極的参加を基に学校の活性化を考え
ているものである。
　学年主任，指導教諭，主幹教諭，教頭，副校長，校
長という組織の仕組みを，現状の埋もれた教育力や
教師の再生という観点から見直す必要があるように
感じている。
２　勤務評価システム
　近年，学校や教師に対して成果主義をベースにし
た勤務評価システムが導入されている。教師や学校
のミッションを明らかにしたり，学校全体でベクト
ルを合わせたりする意味のある取組である。これに
より，全教職員が自分の仕事を見直し，再確認し，
PDCA から改善を重ねて，組織として仕事をすると
いう重要なことが校内で成されつつあり，少しずつ
ではあるが成果が上がりつつある。
　反面，運用を間違えると様々な問題が出現する。学
校教育は個の教師力だけでなく学年団や教科内の教
師が協力することで成果が現れている。特に小・中
学校ではその傾向は顕著である。しかし，この評価
が個人別の給与や昇進等に反映し，微妙な人間関係
に影響するならば，個人主義が強くなりチームワー
クが壊れる要因になると心配される。学年団という
チームには，気の強い性格の先生や逆に細かな配慮
ができる教師，授業の得意な教師等様々な教師が存
在することが重要である。4 番バッターばかりのチー
ムが勝てないように，バントの得意な選手，盗塁の
得意な選手，ホームランが打てるようなスラッガー
など様々な選手が存在することでチーム力がアップ
するものである。教師集団も同様である。助け合い，
学年独特のハーモニーを創造することを否定するよ
うな運用はチームの足を引っ張ることにつながる。
　また，教育の成果は短期的な評価に加えて中・長
期的な心の成長を捉える視点が重要である。教師の
主体性が失われてしまわないよう，企業や他の職種
にはない学校での運用の在り方をさらに研究する必
要があると思われる。
３　常勤講師・非常勤講師の増加
　多くの学校では様々な理由から担任教師が教諭で
まかなえず，常勤講師が学級担任をするケースが増
え，それが学力の低下や学級内の子どもの秩序等に
悪影響となっている場合がある。生徒数や学級数に
応じた十分な教諭の教員が学校園に配当されなけれ
ばならない。例えば，3 月末になっても，講師の人事
が決まらず，人物を見て担任決定をする余裕がない。
大学を卒業したばかりの教員希望者に対して簡単な
教育委員会や校長の面接だけで講師採用をしたりし
ている。教師は様々な経験の中で育つのであるが，
このような未経験な教師が学級担任をせざるを得な
い実態がある。教諭に採用されれば研修等があるが，
講師の場合にはそのような制度はなく，指導力不足
のまま学級担任をしている状況がしばしば見られる。
指導の様々な分野において未熟なため児童や保護者
から指導方法・内容について苦情も出る。また，講
師は教員採用試験の勉強と日々の指導が重なり，ど
ちらもおろそかにならざるを得ない。そのことが子
どもに悪影響を与えていると考えられる。
Ⅳ　学校を取り巻く背景
１マスコミの影響について
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　市民の知る権利，報道の自由，マスコミの取材の自
由等があるが，記事の内容が良くも悪くも子どもた
ちや保護者，さらに学校教育に大きく影響してくる。
　生徒指導上の事件が起きると，その事象によるも
のの，年少の子どもたちであっても大人の犯罪と同
等に扱おうとする傾向が最近の社会風潮にある。子
どもたちは集団生活の中でときにはわがままで自己
中心的な言動で級友を傷つけたり，喧嘩をしたりす
ることもしばしばである。その失敗経験から学ぶこ
とが将来大きな力となるのである。いじめ行為を肯
定するのではないが，成長過程にはありがちなこと
であり，加害・被害生徒の背景を十分考え，厳しく
温かく指導されることによって，好ましい人間関係
の在り方を学習していくのである。このような教育
的な視点の取材が望まれる。
２指導の効果や好ましい事象の情報公開
　指導の好ましい成果について意図的に情報公開す
る必要がある。学校や教師の問題や不祥事等の記事
ばかりが目立ち，学校で地道に取り組んでいる内容
や生徒の素晴らしい取組について保護者や地域は十
分知らされていない傾向が見られる。様々な学校行
事の広報だけでなく，日々の学校生活において子ど
もたちが助け合う場面，生徒会の取組，部活動での
子どもたちの努力や活躍・・・，積極的に情報公開
することが今こそ必要である。
　そこで，学級，学年，学校からの通信の充実が必要
と考える。小学校では毎日保護者と連絡帳を交換して
いるが，中学校の保護者が学校の実態を知るのは学
校からの通信以外にない。通信の中には学校の様子
や教師の教育理念がふんだんに含まれている。また，
通信を出すためには子どもたちの言動についてよく
観察しておかなければ書くことができない。そういう
観点からも○○通信は大変重要である。そこで，定
期的な通信の回数や学校，学年，学級の内容の分担等，
学校内で十分共通理解しておく必要がある。
３様々な学校教育観
　自分の通った小・中学校時代の経験を唯一の評価
基準にして今の教育の評価や批判をしている大人の
発言が目につく。社会の指導的立場である方にもそ
のような意識からの発言を見聞きすることも多く残
念である。
　現在の学習指導要領や各校の教育課程，昔にはな
かった新しい教育課題，複雑で多岐に渡る教育課題等
があることについて理解はなく，評価者自身が児童・
生徒である時の思い出目線で学校を見ており，独善
的な意見が多いことがあげられる。例えば「昔の先
生は厳しかった。今頃の先生は怒らない。」，「昔の学
校は，いじめはなかった。」，等・・・。度を超すと
低次な教育論になりかねないばかりか，学校や教師
の独自性・主体性が崩れ，学校の足を引っ張ること
につながっていく。
４少年法の趣旨について
　大人の犯罪と成長過程の中学生の問題行動は本質
的に違うものである。何かのトラブルがあり，相手
に傷害を負わせたとしても，子どもたちはそのよう
な失敗をしながら成長していく存在である。また，
少年法では，触法行為に対して，子どもを罰すると
いう立場よりも，子どもの発達状況に合わせて扱い
方を変え，子どもが真に反省するように自己を見つ
めさせ，周囲が手助けをすることが大切であると説
いてある。しかし最近は，大人と同じ視点から事件
として見る傾向があり，問題行動を起こす子どもを
排除する方向が目につく。少年犯罪を大人と同じよ
うに扱い，一律に学校教育から排除する姿勢は教育
には馴染まないばかりか，一般生徒である子どもの
将来にも悪影響を及ぼす。また，学校内で問題傾向
の強い生徒を排除するという考え方は，多くの生徒
の学校に対する不信感を生むことに通じる。現在は，
これらの子どもたちを取り込む教育を実践している
学校がはるかに多く，健全である。
　問題を起こした生徒の現在や将来をよく考えると，
時には警察等の力を借りるのが必要な場合もあるが，
慎重に扱わなければならない。学校は個の生徒の状
況に応じた教育的な配慮の基で警察と連携している。
警察の生活安全課の少年担当はそのような配慮がで
きている場合が多い。私たち教師にとってかけがえ
のない一人ひとりの子どもたちは社会の大きな財産
でもある。私たちの選択が問われていると思う。
Ⅴ．終わりに
　1973 年から 2011 年 3 月までの 38 年間，微力な
がら岡山県の学校教育に携わらせていただきました。
その間，2 度にわたり教育学部附属養護学校（教諭と
して 3 年，高等部部教頭として 3 年）に勤務させて
いただきました。そこでの個に対応した実践的な指
導や研究は私の教職の基礎となったばかりか大きな
財産となりました。私は倉敷市・岡山市の中学校で
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―広汎性発達障害児に対する音楽を用いた支援のための知見―
横内　理絵※１　眞田　敏※２
　本研究では，音楽を用いた支援を行う際の基礎的条件になると考えられる音楽の三要素が，情動におよぼす影
響について検討し，さらに，乳幼児期の音楽的行動の発達についても既報論文に基づいて展望的研究を行った。
リズムは人と人との情動的結びつきを強化させ，メロディーは安心や懐かしさを感じさせ，ハーモニーは心理的
あるいは身体的な緊張と弛緩を生み出すことが示唆された。音楽的行動の発達では，スプーンでものを口に運ぶ
18 か月ごろからタンバリンを振り鳴らす行動が見られ，ひもを結ぶなど手指の分化が著しくなる 5 歳ごろから旋
律楽器での分担奏が可能となることなどが示唆された。効果的な支援を行うためには，音楽の三要素の特性を理
解し情動的影響を企図した支援を行なうこと，音楽的行動の発達過程を参考に対象児の音楽的技術の獲得水準を
判断した楽器や曲の選択が重要であることを提言した。
キーワード：音楽，情動，音楽的行動，広汎性発達障害，支援
※ 1 横内　理絵（兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科）
※ 2 眞田　敏（岡山大学大学院教育学研究科発達支援学系）
Ⅰ．はじめに
　情動は，喜，怒，哀，楽の感情の動きであるとされ，
それらは，快と不快に分けて解釈されることもある 1）。
乳児期の養育者と子どもとの情動的な相互交渉が，コ
ミュニケーション能力の発達にとって重要な役割を
果たすことが明らかにされており 2），特に喜と楽を含
む快の情動は，コミュニケーション能力の発達に役
立つことが明らかにされている 3）。
　広汎性発達障害をともなう子どもの特徴として，社
会性の質的な問題，コミュニケーションの問題，興味・
関心の狭さやこだわり，常同的かつ反復的な行動が
知られている。三宅 3）は，情動のうち，快の情動を
引き起こす遊びにより成立した情動の共有が，自閉
症のコミュニケーション発達にとって重要な役割を
果たすことを指摘している。音楽を用いた支援にお
いても，Kim4）が，子どもと支援者が即興演奏を行う
ことによって情動を共有し，それが，子どもと支援
者とのコミュニケーションを促進させると述べてい
る。しかし，黒山ら 5）が指摘しているように，子ど
もと支援者が快の情動を共有する場面に音楽を導入
することが，コミュニケーションを促しうることは
予想されるが，これを促進させるために有用な音楽
の種類や形式などについては，十分に明らかにされ
ていない。
　乳児期の養育者の語りかけに対する子どもの発声
や，養育者が子どもをあやすために用いるタッピング
タッチなどにみられるような，子どもと養育者の行動
のタイミングが同調して，一定のパターンを生み出す
リズム同期は，二者間の情動的な一体感を促すこと
から，愛着形成の上で重要なものと考えられている 6）。
Condon ら 7）は，新生児と養育者を映したフィルムを
コマ送りで分析し，まったく無秩序に動いているよ
うに見える新生児の手足の動きは，養育者の語りか
けに同期していることを報告した。Trevarthen8）は，
自然観察法によって，乳児と養育者の間にあたかも
会話しているかのような動作や発声を確認すること
ができ，それを養育者と子どもが相互に交わしてい
ることを明らかにした。小林 9）は，Trevarthen8）の
研究に言及し，子どもの発声や動作に合わせた養育
者の自然な応答や，乳児の協調を呼び起こそうとす
る働きかけは，子どもの前言語的なやり取りや，運
動機能の確立に有用であると結論付けている。
　白石 10）は，乳幼児に見られる音楽が，音やリズム
が一定の様式に従って体系化される以前の形で現れ
【研究論文】
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ており，断片的であったり，言語との区別が判然と
していないことから前音楽と呼んでいる。園部 11）は，
子どもが言葉にふしづけをして何かを歌うように
語っている様子を例に挙げ，わずかに音楽的性質を
持ち，やがて音楽的表象の形成に関与する様相を原
音楽と名づけている。このように，乳児は，生後間
もない時期から，養育者との相互関係において，音
楽の三要素の片鱗を示している。
　乳幼児期以降の音楽との関わりに着目すると，幼児
期には，保育園や幼稚園における表現活動の一環とし
て音楽活動が実施されており，歌う・動く・演奏する・
聴く・つくるといった音楽表現は，子どもの表現した
い気持ちを高め，友達との間で自己表現を楽しむと
いう点で，子どもの発達に欠かせないものと考えら
れている 12）。児童期には，教科として音楽と接する
ことが多く，既成曲の歌唱，器楽，鑑賞または作曲
を通じて，音楽を愛好する心情，音楽に対する感性
や音楽活動の基礎的な能力を培い，豊かな情操を養
うことを目指した教育を受ける 13）。梅本 14）は，児童
期，青年期および成人期においても，大勢で長いロー
プを回して縄跳びを楽しんだり，ボートを漕ぐとき
に全員のオールの動きを合わせるためにかけ声をか
けたりするように，リズム同期が生活と密接に関わっ
ており，他者との情動的関わりの基盤になると考え
ている。
　本研究では，音楽の三要素であるリズム，メロ
ディーおよびハーモニーが，それぞれ情動におよぼす
影響について検討することを第一の目的とした。ま
た，Swanwick15），谷村 16），Shuter17）および瀬尾 18）
の研究を参考に，乳幼児期に表出される音楽的行動
を統合的に解釈し，さらにこれらの知見を踏まえて
広汎性発達障害児に対する音楽を用いた支援のため
の方略について検討し提言することを第二の目的と
した。
Ⅱ．音楽の三要素が子どもの情動におよぼす影響
　リズムには，一定の時間内を規則的に分節する役
割があり，一定のリズムに規則的なアクセントをつ
けることによって拍子を生み出している 19）。初塚 6）は，
乳児が身体で受容したリズムについて，養育者の行
動に反応して音声を合わせる同調行動を起こした後，
それらのタイミングが合った場合に，同期性が生ま
れ，息が合った感覚を通して情動レベルでの共感性
へと結びつくことを報告している。Starn20）は，他者
の感情状態に共鳴して生じた，他者との間に共有さ
れた情動状態を affect attunement と呼び，これが養
育者と子どもの間の情動的な関わりを深めていると
考えている。affect attunement は，リズムに基づく
情動的なつながりと解釈することもでき，新生児が
他者の話すリズムに合わせて身体を動かす傾向を見
せたり，養育者の固有の動きから発せられるリズム
に同調することによって，他者との間に共有された
情動状態が生じると考えられる。持田は 21），幼児が
他児と一緒に表現するリズムは，単なる拍ではなく
他者との関係性の中でリズム同期を味わっているも
のと考えており，これが音楽的発達上，重要である
と述べている。仲谷ら 22）は，大学生 10 名に対して
一体感に関する調査を行ったところ，彼らは合唱中
や合奏中などに一体感を味わった経験があり，それ
らの経験に共通している要因として，同じ状況にい
て動作をともにしている点を挙げ，音楽に合わせて
歌う，手拍子をするなどリズム同期を生むような協
調的動作を行っていると考察した。前述したように，
梅本 14）も，大勢で大縄跳びをするときに掛け声をか
けたりするように，跳ぶときのリズムが時間的に一
致するリズム同期が，他者との情動的関わりの基盤
になることを示唆している。音楽において生活に最
も関連があり感覚に訴える音楽の要素はリズムであ
るといわれており，リズム同期は人と人との情動的
結びつきを生じさせるために重要であると考えられ
ている 6）。
　メロディーは，時間的経過の中で，文章の句読点に
相当するような，ひとまとまりの楽句を意味するフ
レーズが集合することによって成り立っており，メロ
ディーを認知し享受するためには，一定の記憶機構
の活用が必須であると考えられる。これは，聴覚的
に提示される言語が時間的経過をともなうことから，
その理解に記憶が必要である 23）24）ことと同様のもの
であると解釈することができる。一般的に，強く印
象を受けた出来事や，情動的出来事に関する記憶は
長く残りやすいことが知られており 25），音楽のメロ
ディーを認知，享受し，これを記憶する際にも情動的
な陳述記憶が関与すると考えられる。養育者が乳幼
児に話しかけるときに見られるマザリーズ 26）は，言
葉のイントネーションを際立たせたり 27），語尾を上
昇させたり 28）することによって語りかけの際のこと
ばを韻律的に誇張しており，注意持続や認知能力に
限界がある乳幼児が，音響的特徴を知覚的に捉えて，
養育者とのコミュニケーションを高めるために用い
られている。また，メロディーの要素を含む語りか
─ 12 ─
横内　理絵・眞田　敏
けを用いたものには，オペラなどで曲の前や間に置
かれ，叙唱と訳される recitativo があり，これは，こ
とばの自然なリズムやアクセントを生かして語るよ
うに歌うことによって，役の微妙な心理を効果的に
描写し聴衆に伝えるために用いられている。これら
には，リズムやハーモニーなどの音楽の三要素も存
在するものと思われるが，語りかけの側面を有して
いることから，特にメロディーの要素が強いものと
思われ，これが情動記憶を介することによって，安心，
懐かしさ，既知感などの情動を喚起すると考えられ
る。嶌田 29）は，大学生 165 名に対して懐かしさを喚
起すると思われる音楽を聴取させ，音楽に対する懐
かしさについて研究を行ったところ，音楽聴取によっ
て親しみなど，懐かしさを構成する感情的要素が得
られ，懐かしさを最も規定する感情に既知感が含ま
れていることを明らかにした。この懐かしいという
感情が喚起される理由として，前述した通り記憶さ
れていたメロディーによってメロディー自体に対す
る既知感やメロディーにともなう過去の経験を想起
し，懐かしいという感情が生じたと考えられる。
　ハーモニーは，コードの進行を意味しており，コー
ドとは，高さの異なる 2 つ以上の音が同時に響くと
きに合成した音と定義されている 30）。コードを構成
する 2 つ以上の音の重なり方は，その曲が長調か短
調かといった調性を確立するのに重要な機能を果た
し 31），聴取者に曲の雰囲気が明るい，暗いといった
情動的な印象をもたらしている。また，コードに用
いられる音の組み合わせによって，音が協和‐不協
和を引き起こし，心理的あるいは身体的な緊張と弛
緩をもたらすと考えられている 19）。ハーモニーは，
これらのコードの繰り返しによって成り立っており，
個々のコード自体にある固有の響きと、そのコード
が置かれる位置によって他のコードとの兼ね合いで
生じる働きが，互いに作用し合って聴取者に緊張や
安心などの情動的働きかけをおよぼすと考えられる。
　音楽の三要素には，リズム同期によって人と人との
結びつきを，メロディーが情動を通じて安心や懐か
しさ，既知感などを，ハーモニーが雰囲気の変化に
よって心理的あるいは身体的な緊張と弛緩を生む効
果を有することが示唆された。音楽は，リズム，メ
ロディーおよびハーモニーが混在したものであるが，
これらが情動におよぼす影響を分析的に理解するこ
とによって，より効果的な支援の方略が提案できる
と考えられる。
Ⅲ．乳幼児期における音楽的行動の発達過程
　乳幼児期に見られる音楽的行動について，
　Swanwick15），谷村 16），Shuter17）および瀬尾 18）の
研究に基づき発達過程を踏まえた統合的解釈を試み
た。
　Swanwick15）は，独立した 2 名の判定者に 3 歳か
ら 9 歳までの子ども 7 名が作曲した各々 3 曲を聞か
せ，それぞれの作品を作った子どもの年齢を評定させ
た結果，評定順位と年齢に相関が見られたことから，
後に，楽器や歌を通して子どもたちが作曲した音楽
745 作品を分析対象として，子どもたちの音楽作品に
見られる各年齢の特徴を明らかにした。谷村 16）は，
Piaget32）が提唱している 0 か月から 24 か月までの 6
段階の感覚運動期と，McDonald33）が提唱している音
楽行動のうち，聴く，歌う，動く，演奏するの各項
目を用いて音楽行動のプロセススケールを作成した。
Swanwick15）は文化の異なる地域で 28 作品を対象に
音楽的行動の発達過程の信頼性を確認し，谷村 16）は
自閉症児らに見られる音楽行動について検討し，音
楽行動のプロセススケールの妥当性を確認した。さら
に Shuter17）は，Willhelm Preye や Mary Shirley な
どの幼児研究の先駆者達が，日々の観察や経験，記
録から得たデータをもとに，これらを集約して音楽
と音に対する幼児の初期の反応やメロディー発達な
どについて検討した。瀬尾 18）は，定型発達児の生後
2 か月から 18 か月までの保育場面で観察された音楽
行動を記録し，著者および独立した 2 名の評定者が，
これらを粗大運動 / 微細運動技能や操作的技能などの
6 領域に分類して音楽的行動を段階的に示した。
　表に，Swanwick15），谷村 16），Shuter17）および瀬
尾 18）の研究から，乳幼児期に見られる音楽的行動と
して記述されているもののうち，能動的な楽器演奏
に関する音楽的行動の記述を抽出し，併せて，津守
式乳幼児精神発達検査 34），新版 K 式発達検査 35），デ
ンバー式スクリーニング検査 36）および日常生活動作
の発達表 37）から抜粋した項目を示した。乳児期であ
る 4 か月ごろに見られる手の操作では，ガラガラを
振るようになり，同時期の音楽的行動では，音ので
るおもちゃを振ったり叩いたりして楽しむ様子が観
察されるようになる。その後 4 か月から７か月ごろ
にかけて，ものを両手で口に持っていく，持ってい
るものでテーブルなどを叩く，両手に持っているも
のを打ち合わす，片方の積木で他方の積木を叩くな
ど，手による操作が観察されるようになり，8 か月ご
ろからは，バチを持って太鼓を叩いたり，笛やラッ
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パなどの吹いて鳴らす楽器の音を鳴らしたりするよ
うになる。11か月ごろには，手や指の操作においても，
積木を積もうとするなど，手指の巧緻性の高まりが
観察されるようになり，音楽的行動では，右手で太鼓，
左手でバチを持つなど手の左右独立した運動が観察
されるようになる。
　幼児期である 18 か月ごろからは，スプーンを使っ
てものを口に運ぶ行動が見られるなど，手の回内・
回外運動が可能となり，この時期の音楽的行動では，
タンバリンを両手で持ちながら振り鳴らす様子が観
察されるようになる。語の発達では，養育者が絵本
を読み聞かせている場面などで，話しているかのよ
うに何かしきりに言う行動が見られ，これは，24 か
月ごろに観察される聴いたことのある歌のフレーズ
を再生する行動と関連しているように思われる。ま
た，24 か月ごろには，音の拍を感じて楽器の音と合
わせようとする様子が見られ，他者を意識すること
が可能になる。3 歳以降では，言葉や音楽に合わせて
リズムを打つ，楽器でいろいろな音色を楽しむ，規
則正しい拍子を打ったり，音を区切ることなく等速
で滑らせるように音の高さを上下するグリッサンド，
主要音とその 2 度上の音の間を細かく反復するトリ
ルなどのシンプルな音楽的パターンを用いるととも
に，自分の演奏を調節して他者と合わせる応答的合
奏も可能となる。谷村 16）によると，3 歳以降は，手
の操作や語の発達について，ふり遊びが可能となり，
ルールのある遊びも展開できるようになるなど，認
知や社会性の発達との関連が強いものと考えられる。
5 歳ごろには，くつのひもを結ぶなど手指の分化が著
しくなり，同時期の音楽的行動では，旋律楽器での
分担奏が可能となることなどが示唆される。手指の
機能発達は，6 歳ごろまでには成人とほぼ同様の働き
を持つことができるようになると考えられている 38）。
 
表　乳幼児期の音楽的行動の発達と手の操作および語の発達
表中上段の（SW）は Swanwick15），（T）は谷村 16），（S）は Shuter17），（SE）は瀬尾 18）を示し，下段の（TU）
は津守の乳幼児精神発達診断法 34），（K）は新版 K 式発達検査 35），（D）はデンバー式スクリーニング検査 36），（N）
は日常生活動作の発達表 37）から抜粋した項目を示している。
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Ⅳ．広汎性発達障害児に対する音楽を用いた支援の
ための提言
　音楽の三要素が情動におよぼす影響では，リズム，
メロディーおよびハーモニーが，それぞれ人と人と
の結びつき，安心，懐かしさ，既知感などの感情や，
心理的あるいは身体的な緊張と弛緩を生むことを述
べた。発達に困難をともなう子どもへの効果的な支
援を行うためには，前述の音楽の三要素の特性を理
解し，これらの情動的影響を企図した支援を行うこ
とが望ましいと思われる。このような支援を実践す
るための基礎的条件として，支援者は，前述した音
楽的行動の発達過程を参考にし，対象児の音楽的技
術の獲得水準を判断して，支援で用いる楽器や曲を
あらかじめ検討しておくことが求められる。
　土野 39）は，音楽療法で用いる楽器について，ハー
モニカや笛などの吹く楽器，タンバリンや太鼓など
の手やバチを使って叩く楽器，ギターやカリンバな
どのはじく楽器，マラカスや鈴などの振る楽器，キー
ボードやピアノなどの押す楽器など，演奏の際の動作
によって分類している。音楽的行動の発達過程に沿っ
て考えると，振る楽器や手を使って叩く楽器は 4 か
月ごろから，バチを使って叩く楽器，吹く楽器や押
す楽器は 8 か月ごろから使用することが可能であり，
はじく楽器は該当する音楽的行動が挙げられていな
いが，指先の巧緻性が高まる 8 か月ごろから使用で
きるものと考えられる。ドイツの作曲家であり音楽教
育家でもある Carl Orff は，子どもに与える楽器とし
て技術的なものをできるだけ取り除き，簡単に演奏で
きるオルフ楽器を考案した。オルフ楽器には，例えば，
それぞれの楽器の音域が狭い，音板が自由に取り外
せる，バチの選択によって音色の工夫ができるなど
の特徴があり，通常の楽器を使用するよりも子ども
への負担が少ないことが考えられる。楽器選択に当
たって留意すべき点は，支援者が楽器の機能を熟知
し，特に，広汎性発達障害児を対象とする場合には，
発達性協調運動障害の併存も少なくない 40）ことから，
演奏する際にどのような動作が必要となるかを把握
しておくこと，生活年齢のみならず，子どもの音楽的
行動や手および手指操作に関する発達段階や，子ど
もの特性に配慮した楽器選択を行うことが挙げられ
る。なお，表の音楽的行動の発達過程に示した年齢は，
楽器操作が可能となる目安の時期であり，支援者と
の間での合奏の成立を目指す場合には，谷村 16）の研
究に示されているように応答的合奏が可能となる定
型発達の 4 歳ごろの子どもが持つ発達水準を想定す
ることが望ましいと考えられる。
　支援で使用する曲の選定については，調性や拍子，
テンポ，リズム，メロディー，ハーモニーなどの，曲
の持つ特徴を踏まえた支援を計画することの重要性
が示唆されている 19）。表に示した音楽的行動の発達
過程を考慮すると，バチを持って太鼓を叩くことが
可能になる 8 か月ごろから，音の拍を感じて楽器の
音と合わせようとする行動が観察される 3 歳ごろま
での間は，子どもが自ら音の探索をしている時期と
考えられる。この時期は，曲を選定するよりもむしろ，
支援者が子どもの表現した音に合わせて即興的に音
楽を提供することが望ましいと思われる。3 歳以降の
子どもには，シンプルな規則正しい拍子を打つ行動，
既知の曲を歌ったり演奏したりする行動，音色を楽し
んだり，応答的な合奏をしたり，グリッサンドなど
を用いる様子が観察されている。これらの音楽的行
動の発達の特徴を踏まえると，3 歳以降の選曲は，童
謡のように調性や拍子，テンポ，リズム，メロディー，
ハーモニーなどの要素が明快な曲，アニメソングのよ
うに子どもたちにとって親しみのある曲，グリッサン
ドやトリルなどの音楽的パターンが挿入された曲や，
応答的合奏が可能な構造の曲を選ぶことなどが挙げ
られる。なお使用曲に関しては，子どもの実態に即
していないと思われる曲であっても，支援者の編曲
によって子どもの持つ音楽的行動を発揮させること
ができる場合も考えられ，子どもの曲に対する興味
を優先させることも重要と思われる。しかし，子ど
もと支援者との間で情動を共有するための選曲には，
曲を構成する音楽の三要素やその他の音楽的要素の
影響，曲の持つイメージ，曲に対する子どもの嗜好
や子どもの経験の中での曲の位置づけなどの他にも，
様々な視点が必要と考えられる。広汎性発達障害児
を対象とする場合，その障害特性から，言語的コミュ
ニケーションが困難であったり，興味が限定的であっ
たり，知的障害をともなったりすることも考えられ，
対象児自身が取り組みたいと思う曲を支援者に適切
に伝えることができるかどうか，選んだ曲について解
釈し音楽活動として取り組むことができるかどうか
などの点について困難をともなうことが考えられる。
適切な選曲を行うための基準ともいえる選曲時に配
慮すべき視点は，未だ明確にされていないが，これ
らが明らかになることによって選曲に合理性ができ，
支援の実施においても有意義であると考えられる。
　音楽的行動の発達と音楽の三要素に留意した楽器
や曲の選択は，発達に困難をともなう子どもの持つ
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音楽的技術を発揮できる場を提供するとともに，子
どもと支援者との間での情動の共有の促進と，それ
にともなうコミュニケーション能力を発達させるも
のと考えられる。今後は，支援者が上記諸点とともに，
子どもの障害特性に配慮し，より実態に即した実践
的研究を積み重ねていくことが望まれる。
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豪雨の出現頻度に注目した梅雨降水の気候学的特徴に関する
探究的授業の開発（日降水量データを用いた附属中学校での実践）
加藤　内藏進※１　東　伸彦※２
　梅雨は，アジアモンスーンの影響を顕著に受けた現象の一つである。本研究では，豪雨の起こり方に注目した
日降水量データの分析活動や気象衛星画像の観察など通して梅雨について学ぶ学習プランを開発した。これは中
学校理科での「日本の四季の天気」に関する探究的要素も含めた授業提案であるが，高等学校の『地学基礎』，『地
学』，『地理』における活用も視野に置いた。研究科教員による附属学校園への相互乗り入れ授業の一環として，
岡山大学附属中学校 1 年生を対象に授業実践を行い，結果について検討した。西日本では，東日本と違い，『大雨日』
が頻繁に出現することを反映して，気候学的に総降水量が大変多くなる。授業では，そのような特徴の一端を九
州の長崎と関東の東京の 6 〜 7 月における 1971 〜 1998 年の日降水量の表から読み解く作業・考察を，中心的
活動の一つに据えた。
キーワード：『日本の天気』の授業，気象教育，豪雨をもたらす梅雨前線，東アジア気候系，探究的授業
※ 1 加藤　内藏進（岡山大学大学院教育学研究科　自然教育学系理科教育講座）
※ 2 東　伸彦（岡山大学附属中学校 ( 理科 )。現在，倉敷市立連島中学校）
Ⅰ．はじめに
　日本の四季の気象・気候に関する内容は，学習指
導要領の改訂に伴い，平成 24 年度から中学校の理科
でも復活した（文部科学省：中学校学習指導要領解
説　理科編）。日本の気象・気候は，日々の天気予報，
防災，あるいは気候変化等に関連して，日常の生活の
中でも絶えず我々が接している地学現象である。従っ
て，それらに関する基本的な知見を国民のコモンセン
スの一つとして浸透させる必要性は高い。また，新
学習指導要領では，理科でも種々の分野の中で，『情
報読解力』を培う必要がうたわれており，日本の気象・
気候系の実態や関連するメカニズム理解のためには，
「実際の気象・気候データや気象・気候図等からどの
ような事実関係が読み取れるか」という分析・探究的
活動も踏まえた授業提案が不可欠となる。このよう
なデータ分析を伴う活動は，中学校理科の気象分野
の学習だけでなく，平成 24 年度から始まった『地学
基礎』における探究的授業の提案にも繋がりうる（蔵
田他（2012）もその一例）。
　ところで，気象学的視点で見ると，日本の気象・気
候の学習には，「単に身近な現象であるから」という
意味を遥かに超える面白さがある。日本の気象・気
候の季節サイクルについては，加藤（2009），加藤・
加藤・別役（2009），加藤・加藤・赤木（2011），加藤・
佐藤他（2011），加藤他（2012），等でも触れられて
いるが，それらも踏まえて佐藤・加藤（2012）が作
成した科研費の成果報告書では，次のように意義づけ
られている（本稿の筆者が再編集・修正の上で引用）。
　「日本付近の気候系は，地球規模のアジアモンスー
ンの影響を受けて，春夏秋冬に梅雨と秋雨を含めた
六季の季節で特徴づけられる。その中で，暖候期に
は真夏を挟んで梅雨や秋雨のような顕著な雨季が，
また，冬にはシベリアからの強い寒気の吹き出しと
日本海側での大雪が見られる。一方，春や秋には，
他の中緯度地域と同様に，西から東へと周期的に東
進する温帯低気圧・移動性高気圧の影響を受けた天
気の移り変わりが見られる。それらの卓越システム
の影響が季節毎にかなり異なるので，日本付近では，
細かいステップで大きく遷移する季節サイクルを示
すことになる。従って，日本付近では，中緯度の『代
表選手』である春や秋の天気系の特徴，及び，アジ
アモンスーンの影響を強く受ける『梅雨〜秋雨』と
『冬』の両極端のシステムの交代とが，季節サイクル
の中でどのように絡み合っているのかを，身近に捉
【研究論文】
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えることが出来る。それを通じて，生徒は，『中緯度
共通のシステム』と『広域モンスーンシステム』と
いう中緯度の大気大循環に関わる二つの異なる本質
的因子の個別的理解が可能になる。また，詳細な『季
節の移ろい』に注目することで，それら二つの因子
がどのように絡み合って日本付近の気候系が特徴づ
けられているのか，種々の考察を加える『実験材料』
にもなり得る。更に，それを切り口に，多彩な季節
感を軸とする文化理解に繋げることが出来る。」
　なお，佐藤・加藤（2012）は，和歌に見られる「時
雨」の表現にも注目して，秋から冬への季節の遷移
を捉える学際的な探究的授業の開発を行い，多彩な
季節感を軸とする文化理解教育への発展性も萌芽し
ている（その一部は，論文としても加藤・佐藤他（2011）
で発表済み）。しかし，アジアモンスーンの影響を顕
著に受ける梅雨や，冬の寒気吹出しと豪雪など，日
本の気象・気候のベースとなる現象の基本的な特徴
に関して，新たな学問の進展をも反映した探究的授
業としての学習プランの提案が必要と考える。
　日本付近は，本来は亜熱帯高圧帯に対応して砂漠に
なってもおかしくない緯度帯付近に位置するにも関
わらず，北日本を除き，モンスーンの影響を受けた
梅雨や秋雨等の現象に関連して豊富な降水がある（な
お，日本海側では，冬の降雪も加わる）。例えば，梅
雨前線の南方の亜熱帯高気圧域は，南アジアのモン
スーンに伴う広域の低圧部の東縁にあたるため，梅
雨前線へ向う下層の強い南風が維持され，多量の水
蒸気が梅雨前線帯に向かって輸送されている。この
ことが，特に西日本以西の梅雨前線帯での多量の降水
（熱帯収束帯に匹敵）をまかなっている。しかも，下
層に水蒸気を多量に含む不安定な空気が梅雨前線へ
輸送されているため，西日本以西における前線帯で
の多量の降水は，積乱雲の集団に伴う集中豪雨とし
てもたらされることが多い。また，特に大陸側の梅
雨前線の北西方は中国乾燥地域の地面加熱の影響で，
高温・乾燥した気団が存在する。一方，梅雨前線北
方がオホーツク海気団の侵入によって安定な成層と
なりやすい東日本側では，激しい降水の頻度は少な
く，総降水量も多くない（Kato 1985, 1987, 1989；
加藤 1997, 1998, 2002； Ninomiya 1984, 1989, 2000; 
Ninomiya and Mizuno 1987; Ninomiya and Muraki 
1986，等）。
　このような，「豪雨」，「東西の違い」などもキーワー
ドとした梅雨前線に関する的確な知見の普及は，豪
雨や渇水等の気象災害の視点から重要な知見である
だけでなく，平均的な中緯度の降水系（大きな南北
の温度差を反映した温帯低気圧）との違いを意識さ
せるという意味で，大変興味深いものである。
　しかし，高等学校の地学や理科総合 B（学習指導要
領の現行への改定前），「日本の天気」が学習指導要
領から削除される前の中学校理科の教科書，等にお
いて，梅雨前線は，小笠原気団（あるいは小笠原高
気圧）とオホーツク海気団（あるいはオホーツク海
高気圧）との「境界」としての位置づけに留まり，「豪
雨」，「東西の違い」などの生活実感とも密接に絡む梅
雨降水の重要な特徴や，それに関わるアジアモンスー
ンの影響の取り上げ方が不十分であったと考える（高
校地学では，アジアモンスーンと梅雨との関わりや，
降水の東西差について，多少は触れられるようになっ
てきたが）。また，温暖化に伴う日本の気候変化の予
測や理解に関する普及をはかる際にも，総降水量だ
けでなく降水の『質』にも注目しながら現象を捉え
る視点の育成は重要である。
　日降水量，あるいは日降雪量，日最高気温，毎日
の天気等，日々のデータを用いて気候変動あるいは
季節経過を捉える探究的活動を含む授業の提案に関
する報告は，加藤・加藤・別役（2009），加藤・加藤・
赤木（2011），加藤・佐藤他（2011），蔵田他（2012）
でもなされている。また，加藤他（2012）は，多降
水日の出現状況とその時の気象システムの特徴に注
目して日本の季節サイクルを見通す授業の開発へ向
けた，気象学的知見の整理も行っている。しかし，こ
れらへの応用的視点の『基礎・基本』としても，「日
本の天気」でアジアモンスーンの影響が最も顕著に
現れる現象の一つとして，前述の梅雨最盛期の気候
学的特徴を扱う意義は大きい。
　そこで本研究では，梅雨前線付近における大雨の
起こり方の西日本と東日本との違いに関する気候学
的特徴を把握し，モンスーンの役割にも目を向ける
契機とするために，日降水量データの簡単な分析作
業を含む探究的授業の開発を行った。提案した授業
の実践は，学部から附属学校園への乗り入れ授業の
一環として，附属中学校１年生を対象に行った。本
稿では，その授業の特徴や教材，学習活動の概要を
述べるとともに，実践結果の分析を行う。なお，本
研究で提案する授業は，高等学校の『地学基礎』や『地
学』，あるいは，中学校や高等学校での『地理』でも
活用出来るものと考える。
Ⅱ．学習プランの提示と授業の概要
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１．学習プランの特徴について
　加藤（1998）は，九州の長崎では，日降水量
50mm 以上の日（Ⅰ．で引用した文献の多くは『多
降水日』と呼んだが，ここでは，より平易な用語とし
て『大雨日』と呼ぶ）が梅雨期の 6,7 月で平均 4.0 日
出現し（東京では 1.0 日足らず），そのような『大雨
日』の寄与を反映して， 6,7 月の総降水量が関東の東
京に比べて約 450mm も多いこと等を解説した（1978
〜 1987 年の統計に基づく。なお，Ninomiya and 
Mizuno (1987) による 1951 〜 1980 年の統計結果も
参照）。
　ところで，このような現象に関しては，直接的な
実験や観察，観測を軸にした探究が出来ないため，『お
話』だけで終わり実感としての理解に至らない危険
性もあろう。従って，データの簡単な分析作業とい
う活動を経て上述のような特徴を生徒が見出せるよ
うな，生データの編集に基づく教材の作成と授業の
構成が必要である。 
　そこで本研究で提案する授業では，各気象官署の
地上気象データに基づき編集した日降水量の表を教
材として，生徒が手作業で集計・分析を行うことに
より，梅雨期の雨の降り方の特徴を見出す学習活動
を中心に据えた学習プランを提示した（生データは、
気象庁の HP（無料）あるいは気象業務支援センター
提供の CD-ROM 等（有償。実費）で容易に入手可能）。
なお，加藤・加藤・別役（2009），加藤・加藤・赤木
（2011），加藤・佐藤他（2011），蔵田他（2012）でも，
日降水量，日降雪量，日最高気温，天気等の，対象
とする時期や現象の違いに応じて必要な生データを
編集した表が，有効に利用されている。
２．授業の概要
テーマ：「毎日の雨量データから，モンスーンアジア
における梅雨前線での大雨の起こり方を調べよう」
対象者：岡山大学附属中学校第１学年（全 5 クラス。
各クラスで 1 校時分。各クラス 40 名足らず）
日時：2007 年 12 月 17 日 ( 火 ) 第 2 〜 4 校時目（そ
れぞれ，A,E,B 組），及び，18 日 ( 水 ) 第 1，3 校時目 ( そ
れぞれ，D,C 組。各 50 分 )
授業者：加藤内藏進 (T1)，東伸彦 (T2)
指導目標：
(1) 日降水量データの集計作業を通して，梅雨前線で
の豪雨に関する降水の実態や東西の違いを捉える。
(2) そのような梅雨降水の特徴に対するアジアモン
スーンの影響の大きさを知り，日本の気象・気候に
影響を及ぼす広域場への関心も高める。
学習活動：
①　導入や，降水量の数字と直感的イメージの対応
②　梅雨期の『大雨日』の日数の東西の違いに関す
る日降水量データの分析
③　梅雨前線での多量の降水活動に対するアジアモ
ンスーンの影響の解説（気象衛星ひまわりの全球画
像動画の観察も含む）
生徒の気象に関する知識：
　中学校での気象の単元は，通常，第 2 学年の後半
に学習するので，生徒たちの気象に関する知見は，
基本的には小学校５年の単元での学習のままである。
従ってここでは，「メカニズム」よりも，日本の気象・
気候に関する本質的特徴を示す「事実」の把握に重
点を置いた。理科の学習では，「どうして？」という
因果関係に関する考察が重要な分野も多いが，種々
の要因がしかも非線形的に（相乗効果で）絡み合う
ことで特徴づけられる気象・気候系の理解において
は，「『どうなっているのか？』という『事実関係』を
的確に捉える」こと自体が，「どうして？」と並んで，
探究や学習の重要な目的になりうるからである。
　第 1 図　6，7 月の総降水量（mm）。1971 〜 2000
年の平均。理科年表に基づく。
３．主な学習活動の内容
①　導入や，降水量の数字と直感的イメージの対応
　梅雨期の総降水量が西日本と東日本でかなり異な
る点を説明した（第１図）。その後，直径 1m の幼
児の水遊び用プールを教卓の上に乗せ，それに雨量
100mm 分，つまり，10cm の深さにするのに，バケ
ツ何杯ぐらいの水が必要か？という発問を行って，
「降水量何ミリ」という数値と，その降水の量につい
ての感覚的イメージとの対応を考えさせた（第 2 図
( 左 )）。そして，西日本と東日本との総降水量の違い
が日々のどのような降水の違いを反映しているのか
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を調べるために，降水量 50mm 以上の日（『大雨日』）
や 100mm 以上の日（『極端な大雨日』）の出現状況に
ついて注目することを述べた。
　第 2 図　( 左 ) は学習活動①の様子，( 右 ) は学習活
動②で生徒が大雨日の日数をカウントしている様子。
②　梅雨期の『大雨日』の日数の東西の違いに関す
る日降水量データの分析
　本章の１．で述べたような気象庁提供の日降水量
データを本研究で編集し，長崎と東京における 1971
〜 1998 年の 28 年分の毎日の値をプリントした資料
を各班に配布した（全部で 8 班（ほぼ 4 名で１班））。
第 1 表にその例を示す。本研究と同じ作業を行った
大学での授業（加藤・加藤・赤木 2011）と違って，
作業時間を短縮し，かつ，トータルとしては十分な
統計期間を確保するため，28 年を 7 年毎に分割し，
1971 〜 1977 の 7 年間を２つの班，同様に 1978 〜
1984，1985 〜 1991，1992 〜 1998 年の各 7 年間を
それぞれ２つずつの班が担当し，①で述べた『大雨
日』や『極端な大雨日』の日数をカウントさせた（第
2 図 ( 右 )）。班の中での各個人の分担は特に一律には
指示しなかった。
　担当した 7 年間の集計結果の各班からの報告を，加
藤がパソコンのエクセルの表に入力して教卓横のス
クリーンに表示した（第 2 表）。2 つの班で同一期間
の結果を比べることにより集計ミスがないかチェッ
クするとともに，全ての班の集計結果が出たら，28
年間の平均値も表示されるように，予め計算式を入
力しておいた。
　第 2 表の結果をもとに，長崎と東京での『大雨日』，
『極端な大雨日』の日数の違いで分かったことをまと
めさせ，更に，それらの降水日の総降水量への寄与を
当方で集計した結果も提示した（第 3 表。少し，統
計期間を広げたものであるが）。そして，「長崎 ( 九州 )
では，平均的には，6,7 月で計 4 〜 5 回もの『大雨日』
が毎年のように出現し，そのような日の寄与で，東
京 ( 東日本 ) よりも，梅雨期全体の降水量が 300mm
以上も多くなる。」との纏めを行った。また，参考ま
でに，降水量の年々変動が大きい点にも言及した。
　第 1 表　配布した日降水量の表。1978 〜 1984 年
の長崎に関するものを例示。授業では，他期間，及び，
東京についての同様な表もセットとして配布した。な
お，表を見やすくするために，小数点の位置もそろ
えて表示した。
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　第 2 表　集計のまとめの表（各班が担当した 7 年
間毎の集計結果を入力後のもの）。なお，『大雨日』の
集計値は，『極端な大雨日』も含んでいる。
　第 3 表　1971 〜 2001 年で平均した 6 〜 7 月の総
降水量，及び，『大雨日』（50mm/ 日以上），『極端な
大雨日』（100mm/ 日以上）における降水量の寄与。
なお，『大雨日』の集計値は，『極端な大雨日』も含
んでいる。
　第 3 図　梅雨最盛期の気象衛星ひまわりの全球画
像の例。なお，授業で提示した 2007 年 7 月 6 日 21
時の画像は白黒では見づらい表示だったので，同様
な特徴が見られた 2009 年 7 月 24 日 21 時の例を示
す（気象庁 HP 掲載の図に基づき，本研究で注釈等
を付した）。なお，画像の事例の九州北部の豪雨に関
する対応するレーダーアメダス合成図や 10 分雨量の
時系列は，加藤他（2012）にも例示されている。
③　梅雨前線での多量の降水活動に対するアジアモ
ンスーンの影響の解説
　②の学習活動で得られた梅雨降水の特徴が，アジア
モンスーンとどのように関わっているのかを知るた
めに，まず，日本気象協会編集の気象衛星ひまわり
の 1 時間毎の全球画像の動画を見せ（1994 年 6 月後
半頃の梅雨雲帯と南アジアや熱帯西太平洋域の雲域
の特徴を観察させるとともに，その 6 月前半から後
半への変化にも注目させる），梅雨前線の季節的北上
やそれと南アジア域や熱帯西太平洋域でのモンスー
ンに伴う雲域の様子を生徒たちに観察させた（授業
で示した動画や静止画とは別の時期であるが，上述
の特徴が見られた全球画像の例を第 3 図に示す）。
　それを踏まえて，
・梅雨前線への水輸送の強力なポンプを作るモンスー
ンの役割（第 4 図），
・そのような水輸送によって，単に雨が多くなるだけ
でなく積乱雲の集団による頻繁な集中豪雨の形で降
ること，
・本当は砂漠になってもおかしくないのに（亜熱帯高
圧帯に準じる緯度だから）モンスーンの影響でこれ
だけ雨が降ること，
などを，予め加藤が用意したパワーポイントを用い
て解説した。
　第 4 図　日本列島付近での梅雨前線活動が活発な
時期における 850hPa 面（地上約 1.5km）での水蒸
気輸送の分布の模式図。Kodama(1992) を改変した
加藤 (1998) より引用。
Ⅲ．授業実践結果の分析・考察
１．データ分析作業中の生徒の様子
　集計作業に関しては，役割分担等についての班の
中での話し合いも促すため，特に一定の方法の指示
はしなかった。但し，最初のクラスでは，集計作業
に予想外の長い時間を要した。作業中に机間を見回
ると，生徒によっては該当日をまずマーカーで塗っ
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た（あるいは印をつけた）上でカウントを始めていた。
しかし，配布した表を見ながらそのままカウントし，
途中で分からなくなったり間違えたりして頻繁に数
え直す生徒も見受けられた。十分時間がある場合に
は，効率的なカウントの方法も生徒に発見させる方が
望ましいと考えるが，今回の授業では時間が限られ
ていたので，次の時間からは，カウントの際に前者
のような方法がある旨，作業開始前に説明を加えた。
　第 2 図 ( 右 ) に写真を例示したように，生徒たちは
真剣な目つきで『大雨日』や『極端な大雨日』のカ
ウント作業を行っていた。しかも，作業中に，日々
の降水量の値が具体的にどのくらいだったのか，関
心を持ちながら表を見ていた生徒も少なからずいた
点は注目される。
　例えば，第１表に例示されるように，「長崎豪雨」
のあった 1982 年 7 月 23 日に日雨量が約 450mm も
あったこと（長崎市で，夕方に，わずか約 4 時間の
間に 400mm を超える豪雨があり，「眼鏡橋」が流さ
れた），７年間の中に，日降水量 200mm ぐらいの日
が何回も表れていたこと，などにそれぞれ驚きの声
が上がっていた。逆に，「東京では 0 ばっかり」とい
う班内での発言も耳にした（該当する大雨日の出現
が殆どない，あるいは，年によっては降水量 0.0mm
の日ばかり続いたりする意味だと考えられる。その
いずれの話であるかについては，授業者は明確に把
握出来なかったが）。以上のように，『大雨日』や『極
端な大雨日』のカウントを行う活動は，集計結果から
気候学的な特徴を捉えられることを知るだけでなく，
まさに「時間をかけてデータを眺める」ことを通して，
生徒が上述のような梅雨期の日々の興味深い降水現
象の存在に気づく重要な機会となったものと考えら
れる。つまり，上述の生徒の様子から，このような探
究活動では，単に機械的にデータの集計計算をさせる
だけでなく，生徒がその作業の過程で生データをじっ
くりと眺めざるを得ないような『時間稼ぎの仕掛け』
が組み込まれることの重要性も示唆している。
２．ワークシートの分析
①　質問項目
　授業後に，以下の質問項目に関するワークシートに
記述してもらい，後日回収した（解答スペースも含め，
全体で A4 版１枚分）。
【講義内容に関する記載】
(1)　西日本と東日本（長崎と東京）における梅雨期
の雨の降り方には，どのような違いがありましたか？
できれば具体的に書いて下さい。
(2)　梅雨のしくみに関連して，この授業を受けてわ
かったことについて書いて下さい。
(3)　その他，この授業を受けて面白かったこと，意
外に思ったこと，興味を持ったこと，わからなかっ
たこと，その他の感想などあれば，何でもいいので
書いて下さい。
【気象衛星の画像でみた平均的な雲の分布の比較】
　学習活動③における気象衛星の全球画像の動画の
観察の際に，第 5 図のように梅雨前線が日本列島付
近へ北上した時期の広域の雲分布の特徴や，それ以前
の時期の特徴との違いについてイメージ図を描かせ
た（全体で A4 用紙の縦置のワークシートで上部 1/3
のスペース）。
第 5 図　ワークシートの広域雲分布に関する部分
②　記載内容の検討
　Ⅲ．1．で述べたように，１日目のクラスでは（特
に先に行ったクラスで），データの集計作業に要する
時間が全体として長引き，学習活動③の内容を短縮
せざるを得なかった。そこで，データ集計作業がよ
りスムーズに行えるようになった２日目の授業（D
組と C 組。計 76 名分のワークシートを回収）につい
て，分析を行った。
(a) 質問項目 (1)：6 〜 7 月の降水の特徴
●総降水量の東西の違いの記述が出来た生徒：
　定性的 50 名（66％），定量的なことも含めた記述
16 名（21%）（以上合計 66 名（87％））
●大雨の出現頻度の東西の違いを記述出来た生徒：
　定性的 41 名（54％），定量的なことも含めた記述
14 名（18％）（以上合計 55 名（72％））
　従って，日降水量データの集計作業を行った内容に
関しては，定性的には概ね生徒は把握出来たものと
考えられる。例えば，「西日本には，東日本より大雨
（50mm 以上または 100mm 以上）の日がものすごく
多いため，東日本は 300mm くらいなのに対し，西日
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本は 600mm くらい降る」とか，「西日本の方が降水
量が多くて東日本の倍以上も差がある。西日本では
6,7 月で 4 〜 5 回の『大雨日』が出現し，東京よりも
300mm 以上も多くなる」の記述のように，今回のデー
タで分かる降水の気候学としての全体像を，かなり
的確に表現出来た生徒もいた。但し，定性的な記述
に留まった生徒も多く，もう少し具体的な数値を用
いた表現が出来るような把握が定着するように工夫
する必要性も分かった。
　なお，Ⅲ．１．で述べた点にも関係するかも知れ
ないが，長崎の最高値 448mm/ 日を指摘した生徒が
2 人，東京の最高値は 100mm/ 日程度しかないこと
を指摘した生徒が 3 名おり（うち，1 人は両方とも指
摘），大雨の極値の違いにも，一部の生徒の関心が向
いたと考えられる点は興味深い。また，文章ではなく
数値を列挙しただけではあるが，日降水量の極値を，
長崎，東京双方の 4 つの期間それぞれについて挙げ
た生徒も 3 人おり，自分たちの班が分担した以外の
期間のデータも，関心を持って眺めていたことがわ
かる（長崎の極値は，1971 〜 77 年：210.5mm，78
〜 84 年：448mm，85 〜 91 年：344mm，92 〜 98
年：186.5mm, 東京では，71 〜 77 年：103mm，78
〜 84 年：81mm，85 〜 91 年：96mm，92 〜 98 年：
81.5mm）。
(b) 気象衛星画像の動画で捉えた広域雲分布と梅雨雲
帯との関係
　気象衛星画像でみた広域雲分布と梅雨雲帯（梅雨
前線に対応する雲帯）に関する模式図的スケッチで，
以下の (A) 〜 (C) の特徴を捉えたものの数を数えた
（(a) と同様，76 名のワークシートより）。また，第 6
図に，生徒が描いたものの例を示す。
(A) 梅雨雲帯が日本列島に北上した時期に，スケッチ
でも雲帯が日本列島にかかるようになった変化が表
現されている。
(B) 梅雨雲帯が日本列島に北上時に，南アジアのモン
スーン開始に伴う雲域が拡大・北上した様子が表現
されている。
(C) 梅雨雲帯が日本列島に北上時に，西太平洋の熱帯・
亜熱帯域での熱帯収束帯に対応する雲帯が強化ある
いは北上した様子が表現されている。
　生徒が描いた中で，(A) 〜 (C) の各項目を踏まえた
図と考えられるものは，それぞれの項目，次の通り
であった。
(A)：68 人（89％），(B)：32 人（42％）
(C)：24 人（32％），(B) と (C) 両方：16 人（21％）
　＊ (B) か (C) の少なくとも一方 :40 人（53％）
　 多くの生徒が (A) について描けていたのは，比較
する期間の定義のようなものなので当然であろうが，
10％の生徒には，スケッチの意義が伝わっていなかっ
た点にも注意が必要であろう。さて，日本列島へ梅
雨前線が北上・停滞する季節の到来が，南アジアの
モンスーン雲域（(B)）や熱帯西太平洋の雲域（(C)）
の変化と連動している点を，具体的なイメージとし
て捉えられた生徒が (B) の現象については 2/5，(C)
については 1/3 おり，双方に連動した現象をイメージ
出来た生徒も 20％程度いた。また，少なくとも一方
はイメージ出来た生徒は半分を少し超えていたので，
それなりの成果であったと考える。
　第 6 図　生徒によるスケッチ例。梅雨雲帯が日本
列島にかかる前の季節を左側，梅雨最盛期を右側に
示す。図の左端の記号は，生徒の図から読み取れる
前述の (A) 〜 (C) の項目。なお，上から 2 段目のよう
に，かなり模式化されたものでも，その特徴が捉え
られたものは，当該図として集計した。
　なお，梅雨最盛期に入る前には，日本付近を低気
圧の雲域が通過後，東西に伸びる雲帯が南西諸島に
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南下して停滞する，というサイクルを繰り返す（Kato 
and Kodama 1992; Hirasawa et al. 1995）。そのよ
うな時期に関して，「雲が南へと移動している」との
コメントを図に付した生徒が2名いた（図略）。これは，
授業で触れてないにもかかわらず雲の動画をよく観
察していた点が注目される。梅雨前線の「準定常性」
も併せて捉える授業の際には，まさに，このような
視点が必要なためである。
(c) 印象深かったこと，等：
　生徒が，この授業を受けて意外だったり印象に残っ
たりしたことのうち，( ア ) 降水の東西差，( イ ) 梅雨
降水の大きさ，( ウ ) 梅雨活動の他地域との関係（モ
ンスーンとの関係等），に関して記述を集計した。
　その結果，( ア )26 人（34％），( イ )7 人（9％），( ウ )16
人（21％）であった。梅雨といっても西日本と東日
本で降り方が相当異なるというのは，生徒たちが初
めて具体的に認識出来た事実であり，例えば「同じ
日本でも東と西だけで雨の降る量や降り方まで違う
なんて，おどろいたけれど，おもしろかった」とい
う記述に見られるように，インパクトが大変大きかっ
たものと考えられる。更には，今回は東西の違いに
関わる因子については明確には触れなかったが，「東
西の違いがどうして生じるのか，また，そもそも梅
雨前線がどのようにして出来るのか」という疑問も
記述する等，生徒の興味・関心が広がったようである。
　また，梅雨といっても単に雨が降りやすい季節とい
うだけの認識に留まらず，（特に西日本では）「豪雨が
いかに起きやすいか」をデータ分析から把握出来た点
も，大きなインパクトになり得たものと考えられる。
その際に，今回の授業で降水量（雨量）という数字
の意味について実感出来たと述べた生徒も 6 名いた
（特に具体的な記述例：「降水量 50mm，100mm，そ
んなのたいしたことじゃないじゃんとテレビを見て
思っていたけれど，1 ㎡に 100mm の深さにするため
には，100L いるということがわかって驚いた」）。授
業での日本の気象・気候の特徴の把握のためにはデー
タ分析作業が不可欠な場合も少なくないが，上述の
点は，「数字の持つ定量的実感」をどのように認識さ
せながら分析活動を行わせるか，の重要性も示して
いるものと考える。
　また，( ウ ) の記述も 20％程度おり，具体的には，「沙
漠になってもおかしくないのに梅雨がある」，「チベッ
ト高原から梅雨前線の雲に繋がっている」，「モンスー
ンの影響による下層南風が梅雨前線へ水蒸気を輸送」
等の趣旨の記述があった（これらは，記載内容を筆
者が要約）。これらは，本授業が，梅雨がモンスーン
等の広域的な場の影響を強く受けている点を意識さ
せる契機になった点も示唆している。
Ⅳ．まとめ
　梅雨は，アジアモンスーンの影響を顕著に受けた
現象の一つである。本研究では，豪雨の起こり方に
注目した日降水量データの分析活動や気象衛星画像
の観察などを通して梅雨について学ぶ学習プランを
開発した。これは中学校理科での「日本の四季の天気」
に関する探究的要素も含めた授業提案であるが，高
等学校の『地学基礎』，『地学』，『地理』における活
用も視野に置いた。研究科教員による附属学校園へ
の相互乗り入れ授業の一環として，岡山大学附属中
学校 1 年生を対象に授業実践を行い，結果について
検討した。
　西日本では，東日本と違い，『大雨日』が頻繁に出
現することを反映して，気候学的に総降水量が大変多
くなる。授業では，九州の長崎と関東の東京の 6 〜 7
月における 1971 〜 1998 年の日降水量の表から，『大
雨日』（日降水量 50mm 以上の日），『極端な大雨日』（日
降水量 100mm 以上の日）の出現頻度を集計する作業
を活動の中心に据えるとともに，気象衛星ひまわり
の全球画像の動画を観察させ，日本列島での梅雨最
盛期に入る前後での南アジアや熱帯西太平洋域での
雲域と梅雨雲域との関連にも注目させた。
　授業実践の結果，西日本と東日本の総降水量や大
雨の起こり方の違いが大きいことに関して，定性的
な記述も含めると，かなりの生徒が把握出来ていた。
但し，より定量的なイメージを多くの生徒が抱ける
ような工夫が更に必要であることが分かった。また，
気象衛星の全球画像の観察から，半数強の生徒は，日
本列島の梅雨最盛期に入る際に，南アジアもしくは熱
帯西太平洋域のモンスーンに伴う広域の雲域の変化
もイメージ出来ており，少なくとも，梅雨がモンスー
ンアジア広域での大気システムに連動した現象であ
ることへの注意を喚起出来たものと考える。
　なお，これらの梅雨前線での豪雨に関連した降水
の気候学的特徴（東西の降水の違いも含めて）や，
アジアモンスーンとの関わりの視点に触れたことで，
身近に触れている筈の現象でも，生徒たちがその実
態やメカニズムを知って新鮮な驚きの念を持つ学習
となりうることが感じられた。また，本研究のように，
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生徒たちが生データに触れて考えを巡らす『時間稼
ぎ』の仕掛けを用意することも，気象・気候の学習
においては有効ではないかと考える。
　ところで，一般に，季節固有の現象のプロセスまで
正確に理解させようとすると，高校・大学レベルの物
理等の力も必要な場合が多く，中高校では難しい面
も少なくない。しかし，季節の現象は生徒たちが身
近に目にしている現象であるだけに，エッセンスを
きちんと捉えさせる必要がある。メカニズムが難し
いからと言って，間違った事実を把握することだけ
は避ける必要がある。そのためにも，メカニズム自
体はかなり難しい話でも，『事実関係』やその事実の
持つ面白さを的確に捉えられるような簡単なデータ
分析作業を組み込んだ授業を，日本の各季節の主要
な現象について構築することは有用である。つまり，
「生データからの分析のように見えて，実は作業への
生徒の負担は小さいというような」処理の流れを教
師側が工夫することにより，『事実の把握』という点
では地学現象の核心に迫る体験が可能ではないかと
考える。本研究に引き続き，今後，季節サイクル中
の主要な現象を題材とする授業開発も更に行いたい。
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Abstract: 
  In East Asia the signiﬁcant rainy season called the “Baiu” appears in early summer greatly inﬂuenced 
by the Asian summer monsoon system.  In the western part of the Japan Islands, much more frequent 
appearance of the heavy rainfall events results in the larger amount of total precipitation in the mature 
stage of the Baiu season than in the eastern part.  The present study developed a study plan for junior high 
school on the Baiu system with an activity of investigating climatological features of the Baiu precipitation 
based on the daily data with attention to appearance frequency of the heavy rainfall events.  This is for the 
science class in junior high school, but can be modiﬁed for the earth science or geography in high school.  In 
order to examine validity of this study plan, the class was performed in the Attached Junior High School of 
Okayama University.  The present paper reports the outline of the class and the results of the class.
Keywords: Study plan on the weather systems around Japan, Meteorological education, Dynamic climatology 
on the heavy precipitation in the Baiu season, Climate systems in East Asia, Class with research-like 
activity
【原　　著】
豪雨の出現頻度に注目した梅雨降水の気候学的特徴に関する
探究的授業の開発
（日降水量データを用いた附属中学校での実践）
加藤　内藏進　東　伸彦
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 3号 別冊
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.3, March 2013
Development of a Study Plan on Investigating Climatological Features of the Baiu Precipitation Based
 on the Daily Data with Attention to Appearance of Heavy Rainfall Events 
(A Report of a Class in Attached Junior High School of Okayama University)
Kuranoshin KATO , Nobuhiko HIGASHI
2013
【原　　著】
理科教育における Web ベースの対話型 3次元結晶構造教材
山川　純次
岡山大学教師教育開発センター紀要 第 3号 別冊
Reprinted from Bulletin of Center for Teacher Education
and Development, Okayama University, Vol.3, March 2013
The Web-based Interactive three-dimensional Crystal Structure Materials for Scientific Education
Junji YAMAKAWA
2013
─ 27 ─
原　　著
岡山大学教師教育開発センター紀要，第 3 号（2013），pp.27-31
理科教育における Web ベースの対話型 3 次元結晶構造教材
山川　純次※１
要旨：理科教育における Web ベースの対話型 3 次元結晶構造教材として X3D 形式あるいは 3D PDF を使ったシ
ステムを比較検討した。どちらの形式も e- ラーニングシステムと高い親和性を持ち，また初学者と専門家の空間
概念の把握に関するギャップを埋める教材として優れていると考えられた。データの継続使用を考えた場合，オー
プン規格である X3D 形式と対応 Web ブラウザを用いるシステムが適していた。一方，高品位な印刷が必要な場
合は 3D PDF と Adobe Reader を組み合わせたシステムが適していると考えられたが，将来に渡る継続利用を考
慮した場合，このシステムはプロプライエタリである点に留意して運用しなくてはならないだろう。
キーワード：3D PDF, X3D, 結晶構造 , 理科教材
※ 1 山川　純次（岡山大学大学院自然科学研究科）
Ⅰ．序論
　現在，結晶質物質の結晶構造データは Hall, 
Allen and Brown (1991) に よ り 定 義 さ れ た 
Crystallographic Information Framework (CIF) 形
式を使って共有されている。結晶学の専門家が使用
する VESTA (Monma and Izumi, 2006) 等のソフト
ウェアを使えば，この CIF 形式から結晶構造の 3 次
元イメージを得ることが出来る ( 図 1)。
これらのソフトウェアは結晶構造の回転や拡大縮小
が対話的に行えるため，結晶質物質の研究において
は必要不可欠なツールとなっている。しかしこれら
の専門的なソフトウェアは一般的に操作が難しい。
そのため結晶学の初学者が，学習している物質の結
晶構造を理解するために，各自で CIF 形式のデータ
ファイルを取得し，これらのソフトウェアを操作し
て 3 次元イメージを得ることは困難である。したがっ
て結晶構造を扱う講義では，結晶構造を 2 次元で表
現した教材を使用している。実際の結晶構造は 3 次
元であるため，この 2 次元教材は結晶構造を理解す
るための障害になっていると考えられる。この点を
改善するために，結晶構造模型を多数準備する方法
も考えられるが，複雑な結晶構造の場合は模型製作
自体の難易度が高くなり，また保管にもスペースを
必要とするなどのデメリットが大きくなる。さらに
現代の学習者は 3 次元的に表現されるエンターテイ
メントに親しんでいるため，本来は 3 次元である結
晶構造を 2 次元教材で提供することは彼らの学習意
欲を削いでいるとも考えられる。このため，結晶構
造を効率よく理解するためには，学習者が結晶構造
を対話的かつ 3 次元的に回転や拡大縮小を自由に行
える教材を開発する必要がある。
　この，対話的に操作可能な結晶構造教材を Web ベー
ス，すなわち Web ブラウザで閲覧可能な技術を使っ
て実現すれば，近年になって急速に普及している e-
ラーニングシステムのインタラクティブ性を利用し
た教育も更に高度化することが可能になる。従来の様
に，結晶構造に講師の視点に基づいて回転操作や拡大
縮小操作を施す過程を記録した動画を提供し，学習
者にそれを視聴させて結晶構造を理解させようとす
るのではなく，学習者が自由に操作可能な結晶構造
教材を提供し，それぞれの意図に応じて対話的に操
作できるようにすれば，学習意欲と学習効率は一段
【研究論文】
図 1: VESTA
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と改善されると予想できる。またこの教材は結晶学
の専門家と初学者の間の結晶構造認識能力のギャッ
プを埋める教材としても利用可能である。
　今回，Web ベースの対話型 3 次元結晶構造教材を
検討したので報告する。
Ⅱ．方法
1. 結晶構造データ
　現在，結晶構造解析法により決定された結晶質物
質の結晶構造は大部分が CIF 形式でアーカイブされ
ている。また，岩石を構成する鉱物の結晶構造に関
する CIF 形式データは主に American Mineralogist 
Crystal Structure Database (Downs and Hall-
Wallace, 2003) にアーカイブされており，誰でも自
由に利用可能である ( 図 2)。
今回の教材作成では，このデータベースから取得し
た石英の結晶構造データ (Kihara, 1990) を使用した。
2. 3 次元データフォーマット
　対話的に操作可能な 3 次元データフォーマットに
は Extensible 3D (X3D) 形式と 3D PDF を使用した。
X3D 形式は XML ベースの 3D フォーマットで
web3D コンソーシアムにより推進されており，ISO/
IEC 19775-1:2008 として承認されている。X3D 形式
はその前身である VRML (Virtual Reality Modeling 
Language) が用いられてきたリアルタイム性を必
要とする仮想現実の分野で広く使われている。また
X3D 形式はオープン規格であるため，これを利用で
きるソフトウェアは商用 / フリーとも多数存在する。
さらに X3D 形式は基本的にテキスト形式のデータで
あるため，可読性や異なるオペレーティングシステ
ム間での可搬性に優れている ( 図 3)。
　一方，3D PDF は Adobe 社により開発され公開
された 3 次元フォーマットである。現在は権利が
Adobe 社から 3D PDF コンソーシアムに移管され，
ISO 24517-1:2008 として承認されている。3D PDF
は主に 3 次元 CAD のデータ提示に利用されており，
建築やプラントエンジニアリングの分野で広く用い
られている ( 図 4)。
3. X3D 形式のデータ作成
　CIF 形式で取得した結晶構造データを X3D
形式のデータに変換するためには，VESTA や
CrystalMaker (CrystalMaker Software, 2012) 等
が利用できる。また CIF 形式のデータを使わず，単
純な結晶構造を描画する場合は一般的な 3 次元モデ
ラーである blender (Stichting Blender Foundation, 
2012) や Google SketchUp (Google, 2012) 等が利用
できる。これらのソフトウェアは通常，それぞれの
ソフトウェアに固有の形式でデータを保存するが，
設定を変更することにより X3D 形式で保存可能であ
る。今回の教材作成では CIF 形式のデータファイル
を X3D 形式に変換するために VESTA を使用した。
　X3D 形式に変換した結晶構造データの表示には，
図2. American Mineralogist Crystal Structure Database
図 3. web3D コンソーシアム
図 4. 3D PDF コンソーシアム
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これに対応する Web ブラウザが使用できる。現在，
Google Chrome (Google, 2012), Apple Safari (Apple 
Computer, 2012) そ し て Mozilla Firefox (Mozilla 
Foundation, 2012) が X3D 形式の表示に対応してい
る。これらの Web ブラウザはフリーで利用可能であ
り，また OS に標準装備あるいはそれに準じたアプリ
ケーションとして広く利用されている。今回の教材
表示ではこれら全ての Web ブラウザを使用して，3
次元結晶構造の表現における同一性を確認した。
4. 3D PDF への変換
　結晶構造データを 3D PDF に変換するために
は Adobe Acrobat を 使 用 す る。Acrobat Version 
9 は 3D PDF 生成機能を装備していたが Acrobat 
Version X 以降はこの機能が分離され，Acrobat に対
する 3D PDF converter 機能追加ソフトウェアとし
て Tetra4D 社より提供されている。Acrobat と 3D 
PDF converter はどちらも商用ソフトウェアであり
ライセンスを購入して利用する必要がある。3D PDF
生成ソフトウェアにはこの他にも，Share3D PDF 
(Quadrispace, 2012) や RPS 3D PDF (RenderPlus, 
2012) などの商用ソフト，そして Bentley View V8i 
(Bentley Systems Inc., 2010) の様なフリーで利用可
能なソフトウェアがある。
　3D PDF の表示は Adobe Reader の Version X 以降
で可能である。Adobe Reader は利用に当っての追加
コストは不要であり，また広く普及しているソフト
ウェアである ( 図 5)。
今回の教材作成では 3D PDF 変換に Bentley View 
V8i，表示に Adobe Reader アプリケーションとその
Web ブラウザプラグインを使用した。
 
Ⅲ．結果
　X3D 形式に変換した結晶構造データを対応ブラウ
ザで表示することで，結晶構造の拡大や縮小は閲覧
者が自由に行えることが確認された。動作スピード
は 2012 年現在の標準的な性能の PC において十分な
ものであった。一方，表示された結晶構造の高品位
印刷が難しい点が明らかになった ( 図 6)。
　Adobe Reader で表示した 3D PDF 結晶構造も拡大
縮小や回転などの操作が閲覧者によって自由に行え
ることが確認された。これに加え Adobe Reader では
高品位印刷にも対応していた。また Web ブラウザ用
プラグイン版の Adobe Reader を使用すればブラウザ
でのインライン表示が可能であった。このため Web
ブラウザを利用した e- ラーニングシステムの利用時
にも 3 次元結晶構造が問題なく閲覧可能であること
が示された。
Ⅳ．考察
　X3D 形式と 3D PDF に変換した結晶構造データを
理科教材として用いた場合について，操作性，印刷
品質そしてデータの継続利用性の 3 点から検討した。
1. 操作性
X3D 形式の結晶構造データを Web ブラウザで表示
した場合は，3D PDF の結晶構造データを Adobe 
Reader で表示した場合より高速かつ安定であった。
これは X3D 形式を用いた教材のほうが，やや性能の
低い PC でも結晶構造を閲覧できることを示してい
る。閲覧システムの性能に対する要求水準が低いの
で，X3D 形式は様々な利用者が想定される e- ラーニ
ングシステムにより適していると考えられる。
図 5. Adobe Reader で表示した
3D PDF 形式の結晶構造
図 6. Google Chrome で表示した
X3D 形式の結晶構造
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2. 印刷
　3D PDF に変換した結晶構造データは，Adobe 
Reader を使うと高品位で印刷可能であった。この点
は X3D 形式を利用するシステムに対して優位である
と考えられる。しかし講義や学習の過程において結
晶構造データを印刷する必要性は今後低下してゆく
と予測される。これは Slate 端末や Ultrabook など
の軽量端末の常時携帯が進むことにより，講義の受
講者はこれらの端末を利用して 3D 形式に変換した結
晶構造を講義中に自由に操作できるようになり，結
晶構造を印刷した資料は不要となると予想されるか
らである。このため 3D PDF が高品位印刷可能であ
るという優位性は今後，徐々に失われてゆくと考え
られる。
3. データの継続利用性
　結晶構造データを講義資料として使用する場合，
データの継続性が重要な問題になる。データ作成に
はかなりの時間を必要とするため，一度作成したデー
タは継続的な利用が期待される。今後数年間は現時
点で作成したデータは継続利用が可能であると予測
できる。しかし 10 年以上先を考えた場合はデータの
継続利用は保障できない。一般的にデータが利用で
きなくなる最大の原因は閲覧ソフトウェアの不稼動
である。これはソフトウェア供給企業によるサポー
トの中止や OS のバージョンアップによる誤動作など
によることが主な原因である。この点を考慮すると，
3D PDFはAdobe社のプロプライエタリなソフトウェ
アシステムのみで閲覧可能であるため，データの継
続利用性は Adobe 社の方針に依存している。一方，
X3D 形式はオープンな標準規格であり，作成ソフト
ウェアや閲覧ソフトウェアが多数存在し，特定の企
業の方針に依存するものではない。したがってデー
タの継続利用性を考慮すると，X3D 形式が優位であ
ると考えられる。
Ⅴ．総論
理科教育における Web ベースの対話型 3 次元結晶構
造教材として X3D 形式と 3D PDF 形式のそれぞれに
変換したデータを用いるシステムを比較検討した。ど
ちらの形式も e- ラーニングシステムと高い親和性を
持ち，また初学者と専門家の間に存在する空間概念
把握能力に関するギャップを埋める教材として優れ
ていると考えられる。データの継続使用を考えた場
合，オープンな標準規格である X3D 形式とこれに対
応した Web ブラウザを用いるシステムが適している
と考えられる。このシステムはまた，X3D 形式に対
応した Web ブラウザの追加インストールのみで 3 次
元教材の利用が可能になるため，学習者の PC 操作コ
ストをほとんど増大させない点も優れている。この
ため e- ラーニングシステムなどを使った講義への導
入が容易であると考えられる。一方，高品位な印刷
が必要な場合は 3D PDF 形式と Adobe Reader を組
み合わせたシステムが適していると考えられる。し
かしこのシステムはプロプライエタリである点に留
意して運用しなくてはならない。
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Title: The Web-based Interactive three-dimensional Crystal Structure Materials for Scientiﬁc Education
Junji YAMAKAWA (Graduate School of Natural Science and Technology, Okayama University)
The X3D format and the 3D PDF were compared as a format for the Web-based interactive crystal structure 
educational materials. Both formats had a high afﬁnity for the e-Learning system. The educational materials 
that made with those formats were superior on ﬁlling the gap between the beginners and specialists about 
the recognition of the spatial concept. In the case of maintaining the continuous use of the data, the system 
of the open and standardized X3D format and the free Web browsers was more adaptive. On the other hand, 
the system of the 3D PDF and Adobe Reader was required by the case of the high-quality printing of the 
educational materials. Because the latter system was proprietary, it will make some negative inﬂuence on 
the continuous use of the Web-based education materials. So, on the selection and continuous use of the 
system may be required some caution.
Keywords: X3D, 3D PDF, Crystal structure, Educational materials
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「学生オペラ」を通した文化活動の推進（1）
―連携，革新，フィードバックの視点から―
早川　倫子※１　小川　容子※２　虫明　眞砂子※ 3
要旨：「学生オペラ」の発信は，教育現場で活躍できる人材育成と，岡山大学を文化活動の拠点とした文化・芸
術活動の盛んな地域づくりを目指すことを目的として実施したものである。本稿では，約半年間の準備期間の様
子とその成果を報告し，筆者らが取り組んださまざまな連携のあり方と課題について考察した。連携に関しては，
①教育学部内の教員の連携（教科内容専門の教員と教科教育専門の教員），②附属学校との連携，③他学部との
連携，④地域や卒業生との連携に焦点を当てて検討した。また，オペラ終演後に実施したアンケート結果からは，
来場された多くの方が非常に満足されており，これからも継続してほしいと要望していることが明らかになった。
キーワード：学生オペラ，人材育成，連携，文化活動の推進，アンケート調査
※ 1 早川　倫子（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 2 小川　容子（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 3 虫明　眞砂子（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ．はじめに
　近年，教員養成に関わる大学は大きな変革の時代を
迎えている。文部科学省の答申（H24.8.28）におい
ても，これからの教員に求められる資質能力として，
「思考力・判断力・表現力等を育成する実践的指導力」
や「協同的な学びなどをデザインできる指導力」，そ
して，「豊かな人間性や社会性，コミュニケーション
力，チームで対応する力…」等が求められている。教
員の資質能力の低下に関しては，これまでもたびたび
指摘されてきたが，この答申は，さらに一歩踏み込
んだ形で教員の「資質」が提示されたといえるだろう。
しかし要となる具体像については，各部局の取り組
みに任されており，その意味では，新たな厳しい課
題が突きつけられたともいえる。つまり，音楽教育
現場に通用する実践力や指導力と，高度な教科専門
力とを兼ね備えた教員像をどのように具現化するの
か，音楽教育講座としてどのような指導体制のもと
で，学生たちを育てればよいのか，専門職としての
魅力的な音楽教員の輩出，といったさまざまな課題
への対応が問われているからである。
　このような背景を受けて，本年，筆者らは教員養
成における教育内容の充実を第一義とし，①教科内
容専門（声楽）教員と教科教育専門（音楽教育）教
員の連携，②附属学校との連携，③他学部との連携，
④地域や卒業生との連携を通した「学生オペラ」の
発信を目標に掲げた。多様な連携を有機的に統合す
ることで，これまでの枠組みを越えた新たな仕組み・
体制づくりができないかとさまざまな工夫を試みた。
附属学校との連携では，初等・中等教育現場の「生
の声」に向き合うと共に，鑑賞教育の新たな展開を
模索した。また，他学部・他研究科との連携では人
材育成にも取り組んだ。専門性の異なる学生たちと
の積極的な交流が，地域の社会や文化を担って立つ
岡山大学の学生の，総合的な資質向上に役立つと考
えたからである。
　本稿では，「学生オペラ」の発信を通して取り組ん
だ教育活動の意義と課題について報告をする。特に，
約半年間の準備期間の様子とその成果を報告し，筆
者らが取り組んださまざまな連携のあり方と課題に
焦点をあてる。あわせて，オペラ終演後に実施した
観客対象のアンケート結果を取り上げ，考察をおこ
なう。
Ⅱ．「学生オペラ」の取り組みの概要
１．演目とその内容
演目：W. A. モーツァルト作曲≪フィガロの結婚≫　
内容：通常では全４幕，約３時間かかるオペラである
が，約２時間のハイライトに編集した（表１）。進行
【研究論文】
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役としてモーツァルトを配し，そのナレーションで内
容の補足をおこなった。また，キャストおよびスタッ
フ等の構成は，表２のとおりとした。声楽や器楽等，
それぞれの得意分野を生かした配属となっている。
表１：ハイライトの曲目
表２：構成
２．実施経緯
　準備は，平成 24 年６月から始め，約半年間で作り
上げ発表した。表３に，その主な実施経緯を示す。表
３内に示した下線部が，今回の学生オペラの実施に
あたって，特に教育的活動として意識的に位置づけ
た点である。
　これまで，ハイライトの構成は，主に教員が行っ
ていたが，オペラに携わるすべての学生が「演目の
構成と内容を熟知しておく必要がある点」，また「教
育現場では，自立して構成を行う力を身につけてお
く必要がある点」を鑑み，学生たちでハイライトの
構成について検討をおこない，発表する機会を設定
した。また，オペラガイド制作は，附属学校の児童・
生徒に対して，オペラをわかりやすく解説するため
のものであるが，これについても，「オペラを教材と
してどのように子どもたちへ伝えていくことができ
るかの教材研究」として位置付けた。
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表３：実施経緯
３．発表の実際
　日時：平成 24 年 12 月 15 日（土）17:00 開演
　場所：岡山大学創立五十周年記念館ホール
　集客数：約 353 名（内，附属学校在校生 76 名）
　発表の様子：以下 7 シーン抜粋
　　　　　　　　　　　　　　　　フィガロと
　　　　　　　　　　　　　　　　スザンナの
　　　　　　　　　　　　　　　　二重唱 ( 第 1 幕 )
　　　　　　　　　　　　　　　　フィガロの
　　　　　　　　　　　　　　　　アリア
　　　　　　　　　　　　　　　　( 第 1 幕 )
　　　　　　　　　　　　　　　　花娘たちの合唱
　　　　　　　　　　　　　　　　( 第 1 幕 )
　　　　　　　　　　　　　　　　フィナーレ①
　　　　　　　　　　　　　　　　( 第 4 幕 )
　　　　　　　　　　　　　　　　フィナーレ②
　　　　　　　　　　　　　　　　( 第 4 幕 )
　　　　　　　　　　　　　　　　小編成
　　　　　　　　　　　　　　　　オーケストラ
　　　　　　　　　　　　　　　　モーツァルト
　　　　　　　　　　　　　　　　ナレーション
Ⅲ．様々な連携とその意義
１. 教育学部内の教員の連携
　「学生オペラ」と銘打っているものの，学生たちの
舞台経験は０年から６年以内（ソリスト経験を含む）
と浅く，オペラ初心者が半数を占めている状態から
の出発であった。そのため，教員のサポートが無け
れば舞台を成功させることはきわめて難しく，同一
講座に所属する筆者ら三人の教員の連携は，必要不
可欠なことと想定された。互いに連絡を取り合いな
がら，協力して物事に取り組む姿勢・状態を「連携」
と称するが，筆者らの連携のありかたは，場面や状
況に応じて自在に変容できる「ダイナミックな連携」
であったといえるだろう。
　筆者らは当初，役割を明確に区分することで連携
体制を構築しようと考えていたのだが，時間経過と
共に弾力的な対応が求められるようになり，その線
引きを次第に緩めていった。三人の立場が常に対等
であることや，さまざまな局面で柔軟に対応できる
ことを優先事項として組み込みながら，連携の有り
様についても，随時，修正を加えていくこととなった。
これは，①演目決めからキャストオーディション，台
本作成，練習日程の調整，衣装選定，演出，自主練
習の支援，全体練習の指導，舞台背景の制作，大道具・
小道具の指示，オーケストラへの伝達，広報，チケッ
トやプログラム作成，通し稽古，衣装合わせ，照明セッ
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ティング，ゲネプロ，本番といった一連のプロセス
の内容が非常に多岐にわたったこと，②どの行程も
複数回の調整・修正が必要とされたこと，あわせて，
③本番まで半年間という限られた日程の中で，通常
の講義やゼミ，教育実習等の合間をぬって，準備を
進めなければならなかったためである。
　つまり，学生個人の具体的な発声指導や専門的な演
出に関する指導は，教科内容専門の教員が主担当と
なり，教科教育専門の教員は副担当にまわった。一方，
合唱指導や，場面ごとの演出指導，舞台背景の制作，
大道具・小道具の工夫，台本修正，チケットやプロ
グラム作成，学外との折衝，学生への周知徹底等に
関しては，教科教育専門の教員が主担当となり，教
科内容専門の教員は副担当となった。それぞれの教
員がそれぞれの得意分野を活かして相互に補完しあ
い，教員一人ひとりが生態系システムとして，本番
までのプロセスを加速させていったのである。
　これは，筆者ら教員全員が，最終ゴールに対する
明確な像を共有していたために可能となった方策で
あるが，日頃からの強い信頼関係が根本にあったこ
とは言うまでもない。複数教員が関わる連携は，や
やもすると，境界を意識した役割分担を目標に掲げ
ることが多いが，その場その場で臨機応変に対応す
るためには，既成の枠組みにとらわれない柔軟な体
制であることも必要であろう。その意味で，相互補完・
相互依存でありながら，全員が主導権を握るという
ダイナミックな連携はきわめて有効な方策であった。
２. 附属学校との連携
　教育学部と附属学校部とは，教育実習，研究大会の
支援や学生たちの授業参観等，従来よりさまざまな
場面で交流を重ねてきた。今回の学生オペラ上演で
は，関係者全員から附属学校への感謝の気持ちをあ
らわしたいという強い思いが寄せられ，『招待チケッ
ト』の作成・発行につながった。「II-2. 実施経緯」で
も述べたように，関連する講義では，オペラの観ど
ころや聴きどころを子どもたちに伝えるために，オ
ペラの筋を説明した「オペラガイド」が必要ではな
いか，子どもたちの年齢に応じた説明の仕方を工夫
しよう，登場人物の「相関図」があると分かりやすい，
パンフレットにキャストの写真が掲載されていると
親しみがもてるのではないか・・・といった多様な
意見が出された。
　学生オペラに直接関わらない学生たちの，こうし
た積極的な発言を通して講座内の活性化が促進され，
併せて，大学⇔附属学校の連携もより強化されるこ
ととなった。本番当日，『小学校低学年用オペラガイ
ド』と『小学校高学年〜中学生用オペラガイド』の二
種類を作成して来場された方たちに配布したところ，
非常に好評であった。特に，ガイドに挟み込んだ「写
真付き人物相関図」は，多くの来場者から良いアイ
デアだと賞賛していただいた。
３. 他学部との連携
　舞台を成功させるためには，出演する学生たちの
声質やバランス，力量等を勘案しながら配役を決め
なければならない。音楽経験の質や量という点では，
教育学部の学生たちの方が他学部の学生に比べて圧
倒的に優位であるが，オーディションでは，個人の
熱意や練習プランも含めて総合的に判断した。その
結果，他学部の学生がメインキャストに選ばれたり，
スタッフ要員として関わったりといった，学部の枠
を越えた協力体制ができあがった。構成メンバーに
バリエーションをもたせたことは，より弾力的な連
携体制を生み出すことにつながったといえるだろう。
４. 地域や卒業生との連携
　教育学部音楽教室・音楽教育講座の同窓会である
「蒼声会」からは，大学主催の定期演奏会をはじめ多
種多様なイベント，行事，催事等に積極的な支援をい
ただいており，長年，大学との良好な連携体制を確
立している。今回の学生オペラについても，早い時
点から広報活動を展開していただいた。加えて，卒
業生たちに，オーケストラメンバーとして参加でき
ないかと声をかけることもできた。
　しかし一方，地域との連携についてはまだまだ不
十分であり，検討すべき課題と思われた。大学は地
域にとって貴重な資源であり，重要なパートナーで
ある。大学がこれまで以上に地域に支えられる存在
であるためにも，学生オペラを今後どのように継続
し，発信していけばよいか，広報を含めて工夫を重
ねる必要がある。
図１：「学生オペラ」を発信するための連携図
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表５：設問④の記述内容
表６：設問⑥の結果
Ⅳ．アンケート調査の分析 (外的評価 )
１．附属小学校・中学校児童・生徒へのアンケート
調査
①児童・生徒の回答の分析
　あらかじめ作成したアンケート用紙を，上演当日会
場で手渡しし，舞台終了後に回収した。以下が，附
属小学校・中学校の児童・生徒向けのアンケート内
容である（実際にはルビをふってある）。
表４：附属学校アンケート内容
　今回は，上記表４の設問内容のうち，特に本稿の内
容に関わる設問④，⑥の結果を取り上げる。以下の
表５は，設問④の記述内容について，記載したもの
である。その内容の中心が「うたごえがすごかった」・
「たのしかった」等とあるように，学生オペラと生の
演奏に対して，感動した様子がうかがえる。また，「話
す時も歌っている感じ…」・「いろいろな人の声が入
り混じって…」など，声の表現に関する本質的な内
容を中心に，その他の様々な表現媒体の特徴につい
ても記述されていた。この点は，今日の音楽科教育
の指導事項の内容に関連するものである。さらには，
教育実習で関わった学生が出演していたことについ
ても記述が見られ，親近感を持つことで，より興味
を持って鑑賞できたことも読み取れる。
　また，設問⑥に関しては，表６のとおりである。回
答数 41 名のうち，37 名（約 90%）が「これからも
大学生のオペラやコンサートを聴きに来たい」と答
えており，子どもたちにとっても，文化活動の推進，
連携の視点から見ても意義ある活動であったと言え
るだろう。
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②保護者の感想について
　以下の表７は，一般観客へのアンケートより，附
属学校の保護者の感想であろうと思われる内容を抽
出し，その記述内容を記載したものである。この内
容から，保護者の視点からみても，この学生オペラ
の鑑賞が子どもたちにとって意義ある活動であった
ことがうかがえる。
表７：保護者の感想の抜粋
２．一般観客へのアンケート調査
　調査は，2012 年 12 月 15 日の公演終了後に行っ
た。アンケートの内容は，表 8 のとおりである。回
収枚数は 191 名（回収率は 69%）で，その内訳は，
10 歳以下５名，10 代 29 名，20 代 47 名，30 代 22
名，40 代 30 名，50 代 28 名，60 代 12 名，70 代 14
名，80 代４名であった。本公演の満足度については，
５段階評価で，「５」が 117 名，「４」が 37 名，「３」
が１名という結果で，全体的に高い満足度を聴衆が
得たことがわかった。
 　また，表 9 〜表 11 の自由記述からも見られるよう
に，10 歳未満の子どもから 80 歳代の方までの幅広い
年代の聴衆からは，さまざまな賞賛の声が挙がってい
る。キャストや合唱の演奏，演技，声，アンサンブル，
オーケストラ，衣装，舞台の道具，背景の映像や照明，
子どもたち用のパンフレット，附属小学校・中学校
の子どもたちを招待したことへの賛辞，継続への期
待（20 件以上）等，今回のオペラハイライトが予想
以上に聴衆に感動を与えたことがわかる。
　一方，これらの中で得た課題は，声とオーケスト
ラのバランスの問題と日本語歌唱による聴きとりに
くさ（９件の指摘）である。これらは，学生のアンケー
ト（虫明・小川・早川（2013）「『学生オペラ』を通
した文化活動の推進（2）」を参照）からも指摘され
ていることであり，聴衆に分かりやすく聴きとりや
すい日本語の発語やオケとのバランスの問題につい
ては今後さらに研究する必要性を感じる。
表８：一般観客へのアンケート調査の内容
表 9：聴衆の感想や意見について
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表 10：学生のオペラやミュージカル活動について
表 11：その他，感想，意見，要望など
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Ⅴ．まとめと今後の課題
　以上，オペラハイライト≪フィガロの結婚≫は，
教育学部音楽教育講座の学生たちだけでなく，他学
部生や卒業生，教員，附属学校の関係者，地域といっ
た多くの人々の協力・支援に支えられて，成功裏に
終了した。学生が企画・運営をおこなう「学生オペラ」
は，昨今，複数の大学で試みられており，いずれも
質の高いオペラの競演となっている。
　今回報告した岡山大学発信の「学生オペラ」も，い
たるところに学生たちの挑戦のあとが見てとれ，非
常にレベルの高い舞台作品に仕上がった。アンケー
トの自由記述欄にも多くの方からの賛辞の声をいた
だくことができ，存在感のある作品が上演できたの
ではないかと自負している。
　演目決めから本番までの約半年間は，音楽教育講
座内の教員同士のダイナミックな連携を模索する傍
ら，附属学校，他学部，卒業生などさまざまな関わり
を通して，多様な連携体制を強化することができた。
その一方，地域との連携に関しては，広報活動やネッ
トワークの拡充を含めて更なる工夫が必要であると
痛感した。岡山大学の「学生オペラ」が，地域に支
えられる存在であるためには，一つのイベントとし
て成功させるだけでなく，こうした活動を継続して
ゆくことが何より求められている。
　岡山には複数の多目的ホールがあり，国内外の有
名な舞台公演が頻繁に招聘されている。「学生オペラ」
が地域に根ざした活動へと発展し，将来，これらの
舞台と肩を並べられるよう大きく成長するためには，
これまで以上に地域の芸術団体や芸術家との交流が
必要である。キャスト，スタッフ，舞台制作者，観客
の育成など，舞台芸術・振興に関心をもつ裾野の拡
大を通して，地域文化の牽引も求められている。こ
れら多くの課題に真摯に向き合いつつ，「学生オペラ」
の更なる飛躍を目指して，尽力していくつもりであ
る。
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要旨：「学生オペラ」の発信は，教育現場で活躍できる人材育成と，岡山大学を文化活動の拠点とした文化・芸
術活動の盛んな地域づくりを目指すことを目的として実施したものである。本稿では，（１）に引き続き，その
取り組みの意義と課題について，教員（指導者）と学生の内的評価の分析を中心に考察を行った。学生対象のア
ンケート結果からは，全体の 88％の学生が参加してよかったと感じており，また，教員養成におけるオペラ活動
の意義を良い経験であると感じている学生は 97％であった。大半の学生が，オペラのような総合的且つ横断的な
分野の経験は，教育現場で活用でき，協調性や自主性を伸ばすことにもつながると考えており，活動の意義を共
有していることがわかった。教員（指導者）のアンケート結果からは，それぞれの役割を発揮できたという連携
の意義と，物理的体制の強化について課題が確認された。
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Ⅰ．はじめに
　本稿では，「学生オペラの発信の取り組みの意義と
課題（１）」に引き続き，「学生オペラ」を通して取
り組んだ教育活動の意義と課題について報告をする。
　教員養成に関わる大きな変革の時代の背景を受け，
筆者らは教員の資質向上の一助として，高度な教科
専門力と教育現場で求められる実践力・指導力を兼
ね備えた学生輩出を目的に，「学生オペラ」に取り組
んだ。既に報告したように（１）では，「学生オペラ」
本番までの約半年間に及んだ準備期間の様子とその
成果に焦点をあてると共に，私たちが取り組んださ
まざまな連携のあり方と課題について述べた。また，
終演後に実施した附属学校の児童・生徒と，一般観
客を対象としたアンケートの結果について，考察・
検討をおこなった。
　本稿では，さらに，この取り組みに関わった学生
と教員（指導者）を対象に実施したアンケート調査
の結果を中心に，報告をおこなう。
Ⅱ．「学生オペラ」に取り組んだ学生へのアンケート
１．調査の概要
　定期演奏会終了後に，４部門：キャスト（11 名），
合唱（11 名），オーケストラ（賛助除く８名），スタッ
フ（５名）の計 35 名を対象に，オペラハイライト《フィ
ガロの結婚》に関するアンケート調査を実施した。内
訳は次の通りである（２名が未提出）。
性別：男６名，女 27 名，計 33 名。
学年：１年生 11 名，２年生５名，３年生６名，４年
生３名，大学院生以上８名。　
調査期間：平成 22 年 12 月 17 日～ 12 月 22 日
　アンケート調査の質問項目は，以下の通りである。
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３．学生に対するアンケート結果の考察
①参加した印象
　参加して「よかった」と感じている学生は 88％と
高く，キャスト，合唱は全員が満足感を得ている。一
方，オーケストラの一部とスタッフの感想に，やや
ばらつきが見られた。全体的に「楽しかった」「よい
経験をした」という回答が多く，取りかかった当初
の不安感や大変だという印象が，終演後には達成感
や充実感に変化したことがわかる。
②参加前後の自分自身の変化について
　キャストの回答からは，「歌声が磨かれた」「声がの
びやかになった」など，自身の発声について上達し
たと感じていることが読み取れる。また演技面では，
各自，DVD を見ながら役の研究に励んだようで，役
を演じることを通して自然な動きや演技を身に付け
たことがわかる。オペラ制作の過程では衣装やメイ
クの効果を，ステージを仲間と創り上げる過程では，
一体感や意識の高まりを感じている。その他，自分自
身に対して「自信のあらわれ」や「確かな成長」を
感じとっており，大人数で取り組むことや協調性の
大切さについても，身をもって実感したようである。
　合唱は，声楽未経験の学生が多く，不安材料を抱
えた出発であったが，練習を積むことで徐々に歌う
ことを楽しめるようになり，自信を持てるようになっ
ている。演技面では，恥ずかしさや難しさを感じて
いた初期から笑顔で歌えるように変化した学生が多
い。制作過程では，本番が近付くにつれて，合唱の
枠に捉われず，オペラ全体を見通せるように変化し
たことがわかる。
　オーケストラの回答からは，歌い手とのバランス
やアンサンブルの大切さをより感じるようになって
いることが読み取れる。制作過程では，練習日程や
オー ケストラ編成の不安感が楽しさやアンサンブル
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力の向上へと変化している。スタッフは，裏方の大
変さや戸惑いから，舞台が完成に近づくにつれ，徐々
に楽しさを感じるようになっている。また，スタッ
フがスムーズに動くためには，キャストや教員との
協力が必要だとの思いももったようである。
③教員養成でのオペラ活動の意義について
　良い経験であると感じた学生は全体の 97％で，大
半の学生が活動の意義を共有していることがわかる。
学生たちが回答した意見は，部門を越えて，ほぼ次
の２点に集約できた。一つめは，「経験の重要性」で
ある。オペラのような総合的且つ横断的な分野の経
験は，教育現場で活用できると考える学生が多かっ
た。二つめは，「自己省察への言及」である。多くの
人数が関わる表現活動に携わることで，自らの協調
性や自主性を伸ばすことができたと考えており，今
回のオペラ出演で学生たち自身が得たモノやコトは，
予想以上に大きかったといえるだろう。
④課題について
　キャストや合唱，オーケストラの回答からは，自
身の発声や演奏技術やアンサンブルの力をさらに伸
ばしたいという意見が多くみられた。一方，全部門
を通して「各部門の学生同士の連携が十分ではなかっ
た」という反省が，共通して見られた。さらにオー
ケストラのパート譜の遅れや，本番一週間前でもス
コアや小道具が揃わなかった等，全体練習での混乱
に関する意見もみられた。前もって準備するだけで
なく関係者全員が共有することの重要性や，諸伝達
の徹底についても，多くの学生が課題であるととら
えている。今後は，スケジュール管理をはじめ，学
生主体の展開ができるよう学生リーダーを中心とし
た体制づくりが必要である。
⑤次回への参加について
　全部門を通して，「次回も参加したい」という回答
は 60％，「参加したくない」や「わからない」とい
う回答は約 40％であった。前者は，キャストが大半
を占めている。後者の意見は，オーケストラ，合唱，
スタッフが多かった。キャストを演じた大半の学生
は，入学後，声楽の勉強を２年以上経験しているが，
合唱には，声楽経験の浅い初心者も存在しており，
表現活動への自信の無さがこうした回答と結びつい
たのかもしれない。さらに「④ 課題について」で述
べた，準備の遅れや混乱等との関連も指摘できるだ
ろう。いずれにしても，次回への参加について慎重
な態度をみせた学生が予想以上に多かった。これは，
私たち教員が，別途検討すべき課題と思われる。
４．学生オペラに参加経験のある学生の意見
　「学生へのアンケート調査」とは別に，これまで学
生オペラに参加経験のある在学生２名に対して，①
オペラハイライトを３名の教員の指導体制で行った
点と，②運営面の２点について，感想を含めた聞き
取り調査をおこなった。この２名は，これまで声楽
指導者が一人で担当・運営してきたオペラ・ミュー
ジカルに参加している。
①３名の指導体制について
良かった点
・心強く精神的に安心して練習に取り組むことができ
た。
・練習も３人の先生方が見てくださることで，さまざ
まな視点から見た指導やアドバイスを受けることが
できた。
・学生への負担がかなり少なかったため，自分たちの
練習だけに集中することができた。
反省点
・自分たちで考えて行動するという機会が少なかった
ため，以前のような学生が主体となって行うという
雰囲気が弱かった。
・先生方に頼り過ぎた面がある。
②運営面について
良かった点
・７月に練習を始めた時点から，本番までの計画が綿
密に立てられていたため見通しを持ちながら余裕を
持って練習に取り組むことができた。
・今回は参加している学生が多かったので，キャスト・
合唱・オーケストラ・スタッフと，部署がはっきり
分かれていたことがよかった
・練習の出欠についても，インペグ一人で全体を把握
するよりも，今回のように各部署で確認したほうが
効率良い。
・キャストが運営にも関わるとき，一番ストレスなの
が，運営の仕事で自分の演奏に集中できないことで
ある。今回は，搬入・搬出関連もスタッフにやって
いただけて，本当に助かった。
反省点
・スタッフの方が小道具を全て用意するという点で，
スタッフにどんな小道具がどんなときに必要という
ことが伝わっていなかった。そのため，なかなか小
道具がそろわず，キャストも勝手に用意していいも
のなのかわからず，本番一週間前になっても小道具
がそろってないという状態だった。スタッフもどう
動けば良いのか十分に把握できておらず，混乱して
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いる様子だった。
・キャスト一人ひとりに担当のスタッフをつけること
は，今回は全く機能していなかかった。
・演技をキャストとスタッフが一緒に考えることは，
必要なかったのではないか。
・各部署が独立し過ぎていて全体の状態を把握しにく
い。特に顕著だったのが，衣装と小道具である。こ
れまで衣装も小道具も基本的にはキャストが自分で
用意していたため，スタッフにどこまで任せていい
のか分からなかった。当初，キャスト一人ひとりに
合唱隊から担当をつけるという話で，実際分担もさ
れたにも関わらず，結局ほとんど機能していなかっ
たように思う。合唱やオーケストラの練習は進んで
いるのか，スタッフは今どういう仕事をしてくれて
いるのか，もう少し各部署が連携をとりながら，お
互いの状況を把握できていれば良かったと思う。
改善案
・今後も今年と同じ規模でやっていくのであれば，単
なる名簿ではなく，組織図を作って，仕事もリスト
アップしたほうがいいと思う。
・キャストも一緒に大道具や小道具の準備をすること
が必要。スタッフの方たちだけでは何がいつ必要な
のかということを，把握しづらいため，キャストと
一緒に連携を図りながら進めていった方が良いので
はないかと思った。
・オペラの責任者と学生運営委員会がもっと連携する
ことが必要。この問題は，ずっと感じてきた課題で
ある。オペラが定期演奏会の中のひとつの演目であ
るという意識が薄い。学生運営委員会もオペラ参加
者も舞台運営をしていくにあたって，学生運営委員
会との協力と相互理解は不可欠だと思う。
・学部３年生のキャストに，もっと運営に関わること
が必要。そうしないと，４年生に進級した際，中心
となって運営を行うことができないと思う。しっか
り運営に関わって，舞台構成の諸要素を知ることが
できるのも，オペラやミュージカルの良い所だと思
う。裏方の部分まで知ってこそ，本当の達成感や喜
びが味わえるのではないでしょうか。 
　上記の感想に見られるように，３名の教員による指
導体制によって，学生が安心感を持ってオペラに集
中できたことは，大変良かったのではないかと思わ
れる。一方，改善すべき点として，運営に関する重
要な意見を収集することができた。オペラ参加学生
の部門間での連携不足の解消や運営委員会とオペラ
との関わりを密にすること，３年生のオペラ運営面
への参加等についても，これまで「学生オペラ」に
参加経験がある学生ならではの，貴重な意見である。
いずれも学生オペラ継続のうえで，学生が主体的に
検討すべき点であるが，同時に，私たち教員が支援
すべき課題でもあろう。
Ⅲ 指導者に対するアンケート調査
　次に，３名の指導者に対しておこなったアンケート
調査について述べる。質問項目は，以下の通りである。
１．アンケート調査の結果
①参加した学生の変化について
キャスト・合唱：
・取り組む意欲，演奏レベル，協力体制は徐々に向上
していく様子が見られた。キャストの中には，声楽
が専門でない学生やこのような集団の創作活動の経
験が不足している学生も存在し，キャストの集団に
なかなか入り込めない，練習日程を組む際の協力体
制など，難しい場面が多数見られたが，本番が近付
くにつれ，まとまって行く様子が見られた ( 虫明 )。
・最初は自信のなさや迷い等が表現に表れていたが，
練習を重ねるにつれ，自分自身の表現の方法を探求
しようとしている様子が見られるようになったと思
います。それによって，表現力も豊かになり，自信
につながっていったように感じます（早川）。
・キャスト…配役が決まった時点から，役づくりにコ
ツコツはげむタイプと，本番１ヶ月前に，いきなり
上手になるタイプの２種類があるなあと思いました。
でも，どちらのタイプであっても，「自分のピーク」
を本番にあわせて調整していました。さすがです。
村娘…自分たちの役が明確になったのは，夏休み頃
からです。練習を重ねながら，じわじわと上手になっ
ていきました。（小川）。
オーケストラ：
・指揮者は博士課程３年，楽器編成は１年生４名，２
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年生２名，３年生１名，卒業生１名，外部賛助２名の
小編成であった。結成から本番まで，練習計画が立
てられず，直前で楽器１名の交替があるなど，技術面，
意識の不足，オペラの音楽を引っ張って行く大切な
部門であることの認識が甘かったのではないかと考
える。これは，上級生が少なく演奏技術が不安定で
あったこと，責任者の学生がオーケストラをまとめ，
いい音楽を目指していく意気が薄かったこと，オー
ケストラのパート譜が２幕以降遅くなったこと，練
習不足など，さまざまな原因が重なっている。本番
は何とか大きな事故もなく乗り切ったが，学生自身
には演奏や運営面では不満が残ったのではないか（虫
明）。
・賛助の方々とのコラボが，学生には「よい演奏をし
なければ・・・」という良い影響を与え，意識が高まっ
たように感じます（早川）。
スタッフ：
・今回，演出や台本の内容の把握が遅くなり，舞台小
道具，大道具が必要な時期に，ほとんど揃わない状
態であった。そのため，スタッフの学生自身が不安
感を持って，練習に参加し，指導者側からの注意を
受けるというあまりよくない状況が続いた。キャス
ト，スタッフ，教員側との密な連携の不足だったの
ではないか（虫明）。
・後半は，スタッフを頼りに仕事を任せるという方向
にもっていくことによって，前向きに動いてくれる
ようになったと思います（早川）。
②指導者自身の変化について
・これまでの一人で学生オペラを創り上げるという重
責を３名で分担し，それぞれの教員の特性を充分に
発揮できた演奏会であった。言い換えれば，オペラ
のような総合的な要素を含む芸術は，今回のように
声楽以外の教員も加わることによって，可能性を拡
大，新しいアイデアを導入できる大きなきっかけと
なったと感じた（虫明）。
・声楽が専門でない身にとって，どのように関わって
( 役だって ) いけるのか心配がありましたが，何より
一つの音楽を学生と一緒に作っていくことの勉強を
改めてすることができたように感じています。単に歌
唱の指導だけでなく，精神的な面の支えや練習計画，
事務的な準備，オーケストラのこと，スタッフのこと，
演出のこと，道具等のこと，賛助への配慮等々・・・
本当に多くのことに意識を向ける必要があり，その
指導や準備の過程は大変であることを，まさに実感
しました。本当に私自身が勉強になりました。また，
声楽の専門家（オペラ経験者）がいてこそできる取
り組みであり，専門の違う教員の連携は必要である
とあらためて思いました（早川）。
・背景づくり，大道具・小道具の工夫，幕間やシーン
のつなぎの工夫，台本作成，演出サポートなど，さ
まざまな仕事に携わりました。すべてが初めての内
容でしたので，オペラ演出に関する基礎的な知識を
勉強しつつ，本番に向けて段取りを構築するという，
スリリングな体験でした。序曲を聴き比べることは
もちろん，これまで演出家によってどのような工夫
が，どのようになされてきたのかを知るため，数種
類のオペラ《フィガロの結婚》を見比べました。演
出に関する本も数冊読み，また，発声指導のテレビ
やビデオも積極的に視聴しました。これまで関わっ
てこなかった分野であったため，こうした「泥縄式」
の勉強であっても大変役に立ったと思っております。
これらすべてのことが，私の「変化」 と言えるでしょ
う（小川）。
③教員養成における学生オペラについて
・学生のオペラ活動は，音楽大学や芸術大学では，定
期的に開催されている。その場では，プロの演出家や
指揮者のもと，プロを目指す学生たちがしのぎを削
り，オペラの原語上演に向けて，コレぺティで研鑽し，
指揮者，演出家の指導を受け，本番直前の数回でオー
ケストラ練習と合同し，ゲネプロ，本番に臨む。衣装，
舞台装置，照明，メイクなどは，外部業者に委託す
る場合が多い。教員養成の学生オペラの意義を上げ
るとすれば，まず，音楽芸術のプロでなく，教員の
プロを目指している学生が活動していることである。
とはいえ，学外で演奏し，聴衆が存在するからには，
教員養成であるから演奏レベルが低くてもよいとい
うことにはならない。また，舞台の大道具，小道具，
演出など，学生自身が考えて，制作していく過程も重
要である。それぞれの部門の学生たちが最大限の努
力をしていく過程は，教員養成でしかできないこと
であろう。これらの体験は，将来教員になったときに，
活かされていくことになる。ただ，学生サイドから
見れば，キャストに注目度が高く，スタッフやオー
ケストラは補助的なものという意識が強いと感じら
れる。理想的には，これらの部門すべてを経験する
ことも必要であろう。全員で創り上げるものだとい
う意識や一人ひとりの満足感をさらにアップさせて
いくための方策は熟慮していかなければならないで
あろう（虫明）。
・このような経験は，卒業してからは本当にできない
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と思います。単に歌唱能力や表現力を高める問題だ
けでなく，またその指導法の勉強だけでもなく，人
と人との関わりの中で，どのように音楽を作り上げ
ていくのか，さらには，自分自身の人間の成長につ
ながる取り組みであると思います。（２）で前述した
ように，背後にはさまざまな準備や配慮などが必要
で，そこに意識が行き届くかどうかが大切です。教
員養成にはそれがとても必要なことであり，この取
り組みはその視点からも意義あるものと思います（早
川）。
・音大であれば，自分たちの技量をアピールすること
に主眼をおいたでしょう。あるいは，イタリア語（日
本語字幕）にこだわったり，オーケストラの質を高
めることに重きをおいたりしたでしょう。しかし教
育学部だからこそ，観客⇔舞台の交流を何よりも重
視できました。来場されたお客さま達に楽しんでい
ただくこと，オペラって面白いね，素敵だねという
親近感を持ってもらうこと，この目的は，教員養成
を主目的としている教育学部でなければ達成できな
かったと思います（小川）。
２．各教員の見出した今後の課題
　教員 ( 指導者 ) を対象にしたアンケートからは，オ
ペラへの取り組みの成果として，学生の成長が見てと
れたこと，また，各教員自身の変化・成長にもつながっ
たこと，そして内容学と教科教育の各分野の教員が
協力することによって得られた教育的意義について，
確認できた。
　一方で，いくつかの課題も明らかとなった。それ
ぞれの教員が見出した課題の内容を，次にまとめる。
・今回のオペラハイライトに対して，学生同士の連携
不足を感じた。分野別に仕事を担当させ，本番まで
どのように学生たちが進行させていくかという点で，
指導者側の意図が学生たちにはスムーズに伝わらな
かったのではないか。例えば，学生にハイライトシー
ンを選択させ，小道具や衣装をキャストに配属して
考えさせるというワークを課したのであるが，本番 1
週間前でも衣装や小道具が準備できていないという
状況が見られた。オペラ未経験の学生には困難な作
業だったと察せられるが，キャストと担当学生との
連携が計れなかったことが大きいと思われる。また，
キャストにも同じように，期限付きで歌唱や演技を
完成させるような指導を行ったが，個々の歌唱技術
に差があり，咽喉を痛めかけた学生や発声を崩した
学生も見られたことから，本番に向けての仕上がり
や進度は，少しずつ浸透させ，気持ちや能力を熟成
させる期間が必要であると再確認した（虫明）。
・学生オペラをやりやすい環境に整えることが必要で
す。発表場所，予算など，物理的な支援をどのよう
に得ていくのか。また，大学の取り組みとして広げ
るには，どのように周りと連携すればいいのか…な
ど（早川）。
・来年度以降の進め方について，音楽教室講座として
考えなければならないと思っています。毎年開催す
るのか，それとも数年おきに開催するのか，規模を
どうするか，演目をどうするか等，継続の仕方が課
題だと思います（小川）。
Ⅳ　まとめと今後の課題
　以上，本稿では「学生オペラ」に関わった学生と
教員（指導者）を対象に実施したアンケート調査，
及びオペラの参加経験のある学生への聞き取り調査
結果をもとに考察した。学生たちは，オペラに出演
することによって，自身の音楽的な成長だけでなく，
学生同士の連携の必要性を強く感じ取ったようであ
る。志を同じくする仲間と一致団結して，一つの目
標に立ち向かったことは，連帯感を強め，集団の絆
を深めるためにも有意義であったといえよう。一方，
指導者らは，音楽教育のさまざまな視点から，学生
の意識や表現力を誘発し，育てていくことが重要で
あることを再認識した。これらの内的評価から見て
も，全体としては「学生オペラ」を成功裏に終える
ことができたといえる。
　最後に，学生オペラの今後の課題を以下の 6 項目
にまとめる。
１．音楽教育講座としての，学生オペラの位置づけ。
２．照明・衣装・小道具・大道具などの，オペラに
係る諸経費の捻出。
３．関係者全員を対象とした全体練習や，個別の練
習日程の組み方。
４．オペラの責任者と学生運営委員会との連携，学生
同士の連携など，スムーズな運営のための方策。
５．学生が主体となる体制づくり。
６．オペラに関心のある学生への呼びかけ，及び他
専攻の学生確保と音楽指導。
　こうしたさまざまな課題の解決に向け，教員だけ
でなく学生と共に協議・検討しながら，より良い改
善方策を考えていきたい。 
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Ⅰ．保育所保育士の資質に関する問題点
　一日の大半を保育所で過ごす保育園児にとって，保
育士とは，社会生活の基礎となる基本的生活習慣を
身に付けさせ，様々な経験や感動体験を共にする人
である。保育士による保育は，子どもにとって家庭
環境による影響と同様に成長に関わり，その後の人
格形成に影響を与えるものだと考えられる。保育所
に子どもを預ける保護者にとっても，安心して仕事
をするために，「我が子が心身共に健全に発達できる
場である保育所」で働く保育士との関わりは，必要
不可欠だと言える。
　平成 20 年厚生労働省告示の『保育所保育指針』第
７章に，職員の資質向上が記載されている。職員の
資質向上に関して取り組むよう努めなければならな
い基本的事項として，以下３項目が挙げられている。
「①子どもの最善の利益を考慮し，人権に配慮した保
育を行うためには，職員一人一人の倫理観，人間性
並びに保育所職員としての職務及び責任の理解と自
覚が基盤となること。②保育所全体の保育の質の向
上を図るため，職員一人一人が，保育実践や研修な
どを通じて保育の専門性などを高めるとともに，保
育実践や保育の内容に関する職員の共通理解を図り，
協働性を高めていくこと。③職員同士の信頼関係と
ともに，職員と子ども及び職員と保護者との信頼関
係を形成していく中で，常に自己研鑽に努め，喜び
や意欲を持って保育に当たること」。(1)
　保育士の資質向上の必要性は，今日，保育関係の研
修会や学会等で多く述べられている。本論では，なぜ，
資質向上が求められているのかを，保育士養成施設や
保育現場に関する文献から，保育士が置かれている
環境や現状や実態を明らかにすると共に，資質がど
のような問題と関連しているのかに焦点を当て，保
育士の資質向上に向けての打開策を考察する。
Ⅱ．保育所の役割
　保育所の役割を『保育所保育指針』を基にまとめて
みよう。『保育所保育指針』第１章総則では，保育所
の役割として，①保育所保育の目的「保育所は，児童
福祉法第 39 条の規定に基づき，保育に欠ける子ども
の保育を行い，その健全な心身の発達を図ることを
目的とする児童福祉施設であり，入所する子どもの
最善の利益を考慮し，その福祉を積極的に増進する
ことに最もふさわしい生活の場でなければならない」
②保育所の特性「保育所は，その目的を達成するた
めに，保育に関する専門性を有する職員が，家庭と
の緊密な連携の下に，子どもの状況や発達過程を踏
まえ，保育所における環境を通して，養護及び教育
を一体的に行うことを特性としている」③子育て支
援「保育所は，入所する子どもを保育するとともに，
家庭や地域の様々な社会資源との連携を図りながら，
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入所する子どもの保護者に対する支援及び地域の子
育て家庭に対する支援等を行う役割を担うものであ
る」④保育士の専門性「保育所における保育士は，児
童福祉法第 18 条の４の規定を踏まえ，保育所の役割
及び機能が適切に発揮されるように，倫理観に裏付
けられた専門的知識，技術及び判断を持って，子ど
もを保育するとともに，保護者に対する保育に関す
る指導を行うものである」以上４項目を記している (2)。
　『保育所保育指針解説書』には，改訂の要点として，
①保育所の役割の明確化，②保育の内容の改善，③
保護者支援，④保育の質を高める仕組み，を記して
いる (3)。
　『保育所保育指針』の改訂でもはっきりと明記され
ているように，保育所の役割は子どもの保育に留ま
らず，保護者支援，家庭支援，地域支援まで広がっ
ていることから，保育所の役割が増加し，保育所の
社会的責任も強まっていることは明らかである。
１．保育士の専門性
　保育士とは，児童福祉法第 18 条の 18 第１項に規
定する保育士としての登録を受け，保育士の名称を
用いて，専門的知識及び技術をもって，児童の保育
及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行う
ことを業とする者をいう (4)。前項４番目の保育士の専
門性について『保育所保育指針解説書』を基にまと
めてみよう (5)。保育者の専門性は，①子どもの発達に
関する専門的知識を基に子どもの育ちを見通し，そ
の成長・発達を援助する技術，②子どもの発達過程
や意欲を踏まえ，子ども自らが生活していく力を細
やかに助ける生活援助の知識・技術，③保育所内外
の空間や物的環境，様々な遊具や素材，自然環境や
人的環境を生かし，保育の環境を構成していく技術，
④子どもの経験や興味・関心を踏まえ，様々な遊び
を豊かに展開していくための知識・技術，⑤子ども
同士の関わりや子どもと保護者の関わりなどを見守
り，その気持ちに寄り添いながら適宜必要な援助を
していく関係構築の知識・技術，⑥保護者等への相談・
助言に関する知識・技術，の以上６項目が挙げられ
ている。
　また，保育の実施上の配慮事項として，①保育に
関わる全般的な配慮事項，②乳児保育に関わる配慮
事項，③３歳未満児の保育に関わる保育事項，④３
歳以上児の保育に関わる配慮事項，が細かに挙げら
れている。
　保育士は，一人一人の子ども理解に努めると共に，
一人一人の子どもにとって最善の利益になりうる保
育を日々意識しながら保育を行う必要がある。
２．保育士の資質
　前項で記したように，保育士の資質向上の必要性
が言われている。保育者の資質について，『保育用語
辞典』をまとめてみよう (6)。「資質を構成する要素は
人間性と専門性であり，その根底に，人間を援助す
る専門職としての倫理を備えていることが求められ
ている。そのため，つねに研修や自己評価等を通じて，
自己を向上させることが求められている」と記して
ある。また「名称独占規定とともに守秘義務や信用
失墜行為の禁止も法定化され，あわせて相談・助言
に関する知識・技術の習得に関する努力義務も法定
化されるなどその資質の強化が図られている」とあ
る。保育者とは子どもの保育に携わる者であり，親
を含め地域の人や子ども教室など様々な者を指す言
葉であるが，本論文では，乳幼児期に日々直接的に
子どもの保育に関わる者として，保育士や幼稚園教
諭に限定して位置付けるため，保育士の資質を上記
のように定義して考察を進める。
　小田豊ら (2003) は，「自然や美しいもの，人間が生
み出してきたさまざまな文化にふれ，人と交わり，喜
びや楽しみ，悲しみを共有し，日常的に小さな努力
を積み重ねていくこと」，そしてそのような「経験を
通じて，狭い自分だけの世界から解放され，自分は
人間としてどのように生きるのかを問い続けること
のできる，豊かな人間性を形成される」ことが，保
育者として必要な資質であると述べている (7)。実際に
現場で働く保育士の資質は，どうだろうか。保育士
に最も関連のある保育士養成校や保育の現場におけ
る現状から，保育士の資質について明らかにしよう。
Ⅲ．保育士養成校の現状と課題
１．学生の現状　
　先ず，保育士養成校の現状から探ってみよう。保育
士養成校の学生は，必修科目として保育実習が義務
付けられており，保育実習に参加しなければ，保育
士資格に関する資格要件が満たされない。そのため，
保育実習において，ほとんどの保育実習生は，保育
士養成校での指導のもと，実習にふさわしい身なり
や言葉使いや態度で実習に取り組むが，近年，保育
実習生の中には，問題のある者もいる。
　中村博武 (2004) の研究をまとめてみよう (8)。近年
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の保育実習生の保育実習に取り組む姿勢に関する問
題点として，「実習意欲のなさ」「保育への主体的取
り組みと問題意識・研究意欲に欠ける」「実習日誌・
指導計画案の書き方が不十分」「助言が日誌や計画案
に反映されない」等が挙げられている。また，実習
生の生活態度に関する問題点として，「挨拶が出来な
い」「礼儀に欠ける」「身だしなみが不適切」「健康の
自己管理が甘い」「言葉遣いが乱暴」等が挙げられて
いる。さらに，筆者らが指摘するとすれば，「自ら挨
拶が出来ない」「髪をくくる，衣服を正しく着用する
等の身なりの整えができにくい」「保育実習中に体調
を崩し，保育実習期間が伸びる」「指導を受けても保
育実習日誌に反映されていない」「保育実習中疑問に
感じたことや分からないこと等を実習担当保育士に
自ら尋ねない」「保育実習日誌を持ってくること自体
を忘れる・提出日が守れない」「同じ失敗を繰り返す」
などの問題のある保育実習生が，年々増えている。
　河嶋喜矩子 (2004) は，保育の現場が抱える保育者
の資質に関して「子どもと真正面から関われない，子
どもとは何かを知らない，明日の保育をどうしてい
くべきかを自分で見極められず，保育案が書けない
等の新任保育者や教育実習生が増えてきている」(9) と
述べている。
２．学生の文章力
　次に，保育学生の文章力に関してまとめてみよう。
中村 (2004) や河嶋 (2004) に共通して取り上げられて
いる保育実習日誌や保育指導案の記入に関する問題
であるが，近年，パソコンや携帯電話の普及とその便
利さにより，辞書等を引く経験が少なくなり，その
結果活字離れが起きていると考えられる。そのため，
正しい言葉の使い方が分からず，文章表現を苦手と
する学生が増えていることが予測される。保育の現
場では，保育実習日誌や保育指導案の記入は，基本
的に手書きであることが多く，日常的に文字を書く
機会が少ない近年の保育実習生にとっては，大変な
作業である。佐藤達全 (2002) は，「保育者になったと
きには「園だより」や「連絡ノート」「保育記録」な
ど，文章を書くことを避けるわけにはいかない。と
ころが現実には，その文章能力は決して十分なもの
とは言えない」(10)「文章力をつけることは保育科の
学生にとって特に重要」(11) と，保育士養成校の学生
の文章能力に関する現状と，保育士の文章力の必要
性を述べている。園だよりやクラス便り，週案や月案，
児童票や児童要録など，保育士は，文章力を必要とす
る機会が多い。また，日々の活動を連絡ノートやホ
ワイトボード等を利用して保護者に知らせたり，流
行性疾患等の急なお知らせやお願いなどを掲示した
りと，日常的に文字を書く事が多く，文章表現をす
る対象も様々である。
３．学生の資質に関する問題　
　保育士養成校の学生の現状や問題点から，保育士
養成校の学生の資質について考えてみよう。中田周
作 (2008) は，「保育者養成機関が労働市場に供給して
いる人材の中には，やる気の見られない人材が混じっ
ている」(12) と述べている。また，教育実習生に関し
て，安見克夫 (2004) は，「年々保育者としての自覚と
幼児に対する瞬時の読みとる力が低下し，幼児の援
助のあり方にしばしば問題が生じていることは事実」
(13) と指摘している。保育実習で培う保育の方法や保
育の内容に関しては，実習先の保育者の指導方法や
指導力にも関わってくるため，一概には言えないが，
学生自身の学びの意欲や保育実習の姿勢，生活態度等
に問題のある学生が近年増えていることからも，保
育士養成校の学生の資質低下が考えられる。資質が
低下している原因としては，第一に学生自身の問題，
例えば明確な目的を持たずに保育士養成校に進学し
た結果，保育に対する意欲がなく保育実習は単位修得
のためでしかないものであったり，在学中に将来目
指すべきものが変わったため，保育実習に意欲が持
てなかったり，さらにはもともとの人間性が乏しかっ
たためなどが挙げられるだろう。第二に，保育士養
成校の在り方に関する問題が挙げられる。保育士養
成校 ( 養成コースを有する ) の数は全国で約 590 か所
ある (14)。秋田喜代美 (2004) は，「本来資質・力量が
あることによって資格が付与されるのに，資格を出
すことが目的化してしまい，学生が教育されず十分
な力量が育っていなくても学校側が教育サービス産
業としての評価をあげるために資格を出してしまう
ことが生まれる」(15) と，保育士養成校の在り方自体
が保育者の資質低下につながっている点を指摘して
いる。　
４．保育士養成機関の在り方の問題点と打開策
　保育士養成機関の在り方に関する問題点について，
まとめてみよう。
①保育士資格制度　
　保育士となる資格を取得するためには，厚生労働
大臣の指定する保育士を養成する学校及びその他の
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施設 ( 大学，短期大学，専修学校等 ) を所定の課程を
履修した上で卒業するか，各都道府県実施の保育士
試験を合格するかの２通りの方法がある (16)。平成 20
年度の厚生労働省調べを基にまとめてみよう。指定
保育士養成施設は，大学 191 か所，短期大学 265 か所，
専修学校 102 か所，その他の施設５か所の計 563 か
所あり，入学定員の割合は，大学 26.1％，短期大学
60.2％，専修学校 13.3％，その他の養成校 0.5％であ
り (17)，保育士養成校に通う６割以上が短期大学に通っ
ていることが分かる。
　指定保育士養成施設種別ごとの保育士となる資
格取得者の就職状況では，大学 35.7％，短期大学
47.6％，専修学校 46.9％，その他の施設 73.1％であ
り (18)，短期大学や専修学校等を卒業した者より，大
学を卒業した者の方が，保育所に就職する率が少な
いことが分かる。保育士試験合格者を含めた保育所
への就職率では，多くが短期大学卒業者で，次いで
専門学校卒業者，保育士資格試験合格者，４年制大
学卒業者の順となっている (19)。保育士養成校の入学
定員の割合と比べてみると，保育士養成施設の大学
卒業者は，保育所に就職していない者が多いことが
分かる。
　保育士は，保育士資格を取得しているが，幼稚園教
諭の場合はどうだろう。幼稚園教諭免許状には，第
一種免許状，第二種免許状，専修免許状と，養成校
によって卒業時に与えられる免許状が異なるが，保
育士資格には，養成校による資格の区分はないのが
現在の保育士資格制度である。
　幼稚園免許状所有者には，平成 19 年の改正教育職
員免許法の成立により，平成 21 年から教員免許更新
制が導入されている。教員免許更新制の目的は「そ
の時々で教員として必要な資質能力が保持されるよ
う，定期的に最新の知識技能を身に付けることで，教
員が自信と誇りを持って教壇に立ち，社会の尊敬と
信頼を得ることを目指すもの」(20) と記されているが，
これは保育の現場でも同様のことが言えるだろう。
　萩須隆雄 (2006) は，現在の保育士資格制度に関し
て，「昨今の保育所，保育所保育士の担う法的，社会
的役割の内容を考えると，現行制度では資格の区分が
ない保育士について，一定の経験年数，公的研修の
受講や就業年数を評価し，初級・上級あるいは教員
免許状のような種別に改正すること，保育士試験制
度の在り方について議論，検討すべき時期を迎えて
いる」(21) と述べているように，保育士資格制度の在
り方については，今後，議論や検討が必要だと考える。
②保育士養成機関における保育士の専門性　
　保育士資格が取得できる保育士養成機関において，
就学年数や養成機関別によって，学生の学びの差や資
質の差はあるのだろうか。秋田ら (2011) の研究によ
ると，４年制大学卒業の保育士は，「子どもの反応に
対してよりきめ細やかに対応し，また，子どもの好
奇心や意欲を刺激するような適切な言葉かけをして
子どもの発達を促す」(22) ことが検証されている。ま
た，「高い教育水準の養成教育を受けた職員は，保育
や幼児教育に特化された研修を受けているため，子
どもの養育に対して権威的な信条を持っていること
が少なく，安全かつ衛生的な行動をし，子どもの発
達をより刺激する働きをする」(23) と指摘されるよう
に，４年制大学卒業の保育士は，子どもに対する接
し方や行動面において，肯定的な評価がされている。
　野坂勉 (2006) は，保育士の専門教育について，就
業年数，教育体系に違いがあるのかについては，否
定的な評価があるとし，その違いを次のように述べ
ている。「養成教育の枠を拡げた形での教育制度の種
別 ( 具体的には４年制大学 ) によって，保育知識や保
育技術に差があるというよりは，「保育の仕事への姿
勢」の違い」(24)，「児童福祉としての保育が提起する
問題を把握し，その社会的背景と共に，改良・改善
をはかるという専門職としての資質が培われている」
(25)。保育士の専門性を深める期間が２～３年と，４
年との差と考えると，保育士養成校の形態に大差は
ないが，保育士の資質には差が出ると言えるだろう。
③保育士養成校の課題
　それでは，学生の資質を向上させるための打開策に
ついて考察を進めてみよう。増田時枝 (2004) は，保
育士養成校の学生に関して，「保育実習やボランティ
アで現場に行き，関わり方の難しい子どもに出会っ
たりして，保育が子どもと楽しく遊ぶだけではない
ことを実感し，保育に対しての新たな認識が芽生え，
保育者としての資質が育っていく。子どもに直接働き
かけていく保育技術や技能の体得も必要ではあるが，
同時に，様々な子どもに出会ったときに，子どもの
内面を見つめて，根気よくじっくりと対応できる力
を身に付けていくことも重要なのである」(26) と述べ
ているように，保育士養成校の学生にとって，保育
現場でより多くの様々な経験をする事が，保育士の
資質向上には必要不可欠だと言える。また，保育士
養成校においては，現在の体制では学生の資質向上
につながりにくいことから，保育実習回数の増加や
保育実習期間の延長，実習の事前・事後指導の充実や，
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学生一人一人の実習に対する意識の持ち方，さらに
は社会人としての基本的なマナー，例えば話し方や，
時間や期限を守ることの大切さなどの，より一層の
細やかな指導が望まれる。
④カリキュラムに関する問題点　
　保育士資格と幼稚園教諭第二種免許状の両方の免
許状が取得できるカリキュラムが組まれている養成
校が近年増えている。平成 24 年度現在，指定保育士
養成施設 594 か所のうち，464 か所で保育士資格と
幼稚園教諭免許状の両方が取得できる (27)。就職先と
なる保育所や幼稚園側も，公営，私営に関わらず，職
員募集の際に免許資格併有者と限定している園も増
えていることから，養成校では両方の免許資格が取
得できる体制が望ましいと言える。
　保育士資格取得者と幼稚園教諭免許状取得者では，
就職先である保育所や幼稚園で求められる資質は，
違うのだろうか。栗原泰子 (2000) は，「幼稚園と保育
所を比較してみると，面接試験において求められて
いるものは大体同じようなものである」(28)，「保育者
の資質として求められるものは，施設の種類によっ
てはあまり大きく変わるものではない」(29) と，幼稚
園教諭と保育士の求められる資質には差がないこと
を指摘している。しかし，幼稚園教員養成機関と保
育士養成機関では，幼児教育という面から重複する
部分も多いが，それぞれ専門性は異なる。そのため，
本来保育士資格取得のためにかかる就業年数や教育
体系の中で，重ねて他の免許状を取得することは，時
間的にも能力的にも学生に負担がかかることになり，
また，細かな指導や専門性の深まりという面に関し
て不具合が生じることが懸念される。
　関口はつ恵 (2002) は，短期大学養成校の現状とし
て「幼稚園免許・保育士資格の取得のために学習課
題は増大している」(30)，「基礎的分野の学習と実践応
用的学習とが並列しているため，学習内容の位置付
け，関連づけ，実践への展開が出来ない」(31) と，科
目の多様性による問題点を指摘している。また，野
尻裕子 (2002) は，４年制大学養成校の現状として「私
立養成校では学生確保のために免許・資格が可能な
限り少ない単位で修得できるように要請される」(32)，
「限られた授業の中で保育者として必要な学習を保障
していかなければならない現実があり，戸惑いを感
じている」(33) と，カリキュラムのスリム化による質
の低下に関する問題を述べている。今後，保育士養
成校のカリキュラムの在り方や，どのような保育士
を養成していくのか等も保育士養成校の課題だと言
える。
　前項で保育士養成校の形態によって資質に差があ
ることを述べたが，カリキュラムによっては，次の
ような問題も考えられる。近年，４年制大学では保
育士資格や幼稚園教諭免許以外にも，小学校教諭免
許や中学校教諭免許，養護教諭免許など，複数の免
許取得が可能になっている。取得する免許や資格が
多くなるほど，保育に関する専門性を深めるための
時間は少なくなるため，複数の免許取得のための４
年間と，保育士資格や幼稚園教諭免許状取得に専念
する２～３年間を比べてみると，４年制大学と短期
大学や専門学校などの保育士養成校との差は見られ
ないのではないか，という問題である。このことに
関して，北野幸子 (2009) は，「年数の増加が，必ずしも，
保育領域の専門性の向上につながっているとは言え
ない場合もある」(34)，「保育に専門特化した知識や技
術およびその生活能力が養成されているとは言い難
い」(35) と，就業年数の４年制化が必ずしも，資質向
上につながっているとは限らない点を指摘している。
しかし，就業年数の増加と専門性の深まりは一概には
言えないが，複数の免許を取得する事によって，様々
な経験を積み，倫理観の深まりや人間性の広がりにつ
ながると考えるならば，４年制大学卒業の保育士は，
より高度な資質を持っていると，筆者らは考察する。
Ⅳ．保育現場における保育士の現状
　ここでは，保育現場での保育士の現状を探ってみよ
う。保育士は，日々の保育や保護者支援，職員関係
などにより，肉体的にも精神的にも多忙を極め，ス
トレスを感じる職種である。柏女霊峰 (2009) は，保
育士の現状と社会的評価について「保育士の業務は
多忙，かつ，感情労働のためストレスも高いが，や
りがいもある。また，その業務に比べ専門性の認知
度が低く，待遇も十分ではない」(36) と述べている。
1．保育士の雇用体制
　保育所では，正規保育士，常勤の非正規保育士や
パート保育士などの非正規保育士が日々の保育業務
を行っている。正規保育士，非正規保育士の働く割
合や現状を全国保育協議会『全国の保育所実態調査
報告書 2011』を基に概観してみよう (37)。全国の公私
立保育所の 85.9％が非正規雇用保育士を配置してい
る。運営主体別非正規保育士の雇用割合は，公営保
育所の平均 53.5％，私営保育所の平均 38.9％，全体
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平均 45.6％となっており，2006 年度の同調査よりも
公営保育所は 6.9％，私営保育所は 3.6％増加してお
り，非正規保育士の増加は明らかである。特に公営
保育所では 50％を超えていることから，公営保育所
保育士の２人に１人が非正規保育士と言える。また，
非正規保育士が保育士の 70％を占める保育所は全体
では 9.4％，公営保育所 12.7％，私営保育所 6.1％で
あり，公営保育所の非正規化は顕著である。公立保
育所では，常勤の非正規保育士の不足も問題視され
ており，不足分を非常勤のパートタイマーの保育士
で補っている現状もある。非正規保育士の増加によ
り生じる問題点として，非正規保育士の週平均実労
働時間は 30.4 時間であることから，保育に携わる際
に固定の配置ができず，日替わりになり，子どもと
の密接な関係が築きにくいことが挙げられる。非正
規保育士の平均勤続年数も 4.9 年と短い事から，保育
所の実態や勤務する保育所の特性等の理解も十分と
は言えない。
　さらに，非正規保育士は事務書類を担当しない場
合も多く，正規保育士の事務仕事等の増加や責務の
負担の増加は明らかである。
２．初任及び若手保育士
　ここでは，初任保育士や若手保育士について見て
みよう。小田豊ら（2003）は，保育者集団において
初任・若手の保育士がどのような立場にいるのかを
「初任保育者には，園の目標・方針，子どもやあそび
の状況，保育者の仕事の流れ，保護者との関係など，
その園の環境に慣れて実践に参加することが，最初
の課題になる。初任や若手の保育者は，先輩からの
助言と指導を受けながら，子どもの理解や保育実践
に必要な基本的知識と技術を高めるとともに，他の
保育者や保護者とのコミュニケーションを図る力を
習得することが求められる」(38) と述べている。
　河嶋喜矩子 (2004) は，「子どもを育てると共に，保
育者をも育てるという観点に立ち，経験豊かな保育
者と学び合えるティーム保育や新たな教員インター
ン制を考えるなどして，新任保育者の育成に力を注
ぐことが求められている」(39) と保育者集団の育ちと
初任保育者の資質向上の必要性について述べている。
初任・若手保育者に求められるものは上記から明ら
かになるが，保育者自身の資質はどうだろう。安見
克夫 (2004) は，「以前の保育者とは，保育者として
の質が違ってきていることは確かである」(40) と述べ，
初任・若手保育者の資質の低下を指摘している。保
育士の資質向上に関する調査研究報告書でも，初任
保育士に対して「全体に目が向けられない」「指示を
されないと動けない」「感動が少ない」「コミュニケー
ション能力が低下」「やってはいけない事を教えるこ
とが出来ない」など否定的な意見が多く挙げられて
いる (41)。
　実際に保育の現場では，初任・若手保育者が子ど
もの実態を把握できていないことが多く，そのため
実態にあった保育の計画が立てられずに，保育が不
十分になり，その結果問題が起きたり，子どもが怪
我をしたりといった不手際につながることがある。
分からないことを中堅・熟練保育者に聞かず，自己
判断で対応したり，初任・若手保育者同士で相談し
結論を出したりするため，良い策でないことも多く，
保護者からの抗議につながることもある。また，初任・
若手保育者においては，体調管理も不十分で，体調
不良で仕事を休むことも多い。卒業して間近の者と
考えると，初任保育者は，保育士養成校の学生と大
差はないと言える。
　初任・若手保育者の育成のために，各自治体や保
育所においては，初任者研修や，勤務３年未満の保
育士を対象とした３年未満保育士研修など様々な研
修が組まれている。初任者研修では，「職務分担」「就
業規則」「健康管理・安全保育」「保護者理解」「諸記
録の取り方」など基本的な事項が組み込まれている
(42)。
　『保育士の資質向上に関する調査研究報告書―平成
17 年度―』には，研修所の新任研修会への参加は，
民営よりも公営の参加率が高く，県や保育団体の研修
会には公営よりも民営の参加率が高いことが記され
ている (43)。熟練保育士と新任保育士が組み，１対１
の細かな指導をする制度が近年導入されている自治
体もある。保育内容や保育方法，書類作成に至るまで，
全てにおいて特定の熟練保育士が指導と助言をする
ことから，初任保育者にとって大きな学びの場とな
るが，この熟練保育士の力量や保育観の影響が大き
く関係することから，指導する保育者の選抜も重要
と言える。
３．中堅及び熟練保育者と管理職
　それでは，中堅・熟練保育者の場合はどうだろう。
小田ら (2003) は，中堅保育者や管理職がどのような
立場にいるのかについて「中堅の保育者は，保育の専
門的な知識と技術を身に付けていると考えられ，保
育者集団においても指導される者から若手に助言を
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与える者へと立場を変えていく。園の運営や保育で
同僚との連携がより重要になり，保育者集団の力が
発揮されるよう導くことが求められる。また，中堅
の保育者には，自分の弱点を克服していくための資
質や能力を向上させていくことも課題となる。保育
者集団のリーダーである園長は，お互いを尊重しな
がら協力する保育者の組織づくりと，それぞれの保
育者の力量形成を支える責任者となる。園の運営だ
けでなく，施設・設備，在園児と教職員の危機管理，
地域や関連機関との協力関係についても考えなけれ
ばならない。リーダーシップをとる園長の責任は大
きく，管理職として状況と課題を判断して行動する
ことが求められている」(44) と述べている。指導的立
場にある中堅保育者の役割は大きく，園にとって必
要不可欠である。
　また，秋田ら (2011) の研究では，「保育士の教育歴
だけでなく，その運営に携わる責任者（設置者・園
長など）の教育歴が，高い質の保育を提供している
かどうかを見極める指標になると報告している。留
意すべきは，子どもたちの成果に影響を与えるのは
保育者の資格そのものではなく，よりよい保育環境
を作り出す保育者の能力であり，その能力が成果の
差を生む」(45) と指摘しているように，管理職の資質
が園全体の資質にも少なからず関係すると言える。
　北野幸子 (2001) が，「幼稚園や保育所においては，
大人である保育者の意図にかかわらず，子どもにとっ
て保育者は権力のある存在であり，権威の象徴となっ
ている場合がある。保育を行う者はこの点を考慮し，
多彩な想像力を発揮し，柔軟な発想で，子ども同士
の文化の存在を認識し，子ども独自の捉え方を理解
するよう努める必要がある」(46) と述べているように，
中堅保育士は保育者としての自覚と，子どもに及ぼ
す影響をより考慮しながら保育を行う必要がある。
４．保育所の現状
　次に，保育所の現状について見てみよう。近年，核
家族化や少子化，両親の共働きの家庭や，一人親家
庭が増加している。核家族化に伴って，両親の共働
きや一人親家庭などは，祖父母の援助が受けられず，
保育所利用が必要となる。乳児期からの利用が必要
となるため，保育期間も長期になる。そのため，保
育所を卒園する時の平均保育年数は，年々増加傾向
にある。乳児からの入所希望が多いことから，待機
児童に０歳児や１歳児などの低年齢児層が多いこと
も理解できる。
①子育て環境の変化
　核家族化や女性の社会進出，雇用の不安定などか
ら共働き世帯や一人親家庭など，子育ての環境は変
化している。保護者の就業も長時間化しており，そ
のため，長時間保育の子どもが増えている。朝食を
食べずに登園したり，登園中，車の中や自転車の後
部で食事をするため，パンなどが口に入ったままだっ
たり，ひどい場合は眠ったまま登園する子どももい
る。また，保育所の多くは，延長保育を行っている。
正規の保育時間では送迎が不可能な保護者が，延長
保育を利用する。延長保育の時間は，19 時までや 23
時までなど保育所により様々である。延長保育の利
用も年々増加しており，低年齢児からの長時間保育
の問題もある。家庭での保育時間が短くなっている
ことから，保護者と子どもとの関わりにも変化があ
ると言える。『全国の保育所実態調査報告書 2011』に
よると，生活面・精神面などで支援の必要な家庭は
公営 65.6％，私営 57.8%，全体では 61.5％であり (47)，
支援の必要な家庭は年々増加している。
②保育所における子育て支援
　子育て環境の変化から，保育所には，様々な子育て
支援が求められている。一時保育や園庭解放，育児
相談等もその一つである。一時保育や園庭解放を利
用する保護者の中には，子育て不安を抱えている場
合も多く，保育士は，その保護者の悩みを丁寧に聞き，
不安や悩みを取り除くように最善の対応をしなけれ
ばならない。保育所に通う子どもの保護者支援に加
え，保育所外の子育て相談・支援まで，保育所の役
割の増加は顕著であり，それは保育所で働く保育士
の負担や任務の増加につながるため，保育士の雇用
から考えても保育士の現状は，改善を求められる段
階にあると言える。
Ⅴ．保育所保育士の資質の現状と今後の課題
　保育士養成校の学生の資質の低下の現状や，保育
士養成校の在り方の問題点，保育の現場における保
育士の現状等から，保育士の資質は，低下傾向にあ
ると言える。それでは，保育士の資質を向上させる
ためには，何が必要になるだろうか。今後は，現在
の保育士の現状を踏まえた上で，保育士に求められ
る資質にはどのようなものがあるのかを先行研究か
ら明らかにし整理すると共に，資質向上の打開策に
ついて，さらに考察を深めていくことが課題である。
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要旨：インクルーシブ教育の取り組みが世界的な趨勢となっている。一方で，通常教育教員は，障害のある子ど
もを指導するための準備が必ずしも十分でないと感じており，インクルーシブ教育に関する知識やスキルの養成
が大きな課題となっている。すなわち，インクルーシブ教育の展開に即した教員養成カリキュラムの開発が求め
られており，学習の内容や方法の検討が必要となっている。本稿では，インクルーシブ教育を先駆的に実践して
きたアメリカ合衆国の取り組みに注目し，通常教育教員に対する特殊教育スキルの養成に関する全国的な動向を
概観した。また，大学における具体的な教員養成カリキュラムの試みとして，州立ハワイ大学マノア校における
同時履修プログラム（Dual preparation program）の基本的な内容について報告した。そして，わが国における
新たな教員養成システムの展開に向けた検討材料を提起した。
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Ⅰ．はじめに
　障害の有無に拘わらず，通常教育の枠組みにお
ける学習活動への参加を原則とするインクルーシ
ブ教育（inclusive education）の思想と実践が世界
的な趨勢となっている。2006 年には，国連が障害
者権利条約（Convention on the Rights of Persons 
with Disabilities）を採択し，その第 24 条において
インクルーシブ教育の実現を掲げた。アメリカ合衆
国においても，全障害児教育法（Education of All 
Handicapped Children Act of 1974, P.L. 94-142）の
制定以来，すべての障害のある子どもに対する「無償
で適切な公教育」（free appropriate public education, 
FAPE）が保障されてきた（20 USC § 1401 (9)(d), 
34 CFR § 300.17(d) ）。FAPE は，保護者との連携
を通して策定された個別教育計画（individualized 
education program, IEP）に基づき，可能な限り通
常学級での学習を基礎とした「最も制約の少ない環
境」（least restrictive environment, LRE）において
提供される（20 USC § 1412(a)(5) (A), 34 CFR § 
300.114(a)(2)）。そして，全障害児教育法の修正過程
では，障害のある子どもの通常教育への関与がいっ
そう重視されてきた。
　とくに，1990 年の障害者教育法（Individuals with 
Disabilities Education Act,  P.L. 101-476, IDEA）
への改称をふまえて，1997 年改正法（Individuals 
with Disabilities Education Act Amendments of 
1997, P. L. 105-17, IDEA'97）は，IEP における通常
教育教員の参加を強化するとともに，障害のある子ど
もが通常学級での学習に参加しない場合の説明責任
を求めた。同時に，障害のある子どもの「通常カリキュ
ラム」（general curriculum）へのアクセスと参加を
要求し，そこでの進歩を要求した（Yell, Shriner, & 
Katsiyannis, 2006）。さらに，2004 年の修正法であ
る障害者教育改善法（Individuals with Disabilities 
Education Improvement Act of 2004, P.L. 108-446, 
IDEIA）は，すべての子どもの平等な機会と教育成
果の確保を目指して成立した「一人も置き去りにし
ないための初等中等教育法」（No Child Left Behind 
Act of 2001, P. L. 107-110, NCLB）との整合性を図
りつつ，さらに LRE 条項を意図して「通常学級に
おける」（in the regular classroom）という文言を
追加し，改めて「通常教育カリキュラム」（General 
Education Curriculum）へのアクセスを強調した
（Karger, 2005）。
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　こうした制度的整備が推進されるなか，障害のあ
る子どもが通常教育環境において学ぶ機会が拡大し
ている。U.S. Department of Education（2011）に
よれば，特殊教育（special education）対象者（6-21 歳）
は，1997 年の約 5.4 百万人から 10 年後の 2006 年に
は約 6.1 百万人に増加（12%）し，当該年齢の子ども
に占める割合も 8.5% から 9.1% となった。そして，
その 90% 以上が通常学校内において学ぶ機会を有し
ており，授業日のほとんどの時間（授業日の 80% 以上）
を通常学級において過ごす子どもが過半数を占めて
いる（2000 年 46.5% から 2006 年 52.7%）。実際に，
U. S. Ofﬁce of Special Education Programs（2001）
の報告では，通常教育教員の 96% が障害のある子ど
もを指導しているか，過去に指導した経験を有して
おり，平均して 3.5 人の障害のある子どもに対応して
いた。一方，通常教育教員は障害のある子どもの教
育的対応の重要性を認識しつつも，実践的な専門性
に不安を感じていることも指摘されている（Jenkins, 
& Ornelles, 2009; Moody, Vaughn, Hughes, and 
Fisher, 2000）。たとえば，Schiller, Bobronnikov, O’ 
Reilly, Price & St. Pierre（2005）によれば，全米に
わたる初等，中等，高等学校を含む 4,448 校に対す
る大規模な調査の結果，LRE における障害のある子
どもの教育を支援するために十分な準備ができてい
ると感じている通常教育教員は 39% のみであった。
　つまり，通常教育教員は，障害のある子どもを指導
するための準備が十分でないと感じており，インク
ルーシブ教育を実践するにあたって，より多くの知識
や適切な訓練を求めている（Hammond, and Ingalls, 
2003；Monahan, Marino, & Miller, 2000）。なかで
も，MetLife, Inc.（2005）が全米から抽出した経験
5 年以下の新任教員（n=800）を調査した結果，88%
が学級で特別なニーズのある子どもを担当していた
が，22% は子どもたちの多様性に対応するための適
切な準備ができていないと回答した。また，教員養
成の段階における通常教育教員に対する特殊教育ス
キルは，法規や子どもの障害像が中心であり，実践
的な指導の内容を学ぶ機会が限られているとの指摘
もある（DeSimone & Parmar, 2006；Rademacher, 
Wilhelm, Hildreth, Bridges, & Cowart, 1998）。通常
教育教員を志望する者も，障害のある子どもの教育に
ついて学ぶことによって，インクルーシブ教育に対
する意識が高まるものの，やはり実際の指導には大
きな不安を残している状況がみられている（McCray, 
& McHatton, 2011；Shippen, Crites, Houchins, 
Ramsey, & Simon, 2005）。
　このように，インクルーシブ教育の展開に伴い，
通常教育教員における特殊教育スキルの獲得と質的
な向上が大きな課題となっている。そこで本稿では，
通常教育教員に対して特殊教育の専門性を担保する
教員養成のあり方を検討する。全米規模の免許制度の
動向を把握した上で，具体的な取り組みとして，ハ
ワイ大学マノア校の教員養成システムにおける同時
履修プログラム（Dual preparation program）の概
要を整理し，わが国における新たな教員養成システ
ムの開発に向けた示唆を探りたい。
Ⅱ．通常教育における特殊教育スキル養成の動向
　全障害児教育法の発効（1977 年 10 月）により，
通常教育教員における特殊教育スキルの養成がより
いっそう強調されたものの，その取り組みは即座に
整備されたわけではなかった。Sargent（1978）が全
障害児教育法の発効直後の状況を調査した結果，18
州とコロンビア特別区のみが通常教育教員に対して
障害のある子どもと活動するために何らかの用意を
求めていた。しかし，Patton and Braithwaite（1979）
によれば，1978 年４月の時点で特殊教育に関するコー
スの履修あるいは実習を求めていたのは，回答のあっ
た 48 州及びコロンビア特別区のうち，わずか 10 州
だけであった。
　1980 年代を迎えると，こうした状況に若干の進展
がみられた。Smith and Schindler（1980）の調査では，
15 州がすべての通常教育教員志望者に対して障害の
ある子どもの特性やニーズを学ぶことを求め，その
ような取り組みの導入予定や検討中の州も 11 州みら
れた。その後，Ganschow, Weber and Davis（1984）
が明らかにしているように，障害のある子どもの教
育に関して，19 州が少なくとも１つのコースを履修
することを求めるようになった。また，Guetzloe, & 
Cline（1983）によれば，1980 年代前半には障害の
ある子どもの受け入れのために通常教育教員に対し
て，教員あたりの生徒数の縮減（８州），賃金加算（３
州），代休措置（１州）などの配慮もみられた。そして，
Patton and Braithwaite（1990）は，1978 年の状況
と 1988 年における整備状況を比較しているが，通
常教育の初任免許状（initial license）に特殊教育の
コース履修を要求する州は，36 州（コロンビア特別
区も含む）にまで増加した。Chapey, Pyszkowski & 
Trimarco（1985）および Tait（1987）による同様の
調査結果にもみられるように，1980 年代の取り組み
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を通して，通常教育教員の養成において一定の成果
がみられたといえる。 
　しかし，Reiff, Evans, and Cass（1991）が各州
における 1988-99 学年度の取り組みを免許種別に調
査したところ，通常の初等教員免許（14 州 , 27.5％）
および中等教育（15 州，29.4％）のいずれに関して
も，特殊教育に関するトレーニングを課していない州
が報告された。また，Katsiyannis, Conderman and 
Franks（1995）はインクルーシブ教育に対する各州
の取り組みを調査した結果，通常教育環境における
障害のある子どもの受け入れのために，州の免許要
件にインクルーシブ教育に関する特別な知識やスキ
ルを求めている州は，回答のあった 39 州のうちのわ
ずか６州のみであった。６州は，インクルーシブ教
育を進めるために免許要件を改訂する過程にあった。
そして，Geiger, Crutchﬁeld, and Mainzer（2003）は，
2000 年を迎えても７つ州が未だに障害のある子ども
を指導するための免許要件をすべての通常教育教員
に対して設定していないことを明らかにしている。
　このような状況のなか，特殊教育スキルを備えた通
常教育教員養成についてのより効果的な方法と内容
が模索されてきた。大学における教員養成カリキュラ
ムの再構築によって，通常教育教員における特殊教育
の専門性を高める取り組みがみられるようになった。
すでに 1990 年代の早い段階で，トリニティーカレッ
ジ（バーモント州），シラキュース大学（ニューヨー
ク州），カリフォルニア大学サンマルコス校，アリゾ
ナ州立大学ウェストキャンパスにおいてインクルー
シブ教育に関する地域・学校連携型の先進的な取り
組みがみられていた（Villa, Thousand, & Chapple, 
1996）。その他にも，マイアミ大学（Everington, 
Hamill, & Lubic, 1996），テネシー大学（Benner, 
& Lesar, 2000 ; Lesar, Benner, & Habel, 1996），
ニューメキシコ大学（Keefe, Rossi, de Valenzuela, 
& Howarth, 2000），コロラド大学デンバー校（Sobel, 
Iceman-Sands, & Basile, 2007）などで通常教育と特
殊教育の教員養成カリキュラムを複合的に構成する
新たな試みが報告されている。これらに加えて，ハ
ワイ大学マノア校の教員養成プログラムにおいても，
比較的早期から同様の取り組みが進められてきた。以
下に，その概要を整理しておく。
Ⅲ．ハワイ大学における同時履修プログラム
　ハワイ大学マノア校の同時履修プログラムは，特殊
教育と初等教育に関する実地教育重視（ﬁeld - based）
型の二重免許プログラムとして，1993 年に計画が開
始された。1996 年には，初等教育段階の同時履修プ
ログラムの実施を迎え，学校と大学の新たなパート
ナーシップを作り出す契機ともなった。その後，こ
のプログラムは，中等教育にも拡張されることになっ
た（Jenkins, Pateman & Black, 2002）。ここでは，
初等教育および特殊教育の同時履修プログラムにつ
いて，その基本的な内容をみていく。
　同時履修プログラムは，ハワイ州教員基準委員会
（Hawai‘i Teachers Standards Board, HTSB）の認
定に基づいて，インクルーシブ学級（K-6）において
障害のある児童を指導できるように用意されている。
２年間にわたるプログラムは，マノアキャンパスと
地域の学校（フィールド）での全日制クラスを通じ
て提供される。学生は，協同的な学習や経験の共有
を促進するために 22 名程度から構成されるコーホー
トグループ（cohort group）にあてがわれ，２年間の
プログラムのなかでたいていのコースを一緒に履修
することになる。プログラムは，秋期に開始され月
曜日から木曜日にわたって開講される。学年度の間，
週当たり２日間のマノアキャンパスでの講義が求め
られるとともに，さらに２日は実習協力校（K-6）の
学級において指導教員（mentor teacher）とともに
活動し，教育現場との密接な関係性が維持されてい
る。
　同時履修プログラムを目指す学生は，セメスター
あたり 12 単位時間以上を履修する計画を立てるが，
4 つのセメスターのうちに免許プログラムを終える
場合には夏季クラスの履修も一部必要となる。履修
のための基準としては，①高等教育機関において履
修したすべての科目の GPA（Grade Point Average）
の平均値が最低でも 2.75 以上あること，②教員免許
を取るための標準化されたテストである PRAXIS Ⅰ
（読み，書き，計算）のスコアを通過していること，
③児童との40時間以上の教育実習を終えていること，
④ 55 単位を習得していること，⑤コミュニケーショ
ン能力を確認するための個人面接が設定されている。
　また，関連する履修要件には，⑥「ハワイ学」
（HWST 107, Hawai‘i: Center of the Paciﬁc[ ３ 単
位 ]），および「初等教育における音楽活動」（MUS 
253, Elementary Music in Action[ ３単位 ]）または
その他の芸術関係コース，⑦「人間発達」（FAMR 
230, Human Development[ ３単位 ]）または発達心
理 学（PSY 240, Developmental Psychology[ ３ 単
位 ]），および障害とダイバーシティー（SPED 201, 
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Disability and Diversity[3 単位 ]）または他の芸術関
係コース，⑧「初等教育教員のための数学Ⅰ」（MATH 
111, Math for Elementary Teachers I [ ３ 単 位 ]），
⑨「初等教育教員のための数学Ⅱ」（MATH 112, 
Math for Elementary Teachers Ⅱ）[ ３単位 ]），⑩「イ
ンクルーシブ学校の基礎」（SPED 304, Foundations 
of Inclusive Schooling[ ３単位 ]），といったコースか
ら 12 単位を習得しておく必要がある。
　そして，プログラム履修前には教育学部の学生就
学サービス（Ofﬁce of Student Academic Services）
のアドバイザーとの相談のもと，初等教育の主要コー
ス（Elementary Education Emphasis Courses） の
履修が推奨されている（表１）。プログラムの履修開
始に備えて，確実に履修しておかなければならない
コースが履修要件にも含まれている「インクルーシ
ブ学校の基礎」（SPED 304）である。この講義では，
特殊教育の哲学，歴史，法律などの基礎について学
ぶことになる。また，選択コースについても，「体育
教育における障害とダイバーシティー」（SPED 443）
の履修が強く推奨されている。これらの初等教育の
主要コースの履修が 15 単位必要となる。
　加えて，プログラム履修が始まってから受講する
コースは，表２に示したとおりである。同時履修プ
ログラムの主要コースが30単位，専門教育の主要コー
スが 42 単位となっている。先述の初等教育主要コー
スの 15 単位と合わせて，同時履修プログラムの専攻
要件として 87 単位が最低履修単位数となる。教育実
習（ITE 317 / SPED400）は，初等学校（K-6）にお
いて各週午前 7:30 から午後 2:30 までの実習を２日
間ずつ行う。なお，「児童の指導，セメスター」（ITE 
390 / SPED　390）および「児童の指導，セミナー
（論述）（倫理）」（ITE 391 / SPED 391）への登録
は，PRAXIS の基準（Subject Assessment Content 
Knowledge Test）を通過していなければならない。
　同時履修プログラムでは，通常教育プログラムよ
りも 15 単位多くの単位取得することが求められる
が，教育実習については２つの実習 [ITE 317 / SPED 
400] に登録するものの，実際の実習時間は週当たり
２日と同じである。同時履修プログラムでは，一般
教養と専攻（core & major）の 115 単位と選択コー
スの12単位の総計127単位を履修することになる（卒
業要件は 120 単位）。履修のモデルは，表３のとおり
である。
　なお，2013 学年度から同時履修プログラムは改め
て修正されることになっている。新たなプログラム
は特殊教育と初等教育が一体化されるため１つのプ
ログラムになる予定である。
Ⅳ．おわりに
　ここまで，インクルーシブ教育に対応するための通
常教育教員の養成に関して，課題を残しつつも 1980
年代に一定の進展を遂げた全米の動向をふまえ，ハワ
イ大学マノア校の同時履修プログラムの基本的内容
について概観してきた。本稿では，より具体的なカ
リキュラムの内容や性質についての検討を行ってい
ないため，実践的な示唆には乏しいものの，①地域
の学校現場との密接な連携に基づき，多くの教育実
表１．プログラム履修前に推奨されるコース群
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習の機会を導入した教員養成が進められており，②
認定機関（HTSB）の厳密なスタンダードに基づく専
門性の担保が図られていることが確認できた。
　地域の学校との綿密な連携によって，より現代的
な実践課題に対する理解と対応が進められることは
極めて重要である。ただし，教員養成プログラムを
構築するにあたって，大学関係者の意志統一の問題
（Keefe ら , 2000），あるいは大学と実習校との考え方
の相違の問題（Sobel ら , 2007）なども指摘されてい
る。カリキュラムの開発段階から教育現場や教育行
政との着実な共通理解と継続的な連携体制の充実も
不可欠となろう。
　そして，NASDTEC（2013）が示すように，障害
のある児童生徒に関する教育実習を免許の要件に位
置づける州（アラバマ，アーカンサス，コロンビア特
別区，ハワイ，アイダホ，イリノイ，カンザス，ルイ
ジアナ，ミネソタ，ミズーリ，ニューメキシコ，ニュー
ヨーク，オクラホマ，オレゴン，ペンシルベニア，ロー
ドアイランド，テネシー，バージニア，ウエストバー
ジニア）も少なからずみられるなか，たとえばアイ
ダホ州では高等教育機関が障害のある子どもに関す
る臨床観察（exceptional child clinical observation）
の州規模のスタンダードを確立するなど各州で細部
にわたる知識やスキルの質的な保障も図られている。
　また，Geiger ら（2003）が明らかにしているように，
全米における教員免許に関して，コースの履修に基づ
く資格認定（course-based）よりも厳格なスタンダー
ドに基づく資格認定（Standards-based）が導入され
る傾向がみられている。インクルーシブ教育への喫
緊の対応が求められるわが国においても，コースを
履修するにとどまらず，通常学級における特殊教育
の専門性を養成するための統一的な基準をより明確
に設定することも検討しなければならない。その際，
全米の教員養成において活用されている CEC（2009）
や CCSSO（2011）などが示す教員の専門性も参考と
なろう。アメリカ合衆国における教員養成の成果と
課題を通じて，わが国の教育状況に応じたインクルー
シブ教育の教員養成カリキュラムの開発が急がれる。
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日本とドイツの前期中等教育段階における物理教育
－現行教科書の比較考察－
田中　賢二※１　松井　正宏※２
要旨：ドイツ・ザクセン邦のギムナジウム中級段階の教科物理と日本の中学校の教科理科における物理分野に焦
点を当て , 教科書などを手がかりにし , 比較を行い，期間・広がり・詳しさにおいて，違いを見いだした。ドイ
ツでは第６学年から５年間にわたり通年で，日本では第７学年から３年間各学年限られた期間だけ学習されてい
る。週授業時間数の合計はドイツの方が多い。ドイツでは，電磁気学・波動・力学・熱力学・天文学・原子物理
学の分野があるが，日本では，電磁気学・力学・波動しかない。ドイツでは，内容に繰り返しと連続性があり，
日本ではほとんどない。索引の密度を比較すると，ドイツは日本より大きい。実験に関しては，日本では代表的
な実験を授業の中で実施するよう位置付けられているのに対し，ドイツでは多様な実験から自主的に選び実施す
ることができるようになっていることで違っている。
キーワード：日本，ドイツ，前期中等教育段階 , 物理教育 , 教科書比較
※ 1 田中　賢二（岡山大学）
※ 2 松井　正宏（武田中学校・高等学校）
Ⅰ．はじめに
　ドイツ語圏における物理教育の概念・構造は，日
本とどのように違うのであろうか。義務教育段階の
最後，前期中等教育段階において，日本の中学校「理
科」における物理教育と異なり，ドイツでは，既に，
教科「物理」を設定し物理教育が行われている。ど
のような違いなどがあるのであろうか。
　既に，筆者らの一人は，ドイツ（連邦共和国）のザ
クセン邦におけるミッテルシューレ（通算呼称，第
５～10学年）に焦点を当て，教科書を手がかりにして，
教科生物の特徴を，日本の中学校の教科理科におけ
る生物分野との比較を通じて，明らかにした１）。
　引き続き , 本稿の具体的な目的は，ドイツ・ザクセ
ン邦のギムナジウム中級段階の教科物理と日本の中
学校の教科理科における物理分野に焦点を当て , 現行
教科書２-13）などを手がかりにし , 前期中等教育段階に
おける物理教育の比較を行うことである。
　なお，筆者らの一人は，既に，ドイツの物理教科
書の概要を紹介してきた 14）し，物理教科書の分析を
通して，東西ドイツの物理教育の比較研究 15-16）も行っ
ている。また，ドイツ・ザクセン邦の初等科学教育，
ミッテルシューレにおける物理教育，ギムナジウム
における物理教育の現状 17-19）なども，明らかにして
いる。
Ⅱ．枠組み
Ⅱ．１．教育制度
　ドイツ連邦共和国においては教育の管轄権が邦に
あることを，ドイツ憲法である基本法（第７条）や
ザクセン邦の憲法（第 103 条）によって確認できる。
　ドイツの教育が地方分権（16 邦が教育管轄権を持
つ）であるのに対して，日本は中央集権であると言
える。
　ザクセン邦の学校教育法，ザクセン邦の基礎学校教
育法施行規則から，４・６・２制の学校制度，そし
て，基礎学校（４年制）の卒業後の進路決定は入学
試験でなく推薦書によって決まっていくことなどを，
確認できる。なお，基礎学校卒業後，45％がギムナ
ジウム（８年制）に，55％弱がミッテルシューレ（６
年制）に進んでいる（2009/10 年度）。
　ドイツの教育が４・６・２制フォーク型であるの
に対して，日本は６・３・３制単線型であると言える。
　今回注目している義務教育段階の最後，前期中等
教育段階は，日本では中学校３年間，通算呼称で第
７～９学年であるのに対して，ドイツでは，６年間
の第５～ 10 学年である。
【研究論文】
─ 71 ─
日本とドイツの前期中等教育段階における物理教育　－現行教科書の比較考察－
Ⅱ．２．週授業時間数
　義務教育段階，初等と前期中等教育段階における
理科などの週授業時間に注目し，日本の場合を示せ
ば，表１である。一方，ドイツ・ザクセン邦初等教
育段階の基礎学校には，理科のような教科はないの
で，前期中等教育段階，ギムナジウム中級段階（第
５～ 10 学年）とミッテルシューレにおける物理など
の週授業時間数を示せば，表２となる。
　ドイツでは理科また地学という教科や分野が設定
されておらず，理科や物理の授業時間数の比較は，単
純に行えるものではない。
　初等教育段階に限れば，６年間の日本では理科が
計 11.6 時間であるのに対して，４年間のドイツでは
理科がない。前期中等教育段階においては，３年間
の日本では理科が計 11 時間であるのに対して，６年
間のドイツでは理科でなく生物，物理，化学合わせ
て計 28 ないし 26 時間である。
　日本の中学生のほとんどが後期中等教育段階の高
等学校に進んでいる。そこで，ミッテルシューレで
はなく，後期中等教育段階へつながるギムナジウム
の中級段階（第５～ 10 学年）とを比較する。なお，
物理は，生物，化学とは違って，週授業時間数の合
計から言えば，ミッテルシューレもギムナジウムの
中級段階も同じ計 10 で相違はない。
Ⅲ．教科書比較
Ⅲ．１．検討資料
　現行教科書を手がかりにし , 前期中等教育段
階における物理教育の比較を行うために，４社
（Cornelsen Schulverlage，Duden Schulbuchverlag，
Ernst Klett，Bildungshaus Schulbuchverlage 
（Westermann Schroedel Diesterweg Schoeningh））
５種（５分冊セット３種，１冊型３点，この内２点
はＣＤ付きかそうでないかの違いである）計 18 点が
発行されているドイツ・ザクセン邦・ギムナジウム
中級段階・物理教科書から，そして，５社（東京書籍，
大日本図書，啓林館，学校図書，教育出版）５種（３
分冊セット）計 15 点が発行されている日本・中学校・
理科教科書から，各１種を選んだのが，表３である。
表１　日本の小学校・中学校理科などの週授業時間数
表２　ドイツ・ザクセン邦前期中等教育段階，ギムナジウム中級段階とミッテルシューレにおける
　　　物理などの週授業時間数
* 基礎学校（第１から４学年）の数学の週授業時間数 20 を含む
斜線後の数値は，ザクセン邦ミッテルシューレの場合において，ギムナジウムと異なる場合の数値である。
初等教育段階の基礎学校には，理科のような教科はなく，いわば生活科に対応する事象教授（Sachunterricht）があり，
第１～４学年の週授業時間数は順に２・３・２・３，計 10 である。
表３　比較検討資料
－ドイツ・ザクセン邦・ギムナジウム中級段階・物理教科書と日本・中学校・理科教科書－
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表４　学習指導要領と教科書との対応
　日本・中学校・理科教科書の発行年は３学年とも
同じであるが , ドイツ・ザクセン邦・ギムナジウム中
級段階・物理教科書の発行年は最初に発行された年
から４年間かけて５学年分発行され，学年毎の学習
指導要領の実施に対応している。
　学習指導要領と教科書との対応を，学習内容の指
示，第１段階目で示せば表４となる。
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　学習指導要領と教科書との対応は両教科書で同じ
程度であり，ドイツ，日本ともに指導要領に準拠し
て教科書が作成されていることが確認できる。
　日本の中学校理科における物理分野は，３単元：
身近な物理現象（身のまわりの現象），電流とその利
用（電気の世界），運動とエネルギーでしかない。第
７学年から３年間通年ではなく各学年限られた期間
だけ学習されている。この物理分野の単元数の割合
と理科の週授業時間数合計（表１参照）とから，物
理分野の週授業時間数は２強（11 ＊ 3/14=2.13）で
しかないことになる。
　なお，日本の最後の２単元は物理・化学・生物・
地学分野ではなく，その他，総合とみなしている。
Ⅲ．２．内容の順序・範囲
　ドイツ・ザクセン邦・ギムナジウム中級段階・物理
教科書の冒頭章では，表５のように，物理学が６分野：
原子物理学と核物理学，音響学，光学，力学，電気理論，
熱理論ないし熱力学からなると，記述されている。そ
の他を加えて，７分野別に，両教科書における特徴（偏
りなど）を見ていきたい。
表５　物理学の分野－ドイツの第６学年用・物理教科書 12･13 頁－
  内容の順序・範囲などを目次と索引とから見ていく
ことにする。
Ⅲ．２．①．目次
　学習内容の概要を知ることができる第１段階目，表
４から，教科書ではいわば目次から，順序・範囲な
どを，読みとっていく。
　ドイツでは，いわば天文学が物理の中に位置づけ
られていることを確認できる。学習指導要領におけ
る教科物理の目標「様々な生活分野に関係する物理・
天文学的事象の分析，物理学的思考・研究方法の応用，
物理学の問題と課題に取り組む際の方略の育成，専
門用語や専門的表現形態の活用，自らの世界像の形
成」でも，また，学習指導要領，教科書における（表
４参照）第 10 学年の第２学習分野（単元）宇宙，地球，
人間でも，明らかである。
　ドイツでは，「物理とは何か」と物理に関するオリ
エンテーションから始まっている。
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表６　ドイツの分野内における学習項目
表７　日本の分野内における学習項目
　ドイツでは，力学的分野が静力学から動力学へと
内容が深化しているように連続性が見られるが，日
本では力学的分野でわずかに見られるだけである。
Ⅲ．２．②．索引
　更に，学習内容の全体像，要素などを知ることが
できる索引に注目する。
　ドイツでは，光や音に限定されない波の概念が多
く扱われているので「波動」という分野を，Ⅲ．２．
①で述べたように天文学が物理の分野に含まれてい
　ドイツでは分野的には「光」から始まっており，
日本では「身のまわりの現象」の単元のはじめは「光
の世界」であり，ともに光から始まっていることに
なる。
　必修領域の最後は，ドイツでは「ヘルツ波」つまり
電磁気学であり，日本では「運動とエネルギー」つ
まり力学であり，最後の内容は違っている。
るので「天文学」という分野を設定した。「図の解釈」
や「誤差の考慮」といった思考・探究に関する索引
も見られるため「思考・探究」という区分を設定した。
さらに「空気汚染物質」や「バイオマス」「受容器官」
などのような学際的な内容やトピックスなどがある
ため「その他」という区分も設定した。
　図１は，ザクセン邦ギムナジウム中級段階「物理」
と日本の中学校「理科」の物理分野における学習分
野別割合（索引数）の比較である。
 
　ドイツでは，選択分野が各学年に設定されている
が，日本ではない。ドイツでは，10 学年に「物理実習」
という項目で補足的な実験もある。
　ドイツでは，いくつかの分野について内容に連続
性が見え，日本では，力学分野に連続性は見えるが
他の分野においては連続性が見えない。それをまと
めれば表６，表７である。
図１　ザクセン邦ギムナジウム中級段階「物理」と日本の中学校「理科」の物理分野における学習分野別割
合（索引数）の比較
　日本では，電磁気学と力学が同じ程度で波動が少
ない。他の分野については扱われていない。一方ド
イツでは，電磁気学・波動・力学・熱力学・天文学・
原子物理学の順に索引の数が減少している。また，思
考・探究に関する索引も少なくない。
　日本で扱われている３分野（電磁気，波動，力）が，
ドイツにおいても上位３分野である。これらのみを
取り上げ，両国の学習分野別割合（索引数）の比較
を示せば，図２となる。
　日本とドイツを比較すると，波動に関する内容が
ドイツの方が割合として大きく，力学に関する内容
がドイツの方が小さい。
　ここで，相対数でなく，索引の絶対数や頁数の違い，
そして，頁当たりの索引数をまとめ，表８に示して
おく。
　日本の中学校理科における単元数の割合から，物
理分野の週授業時間数は２強（11 ＊ 3/14=2.13）で
─ 75 ─
日本とドイツの前期中等教育段階における物理教育　－現行教科書の比較考察－
図２　日本で扱われている３分野の学習分野別割合（索引数）の比較
表８　ドイツと日本の教科書の頁数・索引数・頁当たりの索引数
表９　索引で明示している法則
の頻度）は日本の３倍程度であり，更に，頁数は４．
４倍（768/174）であるので，索引総数では 14 倍程
度（1401/101）に拡がる。学習内容が広く，緻密で
あることがうかがわれる。
　ドイツでは，「モデル」「粒子モデル」「光線モデル」
「場のモデルとしての力線」「電子伝導モデル」「原子
モデル」「思考モデル」「理念モデル」「光波モデル」
という９個の索引が存在するが，日本には「モデル」
に関する索引は見られない。
　表９は，索引で明示している法則の一覧である。
しかないと判断できたが，頁数の割合からも同じで
ある（11 ＊ 174/760=2.06）。一方，ドイツでは 10 で
あるので，物理の週授業時間数はドイツの方が５倍
弱（4.76=10/2.1）の多さになる。
　教科書のサイズはほぼ同じ（表３参照）なので，週
授業時間当たりの教科書頁数を求めれば，大きく違
わない（ドイツ：76.8（768/10）≒日本：82.86（174/2.1），
ドイツ／日本：0.927（76.8/82.86））。つまり，授業
に対する教科書の役割（分量）は違わないと言える。
　しかし，ドイツの教科書索引の密度（１頁当たり
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 ドイツでは，「法則」を含む 20 の索引があるのに対
して，日本ではその中の５しかない。「s-t 法則」など
のように日本では法則として呼んでいない内容も法
則として取り扱われているのがわかる。
Ⅲ．３．事例
　目次，索引ではなく，具体的な事例でもってドイ
ツと日本の興味ある対比を見ていきたい。
Ⅲ．３．①．内容
表 10　加速度と力の大きさに関する内容
　ドイツでは，加速度を数学的に定義し，後にニュー
トンの運動方程式の数式へとつなげている。それに
対して，日本では，加速度の定義はなく，力が一定
ならば速度の変化の割合が一定であるにとどまって
いる。
表 11　オームの法則に関する内容
　オームについては両国とも言及している。しかし，
オームの法則の温度の依存性に関して，ドイツでは
言及しているが，日本では触れていない。
  原子力発電に関する内容は，ドイツでは９学年で扱
われている。日本では，９学年の「科学技術と人間」
の単元で物理の内容ではなくその他の内容として扱
われているが，表 12 では対比的に示しておく。
表 12　原子力発電に関する内容
　長所に関しては両国で大きな差異は認められない。
短所に関して，ドイツでは事故が起こる可能性につ
いても言及されている。
　３つの事例とも，両国で同じ学年である。しかし，
深さと範囲において違いが見られる。
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Ⅲ．３．②．実験
表 13　実験の位置づけ
　ドイツでは，実験を自主的な活動として奨励して
いるのに対し，日本では観察・実験を行い，結果を
もとに考え，答えを見つけて行くことが理科の学習
とされており，授業の中で実験を取り扱うことが前
提とされている。
 表 14　オームの法則の実験
　日本では電流と電圧が比例することからオームの
法則の式を導いているのに対し，ドイツでは電流と電
圧だけでなく，電流と抵抗，電圧と抵抗の関係を実
験で求め，オームの法則を確認させようとしている。
表 15　自由落下運動の実験
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　日本，ドイツともに自由落下に関する実験の記述
が存在する。ドイツでは，落下距離が時間の２乗に
比例することを確認させている。一方日本では，物
体にはたらく力を一定にすれば加速度が一定になる
という結果を確認させる取り扱いとなっている。
　実験に関しては，日本では授業の中で取り扱う代
表的な実験と手順を念頭においているのに対し，ド
イツでは可能で多様な実験から選ぶことができるこ
とで違っている。
Ⅳ．おわりに
　ドイツ・ザクセン邦のギムナジウム中級段階の教
科物理と日本の中学校の教科理科における物理分野
に焦点を当て , 現行教科書などを手がかりにし , 前期
中等教育段階における物理教育の比較を行ってきた。
　期間（何時から何時まで）・広がり・詳しさにおいて，
以下のような違いを見いだした。
期間（何時から何時まで）：
　前期中等教育段階の物理教育は，ドイツでは第６
学年から５年間にわたり通年で学習されている。一
方日本では第７学年から３年間各学年限られた期間
だけ学習されている。週授業時間数の合計はドイツ
の方が５倍弱（4.76=10/2.1）の多さである。
広がり：
　ドイツでは，電磁気学・波動・力学・熱力学・天
文学・原子物理学という６分野があるが，日本では，
電磁気学・力学・波動という主要３分野しかない。「モ
デル」を含む索引に注目すればドイツでは９あるが，
日本にはない。また，「法則」を含む索引はドイツで
は 20 あるのに対して，日本では５しかない。
　ドイツでは，いくつかの分野について内容に繰り
返しと連続性があり，日本では力学分野にのみ連続
性がある。
　広がりの程度が違ってくる要因は，天文学を含む
かどうか，学際的トピックを含むかどうか，選択分
野があるかどうかなどがある。
詳しさ：
　索引の密度（１頁当たりの頻度）を比較すると，ド
イツは日本の３倍程度である。
　オームの法則に関しては，ドイツでは温度の依存性
にまで言及しているが，日本では触れていない。また，
その実験に関しては，日本では抵抗を一定にしたと
きの電流と電圧の関係しか扱われていないが，ドイ
ツでは，加えて，電圧を一定にした場合，電流を一
定にした場合なども扱われている。
　そして，実験全般に関しては，日本では代表的な
実験を授業の中で実施するよう位置付けられている
のに対し，ドイツでは多様な実験から生徒が自主的
に選び実施することができるようになっていること
で違っている。
　なお，本論文は，第 29 回物理教育研究大会（平成
24 年８月 11 日 ( 土 )，札幌市・北海道大学）において，
松井正宏・田中賢二が，口頭発表した内容を，再編・
加筆したものであり，加えて，本研究の一部は，平
成 23 ～ 25 年度 科学研究費助成事業（学術研究助成
基金助成金（基盤研究（C））課題番号 23501068「ド
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究」（研究代表者：田中賢二）によって，支援を受け
ている。
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全学教職課程の質保証に関する実証的研究（１）
―平成２２年度入学生の経年変化を中心に―
高旗　浩志※１　後藤　大輔※２　三島　知剛※３　樫田　健志※４　江木　英二※５
曽田　佳代子※６　高橋　香代※７　加賀　勝※８
要旨：教育学部を除く７つの課程認定学部（文，法，経，理，工，環境理工，農）とマッチング・プログラムコー
スに所属し，次年度（平成２５年度）に「教職実践演習」の対象となる現３年生（平成２２年度入学生）の，入学
時から現在に至る教職志向並びに教育実践力に関する自己評価の経年変化を検証する。基礎データとして，教育
学部・大学院教育学研究科との連携・協働によって教師教育開発センターが作成した教材「教職実践ポートフォ
リオ」を用いる。これは全学教職課程を履修する全ての学生が，自らの学習を記録し，その教育実践力の育ちを
可視化するツールである。ここに現れたもののほか，センターが独自に開発し実施した意識調査の結果を用いつ
つ，総合大学における教員養成教育の質保証とカリキュラム・マネジメントのありかたを検討する。なお，本文
中で「全学教職課程」と表記する場合は，上記の７学部とＭＰコースを対象とした教職課程のみを指すものとする。
キーワード：全学教職課程  開放制教員養成教育の質保証  ファカルティ・ディベロプメント  教職志向の経年変化
※ １高旗　浩志 （岡山大学教師教育開発センター  准教授） ※ ５江木　英二 （岡山大学教師教育開発センター  特任教授）
※ ２後藤　大輔 （岡山大学教師教育開発センター  助教） ※ ６曽田　佳代子 （岡山大学教師教育開発センター  特任教授）
※ ３三島　知剛 （岡山大学教師教育開発センター  助教） ※ ７高橋　香代 （岡山大学大学院教育学研究科  教授）
※ ４樫田　健志 （岡山大学教師教育開発センター  准教授） ※ ８加賀　勝 （岡山大学大学院教育学研究科  教授）
Ⅰ．はじめに
　平成２２年度の開設以来，本学教師教育開発セン
ター（以下「センター」と言う）は，全学教職課程
の担い手として様々な改善・改革に取り組んできた。
「ＥＳＤの理念を持ち，４つの力（学習指導力，生徒指
導力，コーディネート力，マネジメント力）で構成
される教育実践力をバランスよく身につけた反省的
で創造的な教員」を養成することをディプロマ・ポ
リシーに掲げ，開放制教員養成の原則を堅持しつつ，
優れた研究的実践力をもつ中等教育教員を輩出する
ことを目指している。
　平成２５年度以降に必修となる「教職実践演習」は
教職課程の「着地点」であり，そこに至るまでの教
職課程全体の「質」を可視化する科目である。この
認識のもと，センターでは「教員養成コア・カリキュ
ラム」の考え方に基づいて，特に１年次から４年次
に至る「教育実習系カリキュラム」の系統性，段階性，
一貫性を抜本的に見直し，新たな教職課程の構築に
取り組んできた。センター開設準備期（平成２１年度）
を含め，過去３年間にわたって取り組んだ改善・改
革は次の１０項目である※１。
①全学教職課程のディプロマ・ポリシー，カリキュラ
ム・ポリシー，アドミッション・ポリシーの確立
②個々の学生の履修カルテ及び教職への自己成長の
確認指標となる『教職実践ポートフォリオ』の作
成
③教職課程の履修ガイドとなる『教職課程履修ハン
ドブック』の作成
④全学教職オリエンテーション（１年生対象）の実
施
⑤母校訪問（１年生対象）の実施※２
⑥教職科目「教職論」（２年生対象）の定期開講化（従
来は集中講義で実施）
⑦教育実習事前事後指導科目「教育実習基礎研究」
を３年次後期〜４年次前期の「年度またがり科目」
として定期開講化
⑧平成２２年度入学生より教育実習期を４年次前期に
限定（４月〜６月末）
⑨センター専任教員＋課程認定学部の担当教員の協
働による教職実践演習の試行（平成２３年度末及び
平成２４年度後期に実施）
⑩３年次以降に教職をめざしはじめる学生を対象と
する教職課程履修支援体制の構築
【研究論文】
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　平成２２年度入学生（現３年生）は，上記の①〜⑩
の改訂を施した教職課程を経た「一期生」である。本
稿では入学時から現在（平成２３年度末現在）に至る
彼らの教職志向並びに教育実践力に関する自己評価
の経年変化を検証する。この基礎データには，教育
学部・大学院教育学研究科との連携・協働によって
センターが作成した教材「教職実践ポートフォリオ」
を用いる。また，ここに現れたもののほか，センター
が独自に実施した意識調査の結果を用いながら，総
合大学における教員養成教育の質保証とカリキュラ
ム・マネジメントのありかたを検討する。
Ⅱ．平成２２年度入学生の教職課程履修動向
　平成２２年度入学生（現３年生）の教職課程履修者
数の推移は図１-１に示すとおりである。まず１年次に
実施した「全学教職オリエンテーション」には，全
体で２７５名が出席した。これは６月〜７月の特定の
水曜日の午後に２コマ分の時間を設定し，対象学部
によるクラス分けを行ってセンターが主催した「教
職課程の履修ガイダンス」である。４年間にわたる
教職課程の概要や，教員採用試験をめぐる現状，さ
らには学校現場の課題等について説明した。単なる
「履修ガイダンス」に終わらせるのではなく，教職に
対する学生の意欲を育むことを目的とした。併せて
１年次の夏季休業中（９月）に実施する「母校訪問」
の履修手続に係る説明も行った。なお，「オリエンテー
ション」という性質上，本気で教師を目指す者ばか
りではなく，単に資格取得の一環として，教職課程
の履修に係る情報収集の目的で参加した者も相当数
含んでいたと思われる。
　この全学教職オリエンテーションの後，実際に母
校訪問を行った者は１７７名であった。このうち，さ
らに２年次の教職科目（必修。センター専任教員担
当科目）である「教職論」を履修し，単位を修得し
た者は１５９名であった。
　全学教職課程の履修者は３年次の年度当初に教育
実習履修願を提出することになっている。すなわち，
４年次に実施する教育実習のための履修願を前年度
の３年次の始めに提出し，教育実習協力校への申請
手続を進めることになっている。平成２４年度当初に
教育実習履修願を提出した３年生（平成２２年度入学
生）は１２０名であった。全学教職オリエンテーショ
ンの出席者数２７５名と比較すると，約５６％が教職課
程の履修を中断もしくはリタイヤ※３したと言える。
２．学部別／文系・理系別に見た全学教職課程履修
者の動向
　図１-１に示した全体の傾向を学部別に確認したもの
が表１-１である。１年次の「全学教職オリエンテーショ
ンの履修者数（Ａ）」を母数とし，３年次の「教育実
習履修願を提出した者の数（Ｄ）」の比率を「教職課
程継続履修率（Ａ）」とし，これを学部別に確認した。
これによると，「履修継続率（Ａ）」が最も高いのは
理学部の６９.２％であった。次いで文学部が３８.０％，
残る理系学部（工学部，環境理工学部，農学部）は
３０％台，文系学部（法学部，経済学部）は２０％台
であった※４。
　また「母校訪問履修者（Ｂ）」を母数とし，３年次
の「教育実習履修願を提出した者の数（Ｄ）」の比率
を「教職課程継続履修率（Ｂ）」として算出したところ，
理学部では８８.２％，工学部では７３.７％，文学部で
は６１.４％，農学部では６０.０％の履修継続率であった。
他の法学部，経済学部，環境理工学部では５０％もし
くはこれを下回る水準の履修継続率であった。
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　いっぽう，表１-２は教職課程の履修を途中で断念
した者に注目し，文系／理系別の傾向を示したもの
である。これによると，全学教職オリエンテーショ
ンに出席した者のうち，全体では３５.６％の者が母校
訪問に進まなかったことが判る。文系／理系別に確
認すると，文系で４１.７％，理系で３１.３％であった。
文系学部生の方が母校訪問まで進まず，全学教職オ
リエンテーションを聴講しただけでリタイヤした比
率が高い。
　また，母校訪問修了後のリタイヤ率に注目すると，
文系学部生よりも理系学部生の方が多いことが判る。
（文系０.９％に対して理系１１.３％）。いっぽう，文系
学部生は理系学部生に比べて「教職論」修了後のリ
タイヤ率が高い（文系２２.６％に対して，理系７.５％）。
　以上をまとめると，文系学部生は１年次の早い段階
か，もしくは２年次修了時点に教職課程の履修継続を
断念する者に分かれる傾向があるのに対して，理系
学部の学生は１年次の間に履修継続／断念の結論を
出す者が多いと言える。なお，今年度当初に教育実
習履修願を提出した者は，全学教職オリエンテーショ
ンの出席者数を母数とした場合，文系で３４.８％，理
系は５０.０％であった。
　個々の学生にとって教職課程の履修を断念する理
由は様々であり，また複合的な要因を考える必要が
ある。しかし，全学教職オリエンテーション参加者
のうち約３５.６％（２７５名中９８名）が，その後の履
修を取り止めたことを考えると，１年次に母校訪問
を課したことは大きなインパクトをもって学生に受
けとめられていたのではないかと推測できる。
Ⅲ．リタイヤ時期の違いによる学生の志向性の比較
１．リタイヤ時期と教職志向性の関係
　教職課程を履修する平成２２年度入学生に対して，
センターでは継続的な意識調査を実施している。平
成２２年７月に実施した全学教職オリエンテーション
終了時には，「教職課程の履修と大学生活に関するア
ンケート」と題する調査を行い，教員免許状の取得
に係る認知度や意欲，教職志向や教職観，さらには
現在の大学生活に対する満足度等を訊ねている。
　この調査に回答した学生が，その後，どの段階で
教職課程の履修を断念したのか，あるいは現在も継
続しているのかによって学生を分類し，その１年次
の教職志向（全学教職オリエンテーションの際に調
査）を比較検討した。表２-１はその結果である。
　まず，母校訪問の前後（１年次）に教職課程の履修
継続を断念した学生のうち，２７.８％の者が，全学教
職オリエンテーション直後の調査で「教師になりた
くない」と答えていたことが判る。「教職論」の履修
後にリタイヤした者，あるいは次年度以降に教育実
習の履修を希望している者で「教師になりたくない」
と答えている者が一定の割合で存在していることも
決して看過し得ない問題ではあるが，その比率がそ
れぞれ７.３％，９.４％と１割を切っていることを考え
ると，１年次の教職課程履修者の中には，そもそも
教職を目指していない者が相当数存在し，その多く
が１年生のうちに教職課程の履修を取り止めていた
ことが判る。新たに導入した「母校訪問」をはじめ，
全学教職課程の再構築に係る様々な取り組みが，こ
のように志向性の低い学生に対して一定のインパク
トを与えていたことが推測できる。
　また１年次及び２年次に教職課程の履修を断念し
た者のうち，それぞれ約６割の者は教師になること
を迷っていた者であった。さらに２年次の「教職論」
修了後に断念した者のうち２９.３％の者は，１年生の
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時点では「教師になりたい」と答えていた。もちろん，
彼らの「迷っていた」理由，あるいは現実に照らし
たときの「教師になりたい」という思いの内訳をこ
のデータから紐解くことはできない。しかしこの結
果を踏まえるならば，教職への志向性が低い者を徒
に排除しようとする「引き算の改革」ではなく，高
校を出たばかりの若者に対して，一人でも多く教職
の魅力に触れさせ，教職への意欲を育むための工夫
を重ねた改革こそが重要と思われる。
　さらに，現時点で教職課程の履修を継続し，次年
度以降に教育実習の履修を予定している者の中でも，
明確に「教師になりたい」と答えた者は４４.３％に止
まっており，「迷っている」と答えた４６.２％に拮抗
していることが判る。これも「迷っている」理由の
内訳は不明であるが，教職志向性の高い学生の自己
評価が比較的辛い傾向にある（高旗２０１０）ことを考
えると，実際に４年次の教育実習を乗り越えること
によって教職志向を強めることが期待される。
２．リタイヤ時期と教職課程への認知度等
　表２-２は教職課程に対する認知度や教職への思い，
さらには大学生活への満足度等が，教職課程の履修
を断念した時期によってどのように異なっているか
を，現在も履修を継続している学生と比較したもの
である。
　まず，現在も教職課程を履修しており，次年度の教
育実習履修願を提出している者は，大学受験の志望
校を決める際，志望先で教員免許状が取得できるこ
とを重視していた者が多く（設問１：６４.７％），教
員免許状取得のために必要な科目を事前にある程度
把握していた者が多い（設問２：７９.３％）ことが判る。
また，当初から「教員免許状を取得したい」という明
確な意志を持った者が多く（設問６：８４.９％），大
学入学以前の学校生活に良い思い出のある者が多い
（設問１０：８１.１％）。しかし，「教員採用試験を受験
するつもりである」という設問に対して，明確に「は
い」と答えた者は半数に満たず，４３.４％であった。
　いっぽう，母校訪問の前後，すなわち全学教職オ
リエンテーションには出席したものの，母校訪問に
は参加しなかった者及び母校訪問には参加したが１
年生の時点で教職課程の履修を断念した者は，現在
も教職課程を履修している者と比べて，その教職志
向性が大きく異なっていた。まず，大学受験の志望
校を決める際，教員免許状の取得ができることを重
視した者は４１.４％（設問１）であり，全体の半数に
満たない。教員免許状を取得しようという意欲を持
つ者も４５.３％に止まっていた（設問６）。さらに，
教員採用試験を受験しようとする意欲を持つ者は極
端に少なく，１１.１％に過ぎなかった。このことを裏
付けるかのように，「教師になるつもりはないが，（教
員免許状を取得することが）今後の人生に役に立つと
思う」という設問に対して「はい」と答える者は半
数を超え，５２.７％であった。すなわち，１年次のう
ちに教職課程の履修を断念した者のなかの半数以上
が，教員免許状の取得を将来に対する「保険」のよ
うに捉えていたことが判る。さらに「明確な目標を
持ってこの大学に進学した」という設問に対して「は
い」と答える者は２９.２％に止まっていた。現在も教
職課程を履修している者のうち，１年次の７月の調
査時点において，「明確な目標を持ってこの大学に進
学した」と答えた者が５７.５％であったことと比較す
ると，１年次で教職課程の履修を取り止めた者の多
くが，必ずしも明確な目標を持って本学への進学を
果たしたわけではないことが推察できる。
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３．「４つの力」に対する自信
　表２-３は，本学教職課程のＤＰである「４つの力（学
習指導力，生徒指導力，コーディネート力，マネジ
メント力）」について，個々の学生がどの程度の自信
を抱いているか，その自己評価を教職課程のリタイ
ヤ時期の違いによって検証したものである。
　まず「全体」の列に注目すると，「設問４：自らの
授業実践を反省し高めること（６３.８％）」，「設問８：
年輩の教師と良好な関係を築くこと（５９.４％）」，「設
問９：同僚と良好な関係を築くこと（６３.８％）」，「設
問１３：子どもの気持ちを分かってあげられること
（６０.２％）」，「設問１５：一人一人の子どもときちん
と向き合うこと（６１.４％）」といった設問に対して「自
信がある」と答えた者が約６割前後にのぼっていた。
同僚性を築くことや，生徒指導力の基礎ともなる「子
ども理解」を深めることについては，リタイヤ時期
の如何を問わず，１年生の時点で約６割の学生が「自
信がある」と答えていたことになる。
　これに対して，「設問１：子どもに分かりやすい
授業を行うこと（３７.０％）」，「設問２：子どもを惹
きつける授業を行うこと（３１.５％）」，「設問３：子
どもが興味を持てる教材を作ること（３４.６％）」，
「設問６：学級担任としてクラスをまとめること
（２８.０％）」，「設問７：子どもの自主性を引き出すこ
と（３１.１％）」，「設問１０：保護者と良好な関係を築
くこと（２９.９％）」，「設問１１：子どもに校則をき
ちんと守らせること（３５.８％）」，「設問１２：地域
社会に教師として貢献すること（３１.１％）」，「設問
１４：いじめや不登校の問題にきちんと対応すること
（３６.６％）」といった，主に「学習指導力」や「生徒
指導力」に関する設問の多くについて「自信がある」
と答えた学生は，約３割に止まっていた。
　次に「( Ｃ )-( Ａ )」の列に注目すると，１年次の時
点で教職課程の履修を取り止めた者には，４つの力
に対する自己評価の高い者が少なく，逆に現在も教
職課程を履修している者の方が，各項目に対して「自
信がある」と答える傾向にあり，両者の間には１５項
目中１１項目で１０ポイント以上の差があった。
　しかし統計的な有意差を確認できる項目は，「設問
１１：子どもに校則をきちんと守らせること」，「設問
１２：地域社会に教師として貢献すること」のわずか
に２項目であった。いずれも，現在も教職課程を履
修している者の中で「自信がある」と答える者の比
率が高い。
Ⅲ．教職志向の経年変化に基づく５群間の比較
１．文系／理系別にみた教職志向の経年変化
　センターでは２年次の全学教職課程必修科目であ
る「教職論」の修了時点で学生対象の意識調査を行っ
ている。そこでは，１年次の全学教職オリエンテー
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ションの際に実施した意識調査と同じ設問を用いて，
学生の教職志向の経年変化を追跡調査できるように
している。
　表３-１は「現在，あなたは教師になりたいと考え
ていますか？」という設問に対する１年次（平成２２
年７月の全学教職オリエンテーション終了時点）と２
年次（「教職論」修了時点）の回答傾向を比較し，そ
の経年変化を５群に分けて示した概念図である。以
下ではこの分類に基づいた分析を行う。
　表３-２は教職志向の経年変化を文系学部／理系学
部別に示したものである※５。全体の傾向を確認する
と，高位群（１年次から２年次修了時点まで一貫し
て「教師になりたい」と回答する群）と中位群（教
師になることを一貫して「迷っている」と回答する群）
がほぼ３０％で拮抗している。いっぽう，１年次から
２年次にかけて試行に変化が生じた群に注目すると，
上昇群は１９.１％，下降群は１７.８％であり，それぞ
れおよそ２割を占めていた。なお，低位群（一貫し
て「教師になりたくない」と回答する群）は非常に
少なく，３.８％に止まっていた※６。
　文系学部では中位群が最も多く，全体の３６.２％を
占めていた。次いで高位群が多く２９.３％であった。
また上昇群よりも下降群の方が多いことが判る。理
系学部では高位群が最も多く２８.８％，次いで中位群
が多く２４.７％であり，双方の比率は拮抗している。
文系学部と比べたときに特徴的なことは，上昇群に
属する学生が下降群よりも多く，２１.９％と２割を超
えていたことである※７。
２．文系／理系別にみた大学生活満足度の経年変化
　表３-３は大学生活に対する満足度の経年変化を示
したものである。「あなたは今の大学生活に満足して
いますか？」という設問に対する回答を「満足してい
る」，「どちらとも言えない」，「満足していない」の
３タイプに分け，これを１年次から２年次修了時点
の経年変化のパターンによって５群に分類したもの
である。
　これによると，全体として６７.２％の者が１年次か
ら２年次に至るまで，一貫して「大学生活に満足して
いる」と答えていた。教職課程の履修を継続している
学生に限った分析になるが，文系学部生で６２.１％，
理系学部生で７１.２％の者が，大学生活全般に総じて
高い満足度を示していることが判る。
　いっぽう，大学生活に対する満足度が上昇に転じ
た「上昇群」の学生は１３.７％であった。前の高位群
と合わせて８割を超える者が大学生活全般に対して
高い満足度を抱いていることも，教職課程履修者の
大きな特徴と言えるだろう。
３．「４つの力」に対する自信の５群間比較
　表３-４は学習指導力，生徒指導力，コーディネー
ト力，マネジメント力の４つの力に対して，各群に
属する学生がどの程度の自信を持っているかを検討
したものである。５群間に統計的な有意差を確認で
きたのは「生徒指導力」と「コーディネート力」であっ
た。
　まず，４つの力のいずれについても，「上昇群」に
属する学生が「自信がある」と回答する傾向にある
ことが判る。特に生徒指導力とコーディネート力に
注目すると，上昇群に属する学生のうち４割を超え
る者が「自信がある」と回答していた。直接の因果
関係を特定することはできないが，教職志向が高まっ
た（上昇した）理由として，教職課程の履修を継続
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する中で生徒指導力やコーディ
ネート力に係る自信を深めた者
が多かったからではないかと推
測できる。
　いっぽう，高位群に属する
学生の回答は，４つの力のい
ずれについても「やや自信があ
る」という控え目な回答に偏る
傾向が見られた。学習指導力
では４０.５％，生徒指導力では
４８.６％，コーディネート力で
は５６.８％，マネジメント力で
は４０.５％であった。元々，教
職への志向性が高いために，か
えって自らの資質力量を控えめ
に自己評価したり，あるいは辛
い自己採点をする傾向があるの
ではないかと考えられる。
　さらに中位群と下降群で
は，４つの力のいずれについて
も，総じて「自信がない」とい
う回答に偏る傾向が見られた。
特に生徒指導力では中位群の
５２.８％，下降群の５４.５％の者
が「自信がない」と回答し，半
数以上を占めていた。
Ⅳ．まとめと今後の課題
　本稿では平成２５年度に教職実践演習の必修化の対
象となる現３年生（平成２２年度入学生）を対象に，
（１）全学教職課程の履修者数の変動と，（２）その
変動に連動すると考えられる教職志向性の経年変化，
ならびに（３）「４つの力」に対する自己評価の検証
を行った。
　まず，（１）全学教職課程の履修者数（現３年生）
の変動は次のように整理できる。
・１年次の全学教職オリエンテーションを経た
２７５名のうち，３年次当初に教育実習履修願を
提出した者は１２０名であった。約５６％の者は履
修継続を断念もしくは中断している。
・現３年生の履修者が大幅に減少したのは，全学教
職オリエンテーションが終わり，母校訪問が始
まる前の時点であった。すなわち，当初の２７５
名の中には「教員免許状取得のための情報収集」
のためだけに参加した学生を相当数含んでいた
と推測できる。
・母校訪問後の履修継続率は非常に高い。実数の少
ないＭＰコースを除けば，文学部，理学部，工学部，
農学部の履修継続率はいずれも６０％を超えてい
た。なかでも理学部生の履修継続率は８８.２％と
９割に迫るものであった。
  次に，（２）教職志向性の経年変化について，以下
のことが明らかとなった。
・リタイヤ時期による教職志向性の違いを検証した
結果，母校訪問前後にリタイヤした者のうちの
２７.８％はそもそも教職を目指していなかった。
・いっぽう，母校訪問前後にリタイヤした者，２年
次の「教職論」修了後にリタイヤした者，いず
れもその６割は「教師になることを迷っていた」
者であった。
・３年次当初の教育実習履修願の提出後も教職課程
の履修を継続している者の中で，「教師になりた
い」と明確に答えた者は４４.３％に止まっており，
「迷っている」と答えた４６.２％に拮抗していた。
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４年次の教育実習を乗り越えることによって教
職志向を強めることが期待される。
・１年次の母校訪問前後に教職課程の履修継続を中
断もしくは断念した者は，大学進学以前から教
職課程に対する認知度や教職志向，さらには大
学生活における目的意識が相対的に低く，将来
に対する保険として教員免許状を取得すること
を漠然と考えていた層と考えられる。
・いっぽう，現在も教職課程の履修を継続している
者の中には，教職に就くことへの志向性が高く，
進学以前から教職課程に対する認知度が高い者
が多い。また大学生活全般に対して目的意識が
明確であり，進学以前の学校生活に良い思い出
を持っている者が多い。
　最後に，（３）教職志向性の経年変化によって学生
を５群に分類し，「４つの力」に対する自己評価を検
証したところ，次のことが明らかとなった。
・「４つの力」のいずれについても，上昇群は明確
に自信を抱く者が多い傾向が見られる。これに
対し，高位群は比較的控え目な自己評価を行う
者が多い。
・中位群と下降群では，「４つの力」のいずれにつ
いても，総じて「自信がない」という回答に偏
る傾向が見られた。
　以上の結果を踏まえ，今後の課題を以下に整理し
ておこう。
　まず，今後も継続的な調査を実施することである。
現在，全学教職課程では，１年次では全学教職オリ
エンテーション修了後ならびに母校訪問修了後，２
年次では「教職論」修了後，３年次では「教育実習Ⅱ：
教育実習基礎研究」の受講中，４年次では「教育実
習Ⅱ：教育実習基礎研究」の最終日（教育実習を終え，
大学で最後の事後指導を受ける時間）に全受講者を
対象とした調査を実施している。平成２２年４月の
センター開設以来，いくつかの試行錯誤を経ながら，
これらの調査を実施することをセンターの研究活動
の年間ルーティンとして定着することができた。こ
れらの調査はいずれも，各プログラムでの学習を振
り返り，その定着の度合いを確認しながら教職への
志向を育もうとする教育的意味を持つと同時に，折々
の時点での学生の教職志向性を把握することを目的
としている。これらの調査では主に学生の主観的な
自己評価を中心とせざるを得ないが，今後はこれら
の結果と学生の成績評価やＧＰＡ得点等の客観的な情
報を重ね合わせることにより，本学教職課程がどの
ような学生を受け入れているのかを明らかにするこ
とが必要である。なお，このような主旨を含め，セ
ンターでは昨年度より「進路状況及び教員採用試験
受験動向調査」を実施している。これは卒業時に各
学部の教務学生係で教員免許状の一括申請を行う際
に実施しているものである。これにより，全学教職
課程の履修者が結果としてどのような進路を選んだ
のか，またどのような教員採用試験受験動向（単願
／併願）と合否状況であったのかを客観的に把握で
きる。本稿が分析対象とした平成２２年度入学生（現
３年生）は，センター開設とこれに伴う全学教職課
程改革後の「一期生」である。すなわち，これら一
連の調査を実施することによって，入学から卒業ま
で，教職志向性を含めた経年変化を把握することの
できる最初の学年である。その最終的な成果は次年
度以降に現れることになる。
  次に，得られた結果を踏まえたカリキュラムの改善
が必要である。教職課程のカリキュラム・マネジメン
トを支える要素は，目的養成であるか開放制である
かを問わず，下表のように整理できる（高旗２０１１）。
このうち，本学教職課程では，特に「１．目標の共
有（ＡＰ，ＤＰ，ＣＰ等の策定と共有）」，「２．学生向
け補助教材の作成（「教職実践ポートフォリオ」「教
職課程履修ハンドブック」等）」，「３．学外関連機関
との組織的連携（センターの教職コラボレーション
部門によるスクール・ボランティア・ビューローの
運営）」，「４．大学教育の社会化（母校訪問の実施等）」
については既に取り組みを進めており，それぞれ一定
の成果を挙げている。本稿の冒頭に述べた①〜⑩の
改善・改革も，表４に示す１. 〜４. に含まれる。ま
た「データの活用に係る事項」では，在学生対象のデー
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タ収集に偏ってはいるが，これも先述したように，年
間のルーティンとして定着している。重要なことは，
得られた結果に基づいて，いかなる視点をもち，本
学教職課程の「コンテンツ」にどのような工夫と改
善を加えるかということである。
　今回明らかになったことは次のことである。①全
学教職オリエンテーションではおよそ３００名規模の
学生が集まる，②そのうち１００名程度は早くもオリ
エンテーション終了時点でリタイヤし，母校訪問を
経験しない，③②の学生のうち，明確に教職志向性
の無い者は約３割であったが，約６割は「迷っている」
者であった，④「迷っている」者が約６割を占める
傾向は２年次の「教職論」修了後にリタイヤした者
にも見られる傾向であった，⑤いっぽう，現在も教
職課程を履修し続けている者の中でも，明確に教職
志向を持つ者は約４割に止まっており，別の４割の
者は「迷っている」と回答していた。
　以上の結果を踏まえ，今後の本学教職課程のカリ
キュラム・マネジメントについては次のことが重要
である。まず，教職志向性の低い者を積極的に排除
する制度設計ではなく，教職への志向性を育む視点
を重視した工夫と改善に取り組むことである。１年
次〜２年次にかけてのプログラムでは教職に進むこ
とを「迷っている」と答える学生が６割を占めていた。
いかにして彼らを教職に振り向けるかという積極的
な戦略こそ必要であり，このような主旨で１年次の
全学教職オリエンテーションの内容を見直すことは
急務と言えよう。
　次に，個々の課程認定学部が，当該学部の主要な
進路のひとつとして「教職」を明確に位置付け，そ
のことを高校と受験生に積極的に周知することが重
要である。本稿のデータから明らかになったとおり，
教職志向性の高い者の多くは，既に高校生の時期か
ら志望校を決める際の要素として，当該大学・学部
で教員免許状が取得できるかどうかということを考
慮していた。彼らは入学後も大学生活全体に対する
満足度も高く，同時に当該学部での学修に対する目
的意識も明確であった。すなわち教職課程履修者は
個々の課程認定学部における勉学について中核的な
存在となる可能性が高いと言える。教職課程の存在
が，良質な学習集団の形成に資するという視点を持っ
た入試戦略やアドミッション・ポリシーの策定が必
要であり，これに係るセンターから各学部への支援
のありかたを考える必要がある。
　最後に，学生の主観的な自己評価の他に，客観的
なデータを加えた分析と履修指導が必要である。と
りわけ表４に照らし合わせたとき，本学教職課程に
欠けていることはＧＰＡの活用である。ただし，これ
は一律の基準を設定して履修制限をかけることを目
指すものではない。ＧＰＡという，不完全かもしれな
いが一定の目安となりうる指標を掲げることにより，
これを一歩でも「実質」に近づけるために必要なカ
リキュラム改善は何か，またその「運用」に係って
どのような「幅」を設定することが妥当かをめぐって，
個々の課程認定学部が議論を始めることこそ重要で
ある。いわばＧＰＡという評価の指標をめぐって教員
同士の，また教員と学生との「対話」を促し，教職
課程における評価文化の成熟に向けた取り組みが必
要であり，そこに向けた支援をセンターとしてどの
ように果たすかを考えなければならない。
注
※１　これらは，いずれもセンター発議のもと，セ
ンター運営委員会ならびに全学教職課程運営委員会
での審議を経て承認を得，その制度化と実質化に取
り組んだものである。なかには時間割設定や授業担
当教員の拠出など，各学部との連携・調整が重要な
事項も数多く存在したが，教職課程をめぐる現状把
握と今後の展望を含めたセンター主催のフォーラム
や課程認定学部対象のＦＤ研修会を開催することで，
より質の高い教職課程の確立に向けた全学レベルの
合意形成が進んだと言える。
※２　「母校訪問」とは，全学教職課程を履修する１
年生に課している本学独自のプログラムであり，平
成２２年度以降入学生を対象に実施している。主に１
年次の夏季休業中（９月が多い）に母校（主に高校）
を１日間訪問し，授業観察・学級観察と恩師へのイ
ンタビューを行う。学生は「生徒」ではなく「教師」
の視点で学校を観察することを学び，このことを通
して自らの教職志向を見つめ直すことになる。詳細
は後藤・高旗他（２０１２）を参照。
※３　ここで言う「リタイヤ」という表現には，教
職課程の履修を「完全に諦めた」場合や「一時的に
中断した」場合等を含んでいる。
※４　ＭＰコースのうち２名は３年次前期に「教職
論」を履修予定であるため，表中の「２年次教職論
履修者」の数には現れていない。
※５　２年次の「教職論」受講者は１５９名であるが，
このうち２８名は正規の時間帯ではなく，後にセン
ター教員による個別対応によって全学教職オリエン
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テーションを済ませたものであるため，１年次の教職
志向に係るデータが取れていない。そのため，表３-２，
表３-３の合計値は１３１名に止まっている。
※６　図１-１でも確認したとおり，全学教職オリエ
ンテーションの参加者２７５名に対して「教職論」の
履修者数は１５９名であり，１１６名が１年生の時点で
教職課程の履修継続を断念した。彼らの教職志向性
については表２-１で確認したとおりであり，このう
ち「迷っている」と答えた者が６５名，「なりたくな
い」と答えた者が３０名であった。すなわち表３-２で
確認した低位群が極めて少数に止まっている理由は，
１年次の全学教職オリエンテーション並びに母校訪
問に依るところが大きいと言えるだろう。
※７　ただし，５群を構成する人数比を文系学部と
理系学部で比較した場合，統計的な有意差は認めら
れなかった。
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理想の教師像についての調査研究 (2)
－学校長等のインタビューから－
山根　文男※１　木多　功彦※２
要旨：岡山市内の幼稚園・小学校・中学校・高等学校及び特別支援学校の校長等に行った「理想の教師像」につ
いてのインタビューにおける発言内容を分析し，新採用教員等若い教員に求める資質能力を明らかにした。また，
学校長等の発言内容を中教審答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策」において示さ
れた資質能力に基づいて分類し，校種間での比較・検討を行った。その結果，全校種の学校長等が重要であると
考えている資質能力は，「総合的な人間力」のうちの「豊かな人間性や社会性」及び「コミュニケーション力」であっ
た。幼稚園長・小学校長の発言には，「教職に対する責任感，探究力，教職生活全体を通じて自主的に学び続ける力」
に分類された言葉が多かったのに対し，中学校長・高等学校長の発言には，「専門職としての高度な知識・技能」
に分類された言葉が多かった。
キーワード：求める教師像，学校長，資質能力，新採用教員，インタビュー
※ 1 山根　文男（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 木多　功彦（就実中学校・就実高等学校）
Ⅰ．はじめに
　昨今の国際化，情報化，少子高齢化など社会の急
激な変化に伴い，複雑化・多様化する教育課題に対
して的確にしかも迅速に対応できる教育実践力を有
した人材の育成が急務である。これまでにも教育職
員養成審議会や中央教育審議会によって，教員の資
質能力について様々な提言が示されてきた。
　例えば，2012 年 ( 平成 24 年 ) の中央教育審議会答
申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合
的な向上方策」1) では，これからの教員に求められる
資質能力について，以下のように示されている。「( ⅰ )
教職に対する責任感，探究力，教職生活全体を通じ
て自主的に学び続ける力」については，「使命感や責
任感，教育的愛情」が示されている。「( ⅱ ) 専門職と
しての高度な知識・技能」については，さらに 3 つ
に分類され示されている。1 点目の「教科や教職に関
する高度な専門的知識」とは，「グローバル化，情報化，
特別支援教育その他の新たな課題に対応できる知識・
技能を含む」とされている。2 点目の「新たな学びを
展開できる実践的指導力」とは，「基礎的・基本的な
知識・技能の習得に加えて思考力・判断力・表現力
等を育成するため，知識・技能を活用する学習活動
や課題探究型の学習，協働的学びなどをデザインで
きる指導力」とされている。3 点目は「教科指導，生
徒指導，学級経営等を的確に実践できる力」であった。
「( ⅲ ) 総合的な人間力」については「豊かな人間性や
社会性，コミュニケーション力，同僚とチームで対
応する力，地域や社会の多様な組織等と連携・協働
できる力」の 3 つが示されている。
　このように，教員の資質能力向上のための様々な
制度改革や提言がなされている今，学校現場におけ
る様々な問題・課題を乗り越えるための教師の具体
的な資質能力について，現場の実態から考えてみる
ことは重要なことである。
Ⅱ . 研究の経過と目的
　学校現場では，いじめ・不登校・暴力行為等生徒
指導上の課題への対応や特別支援教育の充実，さら
には基礎的・基本的な知識・技能の習得やこれらを
活用しての課題解決に必要な思考力・判断力・表現
力等の育成やコミュニケーション力の育成が急務で
ある。特に大量退職に伴う大量採用の時代，このよ
うな複雑かつ多様な課題に対応できる実践的指導力
を有する新採用教員等若い教師が求められている。
【研究論文】
原　　著
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　教師の資質能力についての研究は，数多くの先行
研究が見られるが，比較的新しいものでは，佐藤ら
(2008)2)，中田 (2009)3)，山根ら (2010)4) などがある。
 
【表 1】　学校長等インタビュー一覧
　佐藤らは，兵庫県下の小学校教員 55 名，保護者
100 名を対象とする研究を行った。先行研究の質問項
目を参考にしながら，文部科学省による教員に求め
られる資質能力の図式に基づき，独自の視点を盛り
込んで 34 項目からなる質問項目を設定した。調査の
結果，小学校教員が必要と考える小学校教員の資質
能力として，「嘘やいじめに対して毅然とした態度を
とる」「クラスを集団としてまとめていける」「子ど
もの関心を引き出しながら授業ができる」「自らの資
質や能力を常に高めようとする」「子どもを引きつけ
る表現力」「保護者とのコミュニケーションがとれる」
「子どものしつけができる」などをあげた。保護者が
必要と考える小学校教員の資質能力として，「子ども
の関心を引き出しながら授業ができる」「子ども一人
一人の個性を大切にする」「子どもの目線に立ってコ
ミュニケーションができる」「子どもが好きである」
「嘘やいじめに対して毅然とした態度をとる」などを
あげた。また教員 ( 回答者 ) の年齢によって，取り上
げる資質能力に違いがあることも指摘した。
　中田は，東京都内公立小学校新規採用教諭 ( 採用後
1 ～ 3 年目 )42 名，都内公立小学校現職校長 44 名，
都内公立小学校退職後 10 年以上の元校長 29 名の 3
群で計 115 名を対象とする研究を行った。基礎研究
及び小学校長経験者からの聞き取りを基に，教師の
専門性に係る基本的な要素を分析し，60 項目からな
る質問項目を設定した。調査の結果，小学校教員に
求められる資質能力は，年代によって捉え方が異なっ
ていることを指摘した。新人教師群・現職校長群・
元校長群の 7 割以上が「ぜひ身につけるべき」と回
答した項目は，「熱意と使命感」「安定的な人間関係・
集団経営」「授業力」「安全への配慮」であった。また，
新人教師群の７割以上が「ぜひ身につけるべき」と
回答した項目の数は他の２群よりも多く，教職に就
いたばかりの教員は非常にたくさんのことを身につ
ける必要があると感じていることを明らかにした。
　山根らは，教育実習の事前指導を受ける岡山大学
教育学部 3 回生，教育学研究科学生，養護教諭特別
別科学生 281 名を対象とする研究を行った。岡山大
学教育学部教員養成コア・カリキュラムにおいて育
成を目指している 4 つの力，岡山市教育委員会が設
定している教職員に求める資質能力，岡山県教育委
員会が設定している教員像をもとに，20 項目からな
る質問項目を設定した。調査の結果，「子どもとのコ
ミュニケーション力」や「子どもの変化に気づく力」
などについての評定値が高いことを明らかにした。ま
た評定結果は，志望する学校種により異なることも
指摘した。
　以上の 3 つの先行研究において設定された質問項
目は，20 項目，34 項目，60 項目と大きく異なって
いる。またこれらの項目は，具体的な行動やスキル
などについて問うものから，概念的なものについて
問うものまで，その質問の水準も様々であった。教
師に求める資質能力に関しては，必ずしも定義が明
確でなく，一致した概念を共有することが非常に難
しいといえる。
　ところで本学では，教員志望の学生に対して毎年
度 4 月に「教採自主講座」を開講し，その中の一コ
マとして「教師のあるべき姿」を考えさせている。本
年度 ( 平成 24 年度 ) の講座では，岡山市内の幼・小・
中・高等学校の校長等に「理想の教師像」等につい
てのインタビューを行い，その様子を録画し，学生
に視聴させた。学校現場の学校長等が新採用教員等
若い教員に期待していることについて直接語ってい
る姿を視聴させることにより，現場で真に求められ
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ている教師像を改めて確認させておくことは，これ
からの教員養成のプロセスの中で，とても重要なファ
クターになると考えたからである。
　本研究では，この録画における学校長等の発言内
容を分析することにより，新採用教員等若い教師に
求める資質能力を明らかにすることを目的とした。
なお，「理想の教師像」についてのインタビューは，
この他にも養護教諭 ( 小学校，高等学校 )，保護者 ( 元
ＰＴ A 会長 )，岡山県・岡山市教育委員会の人事担当
者に対しても行ったが，今回の分析対象からは除外
した。
Ⅲ．方法
分析を行った学校種，学校園名，インタビュー者等
の一覧を示したものが表 1 である。学校種によりイ
ンタビューの内容は若干の差異があるが，共通する
項目は次の 4 項目である。この 4 項目についての学
校長等の発言時間は 10 分程度であった。
①学校・地域・児童 ( 生徒 ) の状況
②本校 ( 園 ) のめざす子ども像
③本校 ( 園 ) の求める教師像
④教職志望学生へのエール
本研究では「③本校 ( 園 ) の求める教師像」を分析の
対象とし，これに関する発言内容を省察した。
次に，発言内容や文中の言葉を，前出の中教審答申
「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な
向上方策」で示された資質能力に照らし合わせ，校
種間の比較を行った。分析の手順を示したものが図 1
である。インタビューの内容をすべて文字に直しキー
ワードを含むセンテンスに区切り ( 図中 <A>)，各セ
ンテンスを内容にしたがって分類し ( 図中 <B>)，そ
れを資質能力と照合した ( 図中 <C>)。
Ⅳ . 結果と考察
1. 幼稚園長の求める教師像
A 幼稚園の園長に行ったインタビューを分析した結
果，幼稚園の教師に求められる資質能力として，以
下の内容があげられていた。
①情熱をもって関わることができること
子どもや保護者，周囲の人に誠意をもって関われる
ことが一番大切である。
②誠意をもって関わることができること
子どもと共に生活をしながら，教師の行動や言葉で
子どもに知らせていく，いわゆる環境を通して行う
教育が，幼稚園における特色の一つである。したがっ
て，その教師の人となり，人間らしさがとても重要
である。
③周りの人の話を謙虚に聞くことができること
自分の主張をしなければいけないが，謙虚に周りの
人の言うことが聴けることも大切である。子どもの
言葉にも耳を傾けて，子どもの言っていること，し
ていることを謙虚に受け入れようとする気持ちがと
ても大切である。
④子どもと共に遊びを楽しむことができること
幼稚園は，子どもが子どもらしく自分の力を発揮し
て遊べる「遊びを保証する場」であり，教師は遊び
の場を保証できる人でなければならない。教師は子
どもと童心に返って遊べる気持ちをいつも持ち合わ
せていてほしい。
【図 1】　発言内容の分析手順　( 例：B小学校長の発言① )
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2. 小学校長の求める教師像
　B小学校及びC小学校の校長に行ったインタビュー
を分析した結果，小学校の教師に求められる資質能
力として，以下の内容があげられていた。
＜B小学校校長＞
①「笑顔」と「挨拶」ができること
　子どもたちから，どんな反応が返ってきても，教
師は元気に笑顔でしっかり挨拶をしてほしい。「おは
よう」だけでなく，「ありがとう」「すみません」「よ
ろしくお願いします」，また同僚の教師にも「ここが
ちょっとわからないんだけれども教えてもらえます
か」というのも，挨拶の範疇であると考える。
②「オンライン」ではなく「オフライン」を心がけ
ること
　最近は携帯電話やパソコンが普及しており，相手の
顔を見ることなく，時間も選ばないで，いつでも自
分が言いたいことを一方通行で伝えることができる。
しかし教師の仕事は，そのようなオンライン上では
なく，顔を合わせて目と目を合わせて，自分の思い
や考えを伝えるということを心がけないといけない。
③自分の考えをしっかりと持っていること
　まずは「はい」と言って受け止めることが大切だが，
それに加えて「でも，私はこう思いますが，どうでしょ
うか」というようなことも言えるくらい，自分の考
えを持って動けるように磨いてほしい。目的や意義
を考えることができる力が，最後まで粘り強く子ど
もの教育に向かっていこうとするエネルギーになる。
④「自分のものさし」を進化させていくこと
それぞれ自分の価値観や考え方の「ものさし」を持っ
ているが，「自分のものさし」と「他人のものさし」
の両方を理解することが大切である。そして，「自分
のものさし」をより一層磨いて進化させていくこと
により，いろいろな人の思いやニーズに対応するこ
とができ，かゆいところに手が届く教師の動きにつ
ながっていく。
⑤「鳥の目，虫の目」の両方を持つこと
地面の上をはっている青虫の目のように，小さいこ
とを詳しく見る目が必要になる場合もあるが，時に
は空を飛んでいる鳥が地上を俯瞰して見るような目
も，あわせて持つことが重要である。全体の中での
自分の取り組みと細かいことを見極める目の両方を
持つことにより，バランスがとれて成功につながり
やすくなると思う。
＜ C小学校長＞
①心身ともに健康であること
　学校現場は本当に暑い中や寒い中で生活している
ため，少々のことでへこたれるようでは勤まらない。
体が強いということは何よりの財産である。
②コミュニケーション能力を持っていること
　子ども・保護者・地域の方それぞれにしっかりと
思いを伝え，また思いを聴くというコミュニケーショ
ン能力を持っていること。そのためには，まず人の
話がしっかりと聴けることが重要である。
③子どもが大好きであること
　学校現場ではいろいろなことが起こるが，原点に
立ち返るのは，子どもが好きかどうかである。子ど
もが好きであるということがなければ，この仕事は
長続きしない。子どものため，子どもの立場に立って，
子どものために何ができるかということを考えてい
かなければならない。
④子どもから教わることができること
　教師は教えるという立場ではあるが，子どもから教
わることもある。言葉だけではなく，いろいろな行
動や何気ないひと言から教えられることも多く，い
ろいろなことを教わる力も必要である。
⑤チームの一員として動けること
　小学校はチームで動くことが多いので，協調性や
謙虚さ，また人が喜んでいることを自分も喜べる心
も必要である。
⑥夢を持っていること
　向上心や好奇心に加えて，いろんな夢を持ってい
ること。そしてその夢をしっかり人に語れることが
必要である。
⑦忍耐力を持ち，いつも笑顔で過ごせること
　しっかりとした忍耐力を持って，笑顔でいつも過
ごせること。子どもたちと笑顔で接することができ
る力も必要である。
⑧特別支援教育について勉強していること
　特別支援ということについて，学校に勤める者は
しっかり勉強していなければ，子どものことが分から
なくなってくることが多い。特別支援学校だけでな
く通常の学校であっても，特別支援教育についてしっ
かりと勉強しておく必要がある。
3. 中学校長の求める教師像
　D中学校及びE中学校の校長に行ったインタビュー
を分析した結果，中学校の教師に求められる資質能
力として，以下の内容があげられていた。
＜D中学校長＞
①感じる力をもっていること
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　思春期の子どもは，自分の気持ちを別の形で表す
ため，現象面だけを見て対応をするとトラブルにな
りやすい。その子が今やっていることから，訴えて
いることや内にあるものを感じ取り，なぜその子が
そのような行動をとるのかを考える。これは問題行
動の場合だけでなく，不登校の子ども，発達障がい
を持つ子どもでも同様で，その子がどのような支援
を求めているのかを考える。また子どもだけではな
く，親が何を訴えようとしているのかということも
感じ取れる。そのような感性を持ったような教師で
あることが大切である。
＜ E中学校長＞
①他の人と一緒に活動することができること
　学校は，一人ひとりが教えているようであっても，
学校という組織があり，隣の教師や子どもたちと協
調して一緒に活動しているため，他の人と一緒に活
動することができる教師になってほしい。人の気持
ちを推し量りながらやっていくことが重要である。
②何か特徴があること
　その話をすると，授業や普段の生活とはまた違っ
た深みがあるというような，魅力のある教師になっ
てほしい。
③子どものことを大切にできること
　今見えている子どもと，将来の子どもというのは同
じではない。今の時期だから見えている部分や，悩
みをもっている部分もあるので，長いスパンで見て
大切に育てる。きめ細かい配慮をしながら，一人ひ
とりを大切にする，そのような教師になってほしい。
④誰にでも相談できること
　気になったことを誰にでも相談できる人になって
ほしい。ホウレンソウ ( 報告・連絡・相談 ) により，
自分だけでかかえこまないで，いろいろ人の意見を
取り入れて，そして一緒に仕事ができる，そういう
人になってほしい。
4. 高等学校長の求める教師像
　F 高等学校及び G 高等学校の校長に行ったインタ
ビューを分析した結果，高等学校の教師に求められ
る資質能力として，以下の内容があげられていた。
＜ F高等学校長＞
①教科の指導力をもっていること
　本校は意欲的な生徒が集まっている学校であるた
め，常日ごろから授業を非常に大切にしている。授
業評価や授業公開も日常的に行っている。県内外か
ら授業見学のための来客も多い。また，本校の特徴
の 1 つに，実力考査の問題をオリジナルで作成する
ということがある。これは非常に難しく，エネルギー
の必要なことではある。しかし，問題を作成するこ
とは，教師の資質を高めるのに非常に効果的である
と考えている。以上のことを踏まえて，教科の指導力，
教科の深い勉強，あるいは，学問の楽しさ，それら
をきちんと教えることができる力量を身につけてい
てほしい。
②人間的に尊敬できること
　「この先生には参った」「この先生は素晴らしい」と
いうことを生徒に思わせて，初めて生徒も「この先
生から学びたい」と思うのではないかと考える。人
間性を高めるということや，人間としての魅力を高
めるということが非常に重要である。
＜G高等学校長＞
①生徒と共に成長すること
②情熱があること
　単に教えるだけでなく，子どもの成長を助け，それ
とともに自分自身も成長していくというような，情
熱のある教師になってほしい。
5. 特別支援学校教頭の求める教師像
　岡山大学教育学部附属特別支援学校の教頭に行っ
たインタビューを分析した結果，特別支援学校の教
師に求められる資質能力として，以下の内容があげ
られていた。
①障がいの特性を理解すること
　特別支援学校だけではなく，今は発達障がいの子
どもたちがいろいろなところにいるので，障がいの
特性に関する基礎的な知識を持っていてほしい。
②その子の魅力をきちんとキャッチすること
　障がいの知識が増えてくると，「自閉症だから視覚
的な支援が必要だ」などと決めつけてしまう危険性
もある。障がいの特性を理解しながらも，その子を
丸ごと見ていってほしい。性格，行動の特性，いろ
いろな良さ，背景にあることなどを含めて，その子
の魅力をきちんとキャッチできるような教師になっ
てほしい。
6. 発言内容の分析
　「Ⅲ . 方法」で示した手順に従って，学校長等の発
言を，中教審答申「教職生活の全体を通じた教員の
資質能力の総合的な向上方策」中で示された資質能
力に照らし合わせものが表 2 である。
　全校種に共通して，学校長等が重要であると考え
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ている資質能力は，「総合的な人間力」のうちの「豊
かな人間性や社会性」及び「コミュニケーション力」
であった。「豊かな人間性や社会性」に関連する言葉
として，「誠意」「謙虚さ」「忍耐力」「人間的に尊敬
できること」「生徒ともに成長すること」「笑顔」な
どを採用した。「教育は人なり」という言葉の通り，
学校長等は「人間的な魅力」を教師の資質能力とし
て非常に重要であると考えている。
　「コミュニケーション力」に関連する言葉として，
「共に楽しむ」「目と目を合わせて」「チームの一員」「感
じる力」「一緒に活動」などを採用した。「コミュニケー
ション力」は教職に限らず，一般の企業においても
今最も必要とされる資質能力である 5)。人間関係をつ
くることが苦手な児童・生徒や，過度の要求を行う
保護者に適切に対応するためにも，教師にはこれま
で以上に「コミュニケーション力」が求められている。
　また言葉自体はそれほど多くなかったが，全校種
の学校長が何らかの形で「教育的愛情」について言
及していた。やはり「子どもを愛すること」は，教
職を目指す者にとっての原点であるといえる。
校種間を比較してみたところ，幼稚園長・小学校長
の発言には，「教職に対する責任感，探究力，教職生
活全体を通じて自主的に学び続ける力」に分類され
た言葉が多かった。一方，中学校長・高等学校長の
発言には，「専門職としての高度な知識・技能」に分
類された言葉が多かった。
注目すべき点として，中学校長が二人とも，「中学生
特有の心理や行動の特性を十分に理解して対応する
こと」が必要であると発言していた。そのことを理
解しておかないと「教師も子どももお互いに辛い思
いをする」という言葉は，現場の実感としての重み
を感じることができる。
Ⅴ . おわりに
　本研究の意義としては，次の二点があげられる。
第一に，分析した発言内容が学校現場の生の声であ
るという点である。学校長等がインタビューで発言
した内容は，先行研究で行われたような質問紙にお
ける記述や，調査研究を目的として語られた言葉で
はない。今まさに学校園が求めている教師について，
学校長等が学生に向かって率直に話した言葉である。
その内容を分析することによって，より現実に即し
た「理想の教師像」に関わる資質能力の一端を明ら
かにすることができた。
　第二に，幼稚園・小学校・中学校・高等学校及び特
別支援学校の全校種における現職の学校長等へのイ
ンタビューを分析対象としたこと自体の意義である。
ほぼ同時期に同じ内容で行ったインタビューの内容
を，現在最も新しく示されている「教師の資質能力」
と照らし合わせて分類することによって，発言内容を
校種間でも比較・検討することができた。これにより，
学校種の特性と求める教師像の差異についても明ら
かにすることができた。ただし，この分析の多くは
著者らの主観に基づくものであるため，より信頼性
と妥当性のある分類・分析の方法を考えていく必要
がある。
　今後の課題としては，本研究で明らかにした教師
に必要な資質能力を，教職志望学生にどのようにし
て身につけさせるかという点があげられる。これま
でに見てきたように，教師に必要な資質能力は多岐
に渡っている。これらすべて資質能力を一人ひとり
の新指向教育等，若い教師が身につけることは，現
実的にはかなり難しいといわざるを得ない。むしろ
学校現場の中では「授業の達人」「生徒指導の達人」「学
級経営の達人」など，各教師がそれぞれの個性・特性
を発揮することによって機能的・補完的・組織的に
動いているのである。また資質能力とは固定的なも
のではなく，校内外での研修や自己研鑽，様々な社
会体験等を通して変化し，成長していくものである。
これらを踏まえて，教師として必要な資質能力につ
いての基礎的・基本的な知識・技能等を身につける
とともに，常に自ら学び成長することができる，個
性豊かな教師を育てるためのプログラムやカリキュ
ラムを開発していく必要がある。
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表 2　教師に求められる資質能力の分類
※ 1　「心身ともに健康であること」については，資質能力として分類することにはなじまいため，表中には記し
ていない。
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科学的に探究する能力の育成のために自然科学研究の手順の
模擬体験を取り入れた高等学校理数科用授業プログラムの開発
稲田　佳彦※１
要旨：スーパーサイエンスハイスクール（SSH）指定校や理数科で実施する課題研究を充実させるために，自然
科学研究の構成方法を実践的に学ぶことのできる授業を開発し試行実践した。自然科学分野での研究者養成で日
常的に行われている On the Job Training (OJT) を模した授業展開を構成し，実験・観察や研究をデザインする
ときに必要な要点を伝えることを目指した。素材として蒸発潜熱を測定する実験を用い，SSH 指定校である岡山
県立倉敷天城高等学校の理数科１年生３９名を対象に７時間の授業実践を行った結果，科学的な仮説の設定方法
や思考と発想のポイントを含めた研究の進め方の理解が進んだという結果が得られている。一方で，班内で積極
的に議論しながら実験を進める姿勢には大きな向上は認められなかった。議論の場面を強制的に設定するだけで
なく，議論を促す仕掛けが必要とされる。
キーワード：理科実験　課題研究　高等学校理数科　スーパーサイエンスハイスクール　
※ 1 稲田　佳彦（岡山大学大学院教育学研究科　自然教育学系理科教育講座）
Ⅰ．はじめに
　平成２３年度に小学校，平成２４年度に中学校新
学習指導要領が全面実施され，高等学校の数学およ
び理科も新学習指導要領が先行実施されている。新
学習指導要領の特長のひとつとして理数教育の充実
があり，理科では，小 •中 •高等学校理科の内容の
構造化を図るとともに，活用力育成を目指した探究
的な学習活動を充実させることも重視されている 1)。
高等学校理科では，新たに「理科課題研究」（１単位）
が独立に新設された。これは「高等学校理科で学習
した基礎的・基本的な知識や技能を踏まえて，これ
らを活用して探究的な活動に取り組む科目」1) として
位置づけられており，理科４科目で扱う探究活動と
ともに，探究を重視する姿勢が現れている。
　一方，未来を担う科学技術系人材を育てることをね
らいとして文部科学省と科学技術振興機構が推進し
ているスーパーサイエンスハイスクール（SSH）に
指定された高校では，特長的な内容の濃い課題研究
を実施している 2)。現在，SSH 指定校は１７８校に
のぼり，各校とも工夫をこらしながら課題研究を含
む独自のカリキュラムを実施している。
　このように，次世代の理科教育を目指して，座学
のみの理科授業から変革する動きがあるものの，課
題研究の有効な指導方法は，未だ手探りの部分が多
いのが高等学校での現状である。これは，従来型の
授業構成のままでは課題研究の指導には対応できな
いことが最大の原因であり，多くの高校教員が戸惑っ
ている部分である。通常の理科授業で実験観察を実
施する場合でも，学校教育で行う理科実験は，教科
書で習う法則や科学的事実の確認をするために活用
される場合が多い。この種の実験は学習効果を高め
るために大切な活動である。しかし，多くの場合，
教科書で与えられた実験方法に沿って活動を進める
ことになり，目的にあわせて「実験をデザインする」
活動には重きを置いていないのが現状である。科学
者の研究活動で最も必要とされる能力の一つに，実
験・観察（研究）のデザイン力がある。狙った物理量
を求めるためにはどのような実験・観察（研究）が
効果的であるかを見極める能力で，ここで独創性に
長けた手法を用いた研究は，高く評価される場合が
多い。高校生の課題研究でも，「与えられた環境の中
で工夫して効果的な実験・観察方法をデザインする」
能力は最も大切にすべきものの一つであろう。これ
は，科学的な活用力を最も試される場面でもある。
【研究論文】
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　この研究をデザインする能力の基礎として，典型的
な実験観察技術の訓練とその蓄積を欠かすことはで
きない。それと同時に共同研究者と議論しながら研
究をデザインし遂行する訓練も大切である。前者は，
すでに多くの高校でも実践例があり，理科の教科書
にも典型実験例が紹介されている。大学の教養レベ
ルカリキュラムにある「学生実験」も良い参考例と
なる。しかし，「研究をデザインする能力」は，大学
であっても，本物の研究活動を行いながら同時に鍛
えている（On the Job Training: OJT）というのが現
状であり，事前に特別なカリキュラムを組んで訓練
するようにはなっていない。最も有効な実験のデザ
インは研究対象（狙う物理量）によって様々であり，
なかなか一般化して定型化できないことが理由の一
つと思われる。特に，研究者の環境に依存した独創
的な工夫となるとなおさら定型化は難しい。しかし，
高校の課題研究を充実させるためには，生徒の「研
究をデザインする能力」を養う定型化したカリキュ
ラムを実施して科学的に探究する能力と態度をある
程度事前に鍛えておくのが理想であろう。
　そのような現状を踏まえた上で，実験研究のデザイ
ン力育成を目指したプログラムを開発して試行する
ことになった。このプログラムは，岡山県立倉敷天
城高等学校（SSH 指定校）の要請を受けて平成１９
年度に開発して実施したものである。
Ⅱ . プログラムのねらい
　生徒の「研究をデザインする能力」を養うための
定型化したカリキュラムが理想であるが，研究現場
で OJT 的に養っている現状を考えても，分野を問わ
ない「普遍的」な実験研究デザイン力を，短期間で
効果的に訓練することは困難である。本プログラム
では，高校の実験室環境で，限定したテーマを対象
に，研究過程を模擬体験するプログラムを組むこと
で，実験研究のデザインのポイントを伝えることを
目指した。共同研究が重視される近年の科学研究活
動や，一般企業でのプロジェクト班運営形態の基礎
となる能力育成も視野に入れる。そのため，生徒に
チームを組ませ，狙った物理量を測定するための実
験をチーム内の議論を利用しながらデザインする過
程，結果をチームで整理・分析する過程，それをも
とに次の実験の方向性を定める過程を自然科学研究
的に模擬体験させるプログラムとした。模擬研究体
験の後，一連の活動の意味を整理して伝えることで，
研究活動をデザインするときの一般的な構成を理解
してもらうことが最終目標である。
　課題研究を大きく３つの段階に分けると，「課題選
定」，「実験観察」，「まとめと報告」の段階となるが，
それぞれの段階で必要とされる能力の例を表１に示
す。この中で，「実験観察」段階の実験観察技術は，
例えば大学のカリキュラムにある学生実験や高校理
科の実験解説書などで養える。しかし，実験観察の
デザイン力や共同研究を活用する力などは，実際に
個別の課題研究を組み立てて実施する経験とともに
定着させる場合が殆どである。そのため課題研究の
経験の無い段階では，この大切さが実感できず，課
題研究の終盤にようやく気がつく場合が多い。その
場合は，改めて実験や解析をする時間もなく，課題
研究の完成度が低くなる。
　今回試行したプログラムでは，水とエタノールの
蒸発潜熱の大きさを求める実験を組み込んだ「ミニ
課題研究」を７時間の授業で実施する。本格的な課
題研究の前に研究過程を模擬的に経験させることを
狙っている。
　図１に今回試行した授業の模擬研究でのプロセス
と通常の自然科学研究でのプロセスの対比を示す。こ
の図は授業の最終時に生徒に配布して，研究プロセ
スのいくつかの重要な点の意味を解説する時に使用
した。以下に，いくつかの段階において配置した仕
組みやねらいについて述べる。
１. テーマ設定
　今回の授業実践では，水とエタノールを腕に塗った
ときに感じる冷たさの違いに気づかせる演示実験か
ら，その違いの原因を明らかにするというテーマ設定
を誘導する。科学的背景として，気化熱や蒸発の原
理を学び，それを元にして科学的に妥当な仮説を絞
り込み，その検証可能性を考察させる。この過程では，
教師はヒントを与えて誘導は行うが，基本的には生
徒達のチーム内での議論から導かせる。検証可能性
は定量性を確保できるかが重要な点だが，加えた熱
表１．課題研究で必要とされる能力の一例
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図１．生徒に配布した，科学研究のプロセスと授業で実施する模擬研究のプロセスの比較説明図。
左欄が今回実施した蒸発潜熱に関する模擬研究のプロセスで，右欄が研究者が行う一般的な研究プロセスを示し
ており，授業で行った模擬研究で経験した過程の意義を振り返るために利用する。
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量と蒸発量を定量的に測定できる装置のデザインを
チームで議論させる。ここでは，仕掛けとして，この
授業の２週間前に，独立した無関係な授業において，
電熱線の発熱量が電流値と電圧値を測定することで
定量的に求まることを学ばせておく。その時に使用
した装置のセットアップが，今回の授業で生徒が装
置をデザインする時の発想のヒントになる。科学的
な知識技能の豊富さが，装置や研究のデザイン力に
強く関わることを，経験を通じて認識させるための
仕掛けとなる。仮説の検証可能性の広さは研究者の
能力に依存することを認識し，基礎的な学習や先行
研究の調査が大切であることも伝える場面である。
２．実験観察と仮説の検証
　ここでは，図１に示すようなサイクルを意識させ
る。科学研究では，得られたデータ •結果が科学的
に妥当なのかどうかをチェックする姿勢は欠かせな
い。今回の実験では，水やエタノールの重量変化に
ばらつきが出た班があった。これは，適切なグラフ
を作成することで，その妥当性を確認できる。さらに，
ノイズが大きくて使えない領域を避けて解析出来る
場合があり，結果を見てどのような現象が起きてい
るのかを判断する姿勢があれば，使えるデータを選
び出して結論を導く可能性が開かれる。生徒が失敗
したと判断した実験データから，教師が使える部分
を取り出して解析し直して結論を導く様子を示すこ
とで，グラフやデータが示す自然現象を想像する訓
練もできる。ここでは，変数制御の訓練を取り入れ
る場面でもあるので，何を変数にして，どのように
制御するのかを，生徒達で議論して整理させること
が大切である。
　今回の実験では，エタノールの蒸発潜熱が大きい
という仮説が間違っていることが導かれる。仮説が
間違っていることを証明したことで，次の検証サイ
クルに移ることになる。実際には，冷却能力の違い
は蒸気圧の違いが主な原因である。
３．研究報告
　研究では，最後に論文や研究発表として報告する過
程が伴うが，取得したデータなどは，報告時に他者に
結果がわかりやすく伝わることを意識して整理しな
ければならない。研究目的や仮説の設定なども同様
である。これは，研究を進めている時から意識する
ことが大切で，そのことで研究の道筋がクリアにな
り，科学的な研究の展開を構成しやすくなる。例えば，
検証可能な仮説を班で議論するときも，他者への研
究報告を意識させるために，議論のまとめを文字化
して大判ボードに掲示させる。装置のデザインも班
で戦略を練ったら，その結果を図示してボードに掲
示させる。その他，実験のグラフや，理論的根拠の
説明など，班で議論して整理したものは，他者に伝
わるように文字や図にして逐次掲示させる。授業（模
擬研究）が終わるときには，大判ボード上に「プチ
ポスター」が出来上がることになる。これは，研究
の方向性を班員で確認しながら研究を進めるには有
効な方法だと期待しており，実際，事後アンケート
からも，実施する実験の意味や，扱う変数の意味を
生徒が認識しながら進めることができたことが読み
取れる。今回はアナログ的に紙とサインペンを使用
したが，適切な ICT 機器を使用すれば，プチポスター
を逐次作成しながらの活動は，より実行しやすくな
ると思われる。
Ⅲ．プログラムの実践について
　SSH 指定校である岡山県立倉敷天城高等学校の理
数科１年生３９名を対象に７時間の授業実践を行っ
た。倉敷天城高校は，平成１９年度当時は SSH に
５年間の第一期の指定を受けていた時期で，現在は
成果が認められて５年間の第二期の指定期間である。
第一期では，課題研究へつながるプログラムとして，
生徒の科学技術への興味 •関心を喚起することを目
的とした「サイエンスパーク」を実施していたものの，
課題研究のテーマ設定や科学的な仮説の立て方を含
む，科学研究をデザインする能力の養成には有効につ
ながらないという問題を抱えていた。そこで「研究
をデザインする」力の養成講座を実施することになっ
た。
　図２に授業実践の内容の概略を示す。約 100 分の
授業４回分で構成されている。前述のように，生徒を
班にわけて，班で議論しながらポイントになる場面で
必要な要素を生徒自身にデザインさせることを基本
にしている。議論の結果は文字やグラフや図にして，
それを大判ボードに掲示する作業を入れて，班員で
確認する。ボードは他の班の生徒や教師が見ても理
解できるように，わかりやすく整理して構成させる。
　この授業の２日目が実験の場面であり，その概略
については，図３に示す。
　この授業では，要所で，教師が適切なコメントや
誘導を入れることが重要になる。科学研究の過程で
どのような発想や組み立て方をするのが科学的なの
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図２．授業実践の内容の概略。100 分×４回の授業で構成し，１回目が研究方針の設計，２回目が実験，3 回目
が解析と考察，４回目が科学研究の構成の仕方を振り返る活動になっている。
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図３．第二回目の実験の流れの概略。
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かを，教師が単純に説明するのではなく，必ず生徒
に問いかけて，班で議論させて整理して，生徒から
引き出すことが基本である。模擬研究を経験する過
程で，各々の場面での発想の意味を実感しながら引
き出すことになる。
　図４に授業で使用したスライドの一部を示す。一
番上は，生徒が議論の結果導きだした実験の目的と
仮説と検証方法を整理した場面で使用したスライド
で，二番目は蒸発潜熱の定義とそこから導かれる必
要な測定すべき物理量の検討場面で使用したスライ
ドである。三番目のスライドはばらつきのあるデー
タから意味のある結果を導きだす方法の例示用に使
い，四番目は，授業での活動を通じて作り上げた「プ
チポスター」の様子を示している。プチポスターは
手書きで逐次付け加えながら作成するので，印刷のポ
スターの様に見栄えは良くないが，仮説（目的）か
ら装置のデザイン，検証に必要な物理量の説明，得
られたグラフの意味付け，結果と結論などの必要な
要素が配置されていることがわかる。
　
Ⅳ．プログラムの効果について
　本プログラムの効果をアンケート結果から大まか
に考察する。図５に６項目のアンケートの結果を示
す。授業を受ける前と後で生徒の考えがどのように
変化したのかを調べた。上段が授業後の様子で下段
が授業前の様子を示している。
　アンケートの結果から，生徒達は考える力（考察力）
が向上したと感じていることが伺える。また，研究方
法や仮説の重要性は概ね伝わっていることがわかる。
生徒たちの項目ごとの詳細な理解度は不明だが，この
プログラムの最大の目的である研究の構成の仕方は
伝わっているものと思われる。考える力については，
生徒が考えてアイディアを出すことをしつこく要求
したことで，かなり頭を使い考えたという実感が伴っ
ているのだと思われる。思考 •考察の過程を順序立
てて辿るような構成が効果的だったと思われる。
　ところで，図５の５，６番目の項目のアンケート結
果を見ると，授業の前後で議論への積極姿勢は改善さ
れていないようである。普段から積極的に議論した
り，意見表明をすることが少ないこともあるが，あ
えて班を構成して議論を強制した効果は出ていない。
授業中の様子を観察する限りでは，班内で活発に議
論して発言している様に見えたが，特定の生徒が中
心に議論を進める状況で，尻込みする生徒がいたの
かもしれない。通常の授業での班活動でもよく見ら 図４．授業で使用したスライドの一例
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科学的に探究する能力の育成のために自然科学研究の手順の模擬体験を取り入れた高等学校理数科用授業プログラムの開発
れるパターンだが，この授業を充実したものにする
ためには，特に，議論を促す仕組みが必要である。
Ⅴ．おわりに
　今回実施したプログラムは，課題研究の準備段階
で実施するものとして，効果が期待できるものとなっ
た。しかし，生徒に実験観察をデザインさせる理科
実験は，通常の理科の中でも取り入れるべきもので
ある。時間の制約があるなかで，毎回の授業に取り
入れることは不可能だと思われるが，通常の授業に
も少しずつ入れることが出来るように，新しい授業
案の開発は必要であろう。
　このプログラムの実践には，片山肇教諭，辻泰史
教諭をはじめとした多くの倉敷天城高校の教員にお
世話になりました。
参考文献
1) 文部科学省，『高等学校学習指導要領解説 理科編』，
実教出版，2009
2) 例えば SSH の Web サイト https://ssh.jst.go.jp な
ど
図５．アンケート結果。授業前と後での生徒の考え
方の変化を調べている。
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仮説の提示と吟味の方法の工夫による小学校社会科授業改善
―C.S. パースのプラグマティズムの理論を活用して―
杉田　直樹※１　桑原　敏典※２
　本研究は，仮説の提示と吟味の方法の工夫により，授業の中で子どもたちが主体的に仮説の確からしさを高め
ていく授業構成を提案することを目的としている。現在，小学校段階においても森分孝治の提唱する探求学習が
多く取り入れられ，科学的社会認識形成が目指されている。しかし，探求学習には，小学校で実施するには困難
な部分がある。その第一は，仮説を提示させるための教師の具体的な手立てが示されていない点である。ただ子
どもに発問をするだけでは，既有知識の少ない小学生では答えることが難しい。第二に，仮説の誤り排除が困難
であるという点である。反証事例としての事実を認識し探し出すことは，小学生には難しい。以上の二点の課題
を克服するため，C.S. パースのプラグマティズムにおける探究の理論をもとに，仮説の提示を促し，探求学習の
検証過程に代わる新たな認識形成の方法を組み込んだ小学校社会科の授業構成を提案する。
キーワード：社会科教育，小学校，仮説，C.S. パース，プラグマティズム
※ 1 杉田　直樹（岡山大学大学院）
※ 2 桑原　敏典（岡山大学）
Ⅰ．はじめに
　本研究は，仮説の提示と吟味の方法の工夫により，
授業の中で子どもたちが主体的に仮説の確からしさ
を高めていく授業構成を提案することを目的として
いる。社会科授業においては，授業を貫く問いが設
定され，その問いに対して仮説が立てられ，仮説が
検証されて認識が形成されていく。このような過程
を経るのは，この過程が科学的社会認識を形成する
ために有効であると考えられているためである。仮
説を提示し批判的吟味にかけ，それを検証していく
過程を設けている授業の代表的な例として，森分孝
治の探求学習が挙げられる。探求学習は，科学的な
知識を科学的な方法で子どもが主体的に探求するこ
とによって，子どもの科学的社会認識形成を保障す
るものとなっている。探求学習は，今日の社会科授
業の中でも，最も優れた授業の形の一つであると言
えよう。
　しかし，探求学習を小学校において実施する際，二
点の課題が存在する。第一に，科学的な方法である
探求活動の中で，仮説の設定については具体的な手
立てが明示されていないという点である。探求学習
では，より確からしい仮説を設定しそれを検証する
仮説・検証の過程が組織されている。この過程では，
仮説をどのように検証するかは詳細に検討されてい
るが，仮説をどう提示させるかは考えられていない。
しかし，小学校の段階では，仮説を提示する段階か
ら支援が必要ではないだろうか。
　第二に，厳密な誤り排除が困難であるという点で
ある。探求学習においては反証事例と考えられる事
実を探し出し，全ての反駁に耐えうるものがより確
かなものとして認められる。しかし，小学校において，
子どもが反証事例を認識し取り上げることは困難で
はないだろうか。
　以上のような問題意識から本研究では，小学校社
会科授業における仮説提示と検証に関する課題を改
善するため，具体的な仮説提示のための手立てと，
探求学習とは異なる仮説吟味の方法を組み込んだ授
業構成を提示する。仮説提示と吟味の方法を組み込
んだ原理を明らかにするため，本研究では C.S. パー
スのプラグマティズムにおける探究の理論を用いる。
プラグティズムは自我を軸とした社会認識の方法と
して捉えられ，経験主義の基礎として批判されるこ
ともあるが，探求学習を補完するものとして捉え直
すのである。パースは自らのプラグマティズムの主
【研究論文】
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張の中で，自我を軸としながらも真理へと近づいて
く科学的探究について言及している。この自我を軸
とした方法こそ小学校で行われるべき方法なのであ
る。このパースの論を社会科に応用することで，小
学校社会科の課題を克服する示唆を得ることができ
るであろう。
Ⅱ．探求学習の意義と小学校段階での困難性
　探求学習の意義は，科学的探求の過程を授業の過
程とすることで，科学社会認識を形成する点にある。
科学的な探求とは，仮説を設定し，その仮説を検証
するという過程を指す。この過程を図で表すと，次
頁のようになる。
図１　探求学習における知識成長① ( 森分孝治『現代
社会科授業理論』明治図書，1984 年，p.122.)
　既存の理論から，問題を説明するような暫定的理
論を決定する。それを事実に基づく誤り排除を繰り
返すことで，連続的に修正していくのである。そして，
誤り排除を繰り返し，それに耐えることのできた暫
定的な理論が，新たな理論となるのである。この新
たな理論では，これまでの理論では説明できなかっ
た事象を説明することが可能となっている。さらに，
この理論も新たな問題を説明していく中で，説明す
ることのできない事象に出会う可能性も残している
のである。既存の理論は何度も修正される可能性を残
している。この過程を何度も繰り返しより間違いの
ない知識を獲得していくことが，探求の過程である。
　探求学習は，科学的方法である仮説検証の過程を取
り入れている点で科学的社会認識形成に有効な学習
方法である。しかしながら，探求学習には小学校段
階において，以下の二点の課題が存在すると考える。
　　・子どもが主体的に仮説を立てることが困難で
　　　ある。
　　・厳密な誤り排除が困難である。
　まず，仮説の検証については詳細に検討されてい
るが，仮説の設定については具体的な検討は加えら
れていないという点である。仮説の設定については，
教師側の手立てが考えられていないのである。子ど
もに仮説を設定させる方法として，仮説の森分は探
求学習の理論の中で以下のように述べている。
　仮説提示の段階では，教師は，原則として学
級全員を励まして，彼らの考えを引き出すよう
に努めるべきであろう。学級の子どものもって
いる「理論」をひきだすための仮説を出させる
ために仮説を出させるととともに，なぜそうい
う仮説を提起するのかを聞き，仮説提起の根拠
を発表させる必要がある。1)
　教師は助言を与えながら子どもの既有知識や経験
を引き出して仮説を提示させ，なぜそのような仮説
を提示するのかを聞くなどして妥当性を批判的に検
討させるという役割を担っている。しかしながら，
どのような過程をふみ，どのような助言や支援を行
えば仮説を提示させることができるのかは明らかで
はない。考える問題についての既有知識や経験を用
いることができなければ，仮説がうまく設定できず，
主体的な探求とはならない。小学生は，既有知識や
経験が少ないことに加えて，意識的に仮説を立てる
という経験も少ないと考えられる。教師の具体的な
指導や授業構成を考えることが求められよう。
　もう一点の課題は，小学生にとって厳密な誤り排
除が困難であるという点である。新しい理論を打ち
立てるためには，仮説を反駁する事実を探し出し批
判的吟味にかけ，あらゆる批判的吟味に耐えうる仮
説を決定することが求められる。しかし，既有知識
や経験の少ない小学生にとって，反駁するための事
実を探し出すことは困難ではないだろうか。自らの
経験から，ある仮説の確からしさを述べることは可
能だが，仮説を反駁するための事実を提示すること
は，簡単なことではない。
　仮説を反駁する事実を探し出すよりも，自分たちの
経験や提示された事実の自分なりの解釈を基に，よ
り確からしい仮説を作り出していくことが，小学校
段階で求められる仮説の吟味方法ではないだろうか。
このように子どもの既有知識や経験を核として認識
を形成していく方法は，探求学習のように知識を飛
躍的に成長させる方法ではない。しかし，小学校の
発達段階を考慮しながら着実に社会認識を形成して
いくことのできる方法ではなかろうか。
Ⅲ．パースのプラグマティズムにおける探究の理論
　上述した探求学習の課題の解決は，C.S. パースの
プラグマティズムの探究の理論から図ることできる。
それは，パースが仮説を提示するための推論である
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アブダクションについて論じており，個人の正しい
と思うものを集団で吟味して仮説の確からしさを高
める考え方を提案しているためである。アブダクショ
ンの推論を促すことで仮説が提示されやすくなり，共
同体の吟味によって認識が形成されやすくなるので
ある。パースのプラグマティズムは，可謬主義的な
認識論を基盤とした探究と意味の理論である。ここ
でいう可謬主義とは，「人間の知識は原理的に確実・
確定的なものとはなり得ない」2)という主張である。知
識は常に誤る可能性を有しているのである。この可
謬主義の主張の中に，全体主義という主張が組み込
まれている。
　全体主義は，探究者の共同体によって正しい認識
に近づくことができるという主張である。伊藤邦武
は，「共同体主義は，存在者一般を個人的意識の内容
と等置するものであるということを，回避する」3)と述
べている。すなわち，個人の認識が存在の正しい認
識とは認めておらず，共同体で吟味を経たものが正
しい認識なのである。共同体の意見の一致がそのま
ま正しい認識の判断基準であるというわけではない
が，共同体が事実をもとに判断した意見が一致する
ことは，正しい認識に近づいたと言うことができる
であろう。
　探究の理論は，探究の目的や過程，方法について
記述されている。探究の過程においては，信念と懐
疑という状態が深い関わりをもつ。伊藤は，「信念と
は行為への傾向性としての習慣が確立されている状
態であり，懐疑は，実際的行為を可能にするための
先行的行為である探究の原因である」4)と述べている。
信念は，行為をする際の傾向性であり，広義の認識
と捉えることができよう。懐疑は，その広義の認識
と合致しない物事や経験が存在する状態である。そ
して，伊藤は「信念―( 行為 )―懐疑―( 探究 )―信念
―(行為 )―というサイクルが存在する」5)と述べている。
すなわち，信念をもとに行為を行い，懐疑が生まれ，
懐疑を払拭するために探究を行い，信念を確からし
いものとする過程が存在するのである。そして，新
たに獲得した信念をもとに行為を行うことで，新た
な疑念が生まれるというサイクルになっているので
ある。こうして，信念はより確かなものとなってい
くのである。このことから，探究の目的は信念の確
定を目指すと述べてられている。
　意味の理論とは，プラグマティズムの格率で示され
た概念を明晰にし，認識を形成する方法に関する理
論である。対象についての認識は，その対象に対し
ての何らかの行為が行われた帰結を把握するという
ことである。もしこの命題が真であれば，このよう
な行為を行えば，きっとこういう結果になるだろう
…と推論できる状態が，その命題について認識され
ている状態であると言える。また，必ずしもその行
為をしたことがあるということが前提となってはい
ない。これまでの経験によって，命題の帰結を推論
することができることが重要であると言えよう。こ
のように認識を形成し，認識の形成から信念が形成
される。その信念に疑念を抱き，探究を通して信念
を確からしいものへと高めていくのである。
　パースは以上のような探究の理論と意味の理論を
含むプラグマティズムを提唱した。パースはさらに
後年，伝統的な推論形式である演繹と帰納という推
論に加えて，アブダクションという推論を含んだ探
究の理論を主張している。パースのアブダクション
について，米盛祐二は，「すぐれた発見的機能を有す
るが，しかし可謬性の高い推論であり，帰納よりも
論証力の弱い種類の蓋然性の高い推論です」6)と述べて
いる。すなわち，間違った結論を導くことも多いが，
新たな知識を得るために必要な推論であると考えら
れる。自分のこれまでの認識では説明することので
きない事実に出会い，新たにその事実を説明しうる
仮説を立てることが，アブダクションである。そして，
米盛によれば，この形式は「論理的規則によって縛
られることがないから，それだけアブダクティブな
推論には創造的な想像力を働く余地がある」7)ものであ
る。すなわち，この形式に当てはまると考えられる
多数の仮説を提示することができる。さらに米盛は，
「アブダクションは最初にいろいろな仮説を示唆的
( 洞察的 ) 段階とそれらの仮説について検討し，その
なかからもっと正しいと思われる仮説を選ぶ ( あるい
は，それらの仮説のはかにもっと適切な仮説がない
かどうかを考える ) 熟考的な推論の段階から成り立っ
ている」8)と述べている。
　アブダクションを核とした探究活動において提示
され検証される仮説は，米盛によれば以下の四つに
分類できる。
　　・直接観察可能な事実の発見に関する仮説
　　・物理的に直接には観察不可能な事実に関する
　　　仮説
　　・法則の発見に関する仮説
　　・純粋的に理論的な対象と考えられていたもの
　　　に関する仮説9)
　第一に，直接観察可能な事実の発見に関する仮説
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である。米盛は，この種の仮説を「仮説が提案され
た時点ではまだ観察していないが，しかし観察しよ
うと思えば直接観察できる事実の発見に関する仮説」10)
と述べている。すなわち，仮説が正しいかどうかを
自ら観察できるものであろう。そして米盛は，この
ような仮説を「観察可能な一回的事実の発見に関す
る仮説」11)と述べている。個別の事実について記述す
るための仮説であると言えよう。
　第二に，物理的に直接には観察不可能な事実に関
する仮説である。過去の事実に対する仮説など，自
分で観察することができない仮説のことである。こ
の仮説も，一回的事実に関する仮説である。
　第三に，法則の発見に関する仮説である。これは，
第一や第二の種類の仮説のように一回的事実につい
て述べるのではなく，一回的事実を合理的に説明し
うる法則を導き出す仮説である。
　第四に，純粋的に理論的な対象と考えられていた
ものに関する仮説である。この第四の種類の仮説は，
もっとも普遍的なもので，より多くのものを説明す
ることができるために，科学的な価値の大きいもの
となる。
　このようにアブダクションによって形成される仮
説には四つの分類がある。四つの分類とも，思考過
程は同じである。アブダクションが起きて仮説が提
示される。提示された仮説の帰結を取り出し，テス
トにかけて検証する。それを共同体に提案し，集団
で吟味する。このような流れとなっている。
Ⅳ．先行研究の特質と課題
　小学校社会科においてパースの論を用いるのは，仮
説を提示できない，厳密な誤り排除を通して検証が
できないという困難性を子どもが持っているためで
ある。パースの論を応用すれば，仮説の提示を促し，
その仮説を子どもたちが主体的に絞り込み，吟味し，
確からしいものへと高めていくことができる。
　本研究ではパースの論を用いた先行研究の分析の
視点を，以下の三点とする。
　　・仮説の提示を促すことができているか
　　・仮説の絞り込みを促すことができているか
　　・仮説の吟味が工夫されているか
　第一に，仮説の提示に関する点である。小学校段
階の子どもには，教師が何も支援せずに一人で仮説
を立てるのは困難であろう。どのように子どもたち
に仮説を立てることを促しているかを明らかにする
ことが求められるのである。
　第二に，仮説の絞り込みに関する点である。個々
人が確からしいと思う仮説を出し合い，掘り下げる
ことで仮説を絞り込み，後の授業展開と関連付けら
れるようにする。仮説を絞り込むことを通して，授
業の見通しを持たせることが必要である。あまりに
仮説が授業内容と外れてしまうと，仮説を確かめる
過程ではなくなってしまい，体系化さていない個別
の事実を獲得することになってしまう。
　第三に，仮説の吟味に関する点である。個々人が
正しいと信じる仮説を共同体に提示し，同意を得る
ことでより確かなものとなるのである。共同体の吟
味も完全なものとはならず，間違っている可能性が
あるという点で，その仮説は更新され得るものであ
ると言えよう。全員が同じ事実に対し同じ解釈とは
ならないが，それでも合意できる部分を検討し，合
意できた部分が確からしいものとなる。
　以上の三点を基準として，パースの論を社会科へ
と応用している研究を分析する。社会科授業で応用
されているパースの論は，主にアブダクションの部
分であり，仮説形成に焦点が当てられている。パー
スの論を社会科に応用した研究は，下のように四つ
に分類できる。
　
( 筆者作成 )
　直接体験によりアブダクションを促す研究は，池
田久美子の研究が挙げられる。池田は，「はいまわる
経験主義」の再評価を行う際，パースの記号論とア
ブダクションの論理を用いている。「子どもが『はい
まわる』ことにおいて，知識成長のための不可欠の
基礎を作りつつあるのだとういうことを示したい」12)
と池田は述べている。すなわち，「はいまわる」こと
は知識を獲得するための前提であると主張している
のである。さらに池田は，「学習内容が狭く，普遍性・
一般性に乏しいものであっても，それが豊富な命題の
生成力をもつ濃密なテクストとしての性格をもって
いれば，それを基礎にしてより広く普遍性の高いも
のにすることができる」13) と述べている。「はいまわ
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る経験主義」をその時間の学習だけで評価せず，ア
ブダクションを引き起こすという点で，その後の学
習で活かすことができるのである。この研究の特質
は，アブダクションを発生させるためのものとして
「体験」を位置づけ，アブダクションを起こす要件が
明らかにされていることである。これは，仮説の提
示に関する点である。
　一方，この研究の課題は，その時間での子どもの
アブダクションを促す手立てが考えられていないこ
とである。実際に体験させるだけで，アブダクショ
ンが起きるのであろうか。次の学習のアブダクショ
ンを起こすことは想定されているが，現在の学習で
のアブダクションを促す手立てはないのである
　教材提示によりアブダクションを促す研究は，藤
岡信勝の研究が挙げられる。藤岡は，教材提示を工
夫することでアブダクションを促し，子どもに知識
を獲得させることを目指している。藤岡は，このよ
うな仮説的推論が起こりやすくなる条件として，対
象物が子どもの常識的知識と整合しない矛盾を含ん
でいること，属性についての豊かな既有知識が存在
することの二点を挙げている。まず，矛盾を感じる
ことで，矛盾を解消するような仮説をつくるように
児童を導くのである。そして，既有知識がなければ，
矛盾を感じることもできず，共通の属性を見出すこ
ともできない。このことから藤岡は，体験を重視し
ている。この研究の特質は，属性の概念からアブダ
クションによって知識が獲得される条件を示してい
る点である。共通の属性を手がかりに新しい仮説を
立て，新たな知識を獲得していくのである。
　一方で課題は，仮説の吟味・絞り込みに関しては
考えられていないこと，個別的な知識を獲得させて
いることの二点である。まず，子どもが仮説を立て
る過程は組織されているが，吟味や絞り込みがなさ
れていない。子どもが仮説を立てているが，その理
由は明示されていないため，吟味をすることはでき
ない。また，仮説を立てて検証するレベルの問題で
もないという点も課題である。第二の課題は，子ど
もが獲得する知識が，すぐに答えが出るものになっ
ていることである。
　疑似体験によりアブダクションを促す研究は，西
川満，平川公明の研究が挙げられる。西川は，教室
で疑似体験を行うことでアブダクションを促す，疑
似体験探究学習を提案している。疑似体験を通すこ
とで子どもに共通の認識を形成し，アブダクション
を促し知識の獲得を目指すという学習である。まず，
疑似体験の提示をし，疑似体験の生起と取り込みが
行われる。既有の認識と疑似体験を結び付け，疑似
体験の内容が理解されるのである。それが終われば，
未知の認識の属性を抽出する段階である。新たな認
識を形成するために，ある属性に焦点が当てられる。
経験からは認識できなかった属性を取り出し，新た
な認識形成の出発点とするのである。その後は，想
念の発生の段階である。西川によれば，想念とは「『～
のようなものではないか』という思い」14) である。す
なわち，仮説と考えることができよう。その仮説は，
次の段階で明確な認識とされる。最後は，異質認識
の探究である。これまでの認識と同一視するなどの
誤認の危険を回避するために設けられる。
　この研究の特質は，疑似体験を用いて仮説を形成し
ようと試みている点である。子どもの既有認識と共
通の属性をもつ疑似体験を設定することで，アブダ
クションを促しているのである。疑似体験を自らの
経験に引き付けることで，疑似認識が促される。そ
して，疑似認識から新たに認識する対象を取り出し，
定義を行うのである。
　一方，課題は，仮説を提示させる手立てが具体的
でなく仮説の吟味や絞り込みについて考えられてい
ないことである。
　平川は，仮説検証学習において仮説が批判的に検
討されていないことに問題意識をもち，仮説を批判
的検討しあうためにシミュレーションを用いる小学
校社会科授業を開発している。本来は子ども自身が
主体的に行うべき探究を教師が主導する形となって
いること，子どもが自分の経験と結び付けられない
抽象的な言葉だけで討論をしてしまうことが小学校
社会科の問題の原因であると考えている。これらの
課題を解決するために，平川はシミュレーションに
よる仮説の批判的検討を提案している。
　平川は，仮説設定の過程を以下の六段階に分けて
いる。第一に，仮説の発案である。ここは，思いつ
くままに仮説を列挙する段階である。第二に，仮説
の提示である。最初個人で発案した仮説を討論の場
に出し合う段階である。第三に，モデルの提示である。
仮説を出した子どもが，その仮説を図示する段階であ
る。モデルを図示し，その図をもとに討論を行うこ
とで，抽象的な言葉を投げ合うだけの討論に終わら
ないような工夫がなされている。第四に，シミュレー
ションである。様々な立場から事象を観察し判断す
ることで，多角的な視点を討論に組み込むことが目
指されている。第五に，ディブリーフィングである。
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この段階は，シミュレーションの振り返りであると
言える。第六に，仮説の設定である。この段階では，
もっとも正しいと考えられる仮説を決定する。仮説
の設定がまだできないと判断されれば，仮説の批判
的検討を繰り返すこととなる。
　この研究の特質は，シミュレーションを用いて言
語主義的な討論を克服しているという点である。こ
れは，仮説の吟味に関わる点である。言葉の上だけ
の討論であれば，経験と結びつかない言葉によって
討論が進むため，結局は子どもの認識の形成するこ
とが困難になってしまうが，それを克服している。
　一方で，課題としては，仮説の提示については考え
られていない，従来の探求学習と同様であるが挙げ
られる。検証過程では，厳密な誤り排除が求められる。
　発問によってアブダクションを促す研究は，佐藤佐
敏の研究が挙げられる。子どもが仮説設定を行いや
すい発問をすることで，認識形成を支援するのであ
る。なお，佐藤の研究は国語科のものであるが，社会
科教育に示唆を与えるものであると考え，取り上げ
る。佐藤は，「文章を解釈するということは，目にす
る文字情報を入力し，読み手が各自の既有知識に拠っ
て推論する営みである」15) とし，「この営みは，Peirce
でいうところのアブダクションに相当する」16) と述べ
ている。子どもたちの文章解釈は仮説であり，その
仮説を導くためには読み手が既有知識を用いること
が必要となる。これらの発問の具体例として，佐藤
は以下の三つの発問を挙げている。
①「A それとも B ？」という形式の発問
②「登場人物が，(X) したのはなぜか？」という
形式の発問
③「文章 (X) が，もし仮に (W) であったら，ど
うなりますか？」という形式の発問 17)
　第一に，二者択一を迫る発問である。A・B どちら
かを選択する発問を行うことで，自分の既有知識を用
いて推論を行うことを促しているのである。二者択一
に限らず，いくつかの選択肢の中から答えを選択す
る発問であると考えられる。第二に，動機を問う発
問である。この発問も，既有知識を用いながら解釈
を行うことを促すものである。第三に，仮定的に問
う発問である。この発問も自分の既有知識を用いな
がら解釈を促すものである。佐藤は，話し合いによっ
て振り返る事柄として以下の五点を挙げている。
　　・情報の入力ミスをしていないか
　　・誤った既有知識にアクセスしていないか
　　・他の既有知識にアクセスすべきではないか
　　・欠如している知識を補充すべきではないか
　　・既有知識を基にして行った推論は妥当か 18)
　根拠として挙げている本文を読み違えていないか，
推論に用いた既有知識は正しいのか，正しいとして
この解釈の場合に用いるものとして妥当なのか，主
張と理由付けがずれているといった誤った推論の形
式となっていないか，などを話し合いの中で確かめ
るのである。
　この研究の特質は，仮説を提示させるための発問
を明らかにしている点と仮説の吟味の基準を明らか
にしている点の二点である。第一に，仮説の提示に
関する点である。子どもに既有知識を活用させるこ
とを促す発問を明らかにしているのである。
　第二は，具体的にどのような点を話し合いの焦点
とするのかが定められていることである。このこと
によって，より確からしい解釈の基準が明示され，
子どもの討論による絞り込みが促される。討論によっ
て，全員の共通の認識がつくられ，それが確からし
い解釈となるのである。
　一方で，社会科授業への応用を考えた際の課題は，
発問以外に仮説提示のための手立てが考えられてい
ないことである。発問によって既有知識を促すことが
意図されているが，発問だけでは不十分である。ど
のような既有知識を用いるのかが示されていないこ
とに課題がある。例えば，「なぜ」という問いが仮説
の提示を促すと佐藤は述べているが，第Ⅱ章で述べ
たように，「なぜ」とただ問われるだけでは児童は答
えられないかもしれない。
Ⅴ．パースの探究の理論を基礎とした小学校社会科
授業構成原理
　以上のような先行研究の課題をふまえ，パースの
プラグマティズム全体と探究の論理，そしてアブダ
クションの関係を問い直す必要がある。パースのプ
ラグマティズムにおける探究の論理を応用した，仮
説の設定と確からしさを高める授業構成は以下のよ
うになる。
第一段階：仮説提示のための既有の経験と認識の確
　　　　　 認
第二段階：多様な仮説の提示
第三段階：より確かな仮説の絞り込み
　第一段階は，子どもが新たに授業で学ぶ事象と関
連した生活経験や既習事項を確認させる段階である。
この段階で，新たな事象が全く未知の事象ではなく，
これまで学んできた事象や経験と類似していること
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　第二段階は，仮説の提示である。第一段階で想起し
た既有知識を用いながら新たな事象を認識すること
ができるよう，仮説設定を促す問いを設定する。第
一段階で確認した経験や認識をもとにして，自分が
確からしいと思う仮説を提示する。このとき，子ど
もが提示した仮説には明示されてはいないが実際的
帰結やその証拠となる実際の経験や認識が反映され
ている。これを明示することで検討の対象とするこ
とができる。
　第三段階は，より確かな仮説の吟味である。子ど
もが提示した仮説は，集団内で個々人の事実の解釈
と経験から妥当であるかどうかが判断される。共同
体での検討を経ることで，一人では気付かなかった
視点から新たな認識が形成される。この視点は，子
どもたちが事実の解釈を通して自分たちで形成する
ものである。新たな認識の確からしさの基準は，こ
れまでの経験と一致しているか，事実に対する解釈
と一致しているかである。このとき，仮説の実際的
帰結を経験に基づいて明らかにし，それが本当に妥
当であるかを考えていくことが必要となる。そのた
めに「もしそれが本当だったら，どうなるか」とい
うように，仮説が正しかっ場合はどのような結果が
導かれるのかを考えることで，妥当性を検討させる
問いかけをする。
　このような三段階を経て，仮説を個々人が提示し
事実の解釈を基にその仮説を検討することで，子ど
もたち自身がより多くの仲間が同意するような仮説
を作り出すのである。この授業過程は，自分の経験
や知識をもとに事実を解釈し仮説を話しあい，自分
の知識を修正していくため，間違っていることを自
覚する過程でもある。客観的に示されているように
見える事実であっても，個々人によって捉え方が違
う可能性もあるということに気づくことができる。
　以上のような原理は，パースの仮説の四類型から
さらに細かく分類できる。小学校社会科においては，
以下のようにそれぞれの類型に内容があてはまるの
ではないだろうか。
(1) 直接観察可能な事実の発見に関する仮説
(2) 物理的に直接には観察不可能な事実の発見に
関する仮説
(3) 法則の発見に関する仮説＝様々な事象を説明
する知識に関する仮説
(4) 純粋的に理論的な対象と考えられていたもの
に関する仮説
　(1) は，目に見える対象についてそれが実際にどの
ようなものであるか，なぜそのようになっているの
かといったことについての仮説である直接観察可能
な範囲の事象についての仮説であるため，3，4 年生
の地域学習が主な学習内容となろう。身近な地域は
どのようになっているのか，身近な人々はどのよう
な活動をしているかといった事実を把握する。身近
な地域を対象としているため，子どもたちの日常経
験を想起させやすいと言える。
　(2) は，実際に目で見て確認することができない対
象についての仮説である。過去の出来事に関する事
象や地理的に離れた事象に関する仮説である。自分
たちとは遠い事象を扱うため，5 年生や 6 年生の内容
が対象となる。生活経験を想起せることは難しいた
め，既習事項を中心に推論することになる。
　(3) は，個別の事象をより合理的に説明するための
仮説である。目に見える対象，目に見えない対象に
かかわらず，それらを説明するための枠組みについ
て仮説を立てる。演繹的説明や統計的説明だけでな
く，説明的スケッチもこの類型に入る。学年を問わ
ず，どのような対象でも内容とすることができるが，
抽象的な思考が必要となるため，主に高学年である 5，
6 年生の内容が主な対象である。
　(4) は，最も抽象度が高く，複数の理論の基底とな
るような法則に関する仮説である。市場原理のよう
に，現在の経済理論の基礎となっているものが該当
する。
　このように，どのような仮説を設定させるかによっ
て仮説の立て方は変わり，学習内容によっても異な
るものであると考える。そのことから，基本となる
原理からそれぞれの類型についての原理を導き出す
必要があろう。なお，(4) の純粋的に理論的な対象と
考えられていたものに関する仮説については検討し
ていない。これは，抽象度が高く小学生には不適当
であり，このことに関して仮説を設定させようとす
る実践も見られないためである。
　また，それぞれの類型は，ある程度の順序性が存在
している。(1) は生活経験などから類推させて新たな
認識形成を図り，(2) は (1) で形成した認識から類推
させて新たな認識形成を図り，(3) の原理は (1)(2) で
形成した認識の一般化を図る。(4) は (3) を更に普遍
的な法則へと包括する。生活経験が (1)の，(1)が (2)の，
(1)(2)が (3)の，(3)が (4)の基盤となっているのである。
そのため，(1) が 3，4 年生，(2) が 5，6 年生となり，(3)
は全学年で可能であるが，主に5，6年生が当てはまる。
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　このように，原理はある程度の順序性が存在して
いるために，授業構成もそれに伴って差異が生じて
くる。それぞれの差異は，以下のように表わすこと
ができる。
(1) 直接観察可能な事実の発見に関する仮説
　　第一段階：日常の生活経験や調べ活動からの関
　　　　　　　 連事象の取り出し
　　第二段階：第一段階で確認したことからの類推
　　　　　　　「A は，B と同じだから C だ」
　　第三段階：新たな事象の解釈の確認
　　　　　　　「A が B と違うのは，D だからだ」
(2) 物理的に直接には観察不可能な事実の発見に関す
る仮説
　　第一段階：既習事項や間接経験からの類似事象
　　　　　　　 の取り出し
　　第二段階：第一段階で確認したことを基にした
　　　　　　　 事象の解釈
　　　　　　　「A は B と同じだから C だ」
　　　　　　　 「A は B と違う点があるから D だ」
　　第三段階：新たな事象の解釈の確認
　　　　　　　「A が B と違うのは，E だからだ」
(3) 法則の発見に関する仮説
　　第一段階：日常の生活経験や既習事項からの類
　　　　　　　 似事象の取り出し
　　第二段階：類推では説明できない事象の解釈の
　　　　　　　 確認 
　　　　　　　①第一段階で確認したことに反する
　　　　　　　事実の指摘
　　　　　　　「A なのに，B なのはなぜか」
　　　　　　　②意外な事実が成立する条件の提示
　　　　　　　「C であれば B であるのは当然だ」
　　第三段階：仮説の妥当性の確認
　　　　　　　「本当に C で説明がつくのか」
　(1) 直接観察可能な事実の発見に関する仮説では，
第一段階で日常の生活経験や調べ活動から関連事象
を取り出す。警察や消防署の仕事のように，直接観察
できるものが対象であるため，これまでの生活経験
を活用することができよう。観察対象につながる自
らの認識を確認させて，類推を促すのである。第二
段階では，第一段階で確認した生活経験などからの
類推を促す問いかけを行い，「A は，B と同じだから
C だ」という仮説を提示させる。第三段階は，仮説を
修正させていくために，生活経験や調べ活動との違
いを発見させる。「A が B と違うのは，A が D だから
だ」という思考を促し，新たな仮説を子どもたち同
士で検討しあい，新たな認識を形成させるのである。
　(2) 物理的に直接には観察不可能な事実の発見に関
する仮説では，第一段階で既習事項からの類似事象を
取り出す。この分類の仮説は，歴史など自分とは離
れた事象を対象とするもので，直接観察可能な事実
のように生活経験を類推に用いることは難しくなる。
そのため，それまで学んだ内容から類推させること
が必要となる。まず，新たに学習する内容と類似し
た内容を想起させる。第二段階では，新たな事象と
それに対する解釈の提示を促す問いかけを行い「A は
B と同じだから C だ」「A は B と違う点があるから D
だ」という解釈を提示させる。A が C，D であると判
断するのは，何れも既習事項 B が基準となっている。
類推させることももちろんだが，既習事項を新たな
認識と比較しその違いに気づくことも大切である。5
年生以上であれば，このことも可能であろう。第三
段階は，新たな事象の解釈の確認である。違いを明
確にするために子どもたち同士で検討させ，「A が B
と違うのは，E だからだ」という思考を促す。このこ
とで，新たな認識を形成する。
　(3) 法則の発見に関する仮説では，第一段階で日常
生活の経験や調べ活動からの類似事象の取り出しを
行う。日常生活の経験や，既習事項から類似した内
容を確認し，仮説を立てる準備を行う。第二段階で
はまず，第一段階で確認したことに反する事実の指
摘し，「A なのに，B なのはなぜか」という思考を促
す。このことによって探求の意識を強固なものとし
て，法則にまで結び付けることができる。そして，
意外な事実が成立する条件を求める問いかけを行い，
「C であれば B であるのは当然だ」という思考を促す。
このことよって，意外な事実を合理的に説明するこ
とができよう。 第三段階は，「本当に C で説明がつ
くのか」ということを，子どもたち自身に考えさせる。
提示された事実や自分の経験を説明できるものであ
るかを検討していくのである。自らの仮説が間違っ
ていたということ，いま分かったことも新たに変更
される可能性もあるということを認識させる。
　以上のように，基本となる原理に加えて，仮説の類
型ごとに原理が存在する。これらの原理を使い分け
ることで，子どもの仮説の提示と吟味が促され，よ
り確かな仮説がつくり出されるのである
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Ⅵ．おわりに
　本研究では，仮説の提示と吟味の方法の工夫によ
り，授業の中で子どもたちが主体的に仮説の確からし
さを高めていく授業構成を明らかにした。学習課題
と類似した既有知識や経験を想起させ，既有の見方・
考え方で事象を説明させる。そして，その中で，子
どもたちが話し合って確からしさを高めていけるよ
う，仮説が経験と照らしておかしくないか，自分の
もつデータと矛盾はないか，をチェックさせる。こ
のことで，開かれた認識形成を目指す。今後は，こ
の研究の理論から授業化し，授業構成原理が有効で
あるということを実証したい。
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1978 年．
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中級後半および上級前半の学習者を対象とした
地域文化・産業を学ぶ日本語教育の試み
内丸　裕佳子※１
要旨：
　本稿は中級後半および上級前半の日本語学習者を対象とした文化クラスでの実践報告である。日本刀，ジーン
ズ・学生服などの繊維産業，団扇と扇子，麺文化の比較と伝統製法のそうめん，Ｂ級グルメと地域の農産物・海
産物，といった地域の文化・産業に根差したトピックをとりあげた。このクラスの特徴は，留学生だけでなく，
副専攻日本語教育コースの学生と国際交流に興味を持つ日本人学生がボランティアとして授業に参加している点
にある。協働学習およびプロジェクトワークが留学生にどのような刺激を与えたか，このような形式のクラスを
運営する上での課題は何かをアンケート調査から明らかにする。
キーワード：地域文化，地域産業，プロジェクトワーク，協働学習
※ 1 内丸　裕佳子（岡山大学言語教育センター）
Ⅰ．はじめに
　筆者は留学生への日本語教育業務に加えて，2009
年前期から 2010 年前期まで短期交換留学生受け入れ
業務も担当してきた。この間，中村（2005）をもと
にした交換留学プログラムに関するアンケート調査
を行い，計 34 名から回答を得た。岡山大学を選んだ
理由（複数選択可）で「大阪や東京のような大都会よ
りも小さめの都市の方が語学の勉強に適している」を
選んだ学生が 19 名（55.6％），当大学での日本文化
に関する学習の重要性を問う質問についても，５段階
評価で５（非常に重要）を選んだ学生が 19名（55.6％），
４を選んだ学生が 10 名（29.4％）おり，日本語を使
用する環境に身を置き，地方の生活の中で日本文化に
接することを望んでいる姿が窺えた。そこで，日本
語教育の一環として中級後半および上級前半の学習
者を対象に，プロジェクトワークを通して地域の文
化・産業を学ぶ授業を開講した。このクラスの特徴は，
留学生だけでなく，副専攻日本語教育コースの学生
と，国際交流に興味を持つ日本人学生がボランティ
アとして授業に参加している点にある。協働学習お
よびプロジェクトワークが留学生にどのような刺激
を与えたか，このような形式のクラスを運営する上
での課題は何かをアンケート調査から明らかにする。
Ⅱ．授業概要
　クラスは留学生８名，副専攻日本語教育コースの
学生５名，ボランティアの日本人学生４名の参加で
始まり，90 分の授業を 15 回行った。授業内容を【表
１】に記す。
【表１　授業内容】
【実践報告】
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　第３～７回目の授業では，岡山県を代表する産業
および文化を１回ずつ取り上げた。第３～７回目の
教材は，2011 年度前期に副専攻日本語教育コースの
学生が作成した教材をもとにしている。以下，教材
と授業について，①教材および授業で必ず取り入れ
たこと，②教材作成上の留意点，③授業の進め方の
３点について述べる。
１．教材および授業で取り入れたこと
　教材および授業で必ず取り入れるようにしたのは，
①受講生の理解を助ける視聴覚教材（画像・動画・
パワーポイントによる説明），②受講生が「読む，書く，
聞く，話す」の４技能を使うタスク，③個人の興味
と結びつけるための自国文化・産業との比較を行う
問いかけ，④受講生が協働で作業をするタスクの４
点である。
　これらは，受講生の日本語使用を現実のコミュニ
ケーションに近づけるために必要な要素だといえる。
この授業は，日本語を外国語として学ぶ留学生のた
めの日本語科目の一つとして開講している。言語学
習の面から授業を捉えると，プロジェクトワークお
よび受講生全体での協働学習は，現実社会で通用す
るコミュニケーション能力を養うことをその主な目
的とする。プロジェクトワーク形式による言語学習
の利点として，①生の日本語に触れられること，②
より現実的なコミュニケーションストラテジーが養
えること，③自身の日本語力が実感できること，④
学習者主導の活動であることの４点が挙げられる（バ
ルダン他（1988））。これら４点について，具体的に
説明すると以下のようになる。文型・語彙を中心とし
た言語学習では，教室内で学習する日本語と現実生
活での日本語とがかけ離れてしまう面がある。受講
生が興味・関心を持つ話題や内容で生教材を提供し，
それについて受講生同士が協働で課題に取り組む授
業形式において，言語は手段として用いられ，そこ
での日本語のやりとりはより現実的なコミュニケー
ションに近づくといえる。例えば，意味がわからない
時は，適切な聞き返しのストラテジーを用いる必要
があり，意見を述べる時には，わかりやすく伝える
ストラテジーが駆使される。そこでの活動を通して，
受講生は自身の日本語力を実感すると同時に，コミュ
ニケーションを成立させるために必要なスキルや自
身の課題に気づく機会も得る (1)。コミュニケーション
で大切なのは，相手と良好な関係を築きつつ個人が
いかにその行動目的を達成できるかである（ヨーロッ
パ日本語教師会・独立行政法人国際交流基金（2005），
吉島・大橋（2004））。人間は自身の行動目的の遂行
のために言語を用いる。この授業において，受講生
は興味・関心を持つ話題・内容について理解を深め
るという行動目的遂行のため，互いに助け合い，適
切なコミュニケーションを図る。プロジェクトワー
クおよび協働学習による授業は，より現実的な言語
使用を学ぶ機会を提供しているといえる。
　視聴覚教材を取り入れたのは，受講生の興味・関
心を引くための手段でもあるが，難解な語彙・表現
の理解補助としての役割も担う。視聴覚教材に対す
る興味・関心がきっかけとなり，受講生同士の話題
が広がることもある。
　自国文化・産業との比較を行う問いかけを取り入
れたのは，問題をより身近に感じさせるためである。
　「読む，書く，聞く，話す」の４技能を使うタスク
を取り入れたのは，資料を読んだり，受講生同士で
話し合ったり，意見に耳を傾けたり，必要な部分を
メモに書き記したりする活動を通して問題意識を深
め，現実的なコミュニケーション能力に近づけるた
めである。
２．教材作成上の留意点
　受講生の日本語のレベルを中級後半から上級に設
定したが，授業で提供される資料の語彙や表現が難
しすぎると，学習に支障をきたす。授業では基本的
に生教材の配布を心がけたが，教材作成にあたり次
の３点に留意した。①日本語能力試験 N2（旧 2 級）
レベルの語彙・表現を中心にすること，②漢字にす
べてルビをふること，③わかりにくい，あるいは説
明しにくい語彙や表現がある場合は，図や写真など
を入れて理解を助けるようにすること。
　さらに，授業の理解を深め，受講生が壁新聞を作
成する際，テーマ選びの参考になるように，教材の
冒頭に「今日のキーワード」をつけた。
　第３～７回目の授業の教材は，2011 年度前期に副
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専攻日本語教育コース生を対象に筆者が担当した「日
本語技能別指導法」でのプロジェクトワーク教材作
成課題がベースになっている。2011 年度および 2012
年度の「日本語技能別指導法」で副専攻日本語教育
コース生が取り上げたテーマをまとめたのが【表２】
である。受講生は岡山県出身者が多く，教材作成を
通して，県内および県外出身者が共に気づきを得て
いた。筆者にとっても歴史，文化，習慣等学ぶこと
が多く，今後もこの活動を続け，留学生向けの授業
のテーマを増やすことにつなげたい。
【表２　プロジェクトワーク作成課題のトピック】
３．授業の進め方
　第３～７回目の岡山県を代表する産業および文化
を学ぶ授業では，次の手順で学習を進めた。
①画像，動画，パワーポイントを用いて岡山県の産
業および文化の概要を教師が 10 ～ 15 分程度で紹
介する。
②読解資料，図・写真・漫画等の視覚的な資料を与え，
３～４人のグループで話し合いながら，適宜必要事
項をワークシートに記入し，理解を深める。
③②の活動で興味を持った点・疑問に思った点を小
グループで話し合う。
④③の活動を受講生全員で共有する。
⑤授業内容の確認とまとめを行う。
　⑤のまとめにおいて，③④の活動で気づいたこと
を学習者に毎回記録させ，壁新聞のトピック探しの
ヒントになるように心がけた。
　第３～７回目の教材作成に従事した副専攻日本語
教育コースの学生もボランティアとして授業に参加
し，他の学生からの質問に対し，補足説明を行うこ
ともあった。
　第８回目以降の活動は，第７回目までの授業内容を
参考にしながら，受講生が日本人学生および留学生に
「岡山の面白さ」を伝える壁新聞を作る作業が中心と
なった。留学生は各自でテーマを決め，クラス内の日
本人学生の協力を得て，必要に応じて学外の講座を
受講したり，インタビュー調査を行ったりしながら，
壁新聞作成に取り組んだ。作成した新聞は大学のオー
プンキャンパス開催日に合わせて，国際センター掲
示板，日本語コース掲示板，イングリッシュカフェ，
学内 3 か所の食堂，図書館入口の７か所に掲示した。
　受講生が作成した壁新聞の内容は【表３】のとお
りである。
【表３　壁新聞の内容】
　留学生 8 名のうち，最終的に壁新聞まで作成でき
たのは４名だった (2)。４名は教室外でも積極的に調
査活動を行っていた。【表３】１のアメリカ人学生は，
日本人学生とよく旅行に出かけており，壁新聞の内
容は旅行に対する関心が反映されている。【表３】２
のアメリカ人学生も新聞作成にあたり，岡山県出身
者にインタビューを行ったり，協力を得たりして積
極的に壁新聞を作成していた。【表３】３のトルコ人
学生は，母国でも日本でも剣道を習っており，第３
回目の授業で紹介した日本刀に興味を持ち，備前岡
山日本刀傳習所による学外の公開講座にも参加して
いる。【表３】４のロシア人学生は日本文化に興味を
持っており，第５回目の授業で取り上げた後楽園で
の投扇興の紹介から，後楽園のイベントについて調
べ，後楽園が主催する「和の学校」にも参加している。
授業活動がきっかけとなって岡山について積極的に
学んでいたといえる。
Ⅲ．アンケート調査の結果と分析 
　プロジェクトワーク，および日本人学生との協働
学習が受講生にどのような刺激を与えたか，このよ
うな形式のクラスを運営する上での課題は何かを明
らかにするため，アンケート調査を行った。アンケー
ト調査用紙は留学生向け，日本人学生向けの２種類
作成した。
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１．調査内容 
　主な調査内容は以下の 4 点である。
①授業内容に対する評価（第３～７回目の授業内容
／第８回目以降の授業内容）
②授業形式に対する評価（１回完結紹介型の授業回
数に対する評価／協働学習に対する評価）
③教室活動の負担（動画視聴／資料読解／日本語で
の話し合い／壁新聞作成）
④岡山に対する興味・関心・理解
　アンケート調査の質問は以下のとおりである。1. ～
21. の質問は留学生，日本人学生双方に行ったもの
である。22. ～ 25. は留学生のみへの質問，26. ～
28. は日本人学生のみへの質問である。回答について
は，質問 1.は「はい・いいえ」の 2択形式，質問 2.～ 9.と
質問 11. ～ 19. と質問 22. ～ 28. は５段階評価形式，
質問 10. は回答選択形式（複数回答可），質問 20. ～
21. は自由記述形式をとった。５段階評価において，
5 は「強く思う」，3 は「ふつう」，1 は「思わない」
とした。留学生６名，日本人学生６名の回答を得た (3)。
＜留学生・日本人学生共通の質問＞
1 . プロジェクトワークのクラスは初めてだった。
2 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトは面白かった。
3 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトで見た動画は参考に
なった。
4 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトで，日本語の資料を
読むのは大変だった。
5 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトで，日本語で話す（日
本人学生向けの質問：留学生と日本語で話す）の
は大変だった。
6 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトで，日本語で聞く（日
本人学生向けの質問：留学生の日本語を聞く）の
は大変だった。
7 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトで，日本人のボラン
ティアと（日本人学生向けの質問：留学生と）話
したり，考えたりするのはおもしろかった。
8 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物以外にも，岡山を知るための１回ず
つのプロジェクトを増やした方がいいと思う。
9 . 日本刀，ジーンズ，撫川うちわ，そうめん，Ｂ級
グルメ，果物のプロジェクトを通して，授業を受
ける前より，岡山に対してもっと興味を持つよう
になった。
10. １回ずつのプロジェクトで，どんな内容のものが
あったらいいと思いますか。( 複数回答可 )
①祭り
②建物
③岡山の歴史的に有名な人物
④岡山の工場
⑤日本酒
⑥みそ・しょうゆなどの日本的な食べ物
⑦伝統行事
⑧その他
11. 新聞作りを通して，岡山に対する興味が強くなっ
た。
12. 他の学生の新聞も見て，岡山についてもっと学習
できたと思う。
13. 新聞作りはよかったと思う。
14. この授業を通して，岡山に対する理解が深まった
と思う。
15. この授業ではもっと日本人の学生がいた方がいい
と思う。
16. 日本人の学生といっしょに考えたり，話し合った
りする授業にした方がいいと思う。
17. 日本人の学生といっしょに新聞を作る授業にした
方がいいと思う。
18. この授業でみんなで楽しく話し合ったり，考えた
りすることができたと思う。
19. このような文化のクラスがあった方がいいと思
う。
20. このクラスをよくするために，どんなことをした
らいいと思いますか。（ハンドアウト，授業の進
め方，内容など）
21. この授業に関する感想をお願いします。
＜留学生のみへの質問＞
22. 新聞作りのためのテーマを選ぶのは大変だった。
23. 新聞作りのために，日本人のボランティアの人が
助けてくれてよかった。
24. 新聞作りで，日本語をたくさん使わなければなら
ないと感じた。
25. 新聞作りで，日本語をたくさん使って勉強になっ
た。
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＜日本人学生のみへの質問＞
26. 新聞作りの協力は大変だった。
27. 新聞作りで留学生といろいろ話し合うことができ
て勉強になった。
28. 日本人の学生も単位が取れるクラスにした方がい
いと思う。
　【表４】は上記の質問 2. ～ 9.，質問 11. ～ 19.，質
問 22. ～ 25.，質問 26. ～ 28. の５段階評価の平均を
まとめたものである。
【表４　留学生・日本人学生の評価の平均】
　授業内容については質問 2., 3., 9. の結果と質問
11. ～ 14. の結果を見ると，留学生，日本人学生の双
方から高評価を得たといえる。質問 11. ～ 14. の回答
は第８回目以降の壁新聞作成に対する授業評価であ
る。質問 11. ～ 14. は，この活動に取り組んだ学生の
みが回答している。壁新聞作成に積極的に取り組ん
だ結果が反映されているといえるが，半分の受講生
があきらめてしまったことを考慮すると，改善が必
要である。この点についてはⅢ -2. 節で述べる。　　
　質問 8. の結果を見ると，平均値が留学生，日本人
学生ともに 3.8 であり，第３～７回目のような１回完
結紹介型の授業を増やすことに対し積極的に賛成し
ているわけではない。留学生の回答者６名のうち４名
が積極的に壁新聞作成に取り組み，質問 11. ～ 14. に
対し高評価を与えていることから，壁新聞作成の時間
を含めると，１回完結紹介型の授業回数は彼等にとっ
ては妥当なものだったのかもしれない。しかし，壁
新聞作成を途中であきらめてしまった学生が半数も
いたことを考えると，壁新聞作成よりも実行しやす
い課題に変え，第３～７回目に行ったような１回完
結紹介型の授業を増やす必要があるといえる。１回
完結紹介型の授業を増やす場合，今後取り上げるべ
きトピックとして以下が質問 10. の回答に挙げられて
いた。季節の伝統行事，代表的な祭り，日本酒・味噌・
醤油など伝統的な製法で作られた食品，歴史的に有名
な人物の紹介，電気自動車・ビールなどの工場の紹介，
方言（他地域との比較）。
　協働学習については，質問 7., 16., 18., 19. の結果
から，留学生と日本人学生の双方が日本語を介してさ
まざまな気づきを得て楽しく学ぶことできたことが
窺える。質問 23., 25. から留学生にとって，日本人学
生のサポートは心強いものであったといえる。また，
留学生にとって，日本人学生や他の留学生との話し
合いが岡山の文化・産業に対する興味・関心を高め，
自国の文化・産業に対する理解の深化や地域の人々
との交流にもつながっていたようである。日本人学
生も各国の文化・産業の比較を通して留学生から学
んだり，他の日本人の意見を聞くことでさまざまな
物の見方に気づいたりすることがあり，「教える」と
いう一方的な立場ではなかったといえる。この点に
ついては，Ⅲ -3. 節で述べる。
　次に授業活動の負担について見る。質問 4. ～ 6. の
結果から，写真・動画資料，パワーポイントによる
概要紹介，資料の読解作業，話し合いの作業での日
本語使用は，留学生，日本人学生にとって大きな負
担になっていなかったことがわかる。質問 22. の結
果から，壁新聞を作成した学生にとってはテーマ選
びもそれほど困難ではなかったといえるが，受講生
の半数が壁新聞作成をあきらめたことを考慮すると，
壁新聞作成という活動形式を変えることが必要だと
いえる。
　質問番号 28. の平均値は 3.8 だが，これは学部在学
生（２名）と社会人学生（４名）の間で差が見られる。
前者２名は単位化を望んでいる。より多くの日本人
学生の参加を目指す場合，単位化について検討して
いかねばならない。
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２．壁新聞作成について
　テーマの選択から新聞作成まですべて日本語で行
うため，留学生にとって負担が大きい作業だったと
いえる。大学院生，研究生は壁新聞作成の段階で授
業をやめてしまった。授業後のアンケート調査では，
留学生，日本人学生ともに，新聞作りを通して岡山
に対してさらに興味を持つようになったと答えてい
るが，留学生の負担を考慮すると改善が必要である。
壁新聞作成ではなく，岡山の文化・産業で興味・関
心を持ったことについて現地へ行って写真や動画を
撮らせ，それに簡単なコメントを付けてホームペー
ジに掲載するといった方法も考えられる (4)。
３．協働学習について
　自由記述回答と筆者に直接語ってくれたことをま
とめると以下のようになる。協働学習を通じてさま
ざまな気づきがあり，それが学習に対する積極的な
取り組みにつながっていたといえる。どちらか一方
が教え，学ぶという力関係ではなかったこと，留学
生対日本人学生という関係だけでなく，留学生同士，
日本人学生同士で学び合うこともあったことが窺え
る。
＜留学生の意見＞
①日本人と一緒に勉強できて良かった。このような
機会がもっと増えると良い。
②地元の人が多かったので，岡山について深く知る
ことができた。
③年配の人も若い人もいて，いろいろな経験が聞け
て良かった。
＜日本人学生の意見＞
①岡山県人以外の日本人も授業そのものが勉強に
なったと思う。
②留学生と協力して一つのものを作っていくことを
楽しめた。
③この授業をきっかけに，自分でもインターネット
で調べるようになり，今まで知らなかった岡山につ
いて知ることができた。
④なかなか留学生と接する機会がないので，15 回通
してずっと接することができたのは良かった。色々
な留学生と接して，「アメリカ人だからこうだ」で
はなく，アメリカ人にもさまざまなタイプがいるこ
とがわかった。もっと留学生と交流できる機会があ
ればいいと思う。
　上記以外の授業に関する感想も以下に記す。
＜留学生の意見（原文ママ）＞
①岡山についてすごいふかく，色々のことについて
知りことができて，よかったと思います。
②日本の文化に興味は深くになっています。
③とったよかった。日本人といっしに勉強する授業
（日本語を話す授業）をこの留学ではもっとたりた
かったけど，岡大ではなかった。
④ならったことについては興味を持つようになった
ことがよかった（くわしく，深く）。
＜日本人学生の意見＞
①よく準備されていて内容は興味深く，充分楽しく
参加できた。
②他県出身学生にとっても面白い内容なので，もっ
と日本人とグループを作って進めるようにしても
いいのではないかと思いました。
４．改善点
　自由回答記述には以下の記述があった。
＜留学生の意見（原文ママ）＞
①ハンドアウトはよかったけど，サイズが大きすぎ
ると思いました。ふつうのサイズの方がいいです。
②１限目じゃない方がいい。／時間は早すぎ。
③漢字が大変だった（書くのが）。
④資料の字を見やすくしてほしい。／字はもっと大
きください。
⑤比べて考えるのが大変。
⑥このクラスは言語だけ学ぶと思っていた。文化の
クラスだと言った方がいい。
⑦遠足
＜日本人学生の意見＞
①留学生が各人で「実際に行って見る」というのは
むずかしいので，みんなで現場に出かけるというよ
うな試みがあれば，より興味が増したと思う。費用
の面とか色々問題がありますが。
②きっかけ作りとして，体験もいれてはどうでしょ
うか。（例えば果物の出荷の様子を見に行くとか）
③もっと多くの留学生が取れるとよかった。金曜の
一限は留学生に対して負担？２or ３限くらいがよ
いと思う。／金曜１限より他の曜日の４限くらいの
方が参加しやすいかもしれない。
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④他県出身者に対する情報提供としても，教養の選
択科目に入れて単位を与えられるようになればと
思いました。
⑤ボランティアで参加していることについて，同級
生から「単位も出ないのにどうして参加するの」と
不思議がられた。
　自由記述の改善点をまとめると，次の４点が挙げ
られる。
①授業内容の宣伝
②開講曜日と時限の変更（１限以外）
③授業内容に関する体験活動，フィールドワークの
導入
④資料の文字サイズと，ハンドアウトのサイズ
（ハンドアウトはＡ３サイズを使用）
　留学生が筆者個人に直接話してくれたことで，以
下の課題もある。
①日本人学生の発話（教師と学生の発話の違い。文化・
産業の言葉，方言は難しいため，易しく言い換える
よう意識化させる。）
　留学生の受講生が少なかったことの原因として，今
までにないタイプの授業を初めて開講したが，その
授業内容に関する宣伝をほとんど行わなかったこと，
金曜 1 時限目という開講時間が挙げられる。
　岡山の文化・産業をより深く理解してもらうため
には，授業の一環として受講生全員で授業内容に関
する体験活動やフィールドワークも必要である。こ
の点については課外活動時間や経済的な問題を検討
しなければならない。
　教師の発話は学習者の背景を考慮したコントロー
ルされた日本語であるが，日本人学生の発話は「生」
の日本語である。留学生と日本人学生の参加者が意
味をやり取りするための適切なコミュニケーション
スキルについて，簡単なガイドを示すといった工夫
が必要だろう。
Ⅳ．おわりに
　現在，多くの大学が国際的にも地域においても人々
と連携し，大学独自の発信をしていくことが期待さ
れている。山口県立大学では英語を介して地域文化
遺産について学ぶ取り組み（やまぐちスタディーズ）
が行われている（岩野他（2008））。「やまぐちスタ
ディーズ」や，本稿で紹介した留学生が日本語を用
いて日本人学生とともに地域の文化・産業を学ぶ教
育実践は，今後，地方大学がその特色を打ち出しな
がら短期交換留学生の受け入れを拡大していく上で
一つのアピールになるかもしれない。
　アンケート調査から，協働学習によるプロジェクト
ワークの実行が，留学生に日本語で目的を遂行する
ことができるという達成感だけでなく，岡山の文化・
産業に対する理解の深化を促し，さらには地域の人々
との交流にもつながっていたことが明らかになった。
日本語を使用する環境に身を置き，地方の生活の中
で日本文化に接することを望んでいる留学生のニー
ズに応えていくためには，授業内容・形式について
さらなる検討と改善が必要である。
　日本人学生との協働学習形式は残し，Ⅲ -2. 節，Ⅲ
-4. 節で挙げた課題を解決しながら，留学生への負担
が少ない形式で授業を展開していくことが重要だろ
う。
注
(1) 受講生の活動中の表現やコミュニケーションス
キルに問題があった場合，教師は適宜取り上げ，
フィードバックを行うが，教師主導型ではなく補
助的な教示が多い。
(2) 留学生８名のうち，４名は壁新聞作成に負担を感
じ，途中であきらめてしまった。
(3) 壁新聞を全く作成しなかった留学生１名は質問
15. ～ 17. は無評価だった。日本人学生１名は第
３～７回目の授業にすべて参加していないという
理由から質問 2. ～ 9. および 13.,14.,19. を無評価
にしている。他の日本人学生１名も質問 28. につ
いて「わからない」との理由から無評価にしてい
る。無評価回答は【表４】の数値に含んでいない。
(4) 2012 年 9 月 15 日に石川県政記念しいのき迎賓館
（金沢大学）で行われた日本語教育方法研究会にて
根津誠先生よりコメントをいただいた。
付記
　本稿は 2012 年 9 月 15 日に石川県政記念しいのき
迎賓館（金沢大学）で行われた日本語教育方法研究
会での発表内容を修正・加筆したものである。
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高度な専門性と実践的な指導力を有する教師の育成プログラム
「教師力養成講座」の開発 (4) 
―実践的な指導力を有する教師の育成―
松原　泰通※１　小川　潔※２
　平成２１度より，年６回のペースで始めた本講座は，今年度で４年目となった。当初は，学生たちが，教員採
用試験に合格したにもかかわらず，現場に出ることに不安感を持ち，相談に訪れることから，教師力をつけて，
自信を持って卒業していけるようにしてやりたいと考え，この講座を立ち上げたものである。
　現在は，その上に，現場からも，社会的にも，即戦力としての新採用教員が求められており，その意味で，実
践力のある教員として卒業させることが大切だと考えた。その内容を報告する。
キーワード：教師力，実践的指導力，教職支援，生徒指導力，人間関係づくり
※ 1 松原　泰通（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 小川　潔（岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ．はじめに
　この「教師力養成講座」を始めて，４年次となった。
　当初は学生たちの教員採用試験（以下 教採）発表
以後の合格の喜びよりも現場に出ることの不安な様
子から，どうにかしてやらなくてはという思いから
「教師力」育成のために，この講座を開発したもので
ある。
　４年経過した現在，以前にも増して，現場からも，
文部科学省（以下 文科省）を初め各自治体の教育委
員会からも，即戦力となる教員を送り出してほしい
という要望が高まってきた。
　学生たちも，このような状況を教採からも，現場か
らも，そしてマスコミからも察知し，多くの学生が
何とか力をつけたい，自信を持って卒業したい，何
をしたらいいのだろう，どんなにしたら力がつくの
だろうと，不安な気持ちが大きくなり，困惑した状
態となっている。
　この状況に，少しでも寄与できるように－実践的
な指導力を有する教師の育成－を目指し，「教師力養
成講座」の開発に，本年度も取り組むこととした。
全体構想
　過去三年間の報告（岡山大学教師教育開発センター
紀要，第２号（2012）PP.144-153 高度な専門性と実
践的な指導力を有する教師の育成プログラム「教師力
養成講座」の開発 (3)）につけ加えて，講師の基調提
案の前に，大学教員よりテーマについての教育的な
意義，内容の大切さについて講話をしていただいた。
（約１５分程度）これは，本年度の新しい試みである。
新しい試み
　これまでは，現場からの実践報告を中心に教師力
養成講座を運営してきた。これだけでも，学生にとっ
て新鮮な現場感覚が伝わり，教師力の観点から，内容
への切り込み方，迫力，情熱，子どもへの思い，周囲
への配慮，継続していく持続力など，学ぶべき点が
山ほどあり，有意義で共感をもって支持されていた。
本年度，その上に，岡山大学大学院教育学研究科（以
下 教育学研究科）の教員により，各講座内容の意義
について学問的，専門的な観点から講話していただ
いた。このことにより，学生たちは，これまで以上
に，内容の大切さを自覚し，現場からの実践報告に
ついて，真剣に考えながら受講していた。このことは，
【実践報告】
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「理論と実践の融合」であり，現場での実践を，理論
に裏付けされた形で聞くことができたと考えている。
これにより，今，文科省が中心になって提唱してい
る教師力，教育実践力が一層，学生たちの確かな力
となって付いていくものと考えている。
　「外国語活動」について，現場からの実践報告の前
に，教育学研究科英語教育講座の高塚成信教授に，小
学校における「外国語活動」の授業をする意義につ
いて講話をしていただいた。
　「学級づくり」についても同様に，現場からの実践
報告の前に，教育学研究科教職実践講座の渡邉満教
授に，学校教育においての「学級づくり」の重要性
と意義について講話をしていただいた。
　「学級びらき」についても同様，「学級びらき」の
大切さと意義について教育学研究科教育学講座の高
瀬淳准教授に講話をしていただいた。
表 1　講座のタイムスケジュール  2011
表 2　講座のタイムスケジュール  2012
図 1　全体構想
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Ⅱ．本年度の「教師力養成講座」のテーマ
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Ⅲ．学生の満足度
表 3　講座についてのアンケート結果
表 3 は，2012 年度の講座で行ったアンケート結果の
平均値と標準偏差，各年度全体の平均値と標準偏差で
ある。図２は，4 年間の年度全体の平均値と標準偏差
をグラフに表したものである。本講座は，学生のニー
ズを的確にとらえ，質の高い内容を提供することが
できていたと考えられる
図２　年度ごとの平均・標準偏差
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Ⅳ．受講生の所属
　教育学部生を中心にして，スタートしたが，セン
ターが全学化したことにより，他学部生及び大学院
生の参加が年ごとに増加した。
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Ⅴ．学生からの感想
●生徒指導に関する具体的な指導法や，指導をする
にあったての理論を知ることができ，とても勉強に
なりました。多くの事例を出していただき，また自
分自身で考え，グループ討議をすることで，考えが
より深まりました。ありがとうございました。
●たくさん考えさせられた。子どもに対する関わり
方の正解はないからこそ，自分なりに本気で関わり，
その子のことを理解したい。そのために今日学んだ
ことをたくさん生かしていきたい。
●生徒の共感力が乏しいというのは自分自身の経験
からも納得できました。情報があふれているので，感
情を経験からでなく知識として学んでいる傾向にあ
るとつくづく思いました。
●今日のお話をきいて，子どもに居場所をつくるこ
と，そして，その子に「あなたがいないと困るのよ」
と伝え，強いつながりをもつことが大事だと学びま
した。保健室も子どもの居場所になるように…とよ
く言われますが，その子の居場所になれる保健室に
できるよう子どもとの関わり，声かけを考え，つな
がりを大事にしていきたいと思いました。
●新聞というものを教育のツールにするということ
が自分の中になかったので，なるほど！！と思いま
した。“子どものために”何ができるのかという視点，
真剣に取り組むという姿勢をしっかりと持ちたいと
思います。
●この講座を受けるまで，そもそも ｢NIE｣ が何なの
か，よく分かっていませんでした。しかし，南先生
のお話を聞いていくうちに，新聞を子どもたちの教
育に使うということが，こんなにも興味深いものな
のかと驚き，とても話に引き込まれました。自分が
現場に立ったときには，まずは子ども達の興味をひ
く材料として，そして授業内容をより充実したもの
にできるように，的確に新聞を活用していきたいと
思います。
●王道だけではだめ。いろんな考え方，いろんな取
り組みをもっと知りたいと思った。おもしろい考え
方を，もっともっと生みだせる教師になりたい。南
先生は子どもたちのことを本気で考えられているか
らこそ，このようなアイデアが生まれるんだと思い
ました。
●私は高校・数学の専攻で，あまり新聞を授業に用
いることができる機会はないかもしれませんが，何
よりも，生徒に授業に関心をもたせ，より理解しや
すくさせるために，工夫をすることが大切だと感じ
ました。また，私は大学生活で ｢ 人のために行動す
る ｣ ということを心掛けてきたので，最後にあのよ
うなお話もきけて非常に良かったです。
● NIE についての実践事例など参考になる点が内容
面で多くあっただけでなく，それ以上に，若い先生が
とても積極的に学校現場で活躍されている姿が，自
分の目標となりました。私も積極的に手を挙げてた
くさんの人から意見をもらいながら成長し続けたい
という思いが強くなりました。
●先生方の授業のすごさはもちろん，情熱や子どもを
思う気持ちがとても感じられて，いい刺激をいただ
きました。試験にむけての勉強の毎日ですが，心に
残る講座でした。私もがんばろうと思えました。開
いていただき，ありがとうございました。次回も参
加したいです。
●外国語活動を行う前におさえておきたい部分につ
いて学べて，とても勉強になりました。特に「正しい
英語」ではなく「通じる英語」を身につけさせたい
というお話は，今まで，考えもしなかったことなので，
とても刺激をうけました。
●英語は自分とはあまり関係ないと思っていました
が，授業内容を考える点で考えさせられました。
●具体的な小学校での外国語活動の授業（ゲームな
ど）について知ることができました。また，小学校
での外国語活動はどうあるべきかも討論できて，自
分の考えを深めることができました。これからの小
学校での外国語活動を担っていく責任を感じました。
●様々なゲーム活動を知っているか否かは，大きく
違うと思った。子供が楽しく英語活動をできるには，
今回の様な講座を受けることが必要だと思った。
●学級づくりの実態を知ることができてよかった。同
僚性，継続性など見につけたい。
●現場の先生のお話はとても貴重で今までとは異な
る視点から考えることができてよかった。理想をも
つことは大切だが，理想通りにはいかないことも多
い現場での心構えにもなった。様々なアイデアをも
ち，その中から実行していく中で，クラス全体が成
長していけるような学級づくりをしていきたい。
●キレイ事ではない，現場の先生の生の声や取り組
み，生徒との関わり，同僚の先生方との関わり方な
どを聞くことができて，現場に出たときの様子を想
像したり，心構えができました。ありがとうござい
ました！
●現場で活躍されている現役の先生のお話を聞くこ
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とができ，とても勉強になりました。“お菓子”の質
問に対する受け答えなど，生徒との関係を保ちつつ
しっかりと自分の考えを伝えることのできる教師に
なれるよう努力していこうと強く感じました。また
ぜひ参加したいと思います。
●「ポリシーを持って取り組むこと」自分のポリシー
が明確にないことにドキっとしました。形容詞では
伝わらない…。具体例をあげること。
　「教える」ことばかりに着目していましたが，生徒
に寄り添うことで，一緒に歩める教師になりたいで
す。
●今まで学級開きが大切だということは聞いていま
したが，何をすればよいのか全く知りませんでした。
どんな学級にするか，どんな子を育てたいか，自分
のポリシーをもつことで，学級開きがスムーズに行
えます。残りの学生生活の中で，自分の求める子ど
も像を明確にしていきたいです。また，たくさんの
経験をしていきたいです。
●４月から実際に学校現場に立つということでとて
も不安な部分が多かったが，今回，先生方のお話を
聞いて，具体的に自分がどうするかを考える構えが
できたと思う。特にお話の中で印象に残ったのがポ
リシー。これをもっと今より明確なものにあと２ヶ
月で作り上げていきたい。
●今回学級開きというテーマでしたが，担任をもつこ
とのない養護教諭を目指すものにとってもとても勉
強になりました。“黄金の”１０日間は養護教諭にとっ
ても同じだと思います。ひきつぎによって注意の要す
る子や支援の必要な子をリストアップし，初めて会っ
た時から名前で呼びかけ関係を築くこと。とても大
切だなあと感じました。
Ⅵ．まとめ
　本講座の意義について，本学教員から，教育学的
見地に立って講話していただいた。このことにより，
学生たちは，現場の実践的な報告の意義の大きさに
ついて認識を深め，自分たちのこれからの現場での
取り組みに生かしたいと考えるようになった。
　昨年までの「２つの気づき」では，
　第一の気づき：
講師からの基調提案を受け，学生同士が，それぞれの
知識や経験を持ち寄って，議論することにより，自
分が体験したことのない知識や経験を知る。この結
果，個人が考えただけでは到達できないような結論
を導き出す。
　第二の気づき：
議論の結果を「まとめ」の際に発表した時に，「現実
はそんなものではない」と講師から，時には厳しく，
時には諭すように指導される。又，基調提案の真髄
がつかめていない場合，具体例を交えながら再度諭
される。
　この二つの気づきに，この講座の意義があったと考
えていたが，今回，大学教官の講話により学生たちは，
これまでの気づきの大切さを一層広い見地から改め
て認識できるようになったと考えている。
Ⅷ．今後の課題
　来年度から，「教職実践演習」と「教職実践インター
ンシップ」が本格的にスタートする。社会的な要請
である実践的教育力の育成，即戦力の養成に応える
ためにも，充実した取組みが期待される。
　一方，学生たちの気質は，失敗を恐れ慎重になる
こと，理論に頼ろうとし自分なりの価値観，感情に
自信が持てないこと，人とのかかわり合いを深める
能力が乏しくなるなどの傾向がある。
　このような状況を打破するためにも，現場での地
道な実践に出会う機会を多くつくり，教師集団の仲
間となっていく気力を養うことが重要だと考える。
Ⅷ．おわりに
　制度改革が進み，教師力の育成のあり方が模索さ
れている。
　本教師力養成講座が，その一助となればと願い，
４年間で２３回の講座を持つことができた。すべて，
講師のご好意により実現できたものである。どの講
義も録画し，参加できなかった学生たちにも，ビデ
オ視聴で継続的に指導可能となった。卒業までに１
本でも多く視聴してほしいと考えている。
　ここまで取り組むことができたのは，高橋香代前
研究科長，加賀勝研究科長のご尽力で学長裁量経費
の認可をいただいたこと，教師教育開発センター諸
先生を初め，事務スタッフ皆様のご協力，とりわけ，
小川潔先生，吉田紀子事務職員の献身的な取り組み
のお陰であり，心から皆様に感謝申し上げる。
　又，この講座の発案のきっかけは，前教育実践総
合センター長の柳原正文教授のご示唆のお陰であり，
改めて感謝申し上げる。
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wanted to give those students more practical information and advice to combine theory with practice.  We 
offered them this course as a way to let them have a lot of self-conﬁdence hoping their having “power as 
teachers” before they ﬁnish University.  
Now we think about the problem from another perspective.  We hope that Center for Teacher Education and 
Development, Okayama University with this course will turn out competent new teachers and that they will 
meet the needs of the present severe conditions.
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特別支援学校での心理教育“サクセスフル・セルフ”を用いた個別支援
水嶋　直可※１　安藤　美華代※２
要旨：特別支援学校には，情緒が不安定になったり，対人関係において様々な適応困難を抱えたりする児童生徒
も在籍している。そのため学習指導要領においても，「自立活動」という領域が設定されており，６つの区分「健
康の保持」，「心理的な安定」，「人間関係の形成」，「環境の把握」，「身体の動き」，「コミュニケーション」の指導
内容が示され重視されている。その実践としては種々の方法が用いられ，集団や個別での支援が行われている。
心理教育“サクセスフル・セルフ”は，小中学校の児童生徒において心理行動上の問題を予防し，心の健康を育
むことが報告されている。そこで本研究においては，特別支援学校の生徒に対し，心理教育“サクセスフル・セ
ルフ”を用いた個別支援を行った。その結果，心理的安定と人間関係の形成に対する力をつけることに効果があ
ることが示唆された。
キーワード：特別支援教育　　心理教育　　心理的安定　　人間関係の形成　　個別支援
※ 1 水嶋　直可（岡山県立岡山西支援学校）
※ 2 安藤　美華代（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ．はじめに
　特別支援学校の中で障害のある児童生徒は，本来
の障害に起因する学習面や行動面，対人関係等の様々
な困難さを抱え，適応困難をおこす場合も多い。また，
それによる様々な失敗経験や周囲の不適切な関わり
の積み重ねにより，自信や意欲の喪失，自尊感情の
低下をおこし，より社会への適応が困難になるとい
う悪循環に陥ることがある。
　このように，障害のある児童生徒は，その障害に
より日常生活や学習場面において様々なつまずきや
困難が生じるため，小中学校等の児童生徒と同様に
教育するだけでは不十分と言える。このため，特別
支援学校においては，学習指導要領により，小中学
校等と同様の各教科等のほかに，個々の障害による
学習上または生活上の困難を改善・克服するための
指導として，「自立活動」の領域が設定されている。
　「自立活動」の内容は，平成 21 年 3 月の学習指導
要領の改訂により「人間関係の形成」が追加され，「健
康の保持」，「心理的な安定」，「人間関係の形成」，「環
境の把握」，「身体の動き」及び「コミュニケーション」
の６つの区分とその下に26項目として示されている。
　その区分の中でも，「心理的な安定」（下位項目は，
情緒の安定に関すること，状況の理解と変化への対
応に関すること，障害による学習上生活上の困難を
改善・克服する意欲に関すること）は，自分の気持
ちや情緒をコントロールして変化する状況に適切に
対応するとともに，障害による学習上又は生活上の
困難を改善・克服する意欲の向上を図るための内容
になっている。また，「人間関係の形成」（下位項目
は，他者とのかかわりの基礎に関すること，他者の
意図や感情の理解に関すること，自己の理解と行動
の調整に関すること，集団への参加の基礎に関する
こと）では，自他の理解を深め，対人関係を円滑にし，
集団参加の基盤を培うための内容になっている。こ
のように，特別支援学校における自立活動の指導は，
個別に指導計画を作成し，計画的に行うようになっ
ている。また，個々の児童生徒へ適切な指導が行わ
れるよう，児童生徒の実態の把握，指導内容の設定，
指導方法の工夫，系統的な指導，専門家の指導助言
などを配慮しながら実践されている。
　近年，注目されている心理教育の中で，“サクセ
スフルセルフ ®”は，心理・行動上の問題を予防し，
心の健康を維持・増進させることをねらいとしてお
り，その成果が報告されている（安藤，2007，2008，
【実践報告】
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　小中学生を対象に授業の中で行う心理教育“サク
セスフル・セルフ”は，道徳・学級活動を活用し，
週 1 回１時限，年間４回を目安に，自己洞察，困難
への対処解決，ソーシャルスキルといった方法を用
いて，感情面，認知面，行動面に働きかけることで，
いじめや攻撃行動などの行動上の問題，うつなどの
心理的問題を包括的に予防し，心の健康や社会的適
応が育むことが可能であることが報告されている（安
藤，2012）。授業の中で，個別活動およびグループ活
動を行うことを通して，自分を知る方法，問題解決法，
ストレス対処法，コミュニケーションの方法，他者
に対する適切な自己主張・共感・ゆずりあいの方法，
葛藤の解決法を学習することにより，自己理解，他者
理解を深め，自己コントロール，日常生活に対する
適応力，円滑な人間関係，自己効力感を向上し，心理・
行動上の問題を減少させることを目的としている。
　この心理教育“サクセスフル・セルフ”の内容は，
自立活動の「心理的な安定」及び「人間関係の形成」
の内容に合致している。そこで，特別支援学校の生徒
に対しても，心理教育“サクセスフル・セルフ”の
手法を用いた取り組みを行うことで心理的安定をは
かり，人間関係の形成に対する力をつけていくこと
が期待できると考えた（西山，2011；堤，2012）。
Ⅱ．支援の実際
１．支援の概要
①対象生徒について
対象生徒：A 子　高校 1 年女子
　　　　　（支援開始時１５歳８ヶ月）
　A 子は，高等部入学後になかなか学校になじめず，
授業に参加できなかったり，授業中の私語や同級生
をからかったりすることがあり，仲の良い友達もで
きにくい状況が続いていた。その一方で，頭痛や腹
痛を訴えて毎日何度も保健室に来室し，家庭や学校，
他の生徒に対する不満を訴え，「自分は良くなりたい
と思ってこの学校に入った」，「授業もがんばっていき
たい」，「卒業後は，就職したい」という気持ちを表し，
現状と自分の理想の姿の間で苦しんでいる様子が伺
えた。
　また，特に苦手な授業の前には，体調不良を訴え
て授業に入ることを渋ることがあり，そのような時
に，教員に指導を受けると，乱暴な行動や声を荒げ
るようなこともあった。
　A 子の課題としては，「情緒が不安定で授業に参加
できない」，「言動が乱暴で周囲の人とのトラブルが
ある」ということが挙げられた。
　このようなＡ子の課題は，心理教育“サクセスフル・
セルフ”プログラムのねらいに合致しており，支援
方法として有効ではないかと考えられた。
　A 子にかかわる教員チーム（担任，学年団，特別
支援コーディネーター，進路指導主事，教務，教頭，
養護教諭）で支援の必要性が話し合われ，本人の了
解も得た上で，「自立活動」として行うこととなった。
そこで，日頃から家庭のことや学校のことなどいろ
いろと話をすることが多く，信頼関係ができていた
こと，担任と A 子の行動に対して毎日のように情報
交換を行っており実態について共有できていたこと
から，Ａ子の入学時から個別にかかわりがあった B
養護教諭が支援を行うことになった。
②プログラム実施方法
　心理教育“サクセスフル・セルフ”については，校
内で C プログラム開発者（臨床心理士）を講師に研
修を実施してきており，その概要や有効性について
は高等部の教員全員で，ある程度の共通理解ができ
ていた。
　また，A 子への支援の実施計画立案や，A 子に合わ
せたワークシートの作成と実施については，A 子の担
任団と B 養護教諭で検討し，C プログラム開発者に
コンサルテーションしながら進めていった。内容は
表１で示すように，レッスン１～６に分かれており，
レッスンごとに複数のワークシートで構成されてい
る。
　実施にあたっては，ワークシートの内容に対して A
子からの発言が出にくい場合を考慮し，ヒントとな
る内容や選択肢が提示できるよう，事前に担任団と
話し合い準備しておくようにした。
　実施した内容や記録は毎回教員チームに伝達する
ことで共有をはかり，その回ごとに事後評価すること
で，次の回（セッション）に向けて改善を重ねなが
ら進めた。また，学期や学年の区切りにも評価を行い，
教員チーム及び C プログラム開発者と共同してプロ
グラムの検討や修正を行った。
③実施期間
　A 子が高等部 1 年の 11 月から高等部 3 年 3 月の卒
業までの期間，2 年 5 ヶ月（全 45 回）にわたって実
施した。
　実施の時間帯は，他の授業終了後から下校前まで
の時間を設定した。　
　実施時間は，主にレッスン１～５までは，毎週 1 回，
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10 ～ 15 分で，レッスン６は月１～２回程度の間隔で，
１回 15 分で実施した。学校の行事や他の学習との兼
ね合いを考慮しつつ A 子にとって無理のないように
柔軟に進めていくようにした。
④評価方法
　A 子の自己評価としては，「なりたい自分」という
ワークシートに，自分の目標とその達成度を％で表記
したものと，プログラムにおいて記述したワークシー
トの内容や実施中の本人の発言から読み取ることに
した。
　教員には終了後にアンケートを実施し，分析する
ことで評価を行った。
表１　心理教育“サクセスフル・セルフ”プログラムの概要
注）◇はワークシートの内容についてのタイトル，(　) 内は各ワークシートの記号を示す。
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２．支援の経過
　この項における「　」は，A 子の語った内容，＜　
＞は B 養護教諭の発言を示す。
①レッスン１．“サクセスフル・セルフ”のイメージ
　と目標
　支援の開始日は担任から伝えていたが，当日の昼
には笑顔で「今日だったよな」，と保健室に日時の確
認にきた。A 子が，楽しみにしていたことが伺えた。
　L1( ア ) 楽しいと思うこと（レッスン１の自分を知
ろうについてのワークシート ( ア ) を示す。以下も
同様に表記する）では，ワークシートに記入する言
葉やその漢字の表記について気にしていたため，＜
国語の学習ではないので，気にせずにひらがなで書
いてもいいですよ＞と言うとほっとした表情になる。
また，思いを書き言葉にする際も時間をかけるため，
考えすぎることでこの時間が苦痛にならないように，
＜そのことは○○ということかな？＞，＜○○と考
えているのかな？＞等と，A 子の考えに近い言葉を引
き出せるように支援を行った。そうすることで，言
葉を選びつつも「男友達としゃべっているとき」，「（み
んなで集まって）歌うこと」と記入した。
　同様の支援を行い L1( イ ) 得意なことでは「歌を歌
うこと」，「バスケット」，「楽器の演奏」と記入した。
　これらのワークシートの内容からは，A 子が人と過
ごしたり一緒に活動したりすることに喜びを感じて
いることが考えられた。
　L1( ウ ) 自分の好きなところでは，「自分の好きな
ところなんかない」と小さな声で話す。B 養護教諭が
A 子の良いところとして，＜気がつく＞，＜親切なと
ころや優しいところ＞，＜明るい＞という話をする
と嬉しそうな顔になり，「そんな風に言われたことが
ある」と話し，「よく気がつく」，「小さい子が好き」，
「明るくおもしろい」と記入した。想像以上に A 子自
身の自己肯定感が低く，プラスのメッセージを伝え
ながら支援をする必要性があることを感じた。
　L1( エ ) がんばっているところについては，「授業
に出ること」，「みんなや先生との会話」，「出たくな
い授業があっても出るように努力している」と記入
する。A 子が自分の課題について自覚し，集団で過ご
すことや周囲との関係を大切にしたいと考えている
ことが伺えた。
　終了時に＜ L1 は次回で終わります＞と伝えると
「えっ，終わり？」と驚いたが，今後の予定を伝えると，
ほっとした笑顔になり「これからもやりたい」と話
す。また，「前はイライラしたらすぐ乱暴なことをし
ていたけど，今は我慢するようにしている。それでも，
たまってくるとどうしても我慢できなくて乱暴な態
度をとったり，物にあたったりしてしまう」と話す。
A 子が自分を客観的に捉え，気持ちを言葉で表現でき
るようになったことを感じた。＜ L2 ではそれについ
ての取り組みをするからね＞と伝えると，嬉しそう
な表情になった。担任からも本人がこの時間を楽し
みにしており，支援のある当日は普段よりも機嫌良
く過ごしているという話があった。A子が，喜んで積
極的に取り組めていることが確認できた。
　L1( オ ) 自分を好きになろうでは，自分自身の変
化として，「今までできなかったことができるように
なった」と記入した。そして自分をイメージした絵
には，笑顔でピースサインをする自分とハートをたく
さん描いた。余白には「素直にいえない自分のイメー
ジ」と書き，「卒業までにホンものの大人になりたい
です」，「よろしくお願いします」と書いた。プログ
ラムに取り組んでいく中で，自己理解が深まり肯定
的に自分を見られるようになったことや，今後への
期待と希望を示したものと考えた。
②レッスン２．友達との良い関係
　L2( イ ) 友達関係でよかったことでは，「自分が気
づかないことを言ってくれる」，「一緒にふざけあえ
る」，「悩みを言い合える」と記入した。
　L2( ウ ) 友達にしてもらったことについては悩み，
なかなか記入することができなかった。＜実習の時
は支え合ったりしなかった？＞と聞いても，「そんな
のある？」と言い，しばらく悩んでやっと「縄跳び
につきあってくれた」，「嫌な事でもつきあってくれ
た」と話す。最後に「困ったときに先輩が助けてくれ
たこと」をあげる。友達にしてもらったことについ
ての実感があまりなく，生活の中でお互いに助け合っ
た経験に対する印象も薄いようであった。
　反面，L2( エ ) 親切にしたことについては，「教室
移動のときに手を引いて（困っている同級生を助け
て）あげる」，「友達の仲直りの手助け」，「けんかに
ならないように手助け」とすぐに記入した。
　L2( オ ) 友達のことで困ったことについては，すぐ
に関連したエピソードについて話し，「相手が理由も
わからず怒っている時」，「友達とけんかをした時」，
「一人ぼっちにされること」と記入する。
　次の L2( カ ) 友達を困らせたことについては，A 子
がなかなか考えられずにいたが，＜自分ではそのつも
りがなくても，嫌な気持ちにさせたり，怒らせたり
したことがなかった？＞と問いかけると，「自分がイ
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ライラしているときに関係ない友達にあたった」，「相
手が嫌なことかもしれないのに自分がしたいことを
押しつけてしまった」，「一緒に学校へ行こうと誘わ
れたのを断った」と書いた。また，「友達のよさや気
持ちをわからないといけなかった」，「この勉強があっ
たから，人を困らせたことについても考えられて良
かった」，「それがなかったら，気づかずにすんでい
たかもしれない」と話した。自分と友達の関係のか
らこれまでの言動を振り返り，自分の課題と向き合
えるようになったのではないかと考えた。
　L2( キ ) でどんな友達になりたいかについて考えた
が，「やさしく声を掛けてあげられる人」，「素直に優
しく自分の気持ちを伝えられる人」と記入した。
　L2 を実施することで，自分と友達それぞれについ
て考えを深めることができた。そして，良い人間関
係をつくるための課題に気づき，理想とする友達像
についてもイメージすることができたと考えられた。
③レッスン３．もめごと解決の“３つのわざ（適切
　な自己主張，共感，ゆずりあい）”
　L3( ア ) で，もめごとが起こることはあたりまえで
あり，どちらかが悪いから起こるのではなくお互い
の気持ちの行き違いによるものであることを確認す
る。そして，その解決方法として，L3( イ )“もめご
と解決の３つのわざ”（適切な自己主張，共感，ゆず
りあい）があることを伝えた。
　L3( ウ ) ～ ( キ ) のワークシートは，実際に身の回
りであったもめごとを参考に３つのわざに対応した
ものを作成し，Ａ子が自分に起こりそうだと感じら
れる内容にした。ただし，以前あったもめごとに関
わる嫌な感情を思い出さないように，実際にあった
もめごとは避け，本人の気持ちに配慮した内容を担
任団や C プログラム開発者と検討し作成した。
　L3( オ )( カ ) において，A 子から「はらがたった」，
「○○して欲しかった」，「嫌だった」という発言は出
るが，その時の自分や相手の気持ちはどうだったか
については，自分から考えることは難しかった。そ
こで，＜相手はどう思ったかな？＞，＜どうしてそ
うしたのかな？＞，＜相手の気持ちがわからないと
きはどうしたらいい？＞などの発問をしたことで，A
子は自分の気持ちや相手の気持ちについて具体的に
考えることができた。
　L3( キ ) ゆずりあいは，A 子は「わかりにくかった」
と話した。ゆずりあいは相手の気持ちを考えながら自
分の気持ちも伝えることなので，両方を考える難し
さがあると話し，安心できるようにした。また，A 子
は「この勉強はこれからも続く？」と尋ねたり，「（“３
つのわざ”が）わかっていても，その時になったら
できない」とつぶやいたりした。このことから，今
の自分ができていることだけでは不十分と感じてい
ることや，今後のプログラムに対する期待感が伺え，
学習の積み重ねの必要を感じた。また，“３つのわざ”
をＡ子自身が自分の生活の中で活用していきたいと
願っていることが確認できた。
④レッスン４．考えよう適切なコミュニケーション 
　L3 において A 子が自分の課題に向き合えるように
なったことが確認できたため，L4 では L3 以上に，
学校生活の中で起こりやすいと実感できるトラブル
に関するワークシートを作成した。ワークシートの
内容については，担任団や保護者からも要望があり，
実施前から A 子の周囲の期待も高かった。
　L4( ア ) くすぐりっこでは，A 子はシナリオの内容
の理解に時間がかかり，相手の気持ちを考えること
でも悩み，なかなか考えがまとまらなかった。シナ
リオの登場人物について「D さん，F さんなどの，複
数のアルファベットでの表記がわかりにくい」とい
う訴えもあり，D さんと“私”に読み替えて進めた。
また，「次回からは名前にして欲しい」という希望が
あった。L4 からはシナリオの内容を，生活場面を意
識した内容にしたことで，A 子がより自分や相手の立
場について深く考えようとしていることが伺えた。A
子が理解しやすい支援の方法や，ワークシートの表
記への配慮が必要であると考えた。
　そこで，L4( イ ) からは，登場人物を仮の個人名と
“私”，という設定でシナリオを作成した。シナリオ
を B 養護教諭がゆっくり説明しながら読み，内容が
理解できていることを確認しながら進めた。そうす
ることで内容の理解が早くなり，ワークシートの発
問に対しても自分から考えられるようになった。
　しかし，「“サクセスフル・セルフ”を勉強してい
ても（人間関係が）うまくいかないこともある」と
いう言葉も聞かれた。
　L4( ウ ) では，「（トラブルが起きることは）どちら
かが悪いのではない」と自分から発言し，相手に対
する言葉掛けについて「“○○して”という言い方は
きついから，“○○でいい？”のほうがいいかも」と
言うようになった。相手の立場や気持ちに配慮した
コミュニケーションの取り方についても，考えられ
るようになってきたことが伺えた。
　L4( カ ) においては，もめごとが起こったときの複
数の解決方法を考えたが，A 子は B 養護教諭の支援
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がなくても考えることができた。しかし，実際の生
活の中では慣れていない相手には挨拶ができなかっ
たり，そっけない態度をとったりと，適切なコミュ
ニケーションが取れないことも続いており，担任か
らの指導もたびたび受けていた。このことについて
は，A 子自身も「人見知りだから」と困っている内容
であり，具体的な支援の必要性が感じられた。
⑤レッスン５． ストレスへの対応
　A 子が L4( イ ) で感じていた「“サクセスフル・セ
ルフ”を勉強していてもうまくいかず，気持ちがイ
ライラする」場合の対応として，ストレスについて
学習することを伝えた。すると，「（ストレスについ
て）どうなっているかわからない」と興奮気味に話し，
強い関心を示した。また，B 養護教諭が伝えたストレ
スのコントロールという言葉から，その言葉の意味
を問うこともあった。ストレスに対して A 子が積極
的に学習に向かおうという気持ちが伺えた。
　L5( ウ ) ストレスの原因について A 子は，友達と
のトラブルをあげたが，「友達と気持ちの行き違いが
あっても，言い過ぎるとトラブルに発展するから我
慢をしている」と話し，周囲との人間関係に気を使
いながら過ごし，トラブルに発展しないためのスキ
ルを身につけていることがわかった。しかし，我慢
をするということが中心であったため，それ以外の
方法も考えられることが望ましいと感じた。L4( ウ )
では，相手の立場を考えた自分の気持ちの伝え方に
ついて考えることができていたが，実際の生活場面
では必ずしも活用ができていないことも確認できた。
　L5( エ ) ストレスによる体と心の変化は，自覚して
いることが多く，選択項目だけでなく，「自分を傷つ
ける」，「物にあたる」，「授業に出たくなくなる」，「口
が悪くなる」という内容をワークシートに記入した。
　また，L5( オ ) ストレスマネージメントの方法につ
いても関心が高く，ストレスマネージメントの例と
して提示した内容について質問がでた。本人があげ
たストレスマネージメントの方法は，「好きな写真集
を見ること」，「カラオケ」，「ボーリング」だけであり，
考えられた内容が少なかった。その場ですぐにでき
る内容もなかったため，より多くのストレスマネー
ジメントの方法を知ったり試したりできるようにな
ることが必要ではないかと考えられた。
⑥レッスン６． いろいろなもめごとへの対応
　レッスン１～５までで一連のプログラムを終了し
たが，L4，L5 での A 子の様子から，適切なコミュニ
ケーションについては追加の支援が必要と考えられ
たため，もめごと解決に関する内容についてワーク
シートを作成し取り組むことにした。
　L6( イ ) は A 子が苦手としている慣れない人との人
間関係のシナリオだったが，解決方法として，「時間
が解決するのを待つしかない」という消極的な方法
しか考えられなかった。相手の気持ちや周囲の人の
気持ちを考えることはできたが，それに添った言動
をすることに対しては，「できない，自分でもできな
くて嫌な気持ち」と表現した。B 養護教諭が＜他には
どうしたら良いか思いつかないかな？＞と促しても，
「仕方がない」と考えが変わらなかった。「時間が解
決する」という考え方も大切ではあるが，A 子自身
も望ましい行動をしたいけどできない気持ちがあり，
重ねての支援の必要が感じられた。そこで，L6( ウ )
( エ ) においては，“私は”という言葉から始めること
で自分の気持ちの伝え方を考えることにした。
　そうすることで，L6( エ ) の授業中に騒がしい人に
対する話し方では，「私は勉強したいから小さい声で
話してくれる？○○さんも一緒に勉強しよう」とい
うように，自分の気持ちを伝えながら相手の気持ち
や立場を考えた話し方について考えることができた。
　これまでの支援により A 子に気持ちの変化が感じ
られたため，L6( オ ) では L6( イ ) のシナリオと同様
に，慣れない人との人間関係のワークシートを作成
し，複数の解決方法について考えるようにした。
　すると，以前は「時間が解決するのを待つしかない」
という解決方法に固執していたのが，「相手と少し話
をしてみる」，「先輩などに相談する」，「誤解や（相
手の人と）仲良くしたいことを（周りの人に）伝え
てもらう」と，積極的な解決方法を複数考えること
ができた。
　A 子がもめごとには複数の解決方法があることや，
自分から行動を起こす大切さについて理解できたこ
とが確認できた。
　また，L6( カ ) 喫煙の誘い，L6( キ ) 借金の依頼を
受けるシナリオでも，複数の断り方を考えると同時
に，相手が嫌な気持ちにならないような言葉遣いに
ついて考えることができた。
　L6( キ ) 後の自己評価で，A 子は「すごーい，すご
くできるようになってる」，「わー，本当にすごく変
わったわぁ」と興奮気味に喜ぶ。＜どうして変われ
たのか＞と聞くと，「苦手な人と話をしようとしたし，
すごくがんばれた」，「前は人に言われたことについ
て，だいたいでいいんじゃないかと心の中で思って
いたけど，今は言われたことについて次はもっとや
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ろうとか，こうしたらいいんじゃないかと考えられ
るようになった」と自分の成長について話した。
　最後，L6( ク ) まとめでの自分が成長できたことと
いう問いには，「自分の気持ちを素直に人に言えるよ
うになった事」，「イライラしたりしても切り換えがき
ちんとできるようになった事」，「物や人や自分にあ
たったりせず自分の気持ちを言える事」，「自分だけ
でなく人の気持ちもわかるようになってきた事」，「一
つ一つの目標をクリアできるようになった事」，「初
めて会った人でも挨拶などできるようになった事」，
の６つを一人で一気に記入した。
　これからのなりたい自分という問いには，「つらい
事などがでてくるかもしれないけどそれに逃げずに
立ち向かっていける立派な大人になりたいです」と
記入した。記入後，「昔の自分は嫌なことや，つらい
ことがあったらすぐに逃げていたけど，勉強した今
はそんなことしないで向かっていけるような大人に
なりたいと思っている」と将来について話をした。
　これまでの学習では，話をしながらじっくり言葉
を選び，文章表現について確認しながら進めること
が常であったが，一言も言わず自分の頭で整理して
いたことを集中して一気に記入した。A 子本人が自分
自身の成長について，自分の言葉で表現できるまで
に成長できたのは嬉しい驚きであった。
Ⅲ．評価
１．A 子の自己評価
　支援の区切りには，「なりたい自分」として自分の
目標をたて，ワークシートに現在は何％くらい達成
できているのかを記入してもらった（図１）。　
　各回の「なりたい自分」と達成度は，前回の記録
を見ず，あくまでその時々の本人の思う内容とその
達成感を記録したものである。そのため，その都度
目標が変更になったり，追加になったりしている。
最初から最後まで A 子が自分の目標とした内容は「素
直に人と話ができる」だった。途中自己評価が下がっ
たが，最終的には 30％から 60％と上昇した。
　自己評価が上昇していた内容では，「なりたい自分」
に近づいた実感が得られたと考えられるが，「心から
優しい気持ちで人と接する」については自己評価が
下がっていた。
　また，最後のまとめとして行った支援において「自
分が成長できたこと」としてあげた 6 項目（前述
L6）は，A 子が実感できた成長の姿として評価できる。
２．教員による評価結果
　A 子に関係が深く，指導の経過を共有した教員（担
任，学年団，進路指導主事，教務，教頭）にアンケー
トを配布し，回収した７名についてまとめた。
　プログラムの有意性に対しては，「かなりあると思
う」が２名，「思う」が５名であり肯定的な評価のみ
であった（図２）。
　また，A 子の変化についてはすべての者が「かなり
思う」，「思う」と回答したが，その変化の内容とし
ては 4 名が「乱暴な行動が減った」を「かなり思う」
として評価していた（図３）。
　また，「かなり思う」の回答があったのはそれ以外
にも，「声を荒げることが減った」，「将来に対して前
向きになった」，「周囲への意地悪が減った」，「友達
とのトラブルが減った」，「気持ちを穏やかに伝えら
れるようになった」が挙げられた。
　その他として記述があったのは，「教員の話を聞け
るようになった」，「考えて発言・行動できるように
なった」であった。どの項目においても，悪くなっ
たという評価はなかった。
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３．まとめ
　A 子の自己評価の内容及び教員が評価した A 子の
変化はどちらも課題であった「情緒が不安定で授業
に参加できない」，「言動が乱暴で周囲の人とのトラ
ブルがある」という課題の解決に結びついていた。
　このことから，本プログラムは心理的な安定をは
かり，人間関係の形成に対する力をつけていくこと
に効果があったと考えられた。
Ⅳ．考察
　これまでも発達障害のある児童生徒に対して，認知
行動療法，ソーシャルスキルトレーニング，アンガー
マネージメント，ストレスマネージメントなど様々な
取り組みがなされてきた（小西・稲垣・小林，2009；
中村，2009；野澤・吉岡，2010；冨谷，2010）。そ
れらはそれぞれに特徴をもち，各課題に対する有効
な方法として知られているものである。
　それに対して本プログラムは，一連の支援内容に，
自己肯定感を高めるための支援，ソーシャルスキル
を高めるための支援，怒りをコントロールするため
の支援，ストレスに対処するための支援と複数の内
容が含まれている。しかもそれらを，自己理解→他
者理解→円滑な人間関係づくりのスキル学習→スト
レスマネージメントと，理解しやすい流れに沿って
積み重ねられることが大きな特徴である。
　そして，特に自己肯定感が低い生徒は，そのこと
からの苦手意識のため，新しいことや初めてのこと
に抵抗を感じる場合が多いが（村山，2009），自分の
良いところに気づく学習からスタートできる本プロ
グラムは生徒の学習意欲を向上させることとなり抵
抗なく受け入れられたのではないかと考えられた。
　ワークシートは，なじみの薄い言葉をわかりやすい
言葉に置き換えたり，複数の内容を短くまとめたり
すること，実際の生活に近い内容にするなどの工夫
を行った。また，A 子の気持ちに配慮しながら，支援
者が捉えた A 子の課題に近いシナリオを設定し，実
生活で本人が応用しやすい工夫も行った。このよう
に，ワークシートはプログラム開発者のコンサルテー
ションのもとで，生徒の特徴や支援者のねらいによっ
て柔軟に作成することができるため，対象生徒に合
わせたものにすることができた。
　本プログラムの適応については，自己肯定感や他
者理解能力に課題がある生徒，対人関係のトラブル
のある生徒に対して有意義と考えられたが，どのよ
うな特徴をもつ生徒を対象にできるかについては検
　本プログラムがどのような課題をもつ生徒に有効
と考えられるかについては，「自己肯定感が低い」，「他
者理解の能力が低い」に６名が回答しており，「対人
関係のトラブルが多い」に４名が回答していた（図
４）。
　ただ，「A 子には有意義で有効であったが，対象と
なり得る生徒の範囲はある程度限られるのではない
か」という意見もあった。
　そして対象となり得る生徒の特徴としては，「落ち
着いて話を聞くことができる」，「自他を理解したい
気持ちがある」，「本人が課題意識をもっている」，「約
束事を意識できる」，「気持ちのコントロールがしに
くい」等があげられた（図５）。しかし，過半数の教
員が共通して回答したものはなかった。
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証が必要である。しかしながら，「落ち着いて話が聞
ける事」，「自他を理解したい気持ちがある事」，「本
人が課題意識を持っている事」や「約束事を意識で
きる事」などの特徴があるのではと考えられた。
　また，個別支援として実施した事で，他の生徒を
気にせずに自分の考えを口に出したり，まとめたり
することができ，集中して学習に取り組むことがで
きたと考えられる。1 対 1 の継続的で安定した関係の
中で行うことにより，自分が大切にされていること，
認めてもらっていることを実感でき安心して学習に
取り組むことができたと考える。しかしその反面，他
の生徒の考えを聞いたり，知ったり，やりとりをす
ることで考えを深めたりすることが難しいため，あ
らかじめ選択肢を準備しておくことや，想定される
意見を教員チームで事前に考えておくなど，内容を
深めるための工夫が必要であった。
Ⅴ．今後の課題
　今回の事例から，特別支援学校における生徒への
支援のためのツールとして，心理教育“サクセスフル・
セルフ”は有効であると考えられた。
　ただ，どのような生徒に活用できるかについては，
課題として残された。今後も事例を重ねることで明
らかにしていきたい。
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教職情報提供サービス「岡大教職ナビ」における成果と課題
佐藤　大介※１　山根　文男※ 2　髙塚　成信※ 3　加賀　勝※ 4
　岡山大学教師教育開発センターでは，教職情報提供サービス「岡大教職ナビ」の提供を平成 23 年 11 月より開
始した。岡大教職ナビでは，NetCommons を活用して教職課程・教務関連情報やボランティア情報，各種イベ
ント情報や教員・講師等募集情報，教員採用試験関連情報等をウェブサイトやメールを通して随時提供している。
そこで開始より 1 年間の経過を機に，利用者を対象としサービスの向上と改善を目的としたアンケート調査を実
施した。その結果，多くの利用者が当サービスの必要性を感じながらも，有用性については実感できないことが
判明した。その理由としては，個々のニーズに応じた情報提供がなされていない現状が浮き彫りとなった。そこ
で当センターとして利用方法の周知徹底と，情報の分類，配信方法の改善を検討し，更なるサービス向上に向け
て対応する必要がある。
キーワード：教職情報提供サービス，岡大教職ナビ，NetCommons
※ 1 佐藤　大介（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 山根　文男（岡山大学教師教育開発センター）
※ 3 髙塚　成信（岡山大学大学院教育学研究科）
※ 4 加賀　勝　  （岡山大学大学院教育学研究科・岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ．はじめに
　岡山大学教師教育開発センター（以下，「当セン
ター」）では平成 23 年 9 月に当センター公式ウェブ
サイト（http://cted.okayama-u.ac.jp/）に，国立情報
学研究所が次世代情報共有基盤システムとして開発
した Contents Management System（CMS：コンテ
ンツ管理システム）「NetCommons」を導入し，イン
ターネットを活用した積極的な教職関連情報の発信
共有を開始した（佐藤等，2012）。その中でも，とり
わけ本学の学部生・大学院生（教職課程を履修して
いる学生が中心）を対象とした教職情報提供サービ
スが「岡大教職ナビ」である。このサービスは平成
23 年 11 月より情報提供を開始しており，1 年間が経
過する平成 24 年 10 月～ 11 月にかけ，当サービスの
向上と改善を目的としてアンケート調査を実施した。
本論では，これまでの「岡大教職ナビ」の取組状況
について説明した上で，アンケート調査の結果をも
とに，本取組の成果と課題について考察する。
Ⅱ．「岡大教職ナビ」について
１．サービス提供の背景
　本学では教職に関する様々な情報が内外より提供
されている。こうした情報は，学内掲示板や大学院
教育学研究科教員対象の一斉送信メール等で学生へ
の周知が図られていた。しかしながら，教員採用試
験や講師募集，ボランティア活動依頼の情報や，学
内で実施される教員採用試験説明会の開催案内など，
教職課程履修学生にとって有益な情報であるにも関
わらず，教育学部以外では，学内の掲示板で掲示し
ているのみであり，「全学的に」十分周知されている
とはいえない状態であった。こうした問題点を改善
するため，直接学生個人に対してアクセス限定ウェブ
サイトおよびメール配信を活用した情報提供が可能
なシステムとして，NetCommons のパッケージに含
まれている「日誌モジュール」を活用することとした。
　サービスの提供開始にあたっては事前に学生等へ
のニーズ調査などは実施せず，以前から本学で掲示
板等により告知していた情報をまずは提供すること
から取り組みを始めた。サービス開始に伴い，案内
ちらし（図 1）を作成し，各種教職関連ガイダンスや
学生指導，教職関連科目授業やゼミ等で関係学生に
配布し，また学内掲示板（電光掲示板を含む）でポ
スターを掲示するなどし学生に対する周知を図った。
学生に対しては，入学時にすべての学生・大学院生
に提供される岡大 Gmail を活用して教職課程履修学
生全員にメールにて当サービス開始の案内を行った。
【実践報告】
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２．システムの設定と構成
　NetCommons の「日誌モジュール」は，活動日誌
やブログ等を作成することができ，ユーザー（権限
の設定によっては対象の絞り込みも可能）に対して
は，投稿内容をメールで即時に通知することができ
る。また，ブログには Twitter・Facebook アイコン
を表示させることができ，アイコンをクリックする
ことで，NetCommons 上の各投稿のタイトルと固定
リンクを Twitter・Facebook それぞれに別途投稿す
ることができる。当センターではこのモジュールを
活用し，ウェブサイト上とメール配信の 2 種類での
情報提供が可能となり，その他にも当センター公式
Twitter（http://twitter.com/#/okayama_unicted）で
もすべての更新情報をツイートし，Twitter ユーザー
に対してはフォローしてもらうことで最新の新着情
報を配信することができるようになっている。
　この「岡大教職ナビ」ページは当センターウェブ
サイトの会員専用ページ「CTED ポータル」内に設
置している。学生は入学時に割り当てられたシステ
ム ID とパスワードを利用して，CTED ポータルにロ
グインすることができる。岡大教職ナビには大きく
分けて 2 種類のページがある。1 つは日誌モジュール
を設置している「教職掲示板」ページであり，オン
ライン上で様々な教職情報を確認することができる。
もう一方はカレンダーモジュールを設置している「教
職カレンダー」ページであり，教職に関する様々な
スケジュール・予定を確認することができるように
なっている。NetCommonsでは携帯電話およびスマー
トフォン等のモバイル向けに最適化されたサイトが
自動で生成されるため，パソコンだけではなく，携
帯通信情報端末からのアクセス・閲覧が可能である。
この「岡大教職ナビ」ページには，本学で教職課程
を履修している学生のほか当センターや教員養成に
関係する教職員がユーザーとして登録されている。
初期設定としてメール配信はすべての教職課程履修
学生の岡大 Gmail 宛に配信されるようになっている。
学生は CTED ポータルにログインすることで配信先
のメールアドレスを任意のメールアドレスに変更し
たり，必要に応じて配信を停止することができる。
３．これまでの情報提供実績
　平成 23 年 11 月 7 日より情報提供を開始した「岡
大教職ナビ」は，配信時に情報の種類によって 7 つ
のカテゴリに分類し提供している。開始から平成 24
年 11 月 30 日までの提供状況（表 1）を分析すると，「教
員採用試験関連情報」47％と全体の約半数を占めて
おり，続いて「教員・講師等募集情報」28％と，就
図１　岡大教職ナビ案内ちらし
表１　岡大教職ナビ【カテゴリ・月別】情報提供状況（単位：件数）
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職関係，すなわち学部 3 年生～ 4 年生，大学院生向
けの情報提供が全体の 75％であることが分かる。な
お，表 1 に含まれる「その他」の項目には，事務的
な連絡であり，「指定なし」のカテゴリはすべてが分
類の未設定が原因によるもので，就職関係の情報が 7
件中 6 件含まれていた。
Ⅲ．アンケート調査について
１．調査目的と方法
　今回のアンケート調査では，岡山大学に在籍する
すべての学生および教職員（教職課程の履修歴の有
無は問わない）を対象に，岡大教職ナビの運用につ
いて，利用者のニーズや動向を把握することで当サー
ビスの改善・向上するための資料収集を主な目的と
した。平成 24 年 10 月 1 日（月）～平成 24 年 11 月
30 日（金）を調査期間とし，当センターウェブサイ
ト上での調査回答方法とした（NetCommons の登録
フォームモジュールを活用）。調査項目としては，「回
答者に関する内容（5 問）」，「岡大教職ナビサービス
全般に関する内容（6 問）」，「岡大教職ナビの利用状
況に関する内容（6 問）」の 3 種類を設け多肢選択方
式（単一回答法および複数回答法）および「自由記述（1
問）」で設定した。調査への回答依頼については，当
センターウェブサイト，岡大教職ナビ，また本学の学
内教職員専用ページを活用し回答協力依頼を行った。
２．有効回答件数について
　今回の調査期間中に回答があったのは172件であっ
たが，所属と学年の整合性が取れなかった 2 件を除
くすべての回答 170 件を有効回答とし分析を行った。
オンライン上での入力のため一定の入力制限を行っ
ており，所属・学年の整合以外の点については，筆者
の判断により無効としなかった。この170件はすべて，
調査項目結果から本学関係者であることが分かる（表
2）。ただし，インターネット上での調査であるため，
調査対象者をウェブサイト上に明記しているものの，
母集団を正確に特定できていないことを予め断って
おく。
表２　アンケート回答件数
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３．調査結果
①回答者に関する内容
（１）情報通信機器の利用状況
　回答者が岡大教職ナビにアクセスするために使用
する情報通信機器として，パソコン（デスクトップ型・
ノート型），タブレット（Android，iOS），スマート
フォン（Android，iPhone），携帯電話（スマートフォ
ンを除く）のどの端末を利用しているかを調査した。
本項目は回答の複数選択を可とした。得られた回答
では情報通信機器のいずれも持っていない者はいな
かった。
　まずパソコンについては，全体のうちデスクトッ
プ型 36 名（21.2％），ノート型 151 名（88.8％）が
所有しており，現役学生に限定すると 148 名（94.9％）
がいずれか，または両方のパソコンを所有しており，
8 名（5.1％）の学生はパソコンを所有していないこ
とが分かった。タブレットについては，全体で 7 名
（4.1％）が所有していた。スマートフォン・携帯電話
については，Android 58 名（34.1％），iPhone 31 名
（18.2％），携帯電話 75 名（44.1％），どちらも持っ
ていない者が 9 名（5.3％）であった。どちらも持っ
ていないと回答した 9 名は，すべてパソコンを所有
していた。
　すべての回答の内，岡大教職ナビへのアクセス・閲
覧に利用しているのは複数機器との併用を含めると，
パソコン 82 名（48.2％），タブレット 2 名（1.2％），
スマートフォン（Android，iPhone）62 名（36.5％），
携帯電話 47 名（27.6％），無回答 20 名（11.8％）であっ
た。また，複数の機器を利用しているのは，パソコン・
スマートフォンまたは携帯電話 41 名（24.1％），タ
ブレットとスマートフォン 2 名（1.1％）となってい
るのに対して，パソコンのみ 41 名（24.1％），スマー
トフォンのみ 36 名（21.1％），携帯電話のみ 30 名
（17.6％）となっており，過半数以上が 1 種類の機器
からのみアクセスする傾向が強いことが分かった。
（２）本学全学情報サービスの利用状況
　本学情報統括センターが中心となって様々な全学
情報サービスをすべての学生および教職員に対して
提供している。例えば，すべての本学利用者に対して，
全学情報サービスを利用するための統合認証システ
ムや岡大 Gmail の提供，学内無線 LAN スポットなど，
大学生活において必要となる多様な情報通信サービ
スを提供している。当センターウェブサイトにおい
ても，利用者の岡大教職ナビにおけるユーザビリティ
向上を目指して，統合認証システムと岡大 Gmail の
2 つの全学情報サービスを活用している。
　まず統合認証システムでは，個人識別のためにユ
ニークなランダム英数字で構成されたシステム ID（変
更不可）と，個人が任意の英数字に設定した岡大 ID
（変更可）がある。当センターウェブサイトのログイ
ンで使用できるのは，LDAP 認証が可能なシステム
ID を用いたログインのみであり，岡大 ID でのログ
インは現時点では対応できていない。しかし，ほと
んどの全学情報サービスにおいて岡大 ID を活用して
いる利用者にとって，システム ID も常日頃からアカ
ウントとして意識しているかについて調査を行った。
その結果，覚えているものとして「システム ID・岡
大 ID 両方」が 94 名（55.2％），「システム ID のみ」
が 10 名（5.9％），「岡大 ID のみ」が 54 名（32.1％）
であり，約 4 割が当センターウェブサイトに必要な
システム ID を覚えていないことが分かった。
　次に，岡大 Gmail はすべての学生に本学公式のメー
ルアドレスとして使用できるよう配布されており，
フィルタリングやメール転送，POP3 や IMAP 機能
も使用することができるようになっている。岡大教
職ナビでも情報配信メール先として岡大 Gmail を活
用している。そこで，岡大 Gmail の利用状況につい
表３　岡大Gmail 利用頻度と転送機能利用状況（単位：件数）
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て，特に利用頻度と利用頻度に応じたメール転送設
定状況を調査した（表 3）。この結果，岡大 Gmail を
日常的または時々利用している人数が140名（82.4％）
となっており，また，Gmail を利用していないが転
送設定によってメールを確認している人数を含める
と 154 名（90.6％）とほとんどの利用者はメール配
信したものを何らかの形で確認できる状態であるこ
とが分かった。
②岡大教職ナビサービス全般に関する内容
　岡大教職ナビにはオンライン上の CTED ポータル
内にある教職掲示板や教職カレンダー，メール配信
システムがあるが，それらについてどの程度周知・
理解がなされているかを調査した。
　まず岡大教職ナビサービスを知っているかどうか
に回答してもらった。その結果，「知っている」と回
答したのが，162 名（95.2％）であったが，そのうち
利用しているのは 113 名（全体の 66.7％）に留まっ
ていた。情報の確認方法としては，ウェブサイトで
閲覧する方法と配信メールを確認する方法があるが，
この 2 つの方法については，ウェブサイトでの閲覧
については，「知っている」が 110 名（64.7％）であ
るが，「利用していない」「知らない」を合わせると
117 名（68.8％）とブラウザを活用しての情報閲覧は
あまり行われていないことが分かった。一方メール
配信については，「知っている」が 149 名（87.6％）
と高く，また，「利用していない」「知らない」の合
計も 31 名（18.2％）であったことから，多くの情報
はメールで確認をしていることが推測できる。ただ
し，この結果については，本調査を実施するにあたり，
岡大教職ナビでの回答協力依頼をしている点や，岡
大 Gmail 宛の情報配信を強制的に初期設定としてい
る点等が影響しているものと考えられる。
　また，ウェブサイト上で提供している教職カレン
ダーサービスについては，存在自体を「知らない」が
124 名（73.2％）と大きく，「利用している」と答え
たのは，わずか 10 名（5.6％）のみであった。
任意のメールアドレスへの配信設定や配信停止設定
が可能であることについては，「知っている」が 55
名（32.6％），「知っているが，方法が分からない」が
37 名（21.7％），「知らない」が 78 名（45.7％）であり，
これらの結果から，メール配信設定について分から
ない利用者が半数を超えていた。この2つの結果から，
オンライン上での閲覧についての周知が不十分であ
り，利用者はメールを中心とした情報提供を受けて
いることが分かった。
　続いて，岡大教職ナビを通して提供する情報とし
て利用者にとって必要な内容が何であるかをカテゴ
表４－１　利用者種別情報カテゴリニーズ（単位：件数）
表４－２　利用者所属別情報カテゴリニーズ（単位：件数）
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リの複数選択式で調査した（表 4-1，表 4-2）。全体で
は，「教職課程・教務関連情報」124 名（72.9％），「教
員採用試験関連情報」102 名（60.0％），「学内教職関
連イベント情報」86 名（50.6％）の 3 カテゴリが過
半数を超えるニーズがあった。また，各カテゴリに
おいて利用者種別・所属別総数をもとに割合を算出
すると，「教職課程・教務関連情報」は卒業生・修了
生を除くすべての利用者種別・利用者所属別に共通
して高いニーズがあった。さらに教育学部（専攻科・
別科を含む）およびマッチングプログラムコースを
除いては，すべて 70％を超えるニーズがあり，本カ
テゴリ情報の必要性が高いことが分かる。「学内教職
関連イベント情報」は学部 3 年生（64.8％），大学院
1 年生（62.5％），教職員（69.2％）のニーズが高く，「教
育委員会・学校園等開催イベント情報」は，教育学研
究科（78.8％），大学院 1 年生（76.3％），教職員（77.8％）
のニーズが高い。また，「教員・講師等募集情報」は
利用者種別では学部 4 年生（71.7％），専攻科・別科
生（84.9％），大学院 2 年生（100%）とニーズが高く，
反対に，学部 1 年生（34.1％），学部 2 年生（42.2％），
学部 3 年生（39.6％），大学院 1 年生（10.5％）は低
い割合となっていた。利用者種別においては，文学
部（37.2％），理学部（27.3％），環境理工学部（20.0％），
教育学研究科（22.2％）は全体平均より低くなってい
る。「教員採用試験関連情報」は，学年が進むにつれ
てニーズが増しており，学部 1 年生（41.9％），学部
2 年生（63.6％），学部 3 年生（81.4％），学部 4 年生
（78.6％），専攻科・別科生（84.9％），大学院 1 年生
（10.5％），大学院 2 年生（100％）となっている。こ
の項目について大学院 1 年生（89.5％）が特にニー
ズを感じていないのは，学部所属時の受験経験など
から教員採用試験について一定の理解がなされてい
ることなどが考えられる。
　なお，「その他」の記述としては，ボランティア依
頼情報や不登校児童・生徒の居場所事業に関する情
報提供を求める意見があった。
③岡大教職ナビの利用状況に関する内容
　岡大教職ナビの利用状況に関する項目については，
現在利用中の回答者のみ対象とした。その結果，本
項目すべて無回答であった 8 名を除く 162 名を有効
回答として分析を行った。なお，３．②で利用して
いるのは 113 名とあったが，162 名はすべてサービ
スを知っている者であり，積極的利用（113 名）・消
極的利用（49 名）の両者を含んでいると考えられる。
表５－１　提供情報の有用性と確認状況（単位：件数）
表５－２　利用者種別の有用性と確認状況（単位：件数）
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（１）提供情報の有用性と確認状況
　岡大教職ナビで提供している情報が利用者にとっ
て有用であるか，また確認状況との関係について調
査を行った（表 5-1，表 5-2，）。その結果，配信して
いるすべての情報を確認し有用だと感じているのは
8 名（4.9％）のみであり，また，有用性が高いのは
全体のうち 33 名（20.4％）であった。最も多い「必
要性は感じており，関心のある情報のみ確認してい
る」は 47 名（29.0％）と約 3 分の 1 となっており，
情報をあまり確認していない利用者も含めると 89 名
（55.2％）が岡大教職ナビの必要性を感じていた。利
用者種別では，役立っていると回答しているのは，職
員が 3 名（60.0％）であるのに対し，学生において
は「役立っている」と回答しているのは，27 名（18.2％）
にとどまっている。また，学生のうち情報を取捨選
択し確認しているのは，学部 2 年生（9 名，23.5％）
を除いては，すべて半数を超えていた。
　また，新着情報の確認方法として，どのような媒
体を使用しているか調査した（表 5-3）。その結果，
配信メールによる確認の割合が高く，パソコンまた
は携帯電話のいずれかで確認しているのは，148 名
（91.4％）であり，ほとんどの利用者がメールによる
情報確認を行っていることが分かる。メールを使用
していない利用者 14 名のうち無回答を除く 4 名はす
べて，「教師教育開発センターホームページ」を活用
していた。
（２）提供情報の内容量と頻度
　提供情報 1 件あたりの文字数（題名を除く）の
平均は 596.1 文字（全角・半角の区別なし，スペー
ス・記号を含む）であり，これまで提供したもので
は，最多文字数が 1,896 文字（2011 年 11 月 7 日提
供「岡山大学学生のための教職情報ナビ「岡大教職
ナビ」のご案内」），最少文字数が 179 文字（2011 年
9 月 24 日提供「ボランティア依頼情報」）であった。
分量に差があるのは，一般公開しているウェブペー
ジでも同様の情報を提供する場合は，そのページに
遷移し詳細確認できるよう，URL を通知する形式を
取っているためであり，その場合は必然的に分量が
少なくなっている。それに対し，会員限定の情報に
対しては，すべての情報が教職掲示板で提供される
形式となっているため，情報の全文すべてを掲載す
ることとなり，分量が多くなる傾向がある。また，ウェ
ブサイト上の掲示板に PDF ファイル等をアップロー
ドし，閲覧してもらうことは可能であるが，メール
配信時には，このファイルは添付されず，アップロー
ドしたファイルを利用者が閲覧するためには CTED
ポータルにログインする必要がある。このため，ファ
イルに記載している内容と同様の内容を再掲する形
式となっている。こうした点で 1 件当たりの情報量
について調査すると，121 名（74.7％）が十分，７名
（4.3％）が不十分と回答しており，また 16 名（9.9％）
が添付ファイルにある内容を重複して記載する必要
はないと回答している。ただし，この 16 名のうち 11
名はウェブサイトでの閲覧を「利用していない」ま
たは「知らない」と回答しており，設問中の添付ファ
イルの中身について十分な理解ができていない可能
性も考えられる。
　また，岡大教職ナビの情報提供件数は表 1 のとお
りであり，これをさらに細分化してみると，情報提
供を行った日（154 日）の 1 日当たりの提供頻度は 2.2
件であり，最多が 9 件／日（1 日，0.6％），最少で 1
件／日（65 日，19.5％）であった。また，1 日当た
り 4 件以上提供した日は全体で 24 日（7.2％）であっ
た。この岡大教職ナビはすべてメールで配信されてい
るため，こうした情報提供の頻度を利用者はどのよ
うに感じているかについて調査を行った。その結果，
新着情報がある度に随時配信（現在の設定）を希望
表５－3　新着情報の確認方法（単位：件数）
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する回答者は 56 名（34.6％）であり，ダイジェスト
版の配信を希望する回答者が 89 名（54.9％）であり，
そのうち頻度として 1 週間に 1 回が 33 名（37.1％），
1 日に 1 回が 56 名（62.9%）であった。またメール
配信自体が不要と回答したのは 8 名（4.9％）いた。
Ⅳ．成果と課題の考察
　本アンケート調査の結果から，「岡大教職ナビ」サー
ビスの成果と課題について，「利用者」と「情報提供
の内容と方法」の 2 観点から述べる。
１．利用者について
　「岡大教職ナビ」へのアクセスへは，多くの回答
者はパソコンまたはスマートフォン・携帯電話を用
いており，新着情報の確認は配信メールが媒体の中
心となっていることが分かった。このことはサービ
ス提供をするためにこれらすべての機器の閲覧利
用が可能であり，投稿内容のメール配信機能を持つ
NetCommons を活用したことは適切であった。また，
メールに関しては，岡大 Gmail 宛を初期設定として
配信しているが，多くの利用者が岡大 Gmail または
Gmail からのメール転送機能を活用しており，メー
ル配信したものを確認することができることは，ウェ
ブサイトだけではなくメール配信による情報提供も
有効であることが分かった。
　しかしながら，ウェブサイト上では掲示板に書か
れた情報の他，詳細な添付ファイルや教職カレンダー
を提供したり，任意にメール配信設定を変更できる
が，オンライン閲覧や設定変更のための操作方法につ
いては周知が不十分であり，今後の課題であることが
分かった。また，本学では学生・教職員共にシステム
IDではなく，岡大 IDを中心に利用していることから，
本学情報統括センターと調整・協議の上，Shibboleth
認証が可能なシステムの構築が必要である。平成 23
年 11 月 30 日現在最新版である NetCommons 2.4.0.0
では，Shibboleth へは未対応であるため，独自のカ
スタマイズが必要となる点は大きな課題である。
２．情報提供の内容と方法について
　「岡大教職ナビ」サービスについて，多くの回答者
が必要性を感じていることは，サービスの提供は有
意義であることが分かった。しかしながら，情報量
としては十分と感じながらも，提供している情報の
有用性については，多くが十分に役立っていないと
感じていることも分かった。つまり，配信する情報
の量的改善ではなく，質的改善が求められている。
　また，情報提供の内容として，「教職課程・教務関
係情報」についてはすべての回答者においてニーズ
が高く，提供することの意義は高いことが分かった。
イベントに関する内容は，教員採用試験の受験を次
年度に控えた学生のニーズが高いことも分かった。
このようなことから，多様な情報を利用者のニーズ
に即して提供していくことが重要なのである。学年
別や所属別でのきめ細やかな情報提供の区分・分類
をすることが必要であり，また，利用者自身が必要
な情報を取捨選択して閲覧・メール配信などができ
るように配慮する必要がある。ただし，利用者自身
による情報の取捨選択の場合，これまでのように学
内に設置されている掲示物の確認と同様，個人の自
発性に委ねられてしまう。こうした点では情報収集
不足による利用者（特に学生）の不利益をできる限
り軽減することも検討する必要がある。しかし，岡
大教職ナビは新着情報提供ツールとして，従来通り
の方法を補完するものであり，学生による自発的情
報収集の態度を育成することも重要である。そのた
めには，学内設置掲示板での確認を積極的に行うよ
う励行するとともに，大学教員からの情報発信にも
より一層力を入れていく必要がある。今回の調査回
答では，こうした従来の確認方法があまりに少なく，
複数媒体による情報発信体制の確立も重要な課題で
ある。
　また，配信方法としては，ダイジェスト版の配信
を望む声もあることから，性質として緊急速報性の
高い情報と低い情報とを区分し，情報提供の方法を
見直していく必要がある。また，自由記述での指摘
に，メール配信の時間にも配慮するよう要望があっ
た。授業中などの配信は本来好ましいものではない。
こうした意味でも情報の重要性・速報性をしっかりと
提供側が認識する必要がある。認証システム同様に
現在の NetCommons のシステムでは，カテゴリごと
や利用者別の情報提供・配信登録などの機能がない。
しかし機能的な問題を課題にするのではなく，限ら
れた機能をフルに活用していかなる情報提供サービ
スを利用者のニーズに即して実施することができる
かを検討していかなければいけない。
Ⅴ．おわりに
　「岡大教職ナビ」は学生への教職情報提供媒体の拡
充を目的として開始した。その意義は大きいものの
課題は多くあり，特に個々のニーズに応じた情報提
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供は，内容や方法などを含めて提供元として再検討
していかなければならない大きな課題である。
　今回は調査上の課題も多く含んでいる。例えば，先
述のとおり，オンライン上での調査のため母集団を
正確に特定できていないことから，回答者の属性（学
年の別，学生・教職員の別，所属の別等）の数が一
定ではない。また，1 回答者による 2 度以上の回答が
あったかもしれない。その他，設問自体も現状につ
いて問う内容ばかりであり，今後の運用について大
きな示唆が得られたとは言いがたい。
　今後「岡大教職ナビ」サービスの提供について当セ
ンター内で十分な協議を行い，可能な限りの対応を
実施しながら情報提供を継続して行うとともに，さ
らなるサービスの改善・向上を目指して調査を実施
していきたい。
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information provision service about teacher profession called “Okadai Kyoshoku Navi” with NetCommons. 
Various kinds of information are provided through website or e-mail in this service: information on shool 
affairs, volunteer activities, events, teacher/lecturer recruitments, or teacher employment examinations, 
and so forth.  A questionnaire was conducted to users to improve the quality of service, because one year has 
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附属中学校における学校保健委員会の取組み
―養護実習への活用を視野に入れて―
太田　泰子※１　上村　弘子※２　棟方　百熊※２　宮本　香代子※２　門田　新一郎※２
　岡山大学教育学部附属中学校における学校保健委員会の取組み，および学校保健委員会の資料の養護実習への
活用について報告する。附属中学校の学校保健委員会は，①学校保健活動の全体像が理解されること，②課題が
明確になる資料を工夫すること，③関係者の共通理解が図られること，の３つの視点から取組まれており，この
ことが日々の学校保健活動に対する有効な施策を協議するために重要であった。学校保健委員会の資料は同時に，
養護実習において学生が学校保健活動を理解するための教材として活用できる。
キーワード：学校保健委員会　養護実習　附属中学校
※ 1 太田　泰子（岡山大学教育学部附属中学校）
※ 2 上村　弘子・棟方　百熊・宮本　香代子・門田　新一郎（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ．はじめに
　大学（教育学部）の附属学校園の養護教諭は，養
護教諭を目指す学生にとってはいちばん身近な現場
の養護教諭であると同時に，養護教諭養成のコアと
なる養護実習においては指導者である。したがって，
日々の学校保健活動の実践者と養護実習の指導者と
しての２つの役割の位置づけとあり方を考えて職務
を遂行することが求められる。
　岡山大学教育学部附属中学校（以下，附属中学校
と記す）では，学校保健の実態を学校保健委員会に
おいて報告し，実態に基づいた有効な施策を協議す
るため，学校保健に関する資料を毎年作成している。
この資料では，前年度までの取り組みの成果や課題，
今年度の目標や達成のための計画，それらの基盤と
なる生徒の実態等について，附属中学校における学
校保健活動を概観するためには最適の資料である。
　また，附属中学校では毎年，教育学部養護教諭養
成課程，養護教諭特別別科の学生による養護実習を
受け入れており，これらの学生に対する実習指導も
養護教諭の重要な役割である。
　附属中学校では，養護実習において実習生が「養
護教諭の職務を多面的に理解」するため「養護実習
受け入れ準備」を日常業務の中で取り組むように努
めている。その一環として，学校保健委員会のため
に作成した資料を養護実習のための資料として使用
している。本稿では，この取り組みに関して得られ
た知見の一部を報告する。
Ⅱ．附属中学校の学校保健
1.　附属中学校の概要
　附属中学校は，国立大学法人岡山大学を設置者と
する国立の普通中学校であり，義務教育を実施して
いる。操山山麓の東山に位置し，創立 60 周年を超え，
前身の岡山師範学校附属中学校から数えると，長い
歴史と伝統がある。
　附属中学校の生徒は各学年男女それぞれ定員が 100
名であり，転出入はほとんどない。平成 24 年 12 月
現在の在校生は 590 名である。生徒の通学範囲は岡
山県全体の内，通学時間がおよそ 90 分以内となって
おり，附属小学校からの進学者 6 割と，他のさまざ
まな小学校出身者とで構成されている。したがって
他の公立中学校のように，同一地区の小学校との連
携は取りにくく，地域との関わりは薄くならざるを
得ない。一方，全員が受験によって進学してくるこ
【実践報告】
原　　著
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ともあり，教育には熱心な家庭が多い。
　附属中学校の教員は，本校における教育をつかさど
るとともに，地域貢献を目指す研究と，教員養成の
ための教育実習における実習生の指導も含めて，職
務とされている。
2.　学校保健の概要
　「自主自律　豊な心で　たくましく」の学校教育目
標から，「自らの健康課題をみつけ主体的に解決して
行こうとする生徒の育成」，「生涯にわたって健康に
留意しながら生活できる生徒の育成」にねらいを設
定し，学校保健の活動を計画・実践している。
　毎年度の初めに，その年度の学校保健計画や学校 
安全計画とともに，学校保健・学校安全関係の資料
をまとめて（以下，学校保健関係の綴と記す）教員
会議に提出し，共通理解を図っている（表 1）。また，
学校保健委員会にも，この内容に沿った資料を示し，
より詳細な説明を加えることにより，学校保健委員
会の構成員が学校保健活動に対する全体像を理解す
ることができるようにしている。
　この他に安全や防災に関するマニュアルもそれぞ
れの担当者を決め，分担して作成している。
　学校保健関係の綴に載せた内容は，年度当初の計
表 1　学校保健関係の綴　目次
画であるため，年度内の学校行事や日常生活の中で
の実施を経て，行事ごとに改善を行っている。
　附属中学校では，この実践を，学校保健委員会で
話し合ったりまとめたりすることにしている。実践
の内容や方法は，附属中学校の実態に合わせて改善
されるが，教育学部の附属であるがゆえの特殊性も
存在している。実習生を受け入れる実習校でもある
ため，できるだけ他学校でも一般的に使用している
形を大切にしている。また，附属学校園間で話し合っ
て共通理解を図っているが，所属する地区の岡山市
や岡山県を基準にしている。
　なお，学校保健に関する資料として，この「学校
保健関係の綴」とは別に，｢学校保健委員会資料 ｣（第
1 回目と第 2 回目の２冊），「定期健康診断の実施計画」
を作成している。
Ⅲ．学校保健委員会の取組
　学校保健委員会とは，学校における健康問題を協
議し，健康つくりを推進する組織であり，様々な健
康問題に対処するため，家庭，地域社会等の教育力
を充実する観点から，学校と家庭，地域社会を結ぶ
組織として機能することが求められる 1）と示されて
いる。附属中学校ではこの理念に基づき，「学校保健
安全法に基づいて，附属中学校の保健管理・保健指
導に関する問題を検討し，学校保健全般に対する有
効な施策などを協議し推進すること。」を会則の目的
として学校保健員会を開催している。
　学校保健委員会の開催回数は毎年 2 回であり，第 1
回学校保健委員会（以下，第 1 回目と記す）は夏休
みまでに開催し，第 2 回学校保健委員会（以下，第 2
回目と記す）は冬休み明けすぐに開催する。
　委員は，学校職員，PTA，専門医などから構成さ
れている（表 2）。
表 2　学校保健委員会参加者（平成 24 年度）
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なお，学校職員は，校内分掌から決められている。
　これらの中から委員長（ＰＴＡ会長），副委員長（副
会長副校長），書記（養護教諭）を置いている。
　また，学校保健委員会の中に常任委員会を置き，学
校保健委員会のメンバーの内，学校関係者で構成し
ている。
　学校保健委員会では次の内容について報告・協議
することを学校保健委員会会則に定めている。
　１学校保健計画の立案や実施状況に関すること。
　２学校における保健指導・安全指導や保健環境の
　　改善に関すること。
　３地域や家庭における保健環境に関すること。
　４その他，保健・安全教育に必要な事項。
具体的な活動については次項以下で述べる。
1.　学校保健委員会資料作成の工夫
　学校保健委員会資料の内容は大きく 2 つの内容で
構成される。1 点は毎年継続している内容であり，も
う１点は各年度の重点的に実施した課題（以下，重
点項目とする）である。
①　毎年継続している内容
　第 1 回目の学校保健委員会では計画を示し，第 2
回目では，その活動結果を報告するとともに，必要
に応じて協議している。また，それぞれの学校保健
委員会の前に学校保健常任委員会を開き，各係から
提案される報告内容について検討を行っている。各
項目の担当者が，資料を作成し，報告している。
　資料の各項目の担当者と概要，資料作成における
留意事項を次に述べる。
1）　各種の計画
　各種の計画は，保健主事（本校では現在は養護教
諭が兼務）が立案し，学校保健委員会で提案し，専
門医等への周知を図るとともに助言を得ている。
　また，学校保健関係の綴に示し，学校保健目標や
保健室経営案の中で事前に示した内容を中心に学校
保健活動が実施されているため，次年度の計画立案
過程がそのまとめとなる。
　学校保健委員会の資料は，毎年同じ形式で示して
いるが，内容については，重点項目を中心に作成し，
振り返って少しずつ改善している。
2）　学校保健統計
　第 1 回目では，定期健康診断の結果を中心に示す。
第 2 回目では，保健室利用状況を中心に示す。
　例えば，う歯の罹患率等は，平成 8 年からの経過
の資料（資料１①）を毎回作成し，常任委員会にお
いて単年度ではなく年次の推移からの傾向をみる。
　その後，冊子の資料として掲載する際には，最近 6
年間の経過（資料１②）を観るようにしている。こ
れは，その年度の改善傾向や，問題点の把握のために，
焦点を絞った資料を観るための工夫である。
　また，身長や体重の平均値は，統計の値を比較す
るために，資料 2 のように文部科学省２）や岡山県教育
庁３）が学校保健統計として発表している全国平均や，
岡山県の平均を用いている。ただし，これらのデー
タは，入手可能な最新の数値を用いている。　　　
　これらの統計は，本校の傾向をつかむために毎年同
じように資料を作成している，特別な変化のあると
きばかりではないが，変化がないからといって，省
略することなく，毎年同じように掲載すべき資料と
考えている。なぜなら，万が一の事故や震災の際に
比較する平常時の記録としての意味があると考えら
れるからである。
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資料 3　保健室利用状況
　保健室利用状況 ( 資料 3) についてもほぼ同様な考
えで作成している。 
注）資料 4 以降はまとめて示す。
3）　健康教育
　保健体育科の主任を中心に計画し，実施している。
　保健体育科の保健学習を学校保健計画の中に位置
づけ，教科の学習と健康教育の関連を示している。ま
た，体力テストの結果を掲載し，本校の生徒の体力
的特徴や中学校での伸びを示して考察している。附
属学校の保健体育科が実践している情報も紹介され
役立っている。
4）　教育相談
　教育相談の担当者を中心に計画し，実践している。
　附属中学校の相談週間についてアンケート調査の
結果を報告している。また，教育学研究科教育臨床
心理学の教員による相談活動について紹介している。
ただし，個人情報を含む内容多いために，資料に載
せる内容は限られている。
5）　安全管理・安全指導
　安全の担当者を中心に計画し，実践している。
　運動会（資料 9）・避難訓練・職員研修（資料 6）
を載せる。記録用画像もあるので紹介しやすい。また，
附属学校園間で関係のある内容を紹介すること，年
次変化を示すとともに，保護者や学校関係者が医療
機関との連携について知り，附属中学校の安全管理
体制を向上させる機会となると考えられる。
　また重点項目のうち安全指導も紹介している。例
えば，掲示物にまとめた広報活動や自転車の安全の
アンケートを利用して危険マップを作る活動など健
康月間の活動として生徒保健委員会の活動（資料 5）
や，アスレチックトレーナーによるけが防止の会の
成果をまとめた外部講師の指導（資料 7）である。
6）　給食指導
　給食の担当者を中心に計画し，実践している。
　附属中学校は，弁当給食と牛乳という形態をとって
いるため，昼食時の給食指導は，主として共通の牛乳
についての指導となる。また，生徒保健委員会の牛
乳に関する活動（資料４）につながっている。その際，
アレルギー対応については指導者側が主に配慮して
いる。　
7）　学校環境衛生
　学校環境衛生の結果の他に，学校の施設設備に関す
る報告する。項目が多岐にわたるため，生徒の実態
に密接に関係している内容を中心に取り上げる。場
合によっては学校保健委員会の当日に参加した委員
による点検の活動を実施する場合もある。
8）　ＰＴＡの活動
　第 1 回目の学校保健委員会で計画を示し，第 2 回
目に活動した内容を報告する。
　例えば，既に実施している交通巡視，清掃活動（資
料 6）などの状況に学校保健委員会の協議の結果を反
映している。例えば，平成 23 年度の登下校の安全に
関する指導は生徒保健委員会がアンケートをまとめ
たり，生徒集会で全校に紹介したりした。資料 8 は
その時に利用したプレゼンテーションのシートを元
に作成した資料である。
　また，司会者である教頭は，校務分掌上ＰＴＡの
担当者であり，参加者（ＰＴＡ）が率直な意見を述
べやすい雰囲気に繋がっている。
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表 3　重点項目
②　年度ごとの重点的に実施した課題（重点項目）
　平成 16 年度～平成 24 年度までの重点項目は表 3
の通りである。各担当者から実施した内容について
報告する。
　重点項目の決め方，協議の工夫を示す。
　　　　
1）　各種の計画
　各種の計画は，保健主事（本校では現在は養護教諭）
が立案し，学校保健委員会常任委員会で検討してい
る。
　また，学校保健計画や保健室経営計画で学校保健
目標の具体的取組計画を事前に示した内容を中心に，
学校保健活動が実施されている。
　例えば，平成 24 年度の学校保健関係の重点項目の
場合は，けがの防止リーダーさんの会（以下「けが
防止の会」と記す）（資料 7）である。
　また，学校保健安全法の改訂もあり，平成 24 年度
には，給食の担当が，家庭科教員と協力して，「食に
関する年間計画」を作成中である。
2）　学校保健統計
　例年，同じ形式で示す統計だが，特徴的な変化が
ある場合には重点項目として中心の話題にすること
がある。
　例えば，本校の生徒の体位は，やせ型に偏っている。
この傾向は変わらないが，数年前より，肥満傾向が
でてきた。
3）　健康教育
　保健学習については，学習指導要領の改訂とのそ
の移行期にともない本校では平成 23 年度から新しい
計画を立てている。例えば，保健体育の「武道」が 1・
2 年に必修として位置づけられ，本校では，柔道の実
技を行っている。全ての生徒が，保健体育科の実技
の授業において，柔道に取組むので，事故の予防や，
事故発生時の救急体制についてはより一層の整備・
充実が必要である。学校保健委員会でも，柔道の安
全について取り上げて実践している。
　保健指導については，年間計画で時間を確保して
養護教諭が主に計画している。附属中学校では，特
別活動における保健指導は，実習生による指導がで
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きるように計画しており，時期や時間は実習計画に
合わせる必要がある。年間保健計画により実習時の
指導は，3 年次主免養護実習においては，「定期健康
診断の検査項目に関わる指導」，養護教諭特別別科養
護実習においていは，「薬物乱用防」，「飲酒防止」と
「けがの防止」，教育実習（保健）においては，「歯と
口腔の指導（または，「インフルエンザの予防」）」を
計画，実践している。
　他の指導は，教育計画のうち，放課後の特定の時
間を利用している。毎年 11 月は，健康月間として
指導を実施しているので，その内容を紹介している。
学校保健委員会の重点項目としている「けがの防止
の会」（資料 7），生徒保健委員会による健康月間（資
料 5）に示す。これらの活動内容について学校保健委
員会に生徒代表が参加して紹介するという工夫をす
ることもある。なお，性に関する教育は，保健体育
科教員が主に担当して，保健学習と講演を中心に計
画されている。
4）　教育相談
　平常時の相談については，関連の内容を紹介し，生
徒の現在の状況の全体像のみを報告している。
　平成 21 年には，「緊急時の心のケア」について職
員研修で実施し，学校保健委員会で取り上げている。
5）　安全管理・安全指導
　安全管理は，ヒヤリハット（ハインリッヒの法則），
平常時の放射線量などを実施し報告した。安全指導
は生徒の画像含め，紹介しやすい。例えば，運動会
の健康・安全（資料 9）ではＷＢＧＴ（熱中症運動指
針）の測定結果とその 5 年間の比較や，測定活動や
熱中症予防活動をする生徒保健委員会のようすを紹
介している。
　また，避難訓練（資料 6）は，火災・地震・不審者
侵入など，その年度に計画的に行われている訓練を
紹介する。また，附属学園東山地区の合同避難訓練
の経過を紹介している。
　さらに，職員の研修（資料 6）についても，ロール
プレイなどを実施し，狭い意味の「地域」である附
属学校園連携について紹介している。
6）　給食指導
　食に関する指導に発展する。生徒保健委員会によ
る，牛乳に関する活動（資料 4）を実施している。
　
7）　学校環境衛生
　学校環境衛生の検査結果や日常点検で改善した所
を中心に紹介している。学校保健委員会当日，委員
で安全点検と兼ねた校内巡視を実施し話し合うこと
もある。特別な内容として，平成 22 年度には，施設・
設備の増設について紹介し，平成 23 年度には，災害
時の備蓄について紹介している。平成 24 年度には，
平常時の放射線量の測定を行い，学校薬剤師から関
連する話題について解説していただいている。
　このように安心材料，改善点，平常時の値など，そ
のときどきの話題を提供している。　
8）　ＰＴＡの活動
　ＰＴＡ役員のうち代表の保護者が学校保健委員会
に参加している。活動内容，講演会，交通巡視などに
ついて報告する。平成 23 年度は自転車での登下校の
安全について，自転車通学の地図を参考にして，下
校中の様子を観察し，動画や画像を元にプレゼンを
作り生徒集会で生徒に指導した。（資料 8）
　自転車の便りや巡視場所の変更に発展している。
2.　学校保健委員会の実践
　学校保健委員会の実施にあたっては，関係者の共
通理解が図られるように，学校保健委員会の資料を，
職員会議で全職員に配布して報告している。また，毎
年 2 回の開催は継続しており，内容も毎年改善され
ている。なお，より活性化するためには，生徒の実
態や保護者の思いを反映することが重要である。　
　学校保健委員会はＰＤＣＡサイクル（計画（Plan）
→実行（Do）→検証（Check）→改善（Action））の
うち 1 回目はＰの部分，2 回目はＣの部分に位置付け
ている。
　学校医，学校歯科医，学校薬剤師の指導助言のも
とに，学校保健に関する附属学校職員と保護者の代
表，場合によっては生徒保健委員会の代表が一同に
会して報告協議をしている。
　学校保健委員会で，今後の課題として考えられる
ことは，附属中学校における「地域」の捉えである。
附属中学校の通学範囲は岡山県内に広がっているた
め，対象とする地域は広い。また，生徒自身の地元
の中学校やその地域との繋がりは希薄になりやすい。
例えば，通学中の緊急時の避難場所について話し合っ
たときに，避難場所に指定された場所は広範囲であ
り，場合によっては避難場所であっても附属中学校
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の生徒が受入れ対象外になることもありうるという
状況であった。
　このような状況を考慮し，今後地域との連携を意
識した取組みをすすめていきたい。
3.　学校保健に関する記録
　保健室の情報センター的役割として，学校保健に
関する記録は資料としてまとめてある。学校保健委
員会の資料はその例である。この資料は，紙媒体と
情報データで整理しているので，保健指導や教科の
学習や養護実習の教材として，実習生の一番身近な
現場を表した生きた教材として，主免養護実習のみ
ならず，養護教諭基礎研究４）にも活用できる。
Ⅳ．まとめ
　附属中学校の養護教諭として，多忙な日常の中，附
属中学校の学校保健の実際を ｢ 学校保健委員会資料
（2 冊）｣「定期健康診断の実施計画」や「学校保健関
係の綴」を作成し，意図的に活用し，生かされるツー
ルになっている。
　すなわち，これらの資料は，附属中学校の学校保
健全体を示す資料であり，学校保健活動の設計図で
ある。教職員や学校医等の関係者，保護者が学校保
健活動を共通理解し，みんなで進めていくツールで
ある。同時に，養護教諭をめざす実習生への教材と
して活用できる。
　実習において，これらの資料を意図的に活用し，学
校保健活動の全体を把握できる実習にしていきたい。
　今後も，附属中学校の学校保健に関してまとめた資
料を使って，校内での実践を深めていくことと，養
護実習での教材として活用していくこととの両面に
ついて一層実践を進めて行きたい。
　なお，養護実習において実践している活動を検証
していくことが今後の課題である。 
資料 5　生徒保健委員会活動による健康月間資料 4　生徒保健委員会の牛乳に関する活動
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資料 6　避難訓練　職員研修　PTA 活動
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資料 7　外部講師との活動
（けが防止リーダーさんの会）
資料 9　運動会の健康・安全
資料 8　登下校の安全　
（自転車）
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教員志望学生の指導のあり方（５）
―教職相談室の利用の実態から―
小川　潔※１　松原　泰通※２
要旨：教職相談室では主に教職志望の学生を対象に，小論文，集団討論，集団面接，個人面接，模擬授業など，
教員採用試験に関する指導を中心とした様々な相談活動を行っている。今年度は，小論文指導において内容面を
充実させるための指導の改善を行った。その結果，小論文を書いてくる学生が増加するとともに，小論文を書く
ことで培った力を面接にも生かすことができた。また，教員採用試験に最終合格した学生とそれ以外の学生では，
教職相談室の利用回数に大きな差が見られた。教員採用試験に最終合格した学生の教職相談室の平均利用回数は
15.94 回であったのに対して，１次試験のみ合格の学生の平均利用回数は 10.32 回であり，合格しなかった学生
の平均利用回数は 2.83 回であった。更に，教職相談室に１２月以降の早い時期に利用開始した学生ほど教員採
用試験の合格率が高くなることが明らかになった。
キーワード：教教職相談室，教員採用試験，小論文指導，利用回数，利用開始月
※ 1 小川　潔（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 松原　泰通（岡山大学教師教育開発センター）
Ⅰ　教職相談室の利用者数の状況
　表１・図１は，平成１７年４月から平成２４年１１
月までの利用者数の推移である。平成１７年度から
平成２２年度までの年間利用延べ人数は増加を続け
てきた。これは，平成２０年度から教職相談室の教
員が２人になったこと，年度初めの学生向けオリエ
ンテーションで学生への周知を徹底したこと，他の
教員から学生に教職相談室を利用するように勧めて
くださったこと，そして，学生の口コミで学生間に
おける教職相談室の認知度が高まったためなどであ
ると考えられる。しかし，平成２３年度は平成２２
年度と比較して減少している。これは，毎年４月に
教職相談室が指導している教採自主講座の「小論文
の書き方」と「面接や模擬授業の受け方」の開講日が，
平成２３年度は他の講義や教採説明会と重なり，受
講生が少なくなったためである。
　多くの３年生が来室し始めるのが前年の１２月で
あるため，平成２３年１２月から平成２４年１１月
までの集計でみると，年間利用延べ人数は４１８９
人であり，その内他学部生が４１０人であった。平
成２３年度の利用者数と比較すると，年間利用延べ
人数は４８８人，他学部生は１２９人増加した。こ
れは，平成２４年度に開講した教採自主講座の受講
生の数がほぼ例年通りであったということと，教師
教育開発センターの体制充実にともない他学部生の
教師志望者が増えたためであると考えられる。しか
し，教職相談室の現在の体制では年間４２００人程
度を指導できるのが限度であり，これ以上受け入れ
たくても受け入れることができないのが現状である。
最も利用者の多い４月から８月までは，教職相談室
の指導を受けたいという学生の予約が一ヶ月ぐらい
前からいっぱいになり，学生にとって利用したくて
も利用できない状態となる。そのため，開室時刻を
早めたり，開室時間を延長したり，学生１人当たり
の指導時間を短くしたり，部屋を分けて同時に指導
したりしているが，これ以上の利用者を増やすこと
は物理的に困難な状態となっている。そこで，利用
したくても利用できない学生に対して，教職相談室
の指導を体験した後，同じような学習方法で学生同
士でお互いに指導し合うように働きかけている。
　表２は，平成２３年度の学生別利用者数である。表
３は，平成２３年１２月から平成２４年１１月までの
学生別利用者数である。平成２３年度の年間利用者
３７０１人の内他学部生が２８１人であった。他学
【実践報告】
原　　著
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部生の割合は７．６％である。平成２３年１２月から
平成２４年１１月までの集計では，利用者の全体が
４１８９人であり，その内他学部生が４１０人であっ
た。他学部生の割合は約９．８％と，約２．２％上昇
している。教師教育開発センターの体制充実にとも
ない，近年他学部生の利用が増える傾向にある。
　表４は，平成２３年度の教職相談室利用内訳であ
る。表５は，平成２３年１２月から平成２４年１１
月までの教職相談室利用内訳である。平成２３年度
の集計を平成２３年１２月から平成２４年１１月ま
での集計と比較してみると，平成２３年１２月から
平成２４年１１月までの集計で大きく増加している
のが，「個人・集団面接」と「作文添削」である。「個人・
表 1　教職相談室利用者数の推移
図 1　教職相談室利用者の月別比較
集団面接」は，４７１人から１５８５人と１１１４
人増加している。「作文添削」は，１１３７人から
１６３９人と５０２人増加している。これは，岡山県・
市の今年度採用試験の１次試験に「個人面接」，２次
試験に「小論文」が新たに課されたためである。ただ，
岡山県・市の募集要項が公開されたのが平成２４年４
月２５日であったが，募集要項公開以前の平成２３
年１２月から平成２４年４月までの５ヶ月間だけの
作文添削においても９１０人と前年同期より３１７
人増加している。これは今年度，学生が意欲的に小
論文を書くことができるようにするための小論文指
導の改善を行ったためであると考えている。詳しく
は後述する。
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表 2　平成 23 年度学生別利用者数
表 3　平成 23 年 12 月から平成 24 年 11 月までの学生別利用者数
表 4　平成 23 年度教職相談室の利用の内訳
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Ⅱ　本年度の取り組み
　本年度も主に次のような取り組みを行ってきた。
　①　教員採用試験に向けての勉強方法についての
　　相談
　②　学校支援ボランティアについての相談
　③　教師の仕事全般についての相談
　④　教師力養成講座のビデオ視聴
　⑤　教員採用試験に向けての個別的・具体的な指
　　導
　　ア　小論文
　　イ　個人面接
　　ウ　集団討論
　　エ　模擬授業
　　オ　ロールプレイングや場面指導
　上記の具体的な取り組みについては，これまでの
「教員志望学生の指導のあり方（１）～（４）」で記
してきたので，今回は，今年度指導の改善を行った「小
論文指導」について述べる。
　学生が小論文を書いて練習するということは，単
に教員採用試験で合格できるような論文が書けるよ
うになるということが目的ではなく，教師になった
ときに「自分はこんな取り組みをしたい」というも
のを創り上げたり，教師としての自覚や心構えを形
成したり，教師になりたいという意欲や熱意を高め
たりすることが目的であると考えている。しかし，
教育実習や学校支援ボランティアの経験しかない学
生にとって，「あなたは教師としてどのように取り組
むか」という問いに対する自分なりの考えを書くと
いうことは相当な困難を伴うものである。そのため，
これまで多くの学生が途中で挫折してしまい小論文
を書き続けるということができなかった。そこで，今
年度は学生が意欲を持って書き続けることができる
ように，下記の点に配慮して小論文指導を行った。
・　学生の書いてきた文章の善し悪しにかかわらず，
書いてきたということをしっかりと受け止めて，ま
ずはそのことを褒める。
・　書いてきた論文の中でよいところを見つけ，その
ことをしっかり褒める。
・　まず，与えられたテーマの「重要性・必要性・大
切さ」を社会の情勢や子どもの実態から自分なり
に共感的に把握することの大切さを実感させる。
・　書き方などの形式的な面より，自分が教師になっ
たらこのように取り組みたいという内容面を豊か
にするということに重点を置いた指導をする。
・　自分が教師になって取り組みたいことを教育実習
やボランティアなどの経験もとにしてできるだけ
学生に語らせ，その価値を認めたりより価値の高
いものを示したりしながら学校現場での具体的な
取り組みを指導する。
・　学生に，「なるほど，このように書けば更によく
なるのだなあ」ということが実感できるように，具
体的な表現方法や記述方法を示しながら指導する。
　以上のような指導を行うことによって，平成２３
年１２月から平成２４年１１月までにおいて小論文
を書いてくる学生が１６３９人になり，前年同期よ
り５７６人増加した。また，「小論文を書くことによっ
て，個人面接・集団討論・模擬授業・場面指導など
に対して自信を持って臨めるようになった」と言う
表 5　平成 23 年 12 月から平成 24 年 11 月までの教職相談室利用内訳
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学生が増加した。これからも，特に１２月から３月
ごろまでの早い時期に１週間に１つぐらいのペース
で小論文を書き続けることを勧めていきたいと考え
ている。
Ⅲ　教職相談室の利用回数・利用開始月と教員採用
試験の合否
　教職相談室を利用した回数並びに教職相談室を利
用し始めた月と教員採用試験における合否の結果に
ついて比較する。
１　分析の対象
 (1) 分析対象期間
　教職相談室の利用回数について，これまでは，その
年度の４月１日から１１月３０日までの８ヶ月間と
してきたが，今回は，平成２３年１２月１日から平
成２４年１１月３０日までの１２ヶ月間とする。そ
の理由は，教員採用試験に向けて教職相談室を利用
し始めるのは，３年生が教育実習を終え，１２月初
旬に開催される教職ガイダンスをきっかけにするこ
とが多いからであり，１２ヶ月間を分析対象期間と
した方が利用回数の正確な数字を出すことができる
からである。また，その年度の幼稚園や保育園を含
めた教員採用試験のほとんどが１１月３０日までに
は終わり，１２月からは来室する学生のほとんどが
３年生になるからである。
 
表６「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否」
(2) 分析対象者
　上記分析対象期間に教職相談室を利用した学生は
４２０人であった。その内，１年生，２年生，３年
生などの教員採用試験を受けていない者は９６人で
あった。４２０人から９６人を除いた３２４人の教
員採用試験受験者の内，６９名が試験結果の合否が
不明であるため更にそれを除いた２５５名を教職相
談室を利用した学生としての調査対象とする。一方，
教育学部と教育学研究科の学生で，教員採用試験を
受験し合否が分かっている者の内，教職相談室を利
用しなかった学生は５４人であった。そこで，教職
相談室を利用した２５５人と教職相談室を利用しな
かった５４人を加えた３０９人を調査対象者とする。
 (3) 分類
　３０９人の内，教員採用試験に最終的に合格した
１５３人を「２次合格」群，１次試験に合格したが２
次以降の試験には合格しなかった９０人を「１次合
格」群，１次試験に合格しなかった６６人を「不合格」
群と分類した。なお，複数の地域で受験した学生に
ついては，最も結果の良かったものをその学生の最
終結果として採用した。各群に分類された学生の教
職相談室の利用回数を示したものが表６及び図２で
ある。
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図２「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否」
２　教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否
　一人あたりの教職相談室の平均利用回数は，２次
合格群は 15.94 回，１次合格群は 10.32 回，不合格
群は 2.83 回，全体で 11.50 回であった。昨年度の集
計結果と比較すると，２次合格群は 4.46 回の増加，
１次合格群も 3.01 回の増加，不合格群は 1.31 回の減
少であった。不合格群は減少したが，２次合格群と
１次合格群は大きく増加している。これは，昨年度
までは含めていなかった平成２３年１２月から平成
２４年３月までの４ヶ月間の利用回数を加えたため
である。
　本年度の各群の利用回数を比較すると，２次合格
群と１次合格群では約 1.5 倍の差があり，１次合格群
と不合格群では約 3.6 倍の差があり，２次合格群と不
合格群では約 5.6 倍の差があった。
　利用回数ごとの人数をみると，不合格群では 0 回
が最も多く全体の 43.9％であり，0 回と 1 ～ 5 回の
利用者が全体の 84.8％であった。１次合格群では 1
～ 5 回が最も多く全体の 33.4％であり，0 回と 1 ～
10 回の利用者が全体の 67.9％であった。このことか
ら，２次合格に至らなかった学生は，２次合格群の
学生に比べて教職相談室の利用回数が少なかったと
言うことができる。また，２次合格群とそれ以外の
群では，11 回以上の利用者に違いが見られた。２次
合格群では，11 回以上の利用者が 90 人 (58.8％ ) で
あるのに対して，１次合格群では 29 人 (32.2％ )，不
合格群では 6 人 (9.0％ ) であった。このことから，今
後，教職相談室の利用を１１回以上にすることを学
生に勧めるとともに，１６回以上利用すると合格率
が大きく上昇することを伝えていきたい。
３　教職相談室の利用開始月と教員採用試験の合否
　教職相談室を利用した学生で教員採用試験の合否
が確認できる２５５人の利用開始月と合否の結果を
示したものが表７である。平成２３年の１２月に教職
相談室を利用し始めた７６人の内６１人が２次合格
し，１４人が１次合格している。２次合格者と１次
合格者の合計は７５人であり，全体の 98.7％をしめ
ている。以下，２次合格者の数と割合は，１月２２
人（66.6％），２月９人（56.3％），３月６人（60.0％），
４月２９人（43.9％），５月８人（22.2％），６月１人
（11.1％），７月２人（40.0％）となり，利用開始月
が遅くなるほど２次合格者の数と割合は減少してい
く傾向にあり，早い時期から利用すればするほど合
格率が高くなるということが明確になった。このこ
とから，３年生の教育実習が終わった時期や１２月
初旬に開催される教職ガイダンスをきっかけにして，
まず一回教職相談室に来室することを勧めたい。
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Ⅳ　今後の取り組み
・　利用者の集計を前年度の１２月から本年度の１１
月までとすることで，教職相談室の利用開始時期が
早ければ早いほど教員採用試験の合格率が高くな
るということが明らかになった。そこで，３年生に
対して，教育実習が終わってからの時期か，１２月
の教職ガイダンスが開催されるのをきっかけにし
て，まずは１回教職相談室に来室することを勧めて
いきたい。このことを全体の学生に伝える機会とし
ては，４月の学年始めのオリエンテーションと１２
月の教職ガイダンスの２回である。この機会を有効
に利用して学生にしっかり利用を進めていきたい。
・　教職相談室に初めて来た学生の多くが，「教職相
談室のドアをノックするのに勇気がいる」と語る。
できるだけ多くの学生に来てもらいたいと思って
いる私たちとしては意外であったが，学生として
は，「なかなか入りずらい」と感じているのが現実
のようである。そこで，これも学年始めのオリエン
テーションや１２月に開催される２年生や３年生
を対象とした教職ガイダンスの場で，学生が気楽に
相談に来れるような働きかけを行ったり，教職相談
室の雰囲気をより親しみやすいものにしたりした
いと考えている。また，一度相談に来た学生に，「ま
た来たい」「今度は友達も誘って来よう」と思って
もらえるような個別の対応にも心がけていきたい
と考えている。
・　教職相談室の指導は小論文指導から始めるが，
本論でも述べたように自分の考えをまだ十分には
持っていない学生にとって様々な教育課題に対し
ての自分なりの考えを書くということは大きな困
難をともなうものである。そこで，論作文を持って
きた学生に対して，よいところをしっかりと認める
とともに，このように書くと更によくなるという
ことを具体的に示して，学生が，「なるほど，この
ように書くと更によくなるのか」「論文だけでなく，
面接でもこのように答えるとよいのか」「このよう
なことが書けるようになるためにはボランティア
の経験が必要だな」「次のテーマでまた書いてみよ
う」と意欲を持って小論文に取り組むことができる
ような指導を更に心掛けていきたいと考えている。
・　利用回数ごとの教採合否結果を示したものが表８
である。教員採用試験合格者の相談室平均利用回数
は 15.94 回であるが，利用回数ごとの合格者数と不
合格者数を比較してみると，利用回数が 0 ～ 10 回
では概ね不合格者が合格者を上回っているが，　10
回以上では合格者が不合格者を上回っている。16
回以上では，74％が２次合格し，22％が１次合格
している。今後もまずは，小論文の指導や教師力養
成講座のビデオ視聴で 10 回以上の利用を働きかけ
ていきたい。それを４月まで続け，５月の連休明け
から集団討論や面接などの指導を行い，試験当日ま
でに 16 回以上の利用を実現するように働きかけて
いきたい。
表７「教職相談室の利用開始月と教員採用試験の合否」
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表８「教職相談室の利用回数と教員採用試験の合否結果」
─ 170 ─
小川　潔・松原　泰通
Title：Provision of Guidance to Students Wishing to Become Teachers (5): 
Status of How the Teaching Profession Consultation Ofﬁce is Being Used 
Kiyoshi OGAWA and Yasumichi MATSUBARA 
(Center for Teacher Education and Development, Okayama University)
Keywords: Teaching Profession Consultation Ofﬁce,  students wishing to become teachers,  teaching staff 
examination,  
Abstract:The Teaching Profession Consultation Office helps the students wishing to become teachers 
mainly in their studying for teaching staff examination.  Our various kinds of guidance about the teaching 
staff examination include helping students with essays, group discussions, group interviews, individual 
interviews, mock classes.  This school year, we offered them more detailed advice to the content of the 
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全学教職課程における「教職実践演習に向けての取組」
―教科専門科目担当教員の意識に着目して―
樫田健志※１　高旗浩志※ 1　江木英二※ 1　曽田佳代子※ 1　三島知剛※ 1　後藤大輔※ 1　加賀勝※ 2
　岡山大学教師教育開発センター（以下，センター）は，全学教職コア・カリキュラム（以下，全学コア・カリ）
の研究・開発と運営を行っている。教職実践演習については独自で開講する教育学部を除く 7 課程認定学部とセ
ンターが協働して本格実施に向けた準備を行い，平成 23 年 12 月には「全学教職実践演習授業計画（案）」（以下，
授業計画（案））を作成し，認識の共有化を図っている。一方で，各教職課程運営委員（以下，運営委員）から
は学部内での説明や周知に関して不安や困難を述べる声も多く挙がった。そのため，平成 24 年 2 月に FD 研修
として教職実践演習のプレ試行を実施した。その結果，イメージがわくという成果と，教科専門科目担当教員（以
下，教科教員）がどのように授業へコミットすればよいかという不安等の課題が顕在化した。そこで，教科教員
が有している期待や不安等の意識を調査することにより，授業を構築するための成果と課題を明らかにした。
キーワード：全学教職実践演習，教科専門科目担当教員の意識，全学教職実践演習授業計画（案），
　　　　　　教職課程運営委員会
※ 1 樫田　健志・高旗　浩志・江木　英二・曽田　佳代子・三島　知剛・後藤　大輔
　　（岡山大学教師教育開発センター）
※ 2 加賀　勝（岡山大学大学院教育学研究科）
Ⅰ．はじめに
　教職実践演習は，教職課程の他の科目の履修や教
職課程外での様々な活動を通じて学生が身に付けた
資質能力が，教員として最小限必要な資質能力とし
て有機的に統合され形成されたかについて，課程認
定大学が自らの養成する教員像や到達目標等に照ら
して最終的に確認する，必修科目である。なお，こ
の科目の実施は平成 22 年度入学生以降を対象とし，
平成 25 年度から本格的に開講されることが義務づけ
られていることから，多くの課程認定大学で本格実
施に向けた取組がなされている。
　教職実践演習実施に向けての取組については，既に
平成 19 年度文部科学省教員養成改革モデル事業とし
て選定された琉球大学教育学部の取組をはじめ，兵
庫教育大学のように平成 20 年度入学生を対象として
既に必修化の取組が行われるなど，先行事例があり，
かつ高い成果が得られた報告がなされている。しか
し，本取組は教育学部以外の教職希望学生を対象と
した教職実践演習の本格実施に向けて，全学センター
と各課程認定学部（以下，各学部）が連携し，センター
教員が担当する教職専門科目担当教員（以下，教職
教員）と各学部教員が担当する教科教員が合同で行
う科目の構築について実践報告をしており，全国的
にみても希少と思われる。また，平成 24 年 8 月 28
日の中央教育審議会「教職生活の全体を通じた教員
の資質能力の総合的な向上方策について」（答申）に
見られる，「総合大学の有する資源・機能の教員養成
に対する活用，教育学部の有する資源・機能の全学
的活用等の観点から極めて有効」という点において，
本取組はこれからの総合大学が実施する，組織的に
取り組む教員養成の重要性も踏まえた，先進的な取
組として位置づけられるものと考えている。
Ⅱ．取組の概要
1　平成 23 年度までの取組と教科教員の意識
①　全学教職実践演習の骨子作成
　岡山大学では，教育学部，文学部，法学部，経済学部，
理学部，工学部，環境理工学部，農学部の 8 学部が
課程認定を受け，毎年 400 名を超える学生が教員免
許を取得している。センターは，学部の枠を越えて
質の高い教員を養成する体制を整備するとともに，
教職を志す学生を支援することを目的として平成 22
年 4 月に創設された。センターは教師教育開発部門・
教職支援部門・教職コラボレーション部門・理数系
【実践報告】
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教員養成部門（CST）より構成され，教師教育開発
部門では教育学部が有する教員養成の成果を基とし
て全学コア・カリの研究・開発と運営を行っている。
全学コア・カリの最終段階の科目に位置づく教職実
践演習については，独自で開講する教育学部を除く 7
課程認定学部とセンターが協働して平成 25 年度後期
の本格実施に向けた準備を行っている。
　全学教職課程に関する様々な事項については，各
学部選出委員とセンター委員からなる運営委員会で
定期的に協議し，各学部との連絡調整・共通認識を
図りながら決定しており，全学コア・カリはその都
度整備されてきている。Figure1 に示すように，本学
の教員養成教育における質保証を担うため，1 年次「全
学教職オリエンテーション」「母校訪問」，2 年次「教
職論」，3 年次～ 4 年次「教育実習基礎研究」，4 年次
前期「母校実習」の積み上げ方式として構築している。
この系統性を踏まえ，全学教職実践演習が「学びの
集大成」としてふさわしい科目となるように，準備
期間を設けて築こうとしている。
　全学教職実践演習の骨子作成については，平成 22
年度において，①文系・理系に分けて教職実践演習
を実施すること，②教科教員は教育学部以外の学部
教員が，教職教員はセンター教員が担当し，この 2
名で授業を実施すること，また，15 コマすべて同じ
教員が授業をしなくてもよいこと，③教職実践演習
に向けての FD 研修の計画や資料作成はセンターが担
当すること，を定めた。平成 23 年度に入ると，教師
教育開発部門を中心に科目の趣旨と全学コア・カリ
の系統性を鑑みながら，授業内容と授業方法の基と
なる全学教職実践演習の授業イメージ（案）につい
て作成・検討を行った。全学教職実践演習授業イメー
ジ（案）の内容構成は本学教職課程の DP と教職実践
ポートフォリオにおける自己評価項目，Ｈ 21 年に課
程認定で提出したシラバス，大学院教育学研究科の
研究成果を踏まえたものとした。
　平成 23 年 12 月には全学教職実践演習授業イメー
ジ（案）を基に Table1 で示す「全学教職課程履修者
Table1 全学教職課程履習者対象「教職実践演習」授業計画（案）
─ 173 ─
全学教職課程における「教職実践演習に向けての取組」　―教科専門科目担当教員の意識に着目して―
対象『教職実践演習』授業計画（案）」（以下，授業
計画（案））を作成し，各学部委員との認識の共有化
を図った。この授業計画（案）は次のような点を特
徴としている。
・2 時間続きの構成としていること。（演習効果を上
げるため。）
・授業内容の時間配分を教科内容：教職内容＝ 2：1
の割合に定めていること。（教科内容を重視する構成
とした理由として，一点目に教科専門性の高い，高等
学校の免許取得希望者が多いこと，二点目に教職論
と教育実習基礎研究授業担当者への聞き取り調査に
より，学生が学習指導に不安を感じている，ととら
えたことがあげられる。Figure2 は，岡山大学「全学
教職課程の課題」として学生に自由記述アンケート
調査を実施し，教職と教科を合わせた授業指導関係
の課題を示したものである。Figure2 の斜線部分の内
容は，学生が課題ととらえている項目のうち，この
科目である程度補えると考えられる項目であり，授
業のねらいと学生のニーズがマッチしていることを
裏付けている。ちなみに，本学教育学部はほぼ 1：1
の割合で構成している。）
・授業内容により，大小のクラスサイズを変え，教科
中心のグループワーク（以下，G.W）や文系理系を
混在させた G.W を実施すること。（同質・異質の多
様な思考の交流を図ることにより，学生の学びの深
まりと広がりを促せるととらえているため。）
・各学部の様々な研究領域の教員が教科教員として参
加できる仕組みとしていること。（学生にとって，通
常指導を受ける機会のない，他学部の教員の知見に
基づいた指導を受けることが可能となり，教育効果
が上がるととらえているため。）
・授業内容に応じ，本学の教職課程 DP に関わる４つ
の力で構成される教育実践力の確認・向上を盛り込
んでいること。（「学習指導力」「生徒指導力」「コーディ
ネート力」「マネジメント力」の複数の力の融合と応
用を求めているため。）
②　全学教職実践演習プレ試行
　一方で，運営委員会の場では各委員から教職実践
演習は新設科目であるためイメージがもてず，実施
にあたり学部内の他の教員に対して，授業の在り方
や教科教員の役割についての説明や周知に不安や困
難を述べる声も多く挙がっていた。
　そのため，平成 24 年 2 月に各教員の教職実践演習
への理解を深めるため，FD 研修を兼ねた全学教職実
践演習プレ試行（90 分× 2）を実施した。目的は平
成 25 年度から実施する教職実践演習の授業イメージ
の基となる事例研究とした。指導内容については，こ
の科目の前段階にあたる教育実習基礎研究との系統
性を図りつつ，「授業計画（案）」の第 3-6 講の学習指
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導力に係る省察ⅠとⅡの一部を取り扱った。具体的に
は，教育実習生の授業風景のビデオを視聴後，小グ
ループ（4 ～ 5 名）での G.W を中心とした演習形式
で授業を行った。プレ試行参加学生については，教職
を目指す教育学部以外の 4 年生・院生を対象に実施 2
か月前より募集を行い，31 名が事前に参加を希望し，
当日は 25 名が参加した。授業は教科教員 2 名（文系
学部：法学部　理系学部：環境理工学部）教職教員 2
名（センター）で行った。授業は教科教員の負担感
を軽減するため，教職教員が準備・運営し，授業終
盤に教科教員が指導・講評を行う形態をとった。
　プレ試行直後には授業参観者とともにこの授業に
関する意見交換会並びに FD 研修会（参加教職員 19
名）を行った。その結果，参加学生の様子は演習に
意欲的であったこと，文系理系にこだわらず，様々
な学部生が混じる文・理合同の G.W は多角的な思
考ができ効果的であったこと，があげられた。また，
教科教員の立場では，授業に対する準備の少なさや
演習中心による指導時間の短さ等により，試行を見
ていくらか不安がとれた，等の意見が複数みられた。
一方，おもな課題として，学生においては教職志向性
の低い学生が混在した時の演習方法のあり方や，学
生にとってモデルとなる授業を見る機会の少なさな
ど，よりよい教員養成のために授業の質を問う意見
が多くみられた。また，教科教員においては，教科
教員としてのコミットの仕方や，教科教員が専門と
して研究している成果と教科書に記載されている内
容とが異なる場合，学生が混乱を引き起こすのでは，
といった配慮の仕方等，教科教員自身の授業への対
応についての不安（対教職教員，対学生）といった
課題が顕在化した。
　教職実践演習は，各学部からなる教科教員とセン
ター教員からなる教職教員が連携・協力することが重
要な科目と考えられるため，この度の 1 回のみのプ
レ試行にとどまらず，平成 24 年度後期に全学の教職
志望の学部学生 3，4 年及び大学院生の希望者を対象
に，2 限続きの全 90 分× 15 回分の全学教職実践演
習の試行（以下，試行）を計画した。これは，本実施
に向けての改善点と留意点を探ると同時に，全 15 回
をすべて公開講義とし，教科・教職教員双方の，こ
の科目に関する理解のための FD 研修と位置づけた。
そのため，平成 24 年度後期の試行に向けて授業計画
（案）をより具体的に検討するため，センターの教師
教育開発部門と教職コラボレーション部門を中心に，
「試行の打ち合わせ会」を平成 23 年度末より必要に
応じて実施した。
2　平成 24 年度前期までの取組と教科教員の意識
①　平成 24 年度前期までの協議日程・事項及び調査
の意義　
　平成 24 年度前期の運営委員会では，Ⅱ－１－②に
おいて述べた全学教職実践演習の試行についての協
議と並行して，平成 25 年度後期から始まる全学教職
実践演習の本格実施に向けた事項についても協議を
行った。具体的には，平成 25 年度実施日程，開講曜
日・時限，予定受講者数，開講クラス数，必要教室数，
必要教員数，各回教科教員担当学部等，各学部にお
いて状況が異なるため，各学部教務学生係，教育学
部とセンター事務室と連携を図り，運営委員会の場
で調整と共通理解を図りながら，外枠を固めていっ
た。Table2 は全学教職実践演習に関わる協議日程を
示している。
　また，今年度後期から実施する試行の準備につい
ては，センターにおいて「試行の打ち合わせ会」で
原案を作成し，運営委員会で意見を得る形で進めて
いった。しかし，委員会やプレ試行時に得られたこ
の科目に対する期待と不安等の感想や意見において
は，年度変わりで半数近くの運営委員が入れ代わっ
たため，各委員の意識を十分に把握できているとは
言えず，授業内容等の原案を作成する教職教員と，
Table2 全学教職実践演習に関わる協議日程
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一緒に授業を行う教科教員の意識が乖離した状況に
なることが不安視された。
「試行の打ち合わせ会」では，この科目がセンターと
各学部による協働実施であることを再認識し，教科
教員の不安をできるかぎり取り除くため，運営委員
と教科教員の意識を把握し，得られた内容を試行に
反映させたり，本格実施時には担当教員用指導ハン
ドブック（仮）や学生用ガイドブックを作成したり
していくことが検討された。具体的な動きとしては，
教職実践演習についての意識調査を，平成 24 年 6 月
に運営委員を対象に聞き取り調査の形で実施した後，
調査で得られた項目をさらに絞り，平成 24 年 7 月下
旬～ 8 月上旬には各学部から選出された，試行時の
授業を担当する教科教員を対象にアンケート調査の
形で実施した。
②　方法　
ア　全学運営委員　対象聞き取り調査
調査対象　
　全学運営委員（一部は試行の教科教員を兼ねる）
のうち，教育学部及びセンター教員を除く各学部 13
名を対象に聞き取り調査を平成 24年 6月に実施した。
（複数回答有）
調査内容
　主に聞き取った内容は次の項目である。
・教職実践演習の目的についての理解
・教職実践演習を実施する上での疑問点，不安な点
・教職実践演習に期待すること
・教科教員を行う上での課題
・教職担当との連携と授業の際の関わり方
・指導ハンドブックに盛り込んだ方が望ましい内容
・各学部での教職実践演習についてのアナウンス
・各学部内での教職希望学生への理解
調査結果
　質問項目の回答をまとめていくと，Table3-1，2 に
示すように大項目「学生，教員の課題」中項目「授
業内容，授業形態，学生への対応，学部内での対応」
小項目「期待，不安」に分類することができた。
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調査結果から得られた傾向
　Table3-1 より教職実践演習に関して学生の課題に
ついて，授業内容・授業方法ともに「知識に偏った
学習を見直すよい機会になる。」「多くの専門教員が
授業者として関わることで，学生の学びが深化する。」
といった期待に関する回答が多く，学生にとって望
ましい科目と捉えていた。また，Table3-2 より教職
実践演習に関しての教員の課題について，授業内容
と授業方法に期待する回答として，「教職の内容も教
科の教員から切り込んでも面白い。」等，教員にとっ
て新しい科目を楽しむ内容が複数見られた。しかし，
不安についての回答も多く，特に「コミットの仕方」
にはプレ試行時にも課題としてあげられていたこと
から，解消されずに依然多くの教員が不安として抱い
ていることが示唆された。コミットの仕方には，教
科教員にとって授業へのコミットの仕方と教職教員
とのコミットの仕方の双方が含まれていると考えら
れる。また，授業についての不安にとどまらず，「２
年ごとに委員メンバーが変わる。」といった，学生や
各学部での対応など，担当教員自身のおかれている
立場から感じられる回答も見られた。
イ　試行教科教員　対象アンケート調査
調査対象
　各学部から選出された試行教科教員（一部は全学
運営委員を兼ねる。）13 名を対象にアンケート調査を
平成 24 年 7 月下旬～ 8 月上旬に実施した（複数回答
有）。
調査内容
　前項のアで実施した聞き取り調査で得られた内容
を絞り，教職実践演習に関する知識及び意識につい
てたずねた。次の項目は質問内容の一部を載せたも
のであり，Table4 は質問項目の回答結果の一部であ
る。
【文部科学省から示されている基礎的な内容全般につ
いて】
　これについては，「よく知っている」「知っている」
「あまり知らない」「全く知らない」の 4 段階回答を
求めた。
・教職実践演習は教員免許取得のために法的に位置づ
けられた，教員として必要な知識技能を習得したこ
とを確認する必修教科であること。
・課程認定学部として教職実践演習を実施する必要が
あること。
・教職実践演習は教科教員と教職教員で授業を行うこ
と。
・教職実践演習は演習形式（ロールプレイや G.W，
模擬授業等）を主体とすること。
・教職実践演習について課程認定を受けた大学では平
成22年度入学生から実施が義務づけられていること。
【聞き取り調査より確認された内容について】
　これについては，あらかじめ決定した選択肢からあ
てはまるものを選ぶように求めた（一部記述回答有）。
・教職実践演習の実施にあたっての不安な点。
・教職実践演習の実施にあたっての期待する点のう
ち，総合大学を生かすポイント。
・効果的な授業形態。
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・教職実践演習を実施することで教員にとってのメ
リット。
・教職実践演習の具体的な課題。
・教科専門担当の授業への望ましい関わり方。
・実施にあたっての他の教員との連携。
・教職実践演習の評価基準，評価方法。
調査結果
　Table4 は教職実践演習の知識・意識調査アンケー
ト結果のうち，聞き取り調査で多くの教科教員が不
安としてあげていた「コミットの仕方」に関わる項
目を中心に，一部を抜粋したものである。
調査結果から得られた傾向　
　アンケート結果より調査に参加した教員は教職実
践演習についての大まかな概要は把握されつつある
ことが明らかになった。また，コミットの仕方などの
対策として，教科教員自身の負担軽減を感じさせた
り，この科目の実施効果を問う回答の選択も見られ
るが，それぞれの項目において半数以上が学生にとっ
てよりよい授業を構築していこうとする前向きな回
答が多く選択されていた。その他では，とにかくやっ
てみないとわからない，という記述意見もみられた。
Ⅲ．結果と考察
　①・②の記載以外に調査によって得られた結果と
して，少数ではあるが教科教員のこの科目への意識
について着目したい。
　まず期待されることとして，総合大学のよさを岡山
大学から新しい形で発信できるかもしれない，授業
計画（案）後半で扱う「現代的教育課題」に関わる
生徒指導とか学級経営などの教職中心の講義内容に
も教科専門を生かした切り口で助言できるかもしれ
ない，など前向きにとらえている回答があった。また，
各学部の連携・協力の視点から，当初は科目の準備
性を高めないようにすることにより，この科目を各
学部教員にとって関わりやすい科目として位置づけ
る方が望ましい，との意見もあった。
　次に不安な点として，各学部によって教職実践演
習への関心に差があること，教科教員としての授業
へのコミットの仕方が依然はっきりしないこと，が
挙げられた。また，前述した不安な点に関連して，
15 コマすべて同じ教員が授業をしなくてもよい制度
を安易に考えることにより，学部によってはこの授
業の教科教員を「町内会の輪番」程度にとらえてし
まう可能性があること，を指摘する回答があった。
　これらの教科教員が有する教職実践演習本格実施
に向けた意識は，これまでの取組において把握した成
果と課題に対するものである。今年度後期に実施す
る試行を通じてより多くの課題が顕在化され，教科
教員の意識も変化するものと予想される。複数の学
部教員やセンター教員が一緒に授業を行うことから，
授業目的の共通理解や協力性を高めることが不可欠
であり，プレ試行及び試行による課題を丁寧に解決
していくこと，学生の授業満足度を高める授業内容
の明確化と高度化を図ることを進めたい。今回の結
果は，後期から始まる全学教職実践演習の試行はも
とより，今後センターに寄せられる反省事項等と合
わせて，来年度本格実施に向けて作成予定の指導者
用ハンドブック（仮）や受講者用テキストブック（仮）
に生かしたいと考えている。
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　　教職コラボレーション部門　助　　教　佐　藤　大　介　d-satoh@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7741
　　理数系教員養成事業部門　　教　　授　山　﨑　光　洋　mitsuhir@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7730
　　理数系教員養成事業部門　　教授（特任）　平　野　和　司　
　　理数系教員養成事業部門　　教授（特任）　荒　尾　真　一　arao-s@cc.okayama-u.ac.jp 086-251-7609
　　事務職員 　　　　　熊澤知子，福原香織，山内愛，中原渚，吉田紀子，黒川奈穂子
学内での年間活動状況
a）センター主催・共催の研究会・研修会
　①センター企画講座「教師力を身につけよう！」の開催
　【概要】
教職志望学生の「生徒指導力」「授業力」「教師力」「学校力」を高めることを目的として開講。
現役の校長等を講師として迎え，学校現場が直面している問題について基調提案をしてもらい，
それを踏まえて学生同士で議論をしていく。
(1) 第 1 回講座 (2012 年５月 30 日実施 ) 　参加者 23 名
　　テーマ：「子どもの特性を理解した生徒指導」
　　講　師：岡山市立竜操中学校　渡邉　淳一　先生
(2) 第 2 回講座 (2012 年６月 13 日実施 ) 　参加者 33 名　
　　テーマ：「NIE の取り組み」
　　講　師：岡山市立吉備小学校　南　再俊　先生
(3) 第 3 回講座 (2012 年 10 月 31 日実施 )　参加者 26 名
　 テーマ：「小学校における外国語活動の実際」
　 講　師：岡山市立鹿田小学校　柏野　恵理子　先生
(4) 第 4 回講座 (2012 年 11 月 28 日実施 ) 　参加者 18 名
　 テーマ：「学級づくり」
　 講　師：岡山市立岡輝中学校　安楽　栄太郎　先生
(5) 第 5 回講座 (2013 年１月 16 日実施 ) 　参加者 18 名
　 テーマ：「学級びらき」
　 講　師：岡山市立伊島小学校　岡本　利明　先生
　②教育実践研究協議会
　　　 テーマ：「教師への道」インターンシップ
　　　 開催日：2013 年３月 16 日 ( 土 )( 予定 )
　　　 対　象：協力校現職教員，教育委員会，大学・附属学校教員，学生
b) 附属学校園との共同研究プロジェクト等
　①教職実践ポートフォリオの作成と試行
　　教職実践演習の新設・必修化に備え，４つの教育実践力の形成を評価するための指標と尺度の開発を行う。
　　毎月１回の定例会議，本年度は，主免教育実習を核にして，指標と尺度の検討をし，教職実践ポートフォリ
　　オの構成をしている。
　②フィールドチャレンジ策定のためのプロジェクト
　　日常的なボランティア活動を制度化するため，３年計画 ( 中期目標 ) の３年次計画。「フィールドチャレンジ」
　　科目の策定をしている。　
　③附属教育実習の企画・運営
　④小学校教員資格認定試験一・二次試験の実施，第三次試験問題の作成，及び企画・運営・実施。
　⑤教職大学院の実習・教育実践研究のプログラムの改善。
c) センター専任教員の全学教職課程・大学院教育への授業担当状況
　①全学教職課程への授業担当状況
　　○教育実習 I（観察・参加実習） ○養護実習 I（観察・参加実習）
　　○教育実習Ⅱ（幼稚園教育実習基礎研究）○教育実習Ⅱ（小学校教育実習基礎研究）１～４ 
　　○教育実習Ⅱ（中学校教育実習基礎研究）１～４  ○養護実習Ⅱ（養護実習基礎研究）
　　○教育実習Ⅱ（教育実習基礎研究）○教育実習Ⅲ（附属幼稚園実習）○教育実習Ⅲ（附属小学校実習）
　　○教育実習Ⅲ（附属中学校実習）○養護実習Ⅲ（附属・公立学校実習）○教育実習Ⅳ（中学校） 
　　○教育実習 V（高等学校）○教育の制度と社会５, ６  ○生徒指導論ⅡＢ２  ○教職論４，５ 
　　○学校教員インターンシップ  ○教職実践インターンシップ
　②大学院教育への授業担当状況
　　○生徒指導と子どもの健康課題　○学級・学年・学校経営の実践と課題　○学校危機管理の方法論 
　　○特別活動とキャリア教育の実際　○授業実践におけるプレゼンテーション力
d) 教職支援部門 ･･･ 教員志望学生に対する教員採用試験受験のための相談・指導業務
　教職相談室利用者数 ( 平成 25 年 1 月 4 日現在 )
対外的な教育・研究活動状況
a) 岡山県教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・県総合教育センターにおける研修講座及び発表会の学生・大学教員への公開
　　　・現職教員等による教員養成への協力　　　
　　　・「教師への道」インターンシップ事業
　　　・学生による学力向上支援への協力
　　　・理数系教員（ＣＳＴ）養成拠点構築事業
　②教員研修に関する事項
　　　・新学習指導要領家庭科授業への提案　－中国地区５県の家庭科実践研究を中心として－
　　　・中・高等学校美術家の授業づくり
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・「子どもほっとライン事業（子ども電話相談）」への多面的な連携協力
　　　・生きる力応援プラン「夢さがしの旅」推進事業
　　　・教職員のメンタルヘルス対策
　　　・大学，大学院での教員養成カリキュラムの改善
　　　・高等学校における発達障害支援推進事業
　④教育研究の協力に関する事項
　　　・先進的教員養成プロジェクト 教員の資質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働の実現」事業
　⑤その他双方が必要と認める事項
　　　・附属学校園を活用した研修講座の開催
　　　・県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）「大学院コース」講座の開設
b) 岡山市教育委員会との連携協力事業
　①教員養成に関する事項
　　　・岡山市の教育施設における学校支援ボランティア事業
　　　・大学企画講座における岡山市立学校長等の講演
　②教員研修に関する事項
　　　・中学校地区ではぐくむ！学力アップ事業
　　　・はぐくむ心 あったかハート事業
　　　・教育研修センターにおける研修講座の指導・助言
　③学校教育上の諸課題への対応に関する事項
　　　・ＥＳＤ＝ユネスコスクール推進支援事業＝
　　　・大学生・大学院生との連携　
c) その他の研究活動
  ① 平成 24 年度日本教育大学協会全国教育実習研究部門　第 26 回総会・研究協議会
　　　・開催日：平成 24 年 10 月 5 日（金）10:00 ～ 17:00
　　　・場　所：鹿児島大学教育学部
　　　・内　容：研究協議会Ⅰ，総会，研究協議会Ⅱ，総合協議
　　
d) 全国研究会への参加
　①平成 24 年度 日本教育大学協会研究集会
　　　・開催日：平成 24 年 10 月６日（土）9:00 ～ 17:30
　　　・場　所：かごしま県民交流センター
　　　・内　容：全体会，基調講演，シンポジウム，分科会（５分科会），ポスターセッション
　　　・研究発表：全学教職課程の質保証に関する実証的研究（１）
　　　　　　　　　－「教職実践ポートフォリオ」に見る平成 22 年度入学生の経年変化を中心に－
　　　・発表者：髙旗浩志 准教授，後藤大輔 助教
　　　・研究発表：全学教職課程における「教職実践演習」への取組　　　
　　　　　　　　　－教科専門科目担当教員の意識に着目して－
　　　・発表者：樫田 健志准教授
　　　・研究発表： 教員養成コア・カリキュラムにおける教科内容構成に関する評価について
　　　・発表者： 三島 知剛助教
　③第 82 回 国立大学教育実践研究関連センター協議会
　　　・開催日：平成 25 年２月 19 日（火）10:30 ～ 17:00
　　　・場　所：東京学芸大学 南講義棟
　　　・内　容：総会，発表，報告，意見交換
外部資金導入状況
a) センター専任教員が研究代表もしくは研究分担者の科研費受給状況
　①科学研究費補助金 基盤研究（Ｂ）「大学と教育委員会連携に基づく「５年後問題」解決のための教師教育プロ
　　グラムの開発」 高旗浩志（分担）
　②科学研究費補助金 基盤研究（Ｃ）「小学校理科における児童の「予測と推論」に関する研究」
　　山﨑光洋（代表）
b) センター専任教員あるいはセンターとして受給した学内科研
　①大学機能強化戦略経費：「教師力養成講座 ｣の開発 - 実践的な指導力を有する教師の育成 -」
　　　　　　　　　　　　　 70 万円 松原泰通
　②学部長裁量経費 ･･･ なし
c) センター専任教員あるいはセンターとして受給した外部資金導入 ･･･ なし
d) センター ( 専任教員 ) が他のセンター ( 専任教員 ) と連携して申請した科研費受給状況 ･･･ なし
e)GP 等採択状況
　①（独）科学技術振興機構「理数系教員養成拠点構築事業」平成 22-25 年度
　②文部科学省特別経費事業 教員の質向上に寄与する「大学と学校・教育委員会の協働」の実現
　　－学校教育改善との連動で教員養成教育を進化させる－ 平成 23-27 年度　　　
　③（独）教員研修センター大学委嘱事業「初任者研修改善に取り組む教育委員会との連携・協働による初任者
　　研修プログラムの開発」 −体系化への理論構築と校内研修指導教員の資質向上を目指して−」（岡山大学大学院 
　　教育学研究科と共同）
将来構想
　平成 21 年度文部科学省大学教育推進 GP に本学から申請した「総合大学が担う特色ある教員養成の質保証」の
採択を受け，従前の「附属教育実践総合センター」を改組し，全学組織として「教師教育開発センター」を平成
22 年４月に設置した。現在，総合大学における特色ある教員養成の質を保証し，かつこれを高めるために，教育
行政・学校現場と連携した全学的取組体制を整備するとともに，全学教職コア・カリキュラムを構築しその運用
を進めている。併せて平成 22 年度より採択の CST 事業に基づき，理数系教員養成事業部門を立ち上げた。教職
実践演習が必修となる平成 25 年度以降の全学教職課程のあり方に再検討を加え、各課程認定学部の FD を推進す
るとともに、上記外部資金③による初任者研修プログラムの研究開発に参画している。
岡山大学教師教育開発センター紀要に関する要項
(趣旨 )
第 1 条　この要項は , 岡山大学教師教育開発センター
　  規程 ( 平成 22 年岡大規程第 13 号 ) 第 12 条の規定
　  に基づき , 岡山大学教師教育開発センター ( 以下 
     「センター」という。) における紀要の刊行に関し 
　  必要な事項を定めるものとする。
( 名称 )
第 2 条　紀要の名称は ,「岡山大学教師教育開発セン
　  ター紀要」( 以下「紀要」という。) とする。
( 内容 )
第3条　紀要に掲載する内容は ,主として教師教育 (教
　  員養成教育 , 現職教育 ) 及び教育実践に関する実 
　  践的・理論的研究とする。
2　執筆区分は , 次の各号に掲げるとおりとし , 未発
　 表のものに限る。ただし , 学会等で口頭発表され 
　  たものは , この限りではない。
　  一　研究論文 
　  二　実践報告
　  三　研究ノート     
　  四　資料等
( 発行 )
第 4 条　紀要の発行は , 原則として , 年 1 回とする。
( 紀要編集委員会 )
第 5 条　紀要の編集のために , 紀要編集委員会 ( 以下
　  「委員会」という。) を設ける。
2　委員会は , センターに所属する教員をもって構成 
　  する。
3　委員会は , 原稿の掲載 , 執筆区分 , 掲載順序及び体
　  裁等の決定に係る業務を行う。
4　その他 ,委員会について必要な事項は ,別に定める。
( 投稿資格者 )
第 6 条　紀要に投稿することができるのは , 次の各号
　  に掲げる者とする。
　  一　岡山大学 ( 以下「本学」という。) に所属する
　　 　教員 ( 教育学部附属学校園の教員を含む。以
　　　 下「本学教員」という。) 並びにその共同研究者
　  二　その他 , 委員会が認めた者
2　連名の場合 , ファーストオーサーとなることがで
　 きるのは , 本学教員のほかに , 本学及び兵庫教育大 
 　学大学院連合学校教育学研究科の大学院生 ( 修了
　  生を含む。) 並びに本学の卒業生とする。
3　論文の投稿は ,1 人 3 編以下とし , ファーストオー
　  サーは 1 編以下とする。 
4　特別寄稿は , 委員会が認めた者に限る。
( 原稿執筆要領 )
第 7 条　原稿執筆要領については , 委員会にて別に定 
　  める。
( 投稿原稿の提出 )
第 8 条　投稿原稿の提出にあたっては , 原稿執筆要領
　  に従い , 別に定める投稿申込書を添付し , 教育学 
      系事務部 ( 以下「事務部」という。) に提出する。
2　投稿原稿は , 毎年 1 月 7 日 ( 当日が土曜日又は日
　  曜日の場合は翌勤務日 ) までに事務部に提出する 
     ものとする。
( 校正 )
第 9 条　校正は原則として二校までとし , 執筆者の責
　  任において行うものとする。校正刷は , 事務部を 
    通して受け取り ,5 日以内に校正を終え , 事務部に 
　  返却する。校正に当た って原文の変更は認めない。
( 著作権 )
第 10 条　紀要に掲載された論文の著作権 ( 電子化・
　  公開化することを含む。) はセンターに帰属する。
( その他 )
第 11 条　抜刷 ( 白黒印刷 ) にかかる金額は論文 1 編
　  につき 30 部までをセンター共通経費負担とする 
　 が , これを超える金額については , 執筆者負担と 
　  する。
( 雑則 )
第 12 条　この要項に定めるもののほか , 紀要の刊行
　  に関し , 必要な事項は , 委員会において決定する。
附則 
この要項は , 平成 22 年 11 月 29 日から施行し ,　　 
平成 22 年 11 月 1 日から適用する。
附則 
この要項は , 平成 23 年 8 月 19 日から施行する。
平成 22 年 11 月 29 日
学 長 裁 定
改正　平成 23 年 8 月 19 日
岡山大学教師教育開発センター紀要原稿執筆要領
1. 原稿の書式
　和文原稿では , A4 判縦向き , 横書き , 9 ポイント , 
1 ページのみ別紙「和文原稿のレイアウト」のとおり
とし , 2 ページ目以降を , 23 字× 45 行 , 2 段組 , 10 
ページ以内とする。マ ージンは , 上 30mm, 左右・下 
25mm とする。
　英文原稿の場合は , A4 判縦向き , 10.5 ポイント , 
40 行 , 1 段組 , 20 ページ以内とする。
　原稿は , すべてワードプロセッサで作成し , 図表や
写真等は原稿に貼り付けて , 完全原稿とする。
2. 論文の体裁
　体裁並びに表記の順序は , 次のようにする。
【和文原稿】
(1)　1 頁目には和文表題 , 和文著者名 ( 所属機関 ), 和
　文要旨 (刷り上り 8行以内 ),日本語キーワード (5
　語以内 ) を順に掲載する。 
(2)　本文
　　 章 ・ 節 ・ 項 の 見 出 し を 付 け て ,読 み や す く構 成 
　す る 。章 は ロ ー  マ 数 字 ( I ,II ,III … ), 節は全角の算
　用数字 (1,2,3… ), 項は丸付き数字　( ① , ② , ③… )
　とする。
(3)　注は , 執筆者の任意とする。 
(4)　参考・引用文献は , 原則として , 著者名 , 文献表
　題 , 文献名 , 発行所 , ページ , 発行年を含めて表
　記し , 引用順 , 又は著者名のアルファベット順に 
　並べて本文末尾に掲載する。
(5)　原稿末尾に , 英文表題 , ローマ字表記著者名 ( 所
　属機関 ), 英語キーワード (5 語以内 ) を必ず表記
　する。なお英文要旨 ( 刷り上がり 10 行程度 ) を
　付けることが望ましい。
(6)　英文表題は , 冠詞・前置詞・接続詞 ( いずれも文
　頭を除く ) 以外の全ての語の頭文字を大文字で
　書く。
 【英文原稿】
(1)　1 頁目には英文表題 , ローマ字表記著者名 ( 所属
　機関 ), 英文要旨 ( 刷り上り 10 行以内 ), 英語キー
　ワード (5 語以内 ) を順に掲載する。英文表題の
　体裁は , 和文原稿 の体裁 (6) を参照。
(2)　本文 
　　 和文原稿の体裁 (2) を参照。
(3)　注は , 執筆者の任意とする。
(4)　参考・引用文献
　　 和文原稿の体裁 (4) を参照。
(5)　原稿末尾に , 和文表題 , 和文著者名 ( 所属機関 ),
　和文要旨 ( 刷り上り 8 行程度 ), 日本語キーワー
　ド (5 語以内 ) を必ず表記する。
3. 提出物 
(1)　投稿申込書
       別添の「投稿申込書」に必要事項を記入の上 , 原 
        稿を提出する封筒に貼付し ,(2) 以下の「完全原稿」 
         と「原稿を納めた電子媒体」と併せて提出する。
(2)　完全原稿 ( レイアウト済み ) 
　　図表や写真等が添付され , 刷り上りと同じ体裁の
　原稿とする。図表や写真等を挿入する際には ,　
　ファイルの本文中に組み込むか , 適当な大きさに
　縮小して貼り付けること ( ヘッダとページ番号
　の挿入は編集委員会で行います )。
(3)　原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または 
　　 USB メモリ等 )
　　以下のような保存文書ファイルを「最終原稿」とし
　て提出する。ファイルの保存形式は ,MS-Word 
　文書形式 (*.doc または *.docx) とする。
①「最終原稿」に図表や写真等の割付位置を明示
しているだけの場合 (= 打ち出し原稿に貼り付け
る場合 ) は , その図表や写真等のデータファイ
ルを別に添付すること。
② 図表や写真等について , より鮮明な印刷を希望
する場合は , そのデータファイルを別に添付す
ること。
③ 図表や写真等は , 特に希望しない場合 , 白黒印
刷となるので留意すること。カラー印刷を希望
した場合に発生する差額は執筆者負担とする。
注 1 特殊な外字等を使用している場合は , 拡大文字で
印刷し , 最終原稿上にその場所を明示して下さ
い。また数式に使用する文字・記号は明瞭に記
載して下さい。 
注 2 原稿を上記形式 (*.doc または *.docx) に変換でき
ない場合は , 打ち出した完全原稿のみを提出く
ださい。この場合は , 編集はすべて執筆者にお
願いすることになります。
注 3 原稿を納めた電子媒体 (CD-R,DVD-R または 
USB メモリ等 ) を郵送する場合 , ディスクの保
護に留意してください。
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